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略 語 集 
 

略 語 英文名称 和文名称 

ABE Initiative African Business Education Initiative for Youth アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ（ABEイニシアティブ） 
BBB Build Back Better より良い復興 
CAFI Central Africa Forest Initiative 中央アフリカ森林イニシアティブ 
CARD Coalition for African Rice Development アフリカ稲作振興のための共同体 
CDC Center for Disease Control and Prevention 疾病予防管理センター 
DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 
DX Digital Transformation デジタルトランスフォーメーション 
EMT Emergency Medical Team 国際緊急医療チーム 
E/N Exchange of Notes 交換公文 
E/S Engineering Service エンジニアリング・サービス 
FVC Food Value Chain 食を基軸とする付加価値の連鎖 
G/A Grant Agreement 贈与契約 
GCF Green Climate Fund 緑の気候基金 
IFNA Initiative for Food and Nutrition Security in Africa 食と栄養のアフリカ・イニシアティブ 
IOM International Organization for Migration 国際移住機関 
JCAP JICA Country Analysis Paper JICA 国別分析ペーパー 
JDR Japan Disaster Relief Team 国際緊急援助隊 
JDS Japanese Grant Aid for Human Resource Development Scholarship （無償資金協力）人材育成奨学計画 
JGA JICA Global Agenda JICAグローバル・アジェンダ 
JJ-FAST JICA-JAXA Forest Early Warning System in the Tropics JICA・JAXA熱帯林モニタリングシステム 
L/A Loan Agreement 借款契約 
NEPAD The New Partnership for Africa’s Development アフリカ開発のための新しいパートナーシップ 
NS National Staff 現地職員 

OECD-DAC 
Organisation for Economic Co-operation and Development-Development 
Assistance Committee 

経済協力開発機構/開発援助委員会 

OSBP One Stop Border Post ワン・ストップ・ボーダー・ポスト 
PALM Pacific Islands Leaders Meeting 第8回太平洋・島サミット 
PPP Public-Private Partnership 官民連携 
R/D Record of Discussions 討議議事録 

REDD＋ 
Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation in Developing 
Countries 

開発途上国における森林減少・森林劣化に由来する排出の抑制、並びに森林保全、持
続可能な森林経営、森林炭素蓄積の増強 

SATREPS Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development 地球規模課題対応国際科学技術協力 
SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 
SHEP Smallholder Horticulture Empowerment Project 小農による市場志向型農業 
STEP Special Terms for Economic Partnership 本邦技術活用条件 
TICAD Tokyo International Conference on African Development アフリカ開発会議 
TOD Transit Oriented Development 公共交通志向型都市開発 
UHC Universal Health Coverage ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ 
UNHCR United Nations High Commissioner for Refugees 国連難民高等弁務官事務所 
USAID United States Agency for International Development アメリカ合衆国国際開発庁 
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評価の概要 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人国際協力機構 

評価対象中期目標

期間 

見込評価（中期目標期間実績評

価） 

第 5期中期目標期間 

中期目標期間 令和 4～8年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 外務大臣 

 法人所管部局 外務省国際協力局 担当課、責任者 政策課 原田 貴 課長 

 評価点検部局 外務省大臣官房 担当課、責任者 考査・政策評価室 上田 龍幸 室長 

主務大臣 財務大臣（外務大臣及び財務大臣の共管項目：No.14「内部統制」、No.16「短期借入金の限度額」のうち、有償資金協力業務に係る財務及び会計に関する事項。） 

 法人所管部局 財務省国際局 担当課、責任者 開発政策課 徳岡 喜一 課長 

 評価点検部局 財務省大臣官房 担当課、責任者 文書課政策評価室 木下 宏幸 室長 

主務大臣 農林水産大臣（外務大臣及び農林水産大臣の共管項目：農林業の開発に係る開発投融資の債権の回収等に関する事項。） 

 法人所管部局 農林水産省輸出・国際局 担当課、責任者 新興地域グループ 三宅 保次郎 参事官（グループ長） 

 評価点検部局 農林水産省大臣官房 担当課、責任者 広報評価課 野添 剛司 課長 

 

３．評価の実施に関する事項 

評価のために以下の手続等を実施した。 

（１）監事ヒアリング：令和 8年 7月 7日 

（２）理事長ヒアリング：令和 8年 7月 16日 

（３）有識者からの意見聴取：令和 8年 7月 16日 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 
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総合評定 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 
B：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 

（参考：見込評価）※期間実績評価時に使用 

 

評定に至った理由 以下を踏まえ、B評定とした。 

 「国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」では、9 項目中 5 項目を S 評定、4 項目を A 評定とし、全ての項目において所期の目標を上回る成果が認められた。また、「業務運

営の効率化に関する事項」及び「安全対策・工事安全に関する事項」においても A評定とし、所期の目標を上回る成果が認められた。さらに、「財務内容の改善に関する事項」については所期の目標を達成し

た。 

 一方で、中期目標期間において、2024 年度に発覚したフィリピン共和国向け円借款「首都圏鉄道 3 号線改修事業」に係る JICA 職員による情報漏洩事案及び 2025 年に発生した「アフリカ・ホームタウン構

想」を巡る問題が発生したことを受け、機構が業務運営の改善・その他の必要な措置を講ずる必要性が生じた。「業務運営の効率化・適正化に関する事項」については、所期の目標を下回り、改善を要するも

のとして C評定とした。また、「その他業務運営に関する重要事項」のうち「内部統制」については、抜本的な改善が必要であるとして D評定とした。 

 以上のとおり、多くの項目において顕著な成果又は所期の目標を上回る成果が認められる一方、業務運営及び内部統制に係る課題が認められたことを総合的に勘案した。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 機構は、日本の開発協力の実施機関として、開発途上地域の経済・社会の開発、若しくは復興又は経済の安定に寄与することを通じて、国際協力を促進し、日本及び国際社会の健全な発展に資することを目

的に、開発協力事業を行っている。第 5期中期目標期間（2022～2026年度）のうち 2025年度までの主な実績は以下のとおり。また、2023年の開発協力大綱の改定及び 2025年の機構法改正を受け、新たな協力

手法の導入を進めるなど、法人が自主的かつ積極的な取組を行った場合には、これを評価に反映した。特に、コロナ禍からの事業再開、ウクライナ復興支援やパレスチナ及びイラン情勢の悪化等の国際情勢の

変化への機動的な対応を通じ、開発協力の実施機関として重要な成果を上げたことは評価できる。 

 一方で、フィリピン共和国向け円借款事業に係る調達手続に関する情報漏洩事案及びアフリカ・ホームタウン構想をめぐる混乱は、機構の公正性・透明性、リスクマネジメント及び国民・関係者からの信

頼に関わる重大な課題であり、内部統制及び業務運営の適正化については抜本的な改善が必要である。 

これらを総合的に勘案し、法人全体としては、おおむね中期目標における所期の目標を達成していると認め、B評定とする。 

 

｢Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項｣ 

【開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保】（No.1） 

ウクライナにおける緊急復旧・復興支援、インド高速鉄道、バングラデシュ都市鉄道、モザンビークのナカラ港開発、大洋州における空港・港湾等のインフラ整備、ASEAN 諸国における海上保安能力強化支

援等を通じ、開発途上地域の連結性強化、物流網・海上交通の安全確保及び質の高いインフラ整備を推進した。特に、バングラデシュ初の都市高速鉄道「ダッカメトロ 6号線」の開業や、ナカラ回廊の玄関港

であるナカラ港の整備は、都市交通の改善、域内貿易の促進及び地域全体の連結性強化に資する成果である。また、インドネシア、フィリピン、マレーシア等における海上保安分野の協力は、海上法執行能力

の向上を通じ、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の実現及び我が国の重要シーレーンの安全確保にも資する取組として評価できる。資源・エネルギー分野では、ウクライナへの越冬支援、ラオスにおける

風力発電事業、各国のエネルギー・トランジション政策・計画の策定支援、海洋温度差発電等の次世代脱炭素技術の導入支援を通じ、脱炭素化と安定的なエネルギー供給の両立に貢献した。加えて、「資源の絆

プログラム」等を通じた人材育成や重要鉱物資源分野での協力は、鉱物資源国の持続的な資源管理能力の強化と、我が国の経済安全保障及びサプライチェーン強靱化にも資するものである。さらに、Project 

NINJA等を通じたスタートアップ支援、投資環境整備、経済特区開発、SHEPアプローチや CARDを通じた農業・農村開発等により、産業振興、雇用創出、農家所得向上及び食料安全保障の強化にも寄与した。こ

れらの取組は、対象国の持続可能で包摂的な経済成長を支えるとともに、FOIP、エネルギー安全保障、経済安全保障等の我が国の重要政策の実現にも貢献する戦略的な開発協力として評価できる。 

 

【開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進】（No.2） 

保健医療分野では、ウクライナ及び周辺国における保健医療体制の復旧・強化、公衆衛生危機への備えに資する新たな融資枠組みの創設、UHC 達成に向けた保健財政・政策実行支援、感染症対策ネットワー

クの強化等を通じ、平常時及び健康危機時の双方に対応できる強じんな保健システムの構築に貢献した。また、栄養分野では、栄養コア人材の育成や学校給食・食育に係る協力等を通じ、母子栄養改善を含む

ライフコースを通じた栄養改善に資する取組を推進した。教育分野では、「みんなの学校」アプローチの制度化・面的展開や、拠点大学支援を通じた高度人材育成により、基礎教育の質の向上と国際頭脳循環の

促進に寄与した。さらに、障害主流化、障害者就労支援、スポーツを通じた社会包摂・平和構築等にも取り組み、脆弱な立場に置かれた人々を含むすべての人々の基礎的生活を支える人間中心の開発を推進し

た。これらの取組は、人間の安全保障、UHC、SDGs、TICAD等の我が国の重要政策の実現にも貢献するものとして評価できる。 

 

【普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現】（No.3） 

ウクライナにおいて、日本が長年支援してきたカンボジア地雷対策センター（CMAC）との連携や日本製機材の活用を通じ、地雷・不発弾対策支援を迅速に展開したことは、人道支援と復旧・復興支援を同時

に進める取組として、日本の平和構築分野における貢献を示すものである。また、フィリピン・ミンダナオにおける長年の和平支援、難民・避難民受入国に対する人道・開発・平和の連携（HDP ネクサス）を
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通じた支援、ラオスにおける法制度整備支援、国際金融犯罪対策や公共財政・金融制度の強化等を通じ、法の支配や平和で安全な社会の実現に貢献した。加えて、ジェンダー平等及び女性・平和・安全保障（WPS）

の推進、サイバーセキュリティ、デジタル化、宇宙分野における能力強化支援にも取り組み、FOIP、人間の安全保障、法の支配、自由で安全なサイバー空間の構築等、我が国の重要政策の実現に資する基盤構

築に貢献した。 

 

【地球規模課題への取組を通じた持続可能で強じんな国際社会の構築】（No.4） 

気候変動分野では、GCF 等の外部資金を活用しつつ、森林保全、海岸保全、REDD＋等の取組を推進し、開発協力を通じた脱炭素化と国際的な資金動員に貢献した。また、ウクライナにおける廃棄物処理支援

において東日本大震災からの復興経験を活用したほか、スリランカやタイ等において「Build Back Better」の考え方を踏まえた防災・復興支援を展開した。水資源・水供給分野では、南スーダンにおける浄水

施設整備等、困難な環境下においても人々の基礎的生活を支える取組を実施した。これらの取組は、気候変動、防災、水資源、環境管理等の複合的な地球規模課題に対し、日本の知見と国際連携を活かして対

応したものとして評価できる。 

 

【地域の重点取組】(No.5) 

東南アジア・大洋州地域では、インド太平洋に関する ASEAN アウトルック（AOIP）の重点分野への協力を念頭に、ASEAN 連結性の強化、海洋協力、経済・社会の強じん化に資する取組を推進した。特に、イ

ンドネシア、カンボジア、ラオス等における港湾・道路・都市交通等のインフラ整備や海上保安能力強化は、FOIPの具体化に貢献した。また、日本 ASEAN友好協力 50周年特別首脳会議や東ティモールの ASEAN

加盟支援、大洋州における PALM10の公約に資する人的交流・人材育成等を通じ、地域との信頼関係強化に寄与した。 

東・中央アジア及びコーカサス地域では、初の「中央アジア＋日本」対話・首脳会合を見据え、グリーン・強じん化、コネクティビティ、人づくり等の重点分野で案件形成・実施を進めた。カスピ海ルート

の円滑化支援、中央アジア域内外の連結性強化、エネルギー・トランジション支援、JDSや JICAチェアを通じた知日派人材の育成等は、日本と同地域との中長期的な信頼関係の強化に資する成果である。 

南アジア地域では、インド高速鉄道、バングラデシュ都市鉄道、ジャムナ鉄道専用橋、経済特区開発等を通じ、域内及び域外との連結性強化、投資環境整備、経済成長基盤の強化に貢献した。特に、日印の

半導体サプライチェーン強じん化に向けた人材育成・関係構築や、バングラデシュにおける日本企業の進出促進は、開発協力を通じた経済安全保障及び日本企業の海外展開にも資する取組として評価できる。 

中南米・カリブ地域では、交通インフラ整備、JICAチェア、IDB等との協調融資、地域警察活動支援、宇宙分野協力、日伯グリーン・パートナーシップ・イニシアティブ等を通じ、同地域の強じんな社会・

経済開発及び地球規模課題への対応に貢献した。日本の警察、防災、宇宙、気候変動対策等の知見を活用した協力は、同地域との多層的な連携強化と日本の信頼向上に寄与した。 

アフリカ地域では、TICADプロセスを中核的な政策・事業形成の場として位置づけ、TICAD8及び TICAD9を通じて、産業人材育成、感染症対策、地域経済回廊、食料安全保障、カイゼン、環境管理等の幅広い

分野で協力を推進した。特に、TICAD9に向けた日本政府の取組への貢献、ABEイニシアティブ、国際経済回廊開発、アフリカ域内の保健協力等は、アフリカの自立的成長と日本の対アフリカ協力のプレゼンス

向上に資する成果である。 

中東・欧州地域では、ウクライナに対する財政支援、緊急復旧、地雷対策、復興支援を迅速かつ包括的に実施し、日本の対ウクライナ支援政策の具体化に大きく貢献した。また、ガザ地区及び周辺国への人

道支援、シリア難民及び受入国支援、トルコ地震からの復旧・復興支援等を通じ、人間の安全保障を重視する我が国外交を体現し、地域の安定化に寄与した。 

これらの地域別取組は、各国・地域の情勢や開発課題に応じた機動的かつ戦略的な協力を通じ、我が国の重要政策及び国際公約の実現に貢献するとともに、各地域との中長期的な信頼関係の強化に資するも

のとして評価できる。 

 

【JICA開発大学院連携・JICAチェアを通じた親日派・知日派リーダーの育成】(No.6) 

JICA 開発大学院連携及び JICA チェアを通じ、日本の近代化及び開発経験、人間の安全保障、法の支配等の価値観を共有し、親日派・知日派人材の育成を推進した。長期研修員受入や国内外の教育機関・研

究機関との連携を通じ、各国と日本の間で人材・知識が循環する国際頭脳循環の促進に寄与したほか、育成された人材が帰国後に各国政府、大学、産業界等で中核的役割を担う事例も見られており、人的ネッ

トワークの蓄積が各国の政策形成や日本との関係強化に具体的に結びついている。また、JICAチェアを契機として、日本学専攻課程の開設や大学・研究機関との連携基盤の整備も進み、日本理解を継続的に発

展させる基盤が構築された。これらの取組は、我が国外交の基盤強化及び各国との中長期的な信頼関係の強化に資するものとして評価できる 

 

【民間企業等との連携を通じた開発課題の解決への貢献】(No.7) 

海外投融資、中小企業・SDGsビジネス支援事業（JICA Biz）等を通じ、民間企業等が有する技術、資金及びノウハウを活用した開発協力を推進した。気候変動対策、食料安全保障、金融包摂に係るファシリ

ティの創設や、鉄道 PPP、スタートアップ投資、グリーンファイナンス等を通じ、民間資金を活用した開発課題への対応を進めた。また、企業共創プラットフォームの設置や JICA Bizの制度改編により、民間

企業の参画拡大とビジネス化支援を強化し、日本企業の技術・ノウハウを活用した現地での事業化にもつなげた。これらの取組は、開発途上国の社会課題解決に資する民間の技術・資金・ノウハウの活用を進

めるとともに、日本企業の海外展開促進にもつながるものであり、民間資金動員及び官民連携の強化に貢献したものとして評価できる。 

 

【多様な担い手と開発途上地域の結びつきの強化及び外国人材受入・多文化共生への貢献】(No.8) 

JICA海外協力隊事業では、起業支援プログラム「BLUE」の立ち上げ等を通じ、協力隊経験の社会還元や人的交流の促進に取り組んだ。また、外国人材受入れ・多文化共生の推進、地方自治体、NGO／CSO、大

学・研究機関及び日系社会との連携強化を通じ、国内外の多様な担い手と開発途上地域との結びつきを強化した。特に、自治体や NGO／CSO等の知見を活かした共創、開発途上国で得られた成果や経験の日本国

内への還元、開発教育を通じた国際協力への理解促進及び担い手の裾野拡大に貢献したことは評価できる。今後は、協力隊員及び訓練生の規律保持やコンプライアンスの確保、外国人材の権利保護や適正な送

出しの確保、多文化共生の推進に引き続き取り組むとともに、地方自治体との連携に当たっては、アフリカ・ホームタウン構想が撤回に至った経緯を重く受け止め、事業形成段階におけるリスク評価、内部牽

制、関係者との丁寧な調整・合意形成、意思決定プロセスの透明性及び説明責任の強化に努める必要がある。 
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【事業実施基盤の強化】(No.9) 

国際協力 70周年に際し、ODA及び日本の開発協力の意義や成果を国内外に積極的に発信し、国民理解の促進及び国際社会における日本のプレゼンス向上に貢献した。また、国際協力キャリア総合情報サイト

「PARTNER」について、国際協力経験者のみならず学生の登録も促進し、2025年度に個人登録者 10万人、団体登録 3,000団体を突破するなど、開発協力人材の裾野拡大に貢献した。さらに、2023年の開発協力

大綱改定を踏まえた「オファー型協力」の具体化、2025年の機構法改正を踏まえた民間資金動員や国内外の多様なパートナーとの連携強化に向けた制度基盤の整備、DXの推進による業務効率化、透明性向上及

び安全対策強化を通じ、多様化・複雑化する開発課題に対して安定的かつ機動的に事業を実施できる体制の強化を図った。加えて、国際緊急援助隊による迅速な災害対応、ウクライナ支援を含む戦略的・機動

的な事業形成、国際機関・他ドナーとの連携強化、環境社会配慮及び不正腐敗防止に係る取組を通じ、開発協力の実施基盤の強化に貢献した。これらの取組は、我が国の開発協力を取り巻く環境変化に対応し

つつ、事業の質、機動性、透明性及び説明責任を高めるものとして評価できる。今後は、ODA及び日本の開発協力に対する国民理解と支持の更なる拡大に向け、SNS等の特性も踏まえた分かりやすく正確な情報

発信を行うとともに、「アフリカ・ホームタウン構想」の影響を踏まえた信頼回復及び広報戦略の強化、並びに事業評価、研究及び人材育成を通じて得られた知見・教訓の事業形成・実施への還元を進めること

が期待される。 

 

「Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項」  

【組織体制・基盤の強化、DXの推進】(No.10) 

多様化・複雑化する開発課題や国際情勢の変化に対応するため、組織体制・基盤の強化と DXによる業務改善・効率化を一体的に推進した。ウクライナ支援では、対策本部、ウクライナ支援室、現地事務所等

を設置し、大規模かつ多分野にわたる支援を機動的・一元的に推進する体制を構築した。また、海外拠点ネットワークの維持・強化、法務・コンプライアンス部の新設、海外投融資事業の体制強化等を通じ、

業務内容の拡大やリスクの高度化に対応する組織基盤を強化した。さらに、生成 AI等の活用、調達・派遣改革、情報セキュリティ対策等を通じ、業務効率化、内部統制及び情報基盤の強化に貢献した。これら

の取組は、戦略性、機動性、効率性を兼ね備えた事業実施基盤の強化に資するものとして評価できる。今後は、海外投融資、民間資金動員、海外拠点運営等に的確に対応できる組織体制の更なる強化と、デジ

タルツールの安全かつ効果的な活用、情報セキュリティ及びサプライチェーン・リスク対策の徹底が期待される。 

 

【業務運営の効率化、適正化】(No.11) 

物価高や円安等の影響がある中、一般管理費及び業務経費について毎事業年度 1.4％以上の効率化を達成するとともに、給与水準の適正化、人員配置計画の策定・実施、重点分野への機動的な人的資源配分

等を通じ、経費・人件費の適切な管理に取り組んだ。また、電子入札・電子契約の本格導入、ランプサム契約の拡大、契約管理ルールの簡素化、精算手続の合理化等により、機構内外の業務負担軽減及び調達

手続の効率化を推進したほか、ウクライナ復興支援に向けた緊急調達・輸送体制を迅速に確立し、現地ニーズに応じた機動的な支援を実施した。これらの取組は、効率性・即応性を備えた業務運営に資するも

のとして評価できる。一方で、フィリピン共和国向け円借款事業に係る調達手続に関する情報漏えい事案は、公正性・透明性及び機構への信頼に関わる重大な問題であり、業務運営の適正化の観点から課題が

残る。今後は、再発防止策の着実な実施、コンプライアンス意識及び情報管理・守秘義務の徹底、組織内のチェック体制強化を通じ、調達の公平性・透明性の確保に継続して取り組む必要がある。 

 

「Ⅲ．財務内容の改善に関する事項」 (No.12) 

前中期目標期間における予算執行管理上の課題を踏まえ、予算執行管理、報告・統制及びガバナンス強化策に基づき、中期目標期間全体を見据えた予算執行見通しの把握、分析及び調整を継続的に実施した。

月次での執行状況の把握・共有、年度別・予算科目別の支出見込みを踏まえたモニタリング、予算執行状況の可視化、職員向け研修等を通じ、中期的な予算規模の予見性を高め、安定的な財務運営に取り組ん

だことは評価できる。また、寄附金受入れの拡充、国際協力機構債券の発行、国際機関や民間企業等からの受託事業を通じ、自己収入の確保及び開発資金の多様化・拡充を図った。これらの取組は、適正な予

算執行管理と財務基盤の安定化に資するものとして評価できる。今後は、為替変動や物価高騰等の外的要因に留意しつつ、後年度負担を意識した計画的な予算管理、運営費交付金債務残高の適切な管理、及び

自己収入・開発資金の確保に引き続き取り組むことが期待される。 

 

「Ⅳ．安全対策・工事安全に関する事項」 (No.13) 

戦時下のウクライナにおいて、外務省や他ドナー等と連携しつつ、安全確認調査、渡航予定サイトの実地踏査、リスク評価、退避ルートの確認、治安情報の収集体制整備等を行い、事業関係者の安全を確保

しながら支援事業を実施できる体制を構築した。また、スーダン情勢悪化時には、日本政府による邦人保護・退避オペレーションと連携し、機構関係者を含む在留邦人等の国外退避に貢献するとともに、同事

案の教訓を踏まえた高脅威度国のアクションプラン策定、緊急事態対応マニュアルの更新、シミュレーション訓練等を通じ、有事対応能力を強化した。工事安全面では、有識者による検討を踏まえ、10年ぶり

に「ODA 建設工事安全管理ガイダンス」等を改訂し、現地調査、安全セミナー、事故原因分析及び再発防止策のフィードバック等により、建設工事における事故・災害の防止・低減に取り組んだ。これらの取

組は、不安定な情勢下においても国際協力事業を安全かつ継続的に実施するための基盤強化に資するものとして評価できる。今後は、複合的リスクを踏まえた情報収集・分析、リスク評価、緊急時対応体制の

不断の見直し、安全対策研修の実践性向上及び改訂ガイダンスの適切な運用を通じ、安全確保と工事事故・災害防止に引き続き万全を期すことが期待される。 

  

「Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項」  

【内部統制】(No.14) 

内部統制については、リスク管理委員会の開催、内部統制研修、内部監査、内部・外部通報制度の整備、情報セキュリティ対策等、中期計画に基づく取組を実施した。また、フィリピン共和国向け円借款「首

都圏鉄道 3号線改修事業」に係る調達手続に関する秘密情報漏えい事案を受け、検証委員会の助言を踏まえ、コンプライアンス・マニュアル及び調達関連資料の整備、内部・外部通報制度の改善、法務・コン

プライアンス部の新設等、再発防止策の強化に取り組んだ。さらに、アフリカ・ホームタウン構想については、国内で誤解と混乱を招き、関係自治体に過大な負担を生じさせた上、構想撤回に至っており、事
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前のリスク評価、内部牽制、関係者との調整及び対外発信に係るガバナンスに重大な課題があった。 

これらを踏まえ、機構に対し、内部統制及びリスクマネジメント体制の抜本的な改善を求める。今後は、再発防止策の着実な実施、情報管理・守秘義務・コンプライアンス意識の徹底、対外発信に係るリス

ク分析と正確性確認、関係者との丁寧な調整を組織的に徹底する必要がある。特に、経営層がリスクを的確に把握し、適時適切に判断する経営能力と、その判断を現場の業務プロセス、関係者調整及び情報発

信に確実に反映させる執行能力の双方を強化し、内部統制が実効的に機能する体制を早急に構築することが求められる。 

 

【組織力強化に向けた人事】(No.15) 

一人ひとりが開発協力のプロフェッショナルとして能力を発揮できるよう、社内研修の拡充、博士・修士取得研修派遣、社内公募ポストの拡大、キャリアコンサルテーションの対象拡大等を通じ、職員の自

律的な能力開発とキャリア形成を支援した。また、女性管理職比率は 2025年度末に 30.9％となり、目標値である 27％を上回る成果を上げたほか、女性向けメンタリング支援等を通じて女性職員が指導的役割

を担い活躍できる環境整備を進めた。さらに、DE&Iの推進、オンボーディング支援の強化、96の海外拠点における現地職員の人事制度整備や研修機会の拡充を通じ、多様な人材が能力を発揮できる組織基盤の

強化に取り組んだ。これらの取組は、高度化・複雑化する開発課題に対応するための組織力強化に資するものとして評価できる。今後は、人事戦略と連動させ、組織として必要な専門性や経験を有する人材を

計画的に確保・育成・配置するとともに、自律的なキャリア形成支援及び多様な人材の活用を一層推進することが期待される。 

 

全体の評定を行う上で特

に考慮すべき事項 

・2023年度にフィリピン向け円借款「首都圏鉄道 3号線改修事業」に係る機構職員による調達手続に関する情報漏えい事案が発生したことを受け、2024年 7月に機構職員の懲戒処分を公表した。同年 11月に、

事実関係の再検証及び更なる再発防止策の検討のため、機構の下で検証委員会を設置し、2025年 6月に同委員会から機構に報告書が提出された。機構は、同報告書を踏まえ、検証委員会のモニタリングの下、

総点検としてアンケート調査及び情報提供ホットラインの設置を行い、これを踏まえた事実確認を含む詳細調査を実施した。2026年 7 月には、これらの総点検及び詳細調査の結果並びに再発防止策の進捗状況

を公表し、現在、再発防止策を実施中である。本事案については、第 217回国会において参議院決算委員会及び本会議における警告決議を受けた。 

・2025年 8 月に開催された第 9回アフリカ開発会議（TICAD9）のテーマ別イベントにおいて、機構は、「JICAアフリカ・ホームタウン」構想を発表した。本構想は、日本国内の 4市をそれぞれアフリカ 4か

国の「ホームタウン」として認定し、各種交流事業を通じて、アフリカ各国と日本の地方自治体との交流を図ることを目的としていた。しかし、「ホームタウン」という名称に加え、機構が自治体を「ホーム

タウン」として認定するという構想のあり方が、国内で誤解と混乱を招き、4つの自治体に過大な負担が生じる結果となったことから、同年 9月に構想を撤回した。 

 

３．課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した課

題、改善事項 

各項目別評定に記載のとおり。 

その他改善事項 特になし。 

主務大臣による改善命令

を検討すべき事項 

特になし。 

 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 1 法人の業務は、法令等に従い適正に実施され、また、第 5期中期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているものと認める。なお、法人は日本の政府開発援助（ODA）の総合的な実施機関と

して、国際的な複合危機が長期にわたり継続する中で益々重要となる役割を担っており、国際社会から大きな期待を受けている一方で、外交に関する世論調査によると日本国内の ODAに対する支持は下降傾

向にある。令和 5年 6月改定の「開発協力大綱」に明記されたとおり、開発協力の実施において日本国民の理解と支持は不可欠であり、法人は法人の業務が公的財源により行われ、それ故日本国民の負託に

応えるものであることについて説明責任を負っている。法人が計画し実施する事業の目的や内容が開発協力に日常的に接する機会のない人々にとって正確な理解に資する用語でわかりやすく丁寧に説明され

ているか等、情報の受け手の目線で発信するとともに、開発協力の実施状況や評価等に関する情報を迅速に十分な透明性をもって公開することが重要である。役職員一人ひとりが広報意識を高めつつ、法人

及び法人の業務に関する批判的、否定的な声にも真摯に耳を傾け、ODAや法人に関する理解が日本国内で浸透するようさらなる取組が求められる。 

2 法人の内部統制システムに関する業務方法書の記載内容は相当であると認める。また、内部統制システムに関する法人の長の職務の執行について、指摘すべき重大な事項は認められない。 

3 役員の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な事実は認められない。 

4 財務諸表等に係る会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認める。 

5 事業報告書は、法令等に従い、法人の状況を正しく示しているものと認める。 

その他特記事項 第 5期中期目標における「評価の考え方」に基づき、以下の考え方で見込評価を実施した。  
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・「外務省所管独立行政法人の業務実績評価の基準について」に従い、定量指標の達成状況に加え、質的な成果や成果の最大化に向けた機構の取組状況も勘案して評価を行う。 

 

有識者からの意見聴取は以下のとおり。 

・第 5期中期目標期間は、国際開発協力を取り巻く環境が大きく転換した時期であった。ウクライナ情勢や中東地域の不安定化、気候変動の深刻化、パンデミック後の社会経済の回復、AI・デジタル技術の

急速な発展など、国際社会は従来にない複合的危機に直面した。そのような環境の中で、JICAは我が国の開発協力実施機関として高い機動性と専門性を発揮し、開発協力大綱（2023年改定）の理念を具体化

するとともに、人間の安全保障を基軸とした持続可能な国際協力を推進したことは高く評価できる。 

本中期目標期間の最大の成果は、JICAが従来の ODA実施機関としての役割を着実に果たすとともに、多様な主体との「共創（Co-creation）」を基軸とした新たな開発協力モデルへ移行しつつある点である。

2025年の JICA法改正は、その制度的転換を象徴するものであり、民間企業、自治体、大学、国際機関、市民社会等との連携を強化しながら、日本の開発協力をより戦略的かつ持続可能なものへ発展させる重

要な契機となった。これは、開発資金需要の急速な拡大や SDGs達成に向けた資金ギャップへの対応という観点からも高く評価される。 

また、第 5期中期目標期間を通じ、JICA は「人間の安全保障」を実践する国際機関として、その特色を一層明確にした。保健、教育、防災、農業、平和構築、ガバナンス、ジェンダー等の分野において、単

なる施設整備や資金供与ではなく、人材育成、制度構築（Institution Building）及び能力開発（Capacity Development）を重視した支援を展開したことは、日本の開発協力の独自性を示すものであり、長

期的な社会のレジリエンス向上にも大きく寄与している。 

さらに、第 5期中期目標期間は、SDGs実施期間の後半に位置している。世界的には目標達成の遅れが指摘される中、JICAは個別プロジェクトの実施にとどまらず、制度改革、政策対話及び知識共創

（Knowledge Co-creation）を通じ、社会変革を促すアプローチを展開してきたことは評価に値する。今後は、SDGs達成そのものを目的とする段階から、SDGsの理念を継承・発展させるポスト 2030アジェン

ダを視野に入れた国際協力へ発展することが期待される。 

一方で、本中期目標期間を通じた評価を見ると、依然として投入（Input）及び活動（Output）を中心とした業績評価が多く、各事業が社会や制度にもたらした成果（Outcome）、さらには長期的なインパクト

（Impact）を体系的に評価する仕組みは十分とは言い難い。特に、人間の安全保障や能力開発、制度構築といった JICAの強みは、短期間で成果が現れるものではなく、長期的な社会変容（Transformational 

Impact）の中で評価されるべきものである。今後は、OECD-DAC評価基準や EBPMの考え方をさらに発展させ、事業の実施件数や資金規模だけではなく、制度改革、政策形成、人材育成、行動変容及び社会的信

頼の向上など、JICAが各国社会にもたらした質的変化を評価する新たな評価体系の構築が期待される。JICAは我が国最大の開発協力機関であると同時に、国際社会における知識創造機関（Knowledge 

Institution）としての役割も担っており、その蓄積を国際公共財（Global Public Goods）として世界へ発信していくことが重要である。 

総じて、第 5期中期目標期間は、JICAが日本の開発協力を「援助」から「共創」へ、「事業実施」から「制度変革」へ、そして「プロジェクト」から「社会変革」へと発展させる基盤を築いた期間であったと

評価できる。今後は、人間の安全保障を基本理念として、AI・DX、民間資金動員、ジェンダー平等及び多様な主体とのパートナーシップを一層推進し、ポスト SDGs時代の国際協力をリードする組織として、

更なる発展を期待する。 

 

・気候変動や感染症といった地球規模課題の深刻化に加え、自由で開かれた国際秩序への挑戦や世界的な分断リスクの高まり、それらに起因する開発途上国の人道危機など、国際社会は複合的な危機に直面

している。また、米国による USAIDの解体、欧州によるウクライナ支援防衛予算シフトのためともいわれる ODAの削減傾向等主要ドナー国においても援助政策の見直しや財政制約を背景に ODAを取り巻く環

境は大きく変化しており、従来型の二国間協力や伝統的ドナー主導の枠組みのみでは、国際社会が直面する課題への対応が困難になりつつある。 

こうした環境変化の中、JICAは第 5期中期目標期間において、新たな開発協力大綱の策定や JICA法改正に向けた議論を踏まえながら、多様な国際機関との連携強化に加え、民間資金動員や官民連携の推進に

積極的に取り組み、変化する国際協力環境に対応した持続可能な開発インパクトの創出に努めてきたことは高く評価できる。 

第 5期前半においては、従来型の ODA 実施機関としての役割が中心であったが、2023 年の開発協力大綱改定以降、JICAは日本の外交・安全保障政策との連携をより重視した機関として位置付けられるように

なった。これに伴い、ウクライナ支援、ASEAN諸国との海洋安全保障協力、エネルギー移行支援、経済回廊整備、サプライチェーン強靱化などの取組は、従来の開発課題への対応にとどまらず、国際秩序の維

持や経済安全保障の確保といった観点も含むものへと発展している。 

その意味で、第 5期は新たな開発協力大綱を本格的に実装した最初の中期目標期間であり、JICAが変化する政策環境に迅速かつ柔軟に対応してきたことは評価に値する。特に、自由で開かれたインド太平洋

（FOIP）実現に向けた協力やウクライナ支援は、日本外交との整合性という観点からも高い成果を上げたものと評価したい。 

一方で、次期中期目標期間に向けて取り組むべき課題も確認された。 

第一に、民間資金動員の更なる拡大である。国際金融機関との協調融資やファンド出資等については一定の成果が見られるものの、日本企業による個別事業投資への参画支援やリスクシェアについては、更
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なる発展の余地がある。JICAが有する政策対話機能や制度改善支援機能を活用しながら、民間企業の投資促進につながる取組を一層推進することを期待したい。 

第二に、円借款事業を巡る制度面の改善である。近年は世界的なインフレや為替変動、相手国政府の実施能力不足等に起因する工期遅延やコスト増加、未払金問題などの課題が顕在化している。円借款なら

高い収益性は見込めないもののリスクフリー故に魅力ある取引という民間企業の見方が変わりつつあることには留意すべきであり、事業実施におけるリスク分担の在り方や契約制度の改善について、民間企

業の声も踏まえながら検討を進めることが重要である。 

第三に、内部統制及び対外コミュニケーションの強化である。フィリピン向け円借款事業における事案やアフリカ・ホームタウン構想への対応を踏まえ、コンプライアンスやリスク管理に加え、国民への分

かりやすい情報発信の重要性が改めて認識された。ODAに対する国民理解の促進という観点からも、再発防止に向けた継続的な取組を期待したい。 

また、業務実績等報告書の記載内容についても更なる工夫の余地があると考える。開発協力事業は必ずしも全てが当初計画どおりに進展するものではなく、政変や経済環境の変化等により、期待された成果

の発現が困難となる事例も存在する。そうした案件についても、課題や要因分析、改善策を含めて積極的に共有することは、組織全体の学習と説明責任の観点から重要である。 

今後は、成果が顕著に発現した案件とそうでなかった案件の双方について要因分析を行い、その知見を次の事業形成や実施にどのように活用しているかを示すことで、PDCAサイクルがより明確に見える形で

業務実績等報告書へ反映されることを期待したい。 

 

・第 5期中期目標期間全体を通じて、JICAがパンデミック（COVID-19）の収束プロセス、深刻化する気候変動、さらには多極化・分断化が進む国際情勢という未曾有の荒波の中で、持続可能な開発目標（SDGs）

の達成と「人間の安全保障」の具現化に向けて、極めて主導的かつ困難な役割を全うされたことに深い敬意を表す。数多くの項目で S評定や A評定を獲得していることは、激動の現場で奮闘されたすべての職

員・関係者の努力の結晶であり、高く評価されるべきである。 

しかし、次期中期目標（第 6期）の策定を見据えるにあたり、NGOの立場からは、世界中で劇的に進行している「市民社会スペース（Civic Space）の急速な縮小（権威主義の台頭に伴う、途上国現地の NGO

や人権擁護者、地域コミュニティに対する弾圧・活動制限）」という危機的現実に JICA がどう向き合うかを問わざるを得ない。 

JICAが掲げる「人間の安全保障」とは、国家のみならず、一人ひとりの人間を保護し、その能力を強化（エンパワーメント）することである。次期中期目標においては、相手国政府との協調（G to Gの関係

性）という大前提を維持しつつも、「途上国の民主的なガバナンスを草の根から支えるローカルな市民社会（NGO/CSO）の存続・エンパワメントに対する直接的な貢献」を、JICAの事業ポートフォリオにおけ

る最重要アジェンダの一つとして明確に掲げるべき段階に達している。日本の NGOとの連携をさらに戦略的に深め、国内外の市民社会と強靭なネットワークを形成することこそが、地政学的リスクの高まる

世界において、日本の国際協力をより安全かつ柔軟、そして人間中心的なものにするための必須条件である。 
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項目別評定総括表 

中期目標 年度評価 中期目標期間

評価 

項目別調書№  中期目標 年度評価 中期目標期間

評価 

項目別調書№ 

 
R4 

年度 

R5 

年度 

R6 

年度 

R7 

年度 

R8 

年度 

見込

評価 

期間

実績

評価 

  
R4 

年度 

R5 

年度 

R6 

年度 

R7 

年度 

R8 

年度 

見込

評価 

期間

実績

評価 

 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 

日本の開発協力の重点政策 S A A S  S 

 

（No.1-5） 

  組織体制・基盤の強化、DXの

推進を通じた業務改善・効率

化 

A〇 S〇 S〇 A〇  A〇  No.10 

開発途上地域の経済成長の基礎及

び原動力の確保 
S〇 S〇 S〇 S〇  S〇 

 
No.1 

  業務運営の効率化、適正化 
B D C B  C  No.11 

開発途上地域の人々の基礎的生活

を支える人間中心の開発の推進 
A〇 S〇 S〇 S〇  S〇 

 
No.2 

 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

平和・安全・安定な社会の実現、

法の支配に基づく自由で開かれた

国際秩序の維持・強化 

S〇 A〇 A〇 S〇  A〇 

 

No.3 

  財務内容の改善に関する事項 

B B B B  B  No.12 

複雑化・深刻化する地球規模課題

への国際的取組の主導 
S〇 A〇 S〇 S〇  S〇 

 
No.4 

 Ⅳ．その他の事項 

 
地域の重点取組 A〇 A〇 A〇 A〇  A〇 

 
No.5 

  安全対策・工事安全に関する

事項 
A〇 A〇 A〇 A〇  A〇  No.13 

JICA開発大学院連携・JICAチェ

アを通じた親日派・知日派リーダ

ーの育成 

A〇 A〇 A〇 A〇  A〇 

 

No.6 

  内部統制 

B D D D 

 

D 

 

No.14 

民間企業等との連携を通じた開発

課題の解決への貢献 
S〇 S〇 A〇 S〇  S〇 

 
No.7 

  組織力強化に向けた人事 
A A A A 

 
A 

 
No.15 

多様な担い手と開発途上地域との

結びつきの強化及び外国人材受

入・多文化共生への貢献 

A〇 A〇 S〇 S〇  A〇 

 

No.8 

  短期借入金の限度額 

－ － － －  －  No.16 

 

事業実施基盤の強化 S S S S  S 

 

No.9 

  不要財産又は不要財産となる

ことが見込まれる財産がある

場合には、当該財産の処分に

関する計画 

－ － － －  －  No.17 

 

       

    前号に規定する財産以外の重

要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、そ

の計画 

－ － － －  －  No.18 

 
       

    剰余金の使途（有償資金協力

勘定を除く。） 
－ － － －  －  No.19 
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            施設及び設備に関する計画 － － － －  －  No.20 

 

       

    積立金の処分及び債権等の回

収により取得した資産の取扱

い 

－ － － －  －  No.21 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 ※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３「項目別調書 No.」欄には、第５期中期目標の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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Ⅰ. 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.1-5 

（一定の事業等のまとまり） 

日本の開発協力の重点課題 

業務に関連する政策・施策 － 当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度政策評価 

予算事業 ID：001098 

* 重要度の設定理由は項目 No.1から No.5で同様のため、他項目では理由の記載を省略する。 

 

２． 主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報：項目 No.1～項目 No.5の項目別の記載を参照  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）* 

         2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

        予算額（百万円） 153,850 121,576 109,339 94,557  

        決算額（百万円） 211,517 268,075 237,544 246,934  

        経常費用（百万円） 105,509 113,792 120,832 123,566  

        経常利益（百万円） △43,696 △3,658 △1,412 276  

        行政コスト（百万円） 105,509 113,792 120,832 123,566  

        従業人員数 1,201 1,203 1,219 1,203  

*中期目標脚注 2 の記載に基づき、目標単位を項目 No.1 から No.5 に細分していることから、 

「一定の事業等のまとまり」全体としてのインプット情報を本表で記載する。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.②参照） 

 

＜その他の指標＞ 

3.（1）「開発途上地域の経済成長の基礎及び原

動力の確保（「質の高い成長」とそれを通じた

貧困撲滅）」から 3.（5）「地域の重点項目」に

対応する指標。 

＜主要な業務実績＞ 

No.1から No.5の各項目を参照。 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

一定の事業等のまとまりを細分化した評価単位

5項目（No.1～No.5）では、S評定 3項目、A項

目 2 項目と、全ての項目において所期の目標を

上回り、かつ 3 項目においては中期目標におけ

る所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成

果を得られていると認められるため。特に、今

中期の第 4 年目及び第 5 年目については、所期

の目標値の達成を大きく上回っていることを背

景に、2025年度に中期目標水準を引き上げた指

標 5 つのうち 2 つが本項目に含まれるが、量的

にも成果を達成し、今中期までに引き上げた目

標水準の達成が見込まれるため。 

 

＜課題と対応＞ 

No.1から No.5の各項目を参照。 

評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

一定の事業等のまとまりを細分化した評価単位 5項目（No.1～No.5）では、S評価

3 項目、A 評定 2 項目と、所期の目標を大幅に上回る成果が得られていると認められ

るため。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

各項目参照。 

 

＜その他事項＞ 

各項目参照。 

 

  

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 3.（1）「開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い

成長」とそれを通じた貧困撲滅）」から 3.（5）「地域の重点取組」。 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

2.（1）①「開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」

とそれを通じた貧困撲滅）」から 2.（1）⑤「地域の重点取組」。 

年度計画 

1.（1）「開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」と

それを通じた貧困撲滅）」から1.（5）「地域の重点取組」。 

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.1 開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（新しい時代の「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅） 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）、インフラシステム輸出

戦略、成長戦略実行計画、グローバル・フードバリューチェーン戦略、G7広

島サミット、日ウクライナ経済復興推進会議、TICAD7横浜宣言 2019、TICAD8

チュニス宣言、TICAD9横浜宣言、持続可能な開発目標（SDGs）実施指針、ア

ジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ（AETI）、アジア・ゼロ

エミッション共同体（AZEC）構想、アフリカ・グリーン成長 イニシアティブ、

質の高いインフラ投資に関する G20原則 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 独立行政法人国際協力機構法第13条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】開発課題の解決に直接寄与する成果を生み出すための目標項

目であり、開発協力大綱等の政策目標への貢献の観点からも機構の業務の最

も枢要な部分であるため。（No.1から No.5共通） 

【困難度：高】新型コロナウイルス感染症の拡大や気候変動等の地球規模課

題の深刻化は、格差の拡大、経済活動環境の悪化、飢餓人口の増加、農業被

害の拡大等、開発途上地域の経済成長の基礎となる本項目の分野全般に大き

な影響及び変化をもたらしている。かかる状況及びパンデミック後の世界の

復興を見据え、本項目の目標達成に向けて、機構の既往の取組に加え、開発

プロセスにおける民間部門の巻き込み等多様なアプローチや新しい課題に対

応したイノベーションの促進、気候変動対策への貢献を含む開発途上国の脆

弱性への対応をこれまで以上に模索し、包摂性を重視した「質の高い成長」

を追求する必要があるところ、本項目は困難度を高とするのが妥当と考える。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

* 重要度の設定理由は項目 No.1から No.5で同様のため、他項目では理由の記載を省略する。 

３． 主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）* 

指標等 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度  2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標 1-2】運輸総合及び

各運輸サブセクターに関

連する長期計画の策定数

及び公共交通改善の施策

数 （SDGs Goal 3、8、9、

11、13関連） 

20件 4件 7件 6件 8件 5件 （4件） 

予算額（百万円）** 21,253 26,511 

 

33,583 32,357  

【指標 1-3】能力強化され

た海上保安機関等の職員

数 （SDGs Goal14、16 関

連） 

300人 60人 85人 135人 152人 121人 （60人） 

     

【指標 1-5】資源分野人材

の育成数  （SDGs Goa

ｌ 7関連） 

100人 20人 28人 25人 23人 21人 （20人） 
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【指標 1-6】産業人材（民

間セクター人材）の育成

数   （SDGs Goal 8関

連） 

92,500人 18,500人 30,555 人 54,329人 43,208人 25,638人 （700人） 

     

【指標 1-7】競争力強化の

ための支援サービスを

享受した企業数 （SDGs 

Goal 8関連） 

3,500社 700社 994社 1,492社 967社 1,277社 （700社） 

     

【指標 1-8】SHEPアプロー

チの恩恵を享受した小

規模農家数  （SDGs 

Goal 1、2、6、8、12、

14 関連） 

15 万戸 30,000戸 25,473 戸 41,526戸 45,180戸 68,659戸 
（35,000

戸） 

     

【指標 1-9】アフリカにお

ける稲作協力の裨益を

受けた人材数（研究者、

技術者・普及員、農家等）  

（SDGs Goal 1、2、6、

8、12、14関連） 

25 万人 50,000人 69,148 人 75,306人 85,421人 82,157人 
（50,000

人） 

     

 

 

 

 

  

*項目 No.1～No.4 への支出額と項目 No.5 への支出額は重複するため、インプット情報は「日本の開発協力の重点課題」での

記載に集約し、本表では参考値として各項目の支出額を記載する。以下、項目 No.5 まで同様。 

**項目 No.1～No.4 に区分されない一部の支出額が項目 No.5 に含まれることから、No.1～4 の支出額合計と No.5 の支出額合

計は合致しない。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 定性指標（定量的指標及び実績は 1.①参

照） 

 

【指標 1-1】都市化の進行が著しい国におけ

る、都市マネジメント能力向上に係る取組

の促進状況（SDGs Goal 11関連） 

【指標 1-4】低廉かつ低炭素な電力を安定供

給するための環境整備状況 （SDGs Goal 7

関連） 

＜主要な業務実績＞ 

No.1 ア 都市・地域開発 

（1）業務実績 

＜全体的な実績の記載＞ 

2022年度から2025年度まで、持続可能な都市・地域

開発を目指し、東南アジア地域やアフリカ地域等12

か国において土地利用やまちづくり、インフラ整備

に係る支援を実施した。それらの支援に際しては、官

民連携を通じて多様なリソースの力を引き出し、都

市計画等で定められたビジョンに沿った開発を実現

するため、その基礎となる都市行政に係る制度、計

画、人材等の能力開発や、地理空間情報の整備を重視

して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ ウクライナの緊急復旧・復興支援を迅速に実施

【①②③④】：ロシアによるウクライナへの侵略

に対応し、被災した重要都市オデーサ、ミコライ

ウ、ヘルソンにおいて、戦災前の衛星画像を基

に、縮尺1万分の1（都市計画スケール）のデジタ

ル地形図を迅速に作成・提供したほか、「緊急復

旧・復興プロジェクト」（技術協力プロジェクト）

によりインフラの復旧・復興計画の策定支援を

行うとともに、特定された優先緊急復旧事業の

実施も支援。特に、ヒートポンプのパイロット事

業はエネルギー関連設備への攻撃が激化し、電

力・熱供給に深刻な問題が発生している同国に

対して日本の技術を活用し、冬季の暖房の省エ

ネ化に貢献するなど、ウクライナ政府からも高

い評価を得た。 

○ 2023年3月に「緊急復旧計画」（無償資金協力、

224億4,000万円）、2023年4月に「緊急復旧計画

フェーズ2」（無償資金協力、445億円）、2024年

2月に「緊急復旧計画フェーズ3」（無償資金協力、

158億円）、2025年4月に「緊急復旧計画フェーズ

4」（無償資金協力、88億円）のG/Aを締結。これ

らの無償資金協力により、地雷除去機や地雷探

知機、瓦礫除去のための機材、越冬に必要な発電

機、運輸交通・上下水等の生活再建に必要な資機

材、逼迫した医療状況を改善するための資機材、

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

根拠：過年度の定量的実績から、中期目標全体の定

量的目標を大きく上回り達成することが見込まれ

る。質的な観点からも、「独立行政法人の評価に関

する指針」（令和 6年 11月 26日総務大臣決定）及

び「外務省所管独立行政法人の業務実績評価の基

準について」（令和 5年 2月外務省）に掲げられた

S評定の根拠となる質的成果（法人の自主的な取組

による創意工夫、目標策定時に想定した以上の政

策実現に対する寄与、外交政策上の観点から設定

された重要又は難易度の高い目標の達成）を満た

しており、成果の最大に向けた取組で所期の目標

を大幅に上回る形で成果をあげていることから、

中期目標における所期の目標を大幅に上回る形で

達成が見込まれる。   

 

評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

全体として高い達成状況が認められ、特に【指標 1-2】、【指標 1-3】、【指標 1-

6】、【指標 1-7】、【指標 1-8】及び【指標 1-9】は、いずれも中期目標値を大幅に

上回る実績が見込まれ、中期目標期間において着実に指標を達成している。 

 

（定性的実績） 

１．都市・地域開発（【指標 1-1】「都市化の進行が著しい国における、都市マネ

ジメント能力向上に係る取組の促進状況」） 

持続可能な都市・地域開発を目指し、東南アジア地域やアフリカ地域等 12か

国において、土地利用、まちづくり、インフラ整備、都市行政に係る制度・計画・

人材等の能力開発、地理空間情報の整備等に係る支援を実施するなど、中期計

画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・ロシアによるウクライナ侵略に対し、オデーサ、ミコライウ、ヘルソンにおい

て、衛星画像を基にした都市計画スケールのデジタル地形図を迅速に作成・提

供するとともに、インフラの復旧・復興計画の策定及び優先緊急復旧事業の実

施を支援したことは高く評価される。特に、ヒートポンプのパイロット事業に

より、日本の技術を活用して冬季の暖房の省エネ化に貢献したことは、ウクラ

イナ政府からも高い評価を得た成果として特筆に値する。 

・機構が策定を支援した都市・地域開発や物流に係るマスタープラン等が、キュ

ーバ、中米地域、イラク、カンボジア、ペルー、バングラデシュ等において政府

又は関係機関により承認・採用されたことは、相手国の制度・政策形成に大きく

貢献した成果として高く評価される。特に、ペルー及びバングラデシュでは公

共交通指向型都市開発（TOD）ガイドラインが政府承認され、関係機関間の調整

や計画に基づく都市開発の推進に寄与する見込みであることは、持続可能な都

市づくりに資する成果として評価できる。 

・インド「ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道駅周辺開発支援プロジェクト」

では、日本の駅周辺開発の知見を活用し、高速鉄道駅周辺の開発計画策定能力

の向上を支援した。大阪駅うめきた地区や姫路駅周辺等の日本の経験を踏まえ

た協力により、交通結節点を起点とした都市開発、連結性強化及び経済発展に

貢献する取組として評価できる。 

 

２．運輸交通（【指標 1-2】「運輸総合及び各運輸サブセクターに関連する長期計

画の策定数及び公共交通改善の施策数」、【指標 1-3】「能力強化された海上保安

機関等の職員数」） 

人やモノの円滑・安全な移動を実現し、連結性を高めるため、全世界 50か国

以上において、運輸交通網の計画・整備・維持運営支援を実施するとともに、低

炭素社会の実現、人々の利便性向上に資する質の高いインフラ整備及び海上保

安能力強化に取り組むなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以

下の特筆すべき実績が認められた。 
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農業を継続するための種子・資機材、教育関連機

材等の調達を行った。 

○ G7広島サミット（2023年5月）、日ウクライナ経

済復興推進会議（2024年2月）に合わせて地方・

国土・インフラ発展省、復興庁、自治体関係を対

象とした招へい事業をそれぞれ実施し、日本の

戦後復興、関東大震災、東日本大震災からの復興

経験の共有、自治体間の交流の促進等を行った。

ゼレンスキー大統領やシュミハリ首相の来日も

あり、メディアからの多くの取材を受けたほか、

ネット上だけで得られない日本の具体の経験と

知見に触れ、ウクライナ政府関係者から日本の

技術支援への更なる期待が示されるとともに事

業促進に向けた協力体制が強化されることにな

った。 

 

○ 機構が作成を支援したマスタープラン等が政府

等により承認【②③④】： 

○ キューバでは「全国運輸マスタープラン策定プ

ロジェクト」（開発計画調査型技術協力）で策定

を支援したマスタープランが政府に承認され

た。社会主義の原則を堅持しつつ、市場主導型経

済の仕組みを選択的に取り入れるという政策枠

組みの下、2030年を目標年次とする全国交通マ

スタープランを策定したもの。 

○ 中南米地域「持続的な経済開発・地域統合のた

めの中米地域物流ロジスティックス開発マスタ

ープラン策定支援プロジェクト」（開発計画調

査型技術協力）により作成したマスタープラン

が、中米経済統合事務局（SIECA：Secretaría 

de Integración Económica Centroamericana）

により正式なマスタープランとして採用された

ほか、6か国の首脳が参加した中米統合機構

（SICA：Sistema de la Integración 

Centroamericana）首脳会合の宣言文にて完成

への祝意と協力への謝意が言及されるなど、対

象となる6か国の首脳から高い評価を得た。 

○ イラク「持続可能な都市づくりに向けたエルビ

ル都市開発マスタープラン更新プロジェクト」

（技術協力プロジェクト）で改訂を支援したエ

ルビル都市開発マスタープランがエルビル市議

会で承認された。同マスタープランの実施によ

り、公共交通の実施及び利用促進が図られ、人々

の移動の改善と都市の低炭素化に貢献すること

が期待される。なお、本成果は、国連人間居住計

画 （ UN-Habitat ： United Nations Human 

・バングラデシュでは、ダッカ都市交通マスタープランの策定から、都市高速鉄

道「ダッカメトロ 6 号線」の建設、組織体制支援、安全対策、IC カード導入、

駅周辺開発に至るまで、日本の都市鉄道整備・運行管理・周辺開発の知見を総合

的に活用し、同国初の都市高速鉄道の開業に貢献した。交通渋滞の緩和及び大

気汚染の改善に資することに加え、点字ブロック、エレベーター、優先席、女性

専用車両等を備えた誰もが利用しやすい交通を実現したことは、包摂的で持続

可能な都市交通の好事例として高く評価される。 

・モザンビークでは、ナカラ回廊の玄関港であるナカラ港の開発事業を通じ、域

内貿易の基幹インフラ整備に貢献した。完工式にはモザンビーク大統領に加え、

ザンビア及びマラウイの大統領も参加するなど、内陸国を含む地域全体の連結

性強化に資する事業として各国から高い関心と評価を得たことは特筆に値す

る。 

・インドネシア、フィリピン等の ASEAN諸国に対し、海上保安庁の協力も得て、

海上保安能力の強化を支援したことは、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の

実現に資する取組として高く評価される。特に、インドネシアにおいて大型巡

視船の整備及び海上保安機構の人材育成・研修実施能力・組織間調整能力の強

化を支援したこと、フィリピンにおいて沿岸警備隊への多目的船整備及び技術

協力を行ったことは、地域の海上安全及び海上法執行能力の向上に大きく貢献

する成果として評価できる。 

  

３．資源・エネルギー（【指標 1-4】「低廉かつ低炭素な電力を安定供給するため

の環境整備状況及び」【指標 1-5】「資源分野人材の育成数」） 

すべての人々が十分かつ安定的な電力を持続的に手頃な価格で利用できる社

会の構築及び鉱物資源賦存国による自国資源の持続的な管理・利用の促進に向

け、ASEAN、中央アジア、アフリカを含む全世界 50か国以上において、電気事業

体制の構築、エネルギー利用の低・脱炭素化、鉱物資源管理を担う人材育成等に

係る支援を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下

の特筆すべき実績が認められた。 

・ロシアによる侵略侵攻により多くのエネルギー・インフラ施設が破壊された

ウクライナに対し、越冬支援として大型発電機、小型発電機、ガスタービン、移

動電源車等を迅速に供与したことは高く評価される。特に、停電が続く中、被災

地域や教育施設、研究機関、港湾等に対して必要な電源を確保し、市民生活及び

社会経済活動の維持に貢献したことは、危機下におけるエネルギー支援の成果

として特筆に値する。 

・マレーシアでは、科学技術協力を通じてハイブリッド海洋温度差発電プラン

トの試運転を完了し、脱炭素化に貢献する革新的な再生可能エネルギー技術の

導入を推進したことは評価できる。海洋温度差発電は、安定供給可能なクリー

ンエネルギーであることに加え、発電の副産物として飲料水を製造できること

から、緩和策と適応策を兼ね備えた技術として、PALM10 共同行動計画にも盛り

込まれるなど国際的にも注目を集めており、我が国の技術を活用した協力とし

て意義深い。 

・マダガスカルでは、鉱物資源の生産環境整備と都市圏の広域開発による経済

強靭化のため 、港、水道、電力等の周辺インフラ整備に向けた協力を推進した

ことは評価できる。加えて、鉱業分野人材の育成に向けた基礎情報収集・確認調

査を実施し、後継の技術協力プロジェクトの準備を開始したことは、鉱物資源

国の持続的な資源管理能力の強化と我が国の資源安定確保の双方に資する取組
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Settlements Programme）とエジプト政府の共催

により開催された第12回世界都市フォーラムに

おいて、世界各国の様々な事例の中から優良事

例として同成果を発信した。 

○ カンボジア「物流システム改善プロジェクト」

（技術協力プロジェクト）において、Monitoring 

and Evaluation Annual Reportの内容を改訂し、

公開。同レポートに含まれる越境物流を含む物

流データが入手可能になったほか、物流・規制に

係る法（Prakas）の作成支援を行い、カンボジア

政府の承認を得た。 

○ ペルーの公共交通指向型都市開発（ TOD：

Transit-Oriented Development）能力の向上を目

的とした機構の技術協力を通じて、TODのガイド

ラインが作成され、2025年6月にペルー住宅建設

上下水道省により正式に承認された。これによ

り、同ガイドラインが関係機関で広く活用され、

都市開発を進めるに際しては重要な関係機関間

での円滑な調整・役割分担などにも寄与する見

込み。機構が技術協力を実施する過程で、世界銀

行にも密に進捗を共有する等、他機関と連携し

ながら進めた結果、同ガイドラインに基づき、世

界銀行が支援する土地開発利益還元プロジェク

トにより都市開発が推進されることが期待され

る。 

○ バングラデシュで実施中の開発計画調査型技術

協力で作成を支援したTODガイドラインが、首都

圏開発庁の支援の下、政府承認された他、土地区

画整理と再開発の実施が閣議承認された。これ

ら承認は、関係機関間の調整メカニズムの構築・

運営に寄与し、計画に基づいたTODの推進が期待

される。 

 

○ 日本の経験を活用し、高速鉄道駅周辺の開発を

支援【①③】：マハラシュトラ州の最大都市ムン

バイとグジャラート州のアーメダバードをつな

ぐ「ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道建設事

業」（円借款）により建設される高速鉄道駅周辺

において、モデル駅と位置づけられる駅の周辺

開発の計画策定を支援するインド「ムンバイ・ア

ーメダバード間高速鉄道駅周辺開発支援プロジ

ェクト」（技術協力プロジェクト）を実施。イン

ド側の駅周辺開発計画の策定能力の向上を図

り、高速鉄道駅周辺の連結性強化及び乗客の利

便性の向上と広範な経済発展を目指すものであ

り、大阪駅うめきた地区、姫路駅周辺等、日本の

として評価できる。 

・「資源の絆プログラム」による長期研修員及び帰国研修員とのネットワークを

活用し、レアアース、レアメタル、ベースメタル等の安定生産・供給に資する協

力を推進したことは高く評価される。特に、フュージョンエネルギーや次世代

原子力等に必要なベリリウムについて、マダガスカル及びモザンビークの帰国

研修員と連携して鉱床調査を開始したことや、日本のスタートアップ企業と帰

国研修員とのネットワーキングを支援したことは、経済安全保障及び重要鉱物

資源のサプライチェーン構築に資する成果として特筆に値する。 

 

４．民間セクター開発（【指標 1-6】「産業人材（民間セクター人材）の育成数」

及び指標【1-7】「競争力強化のための支援サービスを享受した企業数」） 

開発途上国の自立的発展に不可欠な民間部門の成長を実現し、質の高い成長

を促進するため、全世界 75か国において、企業の競争力強化、産業の多角化、

スタートアップ・エコシステムの強化、本邦連携及び投資促進に係る支援を実

施するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき

実績が認められた。 

・Project NINJA を通じ、デモデイ、ビジネスコンテスト、アクセラレーション

プログラム等を実施し、2025 年度末時点で 1,134 社のスタートアップを支援し

たことは高く評価される。特に、南アフリカのスタートアップ企業が日系企業

との連携に発展した事例や、ナイジェリア等においてスタートアップ法の実行

環境整備、現地向けファンドの組成、支援設備整備等を組み合わせたオファー

型協力を推進したことは、包摂的な雇用機会創出及び持続的な産業発展に資す

る成果として評価できる。 

・海外投融資及び円借款を通じ、東南アジア、アフリカ、インド等におけるスタ

ートアップや新興企業の資金アクセス改善を支援したことは評価できる。特に、

東南アジア地域の新興企業向けファンドへの出資、アフリカの社会課題解決型

スタートアップへの資金供給、インド・テランガナ州における起業・イノベーシ

ョン促進事業等を通じて、民間資金の活用、起業家の育成、女性や地方住民を含

む包摂的な雇用創出に貢献したことは特筆に値する。 

・ケニアでは、モンバサ経済特区の開業に向け、無償資金協力、円借款、専門家

派遣等を組み合わせた総合的な支援を実施したことは高く評価できされる。同

経済特区は、FOIP の中で東アフリカとの連結性を高める重要案件に位置付けら

れており、ケニアの国家開発計画「Vision 2030」の実現にも資するものである。 

 

５．農林水産業振興（【指標 1-8】「SHEP アプローチの恩恵を享受した小規模農

家数」及び【指標 1-9】「アフリカにおける稲作協力の裨益を受けた人材数（研

究者、技術者・普及員、農家等）」） 

農村部の貧困削減及び食料安全保障の確保に向け、102か国において、持続的

かつ包摂的な農業・農村開発、加工・流通業等関連産業の振興、生産者の所得向

上に係る支援を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、

以下の特筆すべき実績が認められた。 

・ロシアによる侵略侵攻で被害を受けたウクライナに対し、無償資金協力を通

じて、灌漑水路補修向け機材、農業訓練学校向け実習用機材、試験栽培用種子等

を供与するとともに、生産回復に重要な農地のアセスメントや小規模園芸農家・

女性農家向けの能力強化を実施したことは高く評価される。農業生産の回復及

び農家所得の安定化に資する支援として、ウクライナの復旧・復興に貢献する
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駅周辺開発の事例やノウハウを活用した。 

 

○ ベンガル湾産業成長地帯（BIG-B）構想を支援

【①③④】：機構は、2014年9月の日バングラデ

シュ首脳会談にて発表されたベンガル湾産業成

長地帯構想に基づき、外国直接投資を呼び込む

ことで同国の経済成長を牽引する開発を進める

べく、モヘシュカリ・マタバリ地域の物流、電力

エネルギー、産業集積を目指した同国の「モヘシ

ュカリ・マタバリ統合的インフラ開発イニシア

ティブ」を支援している。2023年3月に、その中

核となる「マタバリ港開発事業（第二期）」（円

借款）及び「チョットグラム－コックスバザール

幹線道路整備事業（第一期）」（円借款）のL/A

を調印した。これらの案件により、バングデシュ

唯一の大水深港開発のポテンシャルを持つマタ

バリ港の開発及び同港を起点としたアクセスの

向上を図り、物流の改善・促進及び経済発展や

FOIPに寄与することが期待される。また、ロヒン

ギャ避難民が多く暮らす同地域の南部において

は、「南部チョットグラム地域開発事業」（円借

款、2022年6月にL/A調印）を通じて、ホストコミ

ュニティの基礎インフラ整備への協力を開始し

た。ロヒンギャ避難民の受入れが長期化する中、

地域の雇用創出にも寄与する同事業に対し、同

国政府から高い評価を得ている。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

都市・地域開発分野においては、都市整備マスター

プランの策定支援や、公共交通指向型都市開発（TOD：

Transit Oriented Development）の計画策定、それら

に必要な人材育成等の技術協力を行い、SDGsターゲ

ット11.2（すべての人々に、安全かつ安価で容易に利

用できる、持続可能な輸送システムへのアクセスを

提供）、ターゲット11.3（すべての国々の参加型、包

摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強

化）に貢献し、SDGsゴール11「住み続けられるまちづ

くりを」の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、TOD協力の成果を

踏まえた事業の実現といった課題があり、国内外の

民間企業を含む関係機関とのコミュニケーション強

化に注力した。その結果、機構の技術協力にて提案さ

れた事業に関し、実施機関による設計業務の発注等

に進展するケースが生じる等成果を上げつつある

成果である。 

・ASEAN 地域では、「ASEAN-JICAフードバリューチェーン開発支援プロジェクト」

を通じ、生産工程管理、残留農薬分析、養殖生産工程管理、官民連携等に係る体

制・環境づくりを進め、国境を越えたフードバリューチェーン振興と加盟国間

のネットワーク強化に貢献した。本取組は、日本政府が推進する「日 ASEAN み

どり協力プラン」にも貢献するものであり、ASEAN地域における強じんで持続可

能な農業・食料システムの構築に資する成果として評価できる。 

 

（結論） 

以上により、定量指標については、多くの指標で目標値を 120％以上を上回る

成果を達成しているほか、中期計画において予定されていた取組を着実に実施

していることに加え、特筆すべき定性的な成果が多数認められることから、中

期目標における所期の目標を量的及び質的に大きく上回る顕著な成果が得られ

ていると認め、「S」評価とする。 

具体的には、質の高いインフラ整備、連結性の強化、低・脱炭素化、民間セク

ター開発、農業・農村開発等を通じて、開発途上地域の経済成長の基礎及び原動

力の確保に大きく貢献した。また、ウクライナ支援等の危機対応、相手国政府に

よる計画・制度の承認、民間資金や他ドナー資金の動員、スタートアップ支援や

農家所得向上に資する取組など、我が国の技術・知見を活用した協力が各国の

自立的発展や包摂的で強じんな成長につながったことは高く評価される。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

開発途上地域の持続的な経済成長を支えるため、引き続き、質の高いインフ

ラ整備、産業基盤の強化、安定的な資源・エネルギー供給、食料安全保障の確保

等に一体的に取り組むことを期待する。その際、相手国の制度整備や人材育成

を含めた能力強化を進めるとともに、技術協力、資金協力及び民間資金の活用

を効果的に組み合わせ、我が国の技術・知見を活かした戦略的な協力を推進さ

れたい。 

また、紛争、気候変動、食料不安、資源・エネルギー安全保障等の複合的な課

題が経済成長に与える影響を踏まえ、開発効果の持続性と強じん性を高める取

組が重要である。相手国政府、民間企業、国際機関等との連携を通じて、これま

での協力成果の定着・拡大を図り、包摂的で強じんな成長の実現に向けた取組

を一層推進されたい。 

 

＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

特になし。 
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が、引き続き道半ばであるところ、2026年度に向けて

官民連携による都市開発の実現に向けた取組を強化

していくとともに、第6期中期目標期間に向けてサウ

ンディング型市場調査等新たな手法を習得してい

く。 

 

No.1 イ 運輸交通 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、人やモノの円滑・安全

な移動を実現し、連結性を高めるため、全世界50か国

以上において、運輸交通網の計画・整備・維持運営支

援を実施した。それらの支援に際しては、低炭素社会

の実現及び人々の利便性向上に貢献する質の高いイ

ンフラ整備とその適切な運営の確保、利用促進、及び

海上保安能力強化を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ 新 幹 線 方 式 の 高 速 鉄 道 建 設 支 援 を 加 速

【①②③】：インドでは、円借款により新幹線方

式を利用した高速鉄道の建設を進めており、

2022年7月、2023年4月、2023年12月に「ムンバイ・

アーメダバード間高速鉄道建設事業」（円借款）

のL/A（第三期、第四期、第五期）に調印のうえ、

施工が本格的に進められている。また、ソフト面

ではJR東日本の役員等を長期専門家（土木専門

家）として実施機関に派遣し、新幹線・高速鉄道

システムに関する技術的アドバイスを実施し

た。鉄道関係者に対する研修に加え実務者研修

をJR東日本の協力により実施し、インド高速鉄

道公社の幹部候補、実務運用責任者、とりわけ運

転士育成に対する研修等を実施した。 

 

○ バングラデシュ初の都市高速鉄道「ダッカメト

ロ6号線」が開業、誰もが利用しやすい交通を具

現化【①③④】：ダッカ都市公共交通整備にあた

り、機構はダッカ都市交通マスタープラン策定

に始まり、建設、組織体制支援、安全対策、使い

やすいICカード導入、駅周辺開発等、日本が得意

としてきた都市鉄道整備から運行管理、周辺開

発に至るノウハウを総合的・包括的に支援して

きた結果、バングラデシュ初となる都市高速鉄

道「ダッカメトロ6号線」が開業した。ダッカの

交通渋滞の緩和及び大気汚染の改善等に貢献し

た事業となる。同路線では、点字ブロックやエレ

ベーター、優先席や女性専用車両等、様々な方が
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安心・安全に利用できるための設備が整備され

ており、乗客からはこれらの整備を評価する声

も寄せられている。 

 

○ パラオ国際空港ターミナルが全面開業、日本企

業が参画し日本の空港運営ノウハウを活かして

パラオの観光産業発展に貢献【①③】：「パラオ

国際空港ターミナル拡張・運営事業」（海外投融

資）により建設された新ターミナルが2022年5月

に開業。日本企業が事業に参画し、出発ターミナ

ル棟の建設などに加え、日本の有する優れた空

港運営・維持管理技術を導入するものであり、観

光業を基幹産業とする島嶼国パラオの玄関口と

して、同国の経済成長に重要な役割を果たして

いる。 

 

○ 地域の総合開発に資するナカラ港が完工

【①③④】：ナカラ港は、内陸国であるマラウイ、

ザンビアに続くナカラ回廊の玄関港であり、地政

学的にも域内貿易の基幹港としてその重要性が

認識されている。同港は1970年代に施設が整備さ

れて以来、十分な改修が行われておらず、さらに

一部はサイクロンの影響を受け、老朽化・損傷が

進んでいる状況であった。モザンビーク「ナカラ

港開発事業フェーズ2」（円借款）においては、

2023年10月に完工式を実施。完工式には、モザン

ビークの大統領、運輸通信大臣に加え、ザンビア

とマラウイからも大統領が参加するなど、各国の

関心の高さが示された。 

 

○ ベトナム・ホーチミン市の都市鉄道1号線の開業

【①③】：ベトナム「ホーチミン市都市鉄道建設

事業（ベンタイン－スオイティエン間（1号線）」

（円借款）において建設を支援した都市鉄道が

2024年12月に開業。開業式典には、同市党委書記

や人民委員長も出席し、ベトナム国内及び日本

国内でも大々的に報道された。ホーチミン市初

の都市鉄道であることに加え、多くの住宅や商

業施設のある都心部を通る2.5km（3駅分）は地下

を走り、ベトナム初の地下鉄である。また、同路

線の鉄道システムには日本の標準規格が採用さ

れており、安全装置を装備した日本の車両や信

号システムに加え、駅では転落防止に役立つプ

ラットフォームのスクリーンドアが導入されて

いる。 
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○ 大洋州地域の連結性強化に貢献【①②】：2024年

8月にパラオ「ミナト橋架け替え計画」、同7月に

マーシャル「アマタ・カブア国際空港旅客ターミ

ナル改築計画（詳細設計）」、同9月にミクロネ

シア「ポンペイ港拡張計画」、フィジー「主要空

港航空安全設備整備計画」、2025年8月にトンガ

「ファモツ国際空港整備計画」（いずれも無償資

金協力）のG/Aを締結。これらの案件は2024年7月

に行われた第10回太平洋・島サミット（PALM10）

の公約にある技術と連結性に貢献するものであ

り、これらインフラ整備を行うことにより、大洋

州地域の連結性の強化に貢献。 

 

○ ASEAN諸国の海上保安能力の強化支援【①②④】：

FOIPの実現に貢献するとともに、「海洋基本計

画」（2023年4月28日閣議決定）が掲げる「国際

的な連携の確保及び国際協力の推進」の具現化

を図る取組として、海上保安庁の協力を得て、イ

ンドネシア・フィリピン等を中心としたASEAN諸

国の海上保安能力の強化を支援した。インドネ

シアにおいては、2024年3月に「海上保安能力向

上計画」（無償資金協力）のG/Aを締結したほか、

2024年2月に「インドネシア海上保安機構能力開

発プロジェクト」（技術協力プロジェクト）を開

始。インドネシア海上保安機構（BAKAMLA）に対

し、大型巡視船を整備するとともに、BAKAMLAの

人材育成制度の確立、研修実施能力の強化、組織

間調整能力の強化を支援することにより、イン

ドネシアの海上法執行能力の強化、同国の海上

安全の向上に貢献した。フィリピンにおいては、

「フィリピン沿岸警備隊海上安全対応能力強化

事業（フェーズ2）」（円借款）により、フィリ

ピン沿岸警備隊（PCG）に対し、97m級多目的船2

隻の整備を支援。技術協力による海上保安能力

の向上支援も行ったほか、2024年6月には「フィ

リピン沿岸警備隊海上安全対応能力強化事業

（フェーズ3）」（円借款）のL/Aにも調印した。

その他、ベトナムやマレーシアにおいても、海上

保安機関の能力向上に係る技術協力を展開して

おり、マレーシアにおいては、日本の長年の協力

に対して、マレーシア海上法令執行庁から累次

にわたり感謝の意が表されているほか、設立20

周年を記念して発刊された書籍にも日本の貢献

が随所に記された。また、本分野の人材育成につ

いては研修事業の活用を積極に模索することと

し、課題別研修の充実を図るとともに、実施中プ
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ロジェクトにおいても研修スキームを戦略的に

利用して技術移転を行っている。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

運輸交通分野においては、資金協力による運輸交

通インフラの整備や改修、技術協力による都市交通

や港湾開発といった運輸サブセクターにおける長期

計画の策定、公共交通の推進や改善に向けた具体的

な施策の実施、組織能力の強化や人材育等を通じて、

SDGsターゲット9.1（持続可能かつ強じんなインフラ

開発）、ターゲット11.2（すべての人々に安全かつ安

価で容易に利用できるアクセス提供）に貢献し、SDGs

ゴール9「強じんなインフラ構築、包摂的かつ持続的

な産業化の促進及びイノベーションの推進」、SDGsゴ

ール11「包摂的で安全かつ強じんで持続可能な都市

及び人間居住の実現」の達成に貢献した。また、交通

安全にも取り組み、SDGsターゲット3.6（道路交通事

故による死傷者の半減）にも寄与した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間において、交通分野ではジェン

ダー主流化の推進に取り組んだが、一般的に運輸交

通分野を所掌する開発途上国関係機関では男性職員

比率が高く、女性職員の数が限られることから女性

の事業参画促進に課題があった。このため、案件形成

段階の現地調査から協力相手機関上層部に女性職員

への研修機会提供について働きかけ、合意を得たう

えで協議議事録等に明記するなどの対応を行った。

また技術革新の急速な進展により、最新技術の把握

と開発途上国への適用可能性の見極めは依然として

高いハードルとなっている。また、事業の実施にあた

り、国内の民間企業の技術やノウハウを海外案件へ

活用することは重要であるものの、必ずしもすべて

の企業が海外展開に強い関心を有しているわけでは

ない。そのため、機構側のニーズと企業側の関心・事

業戦略とのマッチングには依然課題が残っている。

これらの課題に対し、2026年度は国内にも拠点を有

する機構の強みを最大限活用し、国内リソースの発

掘と連携強化に重点的に取り組む。 

 

No.1 ウ 資源・エネルギー 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、ASEANや中央アジア、

アフリカを含めた全世界50か国以上において、すべ

ての人々が十分かつ安定的な電力を持続的に手頃な

価格で利用できる社会を構築するための支援、及び
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鉱物資源賦存国による自国資源の持続的な管理・利

用を促進するための支援を実施した。それらの支援

に際しては、電力供給を可能とする電気事業体制の

構築、エネルギー利用の低・脱炭素化、鉱物資源管理

を担う人材の育成を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ ロシアによる侵略を受けたウクライナの越冬を

支援【①③】：ロシアの攻撃により多くのエネル

ギー・インフラ施設が破壊され、大規模な停電が

続いていたウクライナに対する越冬支援とし

て、「緊急復旧・復興プロジェクト」（技術協力プ

ロジェクト）により、2022年内に25台の大型発電

機を、2023年2月初旬までに237台の発電機を迅

速に供与。また、「緊急復旧計画フェーズ2」（無

償資金協力）により、リビウ、ヴィンニッツァ地

域等の20万世帯に裨益するガスタービン2台の

供与、ドニプロ市約27万人に裨益する小型発電

機143台の供与、教育施設や研究機関向けの小型

発電機102台、オデーサ州チョルノモルスク港向

け移動電源車6台の供与等を行い、侵略により苦

難に直面するウクライナ市民の生活向上に貢献

した。 

 

○ ラオス初の海外投融資事業による再生エネルギ

ー支援【①】：ラオスの海外投融資第一号案件と

して2023年2月に「モンスーン風力発電事業」（海

外投融資）の融資契約に調印。東南アジアで最大

規模、かつラオス初のIPP風力発電事業（民間事

業者が独立電力事業として風力発電設備の建

設・運営を実施するもの）であり、本事業を契機

に民間事業者が同国の風力発電事業向け投資を

活発化させることが期待されるほか、同国の電

源多様化、再生可能エネルギー促進による気候

変動の緩和に加え、ベトナムへのクロスボーダ

ーの売電事業であることから、メコン地域の連

結性強化にも資する。 

○ 脱炭素化に貢献する海洋温度差発電の導入を推

進【①②④】：「マレーシアにおける革新的な海洋

温度差発電（OTEC）の開発による低炭素社会のた

めの持続可能なエネルギーシステムの構築」（科

学技術協力）により、ハイブリッド海洋温度差発

電プラントの試運転を完了。ハイブリッド海洋

温度差発電は、クリーンでかつ安定供給が可能

な電源であるのみならず、発電の副産物として
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飲料水を製造することができ、気候変動に対す

る適応策ともなる革新的な技術。マレーシアで

は、協力終了後も、日本・マレーシアが協力して

引き続き同発電の研究を継続していく予定であ

るほか、サラワク州やサバ州にて社会実装のた

めのプラント建設が検討されている。なお、海洋

温度差発電は、クリーンエネルギーとして脱炭

素化の推進のため、2024年7月に開催された

PALM10の共同行動計画でも「導入を検討する」と

して盛り込まれ、注目を集めている。 

 

 エネルギー・トランジションのための計画策定・

人材育成の推進【①②】： 

○ ソロモン「再生可能エネルギーロードマップ策

定プロジェクト」（開発計画調査型技術協力）で

策定を支援した再生可能エネルギーの導入に係

るロードマップが、2022年7月、同国政府により

正式に採用される旨が対外発表された。 

○ バングラデシュ「統合エネルギー・電力マスター

プラン策定プロジェクト」（開発計画調査型技術

協力）において策定を支援した「統合エネルギ

ー・電力マスタープラン2023」が2023年11月にバ

ングラデシュ政府に承認された。本マスタープ

ランは、エネルギー構造の低・脱炭素社会の実現

に向け、省エネを図りつつ高度技術の導入を積

極的に進める方針を示しており、マスタープラ

ンの実施と定期的な見直しを通じて、新しい技

術や制度など世界の最新動向を取り込みながら

カーボン・ニュートラル社会に向けたトランジ

ションを進めていくことが期待される。 

➢ その他、インドネシア、ラオス、カンボジアでエ

ネルギー・トランジション政策・計画の策定支援

を実施。本支援を通じ、再生可能エネルギーの導

入のみならず、水素などの次世代技術の導入可

能性も検討した。 

 

○ オファー型協力によりマダガスカルの鉱業開発

を促進【①③】：マダガスカルでは、ニッケル・

コバルトを産出する「アンバトビープロジェク

ト」が実施されている。日本のニッケル地金輸入

量の17％を同プロジェクトが占める重要なプロ

ジェクトであり、日本政府及び機構は同プロジ

ェクトの円滑な実施を推進すべく、オファー型

協力の枠組みなどを通じて、プロジェクト周辺

インフラ（港、水道、電力等）を整備する。今般、

上記プロジェクトの操業にも重要な役割を果た
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す鉱業分野人材の育成についても協力を行うべ

く、「鉱物資源人材育成に係る基礎情報収集・確

認調査」を実施し、後継の技術協力プロジェクト

の実施に向けた準備を開始した。なお、「資源の

絆プログラム」（長期研修）の帰国研修員がマダ

ガスカル鉱山局長として活躍し、これらの協力

において重要な役割を果たした。 

 

○ 長期研修員と連携し、レアメタル安定供給に資

する協力を推進【①④⑤】：「資源の絆プログラ

ム」では、第5期中期目標期間において100名の長

期研修員受入を実現する見込み。世界的に資源

ナショナリズムが蔓延する中、大学で構築され

る信頼関係は貴重であり、開発途上国からも「日

本となら共同調査を進めたい」という反応があ

る。機構は長期研修員や帰国研修員と連携し、レ

アアースやレアメタル、ベースメタルの安定生

産、供給を目指している。経済安全保障の観点で

は、重要鉱物の安定供給確保は重要課題の一つ

である中、2025年度は、フュージョンエネルギー

や次世代原子力等に必要なベリリウムについ

て、マダガスカルとモザンビークの帰国研修員

と連携し、情報収集・確認調査として鉱床調査を

開始した。加えて、ベリリウムの精錬技術の開発

やサプライチェーン構築を目指す日本のスター

トアップ企業と帰国研修員とのネットワーキン

グを支援した。2025年12月には、マレーシアにお

いて、重要鉱物資源に係る調査及び開発計画策

定能力の向上を目指す技術協力プロジェクトの

R/Dを締結、2026年2月に案件を開始した。本事業

は日本での注目度が高く、複数の日本メディア

で報道されたことから、日本の開発協力への日

本での理解促進へも寄与した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

資源・エネルギー分野においては、エネルギー・ト

ランジション・マスタープランの作成支援や次世代

脱炭素技術の開発と社会実装の促進と人材育成、パ

ワープール構想の実現促進、トランジションに必要

な鉱物資源のサプライチェーン構築に向けた人材育

成や調査を通じ、SDGsターゲット7.1（2030年までに、

安価かつ信頼できる現代的エネルギーサービスへの

普遍的アクセスを確保する）、ターゲット7.2（2030

年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生

可能エネルギーの割合を大幅に拡大させる）、ターゲ

ット7.a（2030年までに、再生可能エネルギー、エネ
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ルギー効率及び先進的かつ環境負荷の低い化石燃料

技術などのクリーンエネルギーの研究及び技術への

アクセスを促進するための国際協力を強化し、エネ

ルギー関連インフラとクリーンエネルギー技術への

投資を促進する）に貢献し、SDGsゴール7「エネルギ

ーをみんなに そしてクリーンに」の達成に貢献し

た。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

石炭をいかに転換するかが重要なテーマである。

電力については、短期的には水力や天然ガス/LNG、中

期的には次世代原子力、長期的には最終解になり得

るフュージョンエネルギー等に転換されると想定

し、案件形成や協力戦略の検討を行った。水力につい

てはASEAN、南アジア、中央アジア、アフリカ、中南

米、大洋州で有望案件の抽出を行った。今後は資金協

力の案件形成につなげるとともに、民間投資促進に

向け、企業との連携を進める。次世代原子力について

は、ASEAN等を中心に、各国の社会実装に向けた動向

やニーズ等を情報収集・確認調査での分析に着手し

た。また、「GX長期研修プログラム」で長期研修員の

受入れを開始した。今後は、原発事故を経験した国の

援助機関として「安全」に注力した人材育成を中心と

した協力戦略を策定・実施していく。フュージョンエ

ネルギーについては、大学やスタートアップと協働

しつつ、開発に必要なベリリウムのサプライチェー

ン構築に向けた探査を行うための情報収集・確認調

査に着手した。加えて、「GX長期研修プログラム」で

長期研修員の受入れを開始した。日本のフュージョ

ンエネルギーの要素技術は世界トップクラスである

ものの、若手研究者が不足している状況にある。長期

研修員を増やしつつ、開発途上国と共同研究できる

体制の構築を促進する。 

 

No.1 エ 民間セクター開発 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、全世界75か国におい

て、開発途上国の自立的発展に不可欠な民間部門の

成長を実現し、質の高い成長を促進するための支援

を実施した。それらの支援に際しては、開発途上国の

企業の競争力強化、産業の多角化やイノベーション

促進のためのスタートアップ・エコシステムの強化、

本邦連携、投資促進を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 
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○ Project NINJAにより様々な国においてスター

トアップ支援及び現地企業の能力強化を実施

【①③】：Project NINJA（Next Innovation with 

Japan）によるスタートアップ・エコシステム構

築支援の一環として、デモデイ等の公開イベン

ト、ビジネスコンテスト、アクセラレーションプ

ログラム、スタートアップ・エコシステムが発展

している国へのスタディツアー等を実施し、

様々な形でスタートアップ支援を実施。支援し

たスタートアップ企業は 2025年度末時点で

1,134社にのぼった。支援した企業の中には、自

身で資金調達を行うことができるようになった

会社も多く、南アフリカのスタートアップ2社が

NEC XON社と連携開始に向けた具体的な取組が

進むなど、日系企業との連携に発展した事例も

出てきている。ナイジェリア等ではスタートア

ップ法の実行環境整備、現地向けファンドの組

成、スタートアップ支援設備の整備等のスター

トアップ・エコシステム強化を一体的にオファ

ー型協力として協力することで、包摂的な雇用

機会創出及び持続的な産業発展等に寄与した。 

 

○ 海外投融資によりスタートアップや新興企業の

育成に寄与【①②】：開発途上国のスタートアッ

プや新興企業の育成を支援するため、様々な円

借款や海外投融資を実施した。2024年9月に出資

契約に調印した「新興企業成長支援投資事業」

（海外投融資）は、東南アジア地域の新興企業へ

投資を行うファンドへの出資を通じて、新興企

業の金融アクセス改善を図り、同地域の新興企

業の発展・拡大に寄与するものであり、同ファン

ドの投資先企業と日本企業のマッチングを促進

することで、日本企業の海外展開を推進するこ

とも期待される。アフリカに対しては、2023年3

月に出資契約を調印した「アフリカ新興企業イ

ノベーション支援事業」（海外投融資）において、

社会課題の解決に取り組むアフリカ地域の新興

企業に対し資金供給を行うことにより同地域の

産業振興と社会課題の解決を図り、同地域の持

続的な経済成長に寄与。インドに対しては、2024

年2月に、ハイデラバードを中心とするテランガ

ナ州において、起業家や中小零細企業向けの能

力強化、インフラ整備、事業化支援等に係る支援

等を行うインド「テランガナ州における起業・イ

ノベーション促進事業」（円借款）のL/Aに調印。

女性や地方住民等を含む起業家の発掘や、起業
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の促進、企業の事業拡大を促進することにより、

包摂的な雇用機会創出及び持続的な産業発展等

に寄与している。 

 

○ 様々な協力の相乗効果によりバングラデシュ経

済成長・発展に寄与【①③④】：バングラデシュ

経済特区庁（BEZA）の経済特区開発・運営・投資

促進能力の強化やワンストップサービスの地方

展開を図る「経済特区管理・投資促進能力強化プ

ロジェクト」（技術協力プロジェクト）により、

円借款でのインフラ整備や海外投融資による運

営会社への出資も行っているバングラデシュ経

済特区においてワンストップサービスセンター

を設置し、入居する企業向けのコンサルテーシ

ョン等を実施。加えて、実施中の「外国直接投資

促進事業」（円借款）では日本企業向けのツース

テップローンを供与し、本邦企業のバングラデ

シュ及びバングラデシュ経済特区への進出を後

押しした。その結果、本邦企業4社を含む12社が

入居するなど、本邦含む外国企業からのバング

ラデシュへの外国直接投資の増加といった成果

を得た。また、「MIDI総合開発計画策定プロジェ

クト」（開発計画調査型技術協力）において、ベ

ンガル湾産業成長地帯構想（通称：BIG-B構想）

の下、モヘシュカリ・マタバリ地区の産業及びイ

ンフラ開発におけるマスタープランの策定とと

もに実施能力強化を支援。港湾、道路、鉄道、エ

ネルギーハブ、経済特区等の整備を進める地域

総合開発計画としてのマスタープランの策定に

貢献した。 

 

○ 日・バングラデシュ経済連携協定の締結を促進

し、両国の経済的つながりを強化【①③】：後発

開発途上国（LDC）卒業を2026年に控えるバング

ラデシュにとって、縫製業に依存した経済構造

からの脱却が必要であり、既存の貿易環境を保

ち、経済インパクトを最小化するため、経済連携

協定（EPA）締結により、同国の産業振興を促進

していくことが必要となっていた。係る状況を

踏まえ、日本・バングラデシュ両国政府間のEPA

交渉が円滑に進むよう、バングラデシュ関連省

庁職員を対象とした本邦研修を実施した。日本

政府及びJETROとの緊密な連携の下、バングラデ

シュ側が抱える原産地規則やサービス貿易等の

経済連携協定に係るノウハウの不足といった課

題の解決を図り、また日本の経済団体や企業と
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の意見交換及び工場や物流拠点等の視察を通

じ、円滑な交渉に向けた、能力強化に貢献した。

2025年12月には、日本政府とバングラデシュ政

府が日バングラデシュ経済連携協定（EPA）の大

筋合意に至ったことが発表された。 

 

○ 日印のビジネス交流促進プラットフォームの形

成を支援【①②】：「インド国経営幹部育成を基

盤とした日印共創ビジネス交流促進プラットフ

ォーム構築プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）において、実施機関であるインド工業連盟

（CII）とともにアクセラレーション・オープン

イノベーションプログラム「ICONN-NINJAインド

プログラム」を実施。本プログラムは、革新的な

技術やソリューションを持つインドのスタート

アップが、日本の大企業（DENSO、NEC、村田製作

所）との協業を目指すのが特徴であり、日インド

政府が推進する「日印産業競争力パートナーシ

ップ（IJICP）」における取組の一つに位置づけ

られている。 

 

○ モンバサ経済特区の開発を通じFOIPの実現に貢

献【①③】：2022年6月にG/Aを締結したケニア「ド

ンゴクンドゥ地域モンバサ経済特区におけるイ

ンフラ整備計画」（無償資金協力）、同「モンバ

サ経済特区開発事業」（円借款）、同「モンバサ

港周辺道路開発事業」（円借款）等によるインフ

ラ開発支援、及び経済特区庁への専門家派遣等

により、モンバサ経済特区の開業を総合的に支

援した。これらの案件は、FOIPの中で、東アフリ

カとの連結性を高める重要案件に位置づけら

れ、ケニアにおいては国家開発計画「Vision 

2030」の優先案件として同計画の実現に貢献す

る事業に位置づけられている。 

 

○ カイゼンの普及を通じてアフリカ国内企業の競

争力向上に寄与【①②③④】：カイゼンアプロー

チの普及として、アフリカ域内の4つのカイゼン

普及機関を Center of Excellence（CoE）とし

て指定、これらCoEを通じた域内各国への協力を

推進した。併せて、アフリカ・カイゼン年次会合

やアフリカ・カイゼン・アワードの開催に加え、

約100のケースデータから具体的生産性向上等

の成果事例、ディーセントワークへの貢献具体

事例の30件の整理・発信などを行い、アフリカ・

カイゼン・イニシアティブ（AKI）を軸として、
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カイゼン及び中小企業支援の普及をアフリカ44

か国へ拡大してきた。加えて、外部パートナー連

携としてアフリカ連合開発庁（AUDA-NEPAD）に加

え、アフリカ連合委員会（AUC）、国際労働機関

（ILO）、国連工業開発機関（UNIDO）などの開発

協力機関とも連携し、アフリカ各国企業の競争

力向上に貢献してきた。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

民間セクター開発分野においては、アジアにおけ

る投資促進と産業振興、アフリカ企業の競争力向上

と従業員のディーセントワークへの貢献、イノベー

ション創出に向けたスタートアップ・エコシステム

構築支援、持続可能な観光開発を通じて、SDGs、ゴー

ル8「働きがいも経済成長も」及びゴール9「産業と技

術革新の基盤をつくろう」の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

開発途上国の民間セクターの成長を促進するため

に必要となる資金へのアクセスをいかに改善するか

が課題となっている。この課題に対して、金融アクセ

スの改善や民間資金動員の促進に取り組む。これま

で、開発途上国の社会課題解決に貢献するビジネス

が継続的に創出されるために必要なスタートアッ

プ・エコシステム構築支援策について、ナイジェリア

を中心に技術協力及び資金協力を組み合わせた案件

形成を進めてきた。今後とも、技術協力と資金協力の

連携も含め、途上国の民間セクターにおける資金調

達に係る課題への取組を進める。 

 

No.1 オ 農林水産業・農村開発 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、102か国において、農

村部の貧困削減の実現とともに、食料の安定的な生

産・供給を通じた食料安全保障の確保のための支援

を実施した。それらの支援に際しては、持続的かつ包

摂的な農業・農村開発（水産業及び畜産業を含む。ま

た、地域の実情に応じた適切な水管理を含む）及び加

工・流通業等関連産業の振興による生産者の所得向

上を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ ロシアによる侵略で被害を受けたウクライナの

農業復興に貢献【①③】：ウクライナ「緊急復旧

計画フェーズ2」（無償資金協力）において、灌
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漑水路補修向けの機材、農業訓練学校向けの実

習用機材等の整備を実施した。また、生産性増大

に向けた試験栽培用種子の供与、生産回復に重

要な農地のアセスメント、他パートナー機関の

協力が限定的な小規模園芸農家や女性農家向け

の能力向上等を実施した。これらの協力により

農業生産が回復し、農家の所得の安定化も期待

される。 

 

○ ASEAN地域でのフードバリューチェーン（FVC）

振興を通じ連結性を強化【①②】：ASEAN共同体

を対象とした「ASEAN-JICAフードバリューチェ

ーン開発支援プロジェクト」（技術協力プロジェ

クト）により、国境を越えてASEAN地域全体での

FVC振興に向けた体制・環境づくり（生産工程管

理、残留農薬分析、養殖生産工程管理、官民連携

等）を目指すとともに、加盟各国とのネットワー

クを強化し、さらには日本企業の東南アジア地

域の農業・食品産業への事業展開を支援した。本

プロジェクトは、ASEAN地域における強じんで持

続可能な農業及び食料システムを構築するため

に日本の農林水産省が推進する、日本の協力イ

ニシアティブ「日ASEANみどり協力プラン」にも

貢献するものとして位置づけられている。 

 

○ SHEPアプローチの世界展開により所得向上に貢

献【③】：アフリカへの支援を通じて確立した

SHEPアプローチをアジア、中東、中南米等の地域

へ展開。SHEPアプローチは、野菜や果物を生産す

る農家に対し、「作ってから売り先を探す」から

「売れるものを作る」への意識変革を起こし、営

農スキルや栽培スキル向上によって農家の園芸

所得向上を目指すものであり、2025年度末時点

で、アフリカ、アジア、中東、中南米を含む60か

国以上の国々で展開している。その結果、対象と

する農家の所得が約60％向上するなど、大きな

成果を発現している。 

 

○ 多くの援助機関との協働によりアフリカ各国の

稲作振興を推進【②】：機構とアフリカ緑の革命

のための同盟（ AGRA： Alliance for Green 

Revolution for Africa）のイニシアティブの下、

アフリカ32か国を対象に、19の援助機関・地域経

済共同体（RECs）とともにコメの生産量倍増を目

指すアフリカ稲作振興のための共同体（CARD：

Coalition for African Rice Development）を
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推進。対象国中27か国で第2次稲作開発戦略書

（NRDS2）を作成したほか、同戦略を推進するた

めの事業計画（コンセプトペーパー）、モニタリ

ング枠組みの確立とベースラインデータの取得

を多くの国で進めている。その結果、コメの生産

量は2018年時点の2,800万tから、3,800万tに増

加した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

農家の所得向上と農村部の経済活性化を通じて農

村部の貧困削減に貢献するとともに、食料の安定的

生産・供給を通じて食料安全保障への貢献を図り、世

界の貧困・飢餓人口が集中する農村部を対象に、「包

摂的なFVCの構築」、「稲作振興」、「水産ブルーエ

コノミー振興」、「持続可能な畜産振興」等の農業・

関連産業の振興に取り組む。これらを通じて、SDGsゴ

ール1「貧困をなくそう」、ゴール2「飢餓をゼロ」、

ゴール14「海の豊かさを守ろう」に貢献するととも

に、SDGsゴール5「ジェンダー平等を実現しよう」、

ゴール8「働きがいも経済成長も」、ゴール12「つく

る責任 つかう責任」、ゴール13「気候変動に具体的

な対策を」にも貢献する。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

農林水産業・農村開発分野においては、治安・政情

不安等によるサプライチェーンの寸断や、自然災害・

異常気象といった外的要因の影響を受けやすいこ

と、さらに地域ごとに自然・社会条件が大きく異なる

ことから、事業ごとに求められる対応が多様かつ複

雑であるという課題がある。第5期中期目標期間にお

いては、これらの課題に対し、自然・社会条件が比較

的近似する地域単位での資源循環や自立分散型の取

組によるサプライチェーンの寸断リスクの軽減、灌

漑設備の整備による水資源の効率的活用や、SHEPア

プローチ、FVCの構築、デジタル技術の活用によるリ

スク予見の高度化等の取組を通じ、外的リスクの軽

減と事業効果の向上を図っている。また、依然として

気候変動への対応は喫緊の課題であることから、適

応策を中心とした取組を一層強化しつつ、第6期中期

目標期間においては、農村地域の貧困削減及び食料

の安定供給の実現に向け、これらの取組を着実に推

進していく。 

 

 

４．その他参考情報 
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特になし。 

 

 

 

  

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 3．（1）開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い

成長」とそれを通じた貧困撲滅） 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

2．（1）① 開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」

とそれを通じた貧困撲滅） 

 

1.（1）開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（「質の高い成長」とそ

れを通じた貧困撲滅） 

 

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.2 開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進（新しい時代の「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅） 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）、TICAD7横浜宣言 2019、

TICAD8チュニジア宣言、持続可能な開発目標（SDGs）実施指針、未来投資戦

略 2018、成長戦略実行計画、グローバルヘルス戦略、アジア健康構想、アフ

リカ健康構想、スポーツ・フォー・トゥモロー（SFT）、国際保健のための G7

伊勢志摩ビジョン、国際保健外交戦略、平和と健康のための基本方針、国際

的な脅威となる感染症対策強化に関する基本方針、平和と成長のための学び

の戦略、持続可能な開発のための教育 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文

など） 

独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度* 【重要度：高】 

【困難度：高】新型コロナウイルス感染症への直接的な対応を含む、保健医

療分野をはじめとする人間中心の開発の支援を、外交的動きも念頭に置きつ

つ迅速かつ的確な実施が求められるため。さらに、先進国を含む全世界の国々

が新型コロナウイルス感染症への対応を模索する中、世界各国と連帯・協働

して取り組む必要があることから、本項目は困難度を高とするのが妥当と考

える。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業ID：001098 

 

* 重要度の設定理由は項目 No.1から No.5で同様のため、他項目では理由の記載を省略する。 

２．主要な経年データ 

 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）＊ 

指標等 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度   2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標 2-1】支払い可能な保

健医療サービスの確保の恩

恵を享受した人数   （SDGs 

Goaｌ 3（特に3.8）関連） 

600万人 120万人 142 万人 154万人 246万人 179万人 
（120万

人） 

 支出額（百万円）＊

＊ 

20,987 20,192 19,266 18,942  

【指標 2-3】開発途上国の

栄養改善を推進する栄養コ

ア人材（政策立案・決定者、

普 及 員 等 ） の 育 成 数   

（SDGs Goaｌ 2（2.1、2.2）、

3（3.1、3.2）関連） 

4,000人 850人 1,142人 2,456人 4,962人 969人 （850人） 

       

【指標 2-5】学びの改善の

ための支援が裨益した子

どもの人数  （SDGs Goa

ｌ 4（特に 4.1、4.5）関

連） 

1,000万人 106万1 84,200 人 570万人 185万人 291万人 
（83万

人） 

       

 

 

 

*項目 No.1～No.4 への支出額と項目 No.5 への支出額は重複するため、インプット情報は「日本の開発協力の重点課題」での記載に集約し、本

表では参考値として各項目の支出額を記載する。以下、項目 No.5 まで同様。  

**項目 No.1～No.4 に区分されない一部の支出額が項目 No.5 に含まれることから、No.1～4 の支出額合計と No.5 の支出額合計は合致しない。 
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1 中期目標期間全体の目標値1,000万人に対し、2022年度の目標値を8万人と設定しているが、指標の設定当初から年度ごとに目標値が増減する想定に基づき目標値を設定しており、2023年度から2026年度に設定する目標値により中期目標期間全体の

目標値1,000万人を達成する予定。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 主な評価指標（定量的指標及び実績は1.①

参照） 

【指標2-2】新型コロナウイルス感染症等、

公衆衛生上の危機発生に対応し得る保健医

療体制の整備状況  （SDGs Goal 3関連） 

【指標2-4】栄養改善に資する分野横断的ま

たは複数の機関との連携による取組の促進

状況  （SDGs Goal 2（2.1、2.2）、3（3.1、

3.2）関連） 

【指標2-6】開発途上地域において障害者の

社会参加の促進状況（SDGs Goal 1（1.3、

1.4、1.5）、8（8.5、8.8）、10（10.4）関連） 

【指標 2-7】人々が関心に沿って属性にかか

わらずスポーツを楽しむことができる環境

の整備状況  （SDGs Goal3、4、5、10、16、

17関連） 

＜主要な業務実績＞ 

No.2 ア 保健医療 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、アジア・アフリカ・

中南米地域や中東・欧州等において、平常時のみな

らず健康危機に際しても安定的に必要な保健医療

サービスを提供できる保健システムの構築支援を

実施した。それらの支援に際しては、新型コロナウ

イルスの感染症対策も念頭に、保健医療施設への物

理的・経済的アクセス改善も含めたUHC達成に向け

た保健医療体制強化を優先しつつ、母子保健・高齢

化対策、予防・警戒・治療の各段階での感染症対策

や感染症に強い環境整備の取組を重視して実施し

た。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ ウクライナ及び周辺国の保健医療体制の復旧・

強化【①③】：ロシアによる侵略で被害を受けた

医療環境の復旧・改善に向け、「緊急復旧計画」

及び「緊急復旧計画フェーズ2」（いずれも無償

資金協力）を通じて、キーウ市及び地方中核都

市の拠点病院計10か所にCTやMRI等の画像診断

機器を整備するとともに、外傷による手術への

対応力を高めるため手術用顕微鏡を配備した。

奪還地域でのプライマリ・ヘルスケアの実施に

向けた復旧・復興支援計画の策定を後押しし、

保健省次官らに対し日本の災害医療管理体制の

学習機会を提供したほか、緊急的な医療サービ

スの回復・改善を目指し、必要となる医療機材

を含む無償資金協力の形成、災害医療に係る研

修、病院復旧に係る情報収集といった複数の事

業を迅速に立ち上げ、実施した。周辺国では、約

60万人の避難民を受け入れるモルドバにおい

て、医療機材の維持管理体制を強化し、バイオ

メディカルエンジニア等の研修モデルを構築し

て医療機材の保全能力を高めた。さらに、災害

派遣医療チーム（DMAT）事務局の実施体制と役

割分担・手順の共有により、緊急事態対応に向

けたモルドバ版DMATの設立準備を支援した。加

えて、モルドバに対する無償資金協力「医療体

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

根拠：過年度の定量的実績から、中期目標全体の定

量的目標を大きく上回り達成することが見込まれ

る。質的な観点からも、「独立行政法人の評価に関す

る指針」（令和 6 年 11 月 26 日総務大臣決定）及び

「外務省所管独立行政法人の業務実績評価の基準

について」（令和 5年 2月外務省）に掲げられた S評

定の根拠となる質的成果（法人の自主的な取組によ

る創意工夫、目標策定時に想定した以上の政策実現

に対する寄与、外交政策上の観点から設定された重

要又は難易度の高い目標の達成）を満たしており、

成果の最大に向けた取組で所期の目標を大幅に上

回る形で成果をあげていることから、中期目標にお

ける所期の目標を大幅に上回る形で達成が見込ま

れる。 

評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

主要指標の全てにおいて中期目標値を上回る実績が達成されている。特に【指

標 2-3】「開発途上国の栄養改善を推進する栄養コア人材（政策立案・決定者、

普及員等）の育成数」が、目標 4,000人に対し 9,529人と、目標の 2倍を大きく

上回ったことは、各国の栄養政策及び分野横断的な取組の持続性と面的展開の

基盤を形成する顕著な成果である。これらは、保健医療へのアクセス、栄養改善

を担う人材育成及び子どもの学びの改善という、人間の安全保障及び SDGsの根

幹に関わる成果を広範に実現したものであり、定量的実績全体として中期目標

を大幅に上回ったものと高く評価する。 

 

（定性的実績） 

１．保健医療（指標【2-1】「支払い可能な保健医療サービスの確保の恩恵を享受

した人数」に係る支援の実施状況） 

平常時のみならず健康危機に際しても安定的に必要な保健医療サービスを提

供できる保健システムの構築に向け、アジア、アフリカ、中南米、中東・欧州等

において、UHC達成に向けた保健医療体制の強化、母子保健、感染症対策、健康

危機への備え等に係る支援を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施した

ことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・ウクライナ及び周辺国において、ロシアによる侵略で被害を受けた保健医療体

制の復旧・強化に向け、無償資金協力や技術協力を通じて、拠点病院への CT、

MRI等の画像診断機器や手術用顕微鏡の整備、プライマリ・ヘルスケアの復旧・

復興計画策定支援、災害医療に係る研修等を迅速に実施したことは高く評価さ

れる。また、避難民を受け入れるモルドバにおいて、医療機材の維持管理体制強

化や同国版 DMATの設立準備を支援するなど、危機下における医療提供能力の強

化に切れ目なく貢献したことは特筆に値する。 

・G7広島サミットで打ち出された政策の具体化に向け、公衆衛生危機スタンド・

バイ借款及び成果連動型借款を創設するとともに、G7 の開発金融機関と健康危

機時のサージファイナンス協力に関する共同声明を発表したことは、健康危機

への備えを制度面から支える取組として評価できる。さらに、「グローバルヘル

スのためのインパクト投資イニシアティブ（Triple I for GH）」に創設メンバ

ーとして参画し、民間資金の動員による持続的な資金調達の裾野拡大に貢献し

たことは、UHCの達成と健康危機対応に資する革新的な資金アーキテクチャを前

進させた成果として高く評価される。 

・新型コロナウイルス感染症により脆弱化した各国の保健医療システム及び財

政ニーズに対応するため、「新型コロナウイルス感染症危機対応緊急支援円借

款」を累計 21 か国、6,048 億円規模で実施し、各国の保健医療分野を含む財政

を下支えした。また、セネガル、コートジボワール、エジプト等において開発政

策借款と技術協力を組み合わせ、医療保障制度や保健サービス提供に係る政策

アクションの実行を後押ししたことは、UHC達成に向けた保健財政・政策実行の
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制強化計画」のG/Aを締結し、危機下における医

療提供能力の拡充に切れ目なく貢献した。 

 

○ 保健システム研究に係る世界最大規模の国際会

議を日本で開催【①②③④】：2024年11月、機構

は長崎大学などと共催し、 Health Systems 

Global（HSG）が主体となる「第8回保健システム

研究グローバルシンポジウム」を長崎市で開催

した。本会議は保健政策・システム研究に特化

した世界最大の場であり、日本初開催となった

今次会議には世界113か国・地域から1,500名を

超える研究者・実務者が参加した。機構は開催

地運営委員会の一員として日本招致と全体企画

に貢献し、8件のサテライトセッションの主催、

各種セッションやミニイベント、展示ブース等

を通じて日本政府のグローバルヘルス戦略やG7

広島首脳コミュニケに資する取組を発信し、研

究・政策・実務の結節点としての国際ネットワ

ーク形成に寄与した。なお、本会議は、地域と連

携した市民講座や離島スタディツアーなどの取

組が評価され、2026年1月に日本政府観光局

（JNTO）の「2025年度国際会議誘致・開催貢献賞

（国際会議開催の部）」を受賞した。 

 

○ G7広島サミットで打ち出された政策の具体化と

民間資金動員の枠組み強化【①②③】：公衆衛

生危機への備えを制度面から支えるため、公衆

衛生危機スタンド・バイ借款及び成果連動型借

款を創設し、G7の開発金融機関とともに健康危

機時のサージファイナンス協力に関する共同声

明を発表した。さらに、日本が主導しG7広島サ

ミットで承認、国連総会の機会に立ち上げられ

た「グローバルヘルスのためのインパクト投資

イニシアティブ（Triple I for GH）」に創設メ

ンバーとして参画し、世界保健総会のサイドイ

ベント登壇等を通じて優良事例を共有した結

果、WHO Foundation等がインパクト投資を通じ

た低中所得国の健康改善の目的で参加し、同イ

ニシアティブの参加機関は2025年3月末時点で

109機関へと拡大した。これにより、民間資金の

動員による持続的な資金調達の裾野が広がり、

UHCの達成と健康危機対応に資する革新的資金

アーキテクチャの前進が期待される。また、ヘ

ルス・イノベーションの促進に関し、日本製

「Mpox（サル痘）ワクチン」の国際共同臨床研究

の実施促進を支援し、国際的な研究枠組みの推

支援として評価できる。 

 

２．栄養（【指標 2-3】「開発途上国の栄養改善を推進する栄養コア人材（政策立

案・決定者、普及員等）の育成数」） 

低栄養、過栄養等の不適切な栄養状態の改善及び栄養不良に起因する健康課

題の改善に向け、アフリカ地域を含む世界 29か国において、保健、農業、食料

等の分野横断的な取組を通じた支援を実施するなど、中期計画の取組を着実に

実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・マダガスカルでは、栄養コア人材 611名を育成し、乳幼児の最低食事頻度達成

率を 55％から 89％へ、下痢発生率を 17％から 3％へ改善した。ナイジェリアで

も 605 名の人材を育成し、家庭の食生活の多様化と持続的な食料確保に貢献し

た。研修実施にとどまらず、具体的な栄養・健康改善が確認されたことは顕著な

成果である。 

・栄養素ギャップに基づいて栽培作物や摂取食品を推奨するモバイル NFA アプ

リを開発し、国際機関と連携して複数国で実証を進めたことは、JICA の知見を

DX により展開可能な形にした創意工夫として評価できる。インドネシアへの学

校給食支援や、栄養改善事業推進プラットフォームを通じた民間企業による 9件

の事業支援も、相手国の重点政策への貢献と官民連携の強化という点で意義が

大きい。 

 

３．教育（【指標 2-5】「学びの改善のための支援が裨益した子どもの人数」） 

質の高い教育の拡充に向け、28 か国において、子どもの学びの改善のための

教育環境の提供、女子・障害者等の教育機会の拡大、高等教育における拠点大学

の強化を通じた高度人材育成等に係る支援を実施するなど、中期計画の取組を

着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・ウクライナでは、デジタル学習環境の整備、約 1万人の教員等へのメンタルヘ

ルス支援情報の提供、100 万冊の教科書供与、職業訓練校 27 校への機材・技術

支援等を行い、学習継続と将来の生計確保を支えた。地方自治体、民間企業及び

NPOとの協働を含む包括的な復旧・復興支援として評価できる。 

・「みんなの学校」アプローチは 10か国に拡大し、マダガスカルでは約 1万校、

約 165万人の児童に裨益し、読み書き・計算能力を改善した。さらに、相手国政

府、UNICEF 及び GPE の資金を活用した面的展開へ発展したことは、個別事業の

成果を制度化・スケールアップした優良事例である。高等教育では、E-JUST、

JKUAT、ステレンボッシュ大学等を拠点とするネットワーク形成、AUN/SEED-Net

の自立化、外部資金約 60 件の獲得、AJ-INPIRE の立ち上げ及びエジプト・日本

高専の開校等を通じ、日本と開発途上国双方に裨益する高度人材育成と国際頭

脳循環を具体化したことを高く評価する。 

 

４．社会保障・障害と開発 

子ども、障害者等の脆弱者が包摂される社会の実現に向け、中南米地域をはじ

めとする約 68か国において、社会保障制度構築、人材育成、障害者の開発プロ

セスへの参加促進、バリアフリー化や情報保障の推進等に係る支援を実施する

など、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認

められた。 

・障害主流化の推進に向け、8分野における「障害主流化ガイダンスノート」を

策定し、案件形成過程で参照できるツールとして周知したことは高く評価され
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進に貢献した。 

 

○ UHCの達成に向けた保健財政・政策実行の支援

（緊急支援円借款/政策借款/協調融資の連動）

【①②③】：新型コロナウイルス感染症によっ

て脆弱化した保健医療システムと各国の財政ニ

ーズに応えるため、日本政府が創設した「新型

コロナウイルス感染症危機対応緊急支援円借

款」を着実に実施し、2022年度は9か国に対し

2,253億円を承諾、累計では21か国6,048億円に

達して各国の医療保健分野を含む財政を下支え

した。政策面では、セネガル（2022年6月L/A調

印）、コートジボワール（2022年5月L/A調印）、

エジプト（2023年3月L/A調印）で開発政策借款

を形成・実施し、技術協力と組み合わせて医療

保障制度や保健サービス提供の政策アクション

の実行を後押しした。また、エジプト・スーダ

ン・タイの複数国間で学び合いを促進し、政策

運用の改善に資する知見交換を行った。さらに、

フィリピンでは「ユニバーサル・ヘルス・ケア・

プログラム」（円借款）のL/Aを2025年3月に調

印。感染症検査、母子保健、非感染性疾患等に関

する機構の技術協力で積み上げた政策アクショ

ンの実施をアジア開発銀行（ADB）等との協調融

資により支援することで、日本が2022年から

2025年に官民合わせて表明した75億ドル規模の

UHC貢献の実現に寄与し、他のパートナー機関の

資金も活用したスケールアップを可能とした。

加えて、米国国際開発庁（USAID）及び韓国国際

協力団（KOICA）との三者覚書をガーナ北部5州

で締結し、首都アクラから遠隔でアクセスが困

難な地域のUHC達成に向け、相互のノウハウ・資

源の有効活用を図る援助協調の枠組み化を初事

例として実現した。 

 

○ 技術協力の結果、4か国で国際緊急医療チームの

国際認証獲得【③④】：タイをベースにASEAN10

か国において機構が実施した「ASEAN災害保健医

療管理に係る地域能力強化プロジェクト」（技

術協力プロジェクト）の活動の結果、4か国で国

際緊急医療チーム（EMT: Emergency Medical 

Team）の国際認証を獲得したほか、9か国で国内

のEMTの立ち上げに至った。これらEMTは、トル

コ南東部を震源とした地震やバヌアツで発生し

た地震、台風ヤギによる被災支援で活躍したほ

か、2025年3月に発生したミャンマー地震では、

る。障害分野に限らず、各分野の事業に障害者の視点を組み込む仕組みを整備し

たことは、インクルーシブな開発協力の推進に資する取組として評価できる。 

・スリランカでは、「障害者の就労支援促進プロジェクト」を通じて、障害のあ

る求職者と企業を結ぶ就労支援サービスの体制整備を推進した結果、就労支援

ユニットの設立及び事業化に係るコンセプトノートが政府に承認され、労福連

携体制による障害者就労支援が正式に国の事業として制度化されたことは特筆

に値する。 

・モンゴルでは、「障害者就労支援制度構築プロジェクト」を通じて、障害者の

職場定着を支援するジョブコーチ制度が公的プログラムに組み込まれ、障害者

雇用促進基金を活用してジョブコーチの人件費を支出する仕組みが構築され

た。技術協力の成果が相手国政府の制度として定着し、多様な障害種別の障害者

の就労支援につながったことは高く評価される。 

 

５．スポーツと開発 

すべての人がスポーツを楽しむ権利があるとの国内外の共通理念の下、62 か

国において体育職種及びスポーツ分野の JICA海外協力隊員を派遣し、スポーツ

を通じた人材育成、障害者や女性等の社会包摂、平和構築及び人間の安全保障の

推進に係る協力を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、

以下の特筆すべき実績が認められた。 

・JICA 海外協力隊による継続的な選手・指導者育成の成果として、13か国 20名

の選手がパリオリンピック・パラリンピックに出場し、特にインドの視覚障害者

柔道男子 60キロ級選手が銅メダルを獲得したことは高く評価される。同選手へ

の指導や国際大会出場支援の積み重ねが具体的な成果に結びつき、同国首相か

らの賛辞や日印両国を含む主要メディアで広く報道されたことは、スポーツ分

野における国際協力の有効性を示す成果として特筆に値する。 

・ウガンダにおける女子サッカー大会「TICAD CUP」では、国連難民高等弁務官

事務所（UNHCR）等と連携し、難民とホストコミュニティの混成チームによる大

会を実施するとともに、ジェンダーに基づく暴力防止や生理教育等のワークシ

ョップを併催した。同取組は、日本政府が第 2 回グローバル難民フォーラムで

表明した「1万人の難民及びホストコミュニティにスポーツ機会を提供する」と

の公約の具体的実践として、スポーツを通じた難民包摂の先進事例となった。 

・カンボジアでは、長年にわたる草の根技術協力の成果として、中等教育用体育

指導書の政府公認化や対象州における小中高一貫の新しい体育の導入が進み、

2025 年 1 月の事業完了後、カンボジア教育省主体の全国展開フェーズに移行し

た。体育科教育を通じた人材育成モデルが相手国の制度に定着し、全国展開へ発

展したことは、スポーツを通じた教育協力の成果として評価できる。 

 

（結論） 

以上により、定量指標の全てが中期目標値を上回り、中期目標を大幅に上回る

成果が認められる。 

新型コロナウイルス感染症及び将来の公衆衛生危機への対応、ウクライナ及

び周辺国への緊急支援、UHC達成に向けた資金・制度面の支援、栄養改善に係る

行動変容と DX、紛争下における教育継続、「みんなの学校」の制度化及び面的展

開、拠点大学を通じた国際頭脳循環、障害主流化及び障害者就労制度の制度化、

スポーツを通じた平和構築・難民包摂・女性のエンパワメント等、目標策定時に

想定した以上の多面的な成果を挙げた。 
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タイ、フィリピン、インドネシア、シンガポール

のEMTが活躍した。これらの活動が評価され、同

事業は、世界中の災害医学や救急医学、危機管

理学等の学術関係者と医療従事者の知見を結集

し、災害時の保健医療体制の強化を目的として

開催される学術集会WADEM2025（第23回世界災害

救急医学会）にて、災害救急医療の分野で優れ

た 功 績を 残し た 団体や 事 業に 贈ら れ る

Humanitarian Award for Excellence in 

Disaster Managementを受賞した。 

 

○ 新興・再興感染症に備えるネットワーク強化と

知見共有の加速【②】：パンデミック等の健康危

機は一国のみの対応では不可能であるとの認識

の下、平時から地域機関・各国拠点とのネット

ワークを強化した。アフリカ疾病予防管理セン

ター（CDC）と共催し、ガーナ野口記念医学研究

所、ケニア医学研究所（KEMRI）、ナイジェリア

CDC、コンゴ民主共和国国立生物医学研究所

（INRB）等の参加を得て、検査室の質保証やバ

イオセキュリティ・バイオセーフティに関する

知見共有ワークショップを開催した。また国内

関係機関との連携として、国際医療研究センタ

ー（NCGM）内国際感染症センター、国立感染症研

究所、機構の三者合同セミナー「薬剤耐性対策

の国際展開」を開催し、ライブで約120名、オン

デマンド希望含め登録者340名超の参加を得て、

薬剤耐性対策の国際展開に関し広く発信した。

これら、関係機関のネットワークを強化する目

的で、第9回アフリカ開発会議（TICAD9）でのサ

イドイベント共催、NCGM、国立感染症研究所と

のアフリカCDC訪問と、アフリカCDCの国立健康

危機管理研究機構（JIHS）訪問をアレンジした。

この結果、JIHSとアフリカCDCが2026年3月に連

携協定を締結。機構がアフリカ各国の拠点機関

と日本の関係機関をつなぐ橋渡しとなり、今後

の連携を議論する関係が構築された。 

 

○ 母子保健における家庭用保健記録（母子手帳）

の国際標準化・普及・デジタルトランスフォー

メーション（DX）の推進【①②③】：開発途上国

で妊娠・出産期から新生児・乳幼児期に至る重

要情報が家庭で参照可能な形で整理・記録され

ていないという課題に対し、機構は世界保健機

関（WHO）・国連児童基金（UNICEF）と共同で「母

子の健康のための家庭用保健記録実施強化ガイ

また、無償資金協力、有償資金協力、技術協力、海外協力隊、民間連携及び国

際機関との協調を適切に組み合わせ、個別事業の成果を相手国政府の制度、国際

的なガイドライン、他機関の資金及び地域ネットワークへと発展させたことは、

機構の総合力を発揮したものと認められる。 

本項目は、新型コロナウイルス感染症への対応を含む困難度の高い目標であ

るとともに、人間の安全保障、グローバルヘルス、SDGs、TICAD等、我が国の外

交・開発政策上重要な課題に関わるものである中、機構の自主的な創意工夫、他

機関・民間・地方自治体等との共創、外交政策の具体化及び制度化・スケールア

ップにつながる成果が認められることから、定性的にも中期目標における所期

の目標を大幅に上回る成果を達成することが見込まれることから、「S」評価とす

る。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

保健医療、栄養、教育、社会保障・障害と開発、スポーツと開発の各分野にお

いて、これまでの協力により形成された制度、モデル及び人材育成の成果を、相

手国政府による自立的な取組として定着・拡大させることが引き続き重要であ

る。 

また、人々の基礎的生活に与える影響が複合化していることを踏まえ、脆弱な立

場に置かれた人々に的確に支援が届くよう、分野横断的な取組を一層推進する

ことを期待する。あわせて、母子手帳、みんなの学校、障害主流化、スポーツを

通じた包摂等、日本の経験や強みを活かした協力について、国際場裡での発信や

パートナーとの共創を通じ、開発効果の更なる拡大に努められたい。 

 

＜その他事項＞（有識者からの意見聴取等） 

・新型コロナウイルス感染症への対応として、21 か国に対して総額 6,000 億円

規模の緊急支援円借款を実施し、保健医療システムの維持・強化に迅速な財政支

援を行ったことは高く評価できる。 

また、ADB等の国際機関との連携を通じて支援の拡大を図り、UHCの実現に貢献

したことに加え、日本発の母子手帳の普及促進など、資金協力のみならず技術協

力を通じた日本の強みを積極的に発信している点も評価に値する。 
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ド」を策定・発表し、機構の母子保健協力、とり

わけ母子手帳に係る知見を反映した。ガイド活

用の促進に向け2023年4月・5月に開催された2つ

の国際会合では、計80か国400名以上に周知さ

れ、保健システム研究の国際学会や各種シンポ

ジウムでも活用が発信された。国別には、ガボ

ン及びブータンで母子手帳の電子化を試行し、

2024年度には16か国で母子保健分野の協力を展

開、シエラレオネとルワンダで新規開始した。

さらに、フィリピンの第14回母子手帳国際会議

での経験共有、インドネシアでの国際研修（7か

国21名参加）、長崎の保健システム研究グロー

バルシンポジウムでの母子保健関連イベントの

実施を通じて、継続的ケアの質向上と人材育成

に注力し、特にDXによる付加価値を提供した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

保健医療分野においては、引き続き公衆衛生上の

危機に備える観点から感染症対策・検査拠点強化の

ためネットワーク化を行うとともに、母子健康手帳

を活用した母子保健サービスの強化を複数国で開

始することなどを通じて、SDGsターゲット3.1（世界

の妊産婦の死亡率を出生10万人当たり70人未満に

削減する）、ターゲット3.2（すべての国が新生児死

亡率を出生1,000件中12件以下まで減らし、5歳未満

死亡率を出生1,000件中25件以下まで減らす）、ター

ゲット3.3（エイズ、結核、マラリア及び顧みられな

い熱帯病といった伝染病を根絶するとともに肝炎、

水系感染症及びその他の感染症に対処する）に貢献

した。また、強じんな保健サービス提供体制及び保

健財政の強化を通じ、ターゲット3.8（すべての人々

に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な

保健サービスへのアクセス及び安全で効果的かつ

質が高く安価な必須医薬品とワクチンへのアクセ

スを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）

を達成する）に貢献することで、SDGsゴール3「あら

ゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、

福祉を促進する」の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間において、前半は新型コロナ

ウイルス感染症パンデミックへの対応といった課

題があり、JICA保健イニシアティブによる対応を行

った。後半は、引き続き将来の健康危機に向けた予

防、備え及び対応の改善という課題に加え、2030年

の目標に向けたUHC推進の加速、グローバルな保健
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開発援助削減、それを受けての各国保健財政の困難

とグローバルヘルス関係機関の改革といった課題

があるところ、2026年3月に改訂したJICAグローバ

ル・アジェンダ（JGA）戦略に基づく強じん・公平・

持続可能な保健システムの強化を実施していくと

ともに、第6期中期目標期間に向けて気候変動など

の新たな地球規模課題への対応を実施していく。 

 

No.2 イ 栄養 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、アフリカ地域を含む

世界29か国において、低栄養、過栄養等の不適切な

栄養状態の改善及び発育不良や生活習慣病等栄養

不良に起因する健康課題の改善に向けた支援を実

施した。それらの支援に際しては、保健、農業、食

料を中心としつつ、栄養の改善につながる分野横断

的な取組を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ パリ栄養サミット及びプレイベントにおける

貢献【①②】：2025年2月には機構がロンドン大

学衛生熱帯医学大学院及び学校保健栄養コン

ソーシアムと共催し、「子どもたちのより健康

な8,000日のための質の高い学校給食と食育の

実現に向けて」を開催して353名が参加。教育の

ためのグローバル・パートナーシップ（GPE）、

インドネシア・エジプトなどの開発途上国政

府、静岡県袋井市を含む多様な登壇者とともに

より良い給食・食育の提供方策を議論した。続

いて3月には「健康的な食事の実現に向けた食

料システムの役割は何か？」と題するプレイベ

ントを開催し、31か国から延べ136名が参加、

IFNAの10年を振り返りつつ、栄養素ギャップに

基づく食料アクセス改善アプローチ（NFAアプ

ローチ）を紹介し、国連食糧農業機関（FAO）、

国際植物資源遺伝研究所、マダガスカル政府、

民間（Koko Plus Foundation）からの取組共有

を通じて農業分野が食料アクセス改善を通じ

て栄養改善に貢献できる点を関係者間で確認

した。さらに2026年3月末のパリ栄養サミット

では、日本政府、オランダ政府、Finance in 

Common Summit関連の3件のサイドイベントに機

構の上級審議役が登壇し、国連機関、開発金融

機関、アフリカ政府高官らと並んで機構の栄養

協力、栄養のモニタリングツール、栄養改善に
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向けたファイナンス協力について発信した。 

 

○ 技術協力を通じて子どもの栄養状態を改善

【③④】：2019年から2024年まで実施したマダ

ガスカル「食と栄養改善プロジェクト」（技術

協力プロジェクト）では、対象3県で栄養コア人

材611名を育成し、各家庭の食事の栄養状態を

見える化して営農行動の変容を促すフード・ト

ラッキングツールの開発・活用、州ごとの栄養

不良の様態とマルチセクトラル介入の量・質の

ギャップを可視化するギャップ分析の実践な

どの工夫を盛り込んだ。介入前の2021年と介入

後の2023年を比較したインパクト評価では、乳

幼児の最低食事多様性の達成率が22％から

27％へ、月齢に応じた最低食事頻度の達成率が

55％から89％へ、下痢の発生率が17％から3％

へと改善が確認され、ビタミンAを含む野菜や

豆類の自家消費の増加、簡易装置と石鹸を使っ

た手洗い行動の普及が効果に寄与したことが

示唆された。ギャップ分析は栄養分野の援助協

調を推進するScaling Up Nutrition Movement

から高く評価され、現場での成果が政策・連携

の加速にもつながった。さらに2024年に事業を

終了したナイジェリア「連邦首都区における栄

養改善能力向上プロジェクト」（技術協力プロ

ジェクト）では、首都の特別行政区域で栄養コ

ア人材605名を育成し、家庭の食料在庫や現金

の見える化に基づく行動変容、夫婦での研修参

加の義務化、社会的行動変容コミュニケーショ

ン（SBCC）の実践を組み合わせ、コミュニティ

全体で食の多様性が改善し不足しがちな栄養

素を多く含む食品の摂取頻度が上がるなど、バ

ランスの取れた食事の実現と年間を通じた食

料の持続的確保への貢献が認識された。 

 

○ 円借款を通じ子どもの低栄養改善に向けた取

組を強化【③】：新型コロナウイルス感染拡大

の社会経済的影響が深刻なエクアドルにおい

て、2022年10月に調印した「新型コロナウイル

ス感染症危機対応緊急支援借款」により、社会

保障、雇用回復、保健（子どもの低栄養改善）

に関する政策制度の改善を支援した。同国では

5歳以下の約4人に一人が低栄養状態という喫

緊の課題を抱え、特に先住民が多く居住する貧

困率の高い県で慢性的低栄養の増加が懸念さ

れていたが、「国家開発計画2021-2025」が掲げ
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る低栄養改善、早期幼児教育や託児プログラム

の拡充などの主要政策の実現に本借款が貢献

し、30万人以上の母子の栄養改善が期待されて

いる。 

 

○ 栄養素ギャップに基づいて食料アクセス改善

を支援するアプリを開発【①②③】：食生活の

栄養素ギャップを評価し、その結果に基づき栽

培すべき作物や摂取すべき食物を推奨するモ

バイルNFAアプリを開発した。これはIFNAが提

案する「栄養素ギャップに基づく食料アクセス

改善アプローチ（NFA）」を、栄養の知見が薄い

農業普及員でも簡易な栄養評価に基づく営農

指導・栄養指導へ結びつけられるように具現化

したDXツールであり、2022年度にはエチオピア

でUNICEFと連携してコミュニティレベルでの

適用検証を終え、2024年度にはアフリカ連合開

発庁（AUDA-NEPAD）と共同でガーナ、セネガル、

マラウイ、ザンビアでユーザーテストを重ねて

機能改善を行い、複数国で段階的な実証及び実

証計画が進行している。FAO、世界食糧計画

（WFP）、国際農業開発基金（IFAD）、UNICEF、

Scaling Up Nutritionからも関心が寄せられ、

将来的に国際機関による活用が期待される。 

 

○ インドネシアへの学校給食の改善を支援

【①③】：2024年10月に就任した新政権が掲げ

る無償栄養給食プログラムの2025年1月開始を

見据え、学校保健・栄養に携わる人材育成のた

め国別研修「食育を通じた子どもの健やかな成

長促進」を2024年9月に実施し、関係8機関から

14名（うち5名はインドネシア政府予算で部分

参加）を招へいした。本協力は日本・インドネ

シア両国内で幅広く報道され、2025年1月に行

われた石破総理（当時）とプラボウォ大統領の

首脳会談でも学校給食分野での協力が言及さ

れるなど、政策実装に向けた連携基盤の形成に

資することとなった。 

 

○ 栄養改善事業推進プラットフォーム（NJPPP）の

運営を通じて、開発途上国の国民の栄養改善を

目的とした栄養改善ビジネス国際展開支援事

業を実施し、官民連携を強化した。同事業では、

2022年度から2025年度にかけて、インドネシ

ア、ベトナム、フィリピン、リベリア、マラウ

イ、モーリタニア等を対象に、民間企業が実施
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する9件のプロジェクト実施を支援した。また、

NJPPPとして、開発途上国における栄養改善へ

向けた民間企業の役割などをテーマにしたセ

ミナーを5回開催したほか、日本政府主催のパ

リ栄養サミット・サイドイベントにも登壇し、

これまでのNJPPPの取組を発信した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

栄養分野においては、プライマリ・ヘルスケアを

通じた栄養改善、特に妊産婦の栄養指導や貧血予

防、新生児・乳児への微量栄養素補給、成長モニタ

リング、適切な母乳・補完食の推進に取り組む技術

協力を通じ、SDGsターゲット2.2（2030年までにあら

ゆる形態の栄養不良を解消し、若年女子、妊婦・授

乳婦及び高齢者の栄養ニーズへの対処を行う）、タ

ーゲット3.1（2030年までに、世界の妊産婦の死亡率

を出生10万当たり70未満に削減する）、ターゲット

3.2（すべての国が新生児死亡率を少なくとも出生

1,000当たり12以下まで減らし、5歳未満児死亡率を

出生1,000当たり25以下まで減らすことを目指し、

2030年までに、新生児及び5歳未満児の予防可能な

死亡を根絶する）に貢献したほか、非感染性疾患対

策の技術協力を通じた健康診断、栄養カウンセリン

グ、学校給食・食育の技術協力を通じた健康的な食

習慣・環境推進を通じ、ターゲット3.3（2030年まで

に、エイズ、結核、マラリア及び顧みられない熱帯

病といった感染症を根絶するとともに肝炎、水系感

染症及びその他の感染症に対処する）、ターゲット

3.4（2030年までに、非感染性疾患による早期死亡を

予防や治療を通じて3分の1減少させ、精神保健及び

福祉を促進する）に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

 開発途上国が抱える栄養不良（低栄養及び過栄

養）の課題を解決するため、従来は母子栄養改善に

焦点を当てていたクラスター戦略を、あらゆるライ

フステージに着目した「ライフコースを通じた栄養

改善」へと変更し、母子栄養改善に加えて、非感染

性疾患対策、食育・給食推進を重点領域として位置

づけた。2026年度及び第 6期中期目標期間において

も、これらの重点領域への取組は、マルチセクター

連携を意識しつつ継続する。また、近年、気候変動

など地球規模課題との関連から栄養課題を検討す

る必要性が高まっていることを踏まえ、プラネタリ

ーヘルスの観点からも、食育・学校給食等の取組を

推進していく。 
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No.2 ウ 教育 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、28か国において、質

の高い教育の拡充に向けた支援を実施した。それら

の支援に際しては、子どもの学びの改善のための質

の高い教育環境の提供及び女子、障害者等の教育機

会の拡大を重視して実施した。また、高等教育分野

では、拠点大学の強化を通じた国の発展をリードす

る高度人材の輩出を重視した支援を実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ 紛争下における教育環境の再建と学習継続を

官民連携で推進【①②③】：ロシアによるウク

ライナ侵略に対し、機構は教育分野の緊急復旧

と学習継続の確保を重視して協力を展開した。

2023年度は無償資金協力によりデジタルラー

ニングセンター約200か所のうち約半数へパソ

コンやWi-Fiルーター等を供与した。加えて、東

日本大震災の経験に基づく子どものメンタル

ヘルス支援動画を作成して約1万人の教員等へ

共有したほか、既存学校や職業訓練学校の機材

整備を進め、ポーランド滞在の避難民向けIT研

修では86名が受講した。2024年度には100万冊

の教科書供与を実施したほか、職業訓練分野で

は本邦企業と連携して27校に最新資機材導入

と技術指導実施。さらに、横浜市、株式会社ノ

ジマ、障害者就労NPOの協働による中古PC再整

備と姉妹都市オデーサ市への供与を準備する

など、教育継続と生計向上を統合した包括的な

再建枠組みを確立した。 

 

○ 拠点大学支援とネットワーク形成により国際

頭脳循環を推進【①②③⑤】：高等教育分野で

は、対象国・地域の拠点大学を核に日本の大学・

研究機関と連携した人材育成と研究力強化を

進めた。2022年度にAUN/SEED-Net（ASEAN工学系

高等教育ネットワーク）事務局機能のASEAN大

学連合（AUN）移管を実現し、ネットワークの自

立性を高めた。2023年度にはエジプト日本科学

技術大学（E-JUST）がTHE世界大学ランキング

2024で601～800位に入りエジプト国内首位、ア

フリカ大陸第6位となり、大学間交流が活発化

した。2024年度には機構が支援する拠点大学と

本邦大学の持続的協働を推進するために国立
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研究開発法人科学技術振興機構（JST）や独立行

政法人日本学術振興会（JSPS）、日ASEAN統合基

金（JAIF）等の外部資金獲得を進め、約60件の

実績を上げた。日越大学での「日本学」第一期

生の卒業と日本企業への就職事例、マレーシア

日本国際工科院（MJIIT）でのMalaysia-Japan 

Linkage Office開設、商工会議所連携のキャリ

アフェア、東京大学での同窓会立ち上げ、産業

界との連携協定更新などにより、研究・教育・

産業を横断する人材循環が具体化し、日本社会

への還元も進展した。2025年度には、日本の支

援アセットであるE-JUST、ジョモケニアッタ農

工大学（JKUAT）、及びステレンボッシュ大学の

3大学をハブとして、アフリカ域内の主要大学

や本邦大学等とのネットワークの構築・協働を

通じ、アフリカ各国の高度人材育成、アフリカ

の地域共通課題解決のための知見の共創・実

装、日本とアフリカ間の国際頭脳循環を促進す

る「日アフリカ間科学技術イノベーションにお

ける教育・研究連携イニシアティブ（ AJ-

INPIRE）」をTICAD9でローンチした。また、2025

年9月には日本式の高専プログラムを提供する

「エジプト・日本高専（EJ-KOSEN）」が開校し

た。インド工科大学ハイデラバード校（IITH）

では、JSTの日印大学等フォーラムとIITH-

Japan Academic DayのIITHでの連続開催により

本邦大学49機関、印大学36大学が参加、IITH 

Japan Career Dayでは日系企業就職を目指す学

生400～500名が参加するなど、IITHの日印の学

術・産学連携のハブとしての位置づけが強化さ

れた。 

 

○ 地域社会全体で子どもの学習・成長を支える

「みんなの学校」モデルを確立・拡大【②③④】：

機構は、教育の価値を家庭・地域が共有し、学

校と地域社会が協働して子どもの学習と成長

を支える「みんなの学校」アプローチを、基礎

教育分野の中核モデルとして推進した。2022年

度にはマリ、ニジェール、ブルキナファソなど

政情不安や行政能力に制約のある国でも学校

運営委員会の機能化を進め、算数ドリル配付や

補習授業支援により四則演算のテスト結果が

平均24％向上し、読み書きでは長文・短文を解

する児童が30％以上増加する成果を確認した。

2023年度には対象国が10か国へ拡大し、マダガ

スカルでは11県約1万校、約165万人の児童に質
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の高い教育が提供され、読み書き・計算能力が、

それぞれ平均29％・25％改善した事実がRTI 

Internationalによる評価でも優良介入として

選定され政府からも高く評価された。2024年度

には、「みんなの学校：住民参加による教育開

発プロジェクト（TAFITA）」（技術協力プロジ

ェクト）で確立したモデルがマダガスカル政府

とUNICEFに評価され、連携協定が2025年3月に

更新されるとともに、GPE資金枠組みやUNICEF

独自資金を活用して導入校を約3,000校へ拡大

する見通しが示され、アフリカ教育開発協会

（ADEA）やCONFEMEN等の国際会合で成果と拡張

計画が共有され、実証から制度化・スケールア

ップへと発展した。 

 

○ 教科書・教材開発と教員能力向上を通じ学びの

質の改善を国際公共財として展開【①②③⑤】：

機構は、学習の質向上の基盤として教科書・教

材開発と教員の職能開発を重視し、多国間にわ

たり体系的に支援した。2022年度には協力で開

発した教材を「国際公共財」と位置づけ、機構

ウェブサイトにおいて6言語で公開し、日本国

内では文部科学省の「かすたねっと」にリンク

掲載して外国につながる子どもや教員へのア

クセスを高めた。2023年度にはラオス、ネパー

ル、エチオピア、セネガル等14か国で教科書・

指導書の作成・改訂、カリキュラム改善、現職

教員研修を実施し、ネパールのパイロット校で

は算数学習到達度が統計的に有意に向上し、エ

チオピアでは全国2,300万人以上の児童・生徒

が改訂カリキュラムで学ぶ体制が構築され、セ

ネガルでは技術協力で確立したモデルを円借

款で全国5,700校へ拡げ約150万人の児童に裨

益した。2024年度には、支援で培った教材知見

を基にオフライン利用可能なタブレット学習

アプリ「JICAL」を開発し、パプアニューギニア

で試行後にUNICEFと連携してザンビアで導入

を開始するなど、教材のデジタル化と学習継続

性の強化を具体化し、官民連携と国際金融の組

み合わせによる面的展開へ進んだ。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

基礎教育分野においては、教科書・教材開発を通

じた学びの改善や、地域住民を巻き込み地域の教育

課題を解決する学校運営委員会の設置・機能化を通

じて学びの改善に取り組む技術協力を行ったほか、
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女子や障害者等への教育機会の拡大支援を通じて、

SDGsターゲット4.1（質の高い初等教育修了）、4.5

（ジェンダー格差・脆弱層への支援）、4.6（基本的

な読み書き・算数能力向上）、4.c（質の高い教員の

増加）に貢献し、SDGsゴール4「すべての人々への、

包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習

の機会を促進 する」の達成に貢献した。高等教育分

野では、各開発途上国をリードする拠点大学の能力

向上を通じて、SDGsターゲット 4.3（質の高い技術

教育・職業教育及び大学を含む高等教育への平等な

アクセス）の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

 基礎教育協力では、第5期中期目標期間において

は、開発インパクトの最大化のための他パートナー

機関との協調と国内アクターとの共創が課題であ

り、コミュニティ協働型教育改善クラスターの面的

展開に関するUNICEFとの連携、GPE（教育のためのグ

ローバル・パートナーシップ）の資金執行機関

（Grant Agent）の受託案件の検討、さらに教育協力

プラットフォームの活動を本格化と、本邦企業との

共創セッションなどの対応を行った。2026年度にお

いては、GPE資金執行機関受託の候補国の検討と、教

育協力プラットフォーム活動の充実、さらに教育協

力による日本の教育への貢献について検討すると

ともに、第6期中期目標期間に向けて、海外・国内の

子どもたち双方の教育改善に向けた取り組みを実

施していく。 

 高等教育分野では、第5期中期目標期間において

は、支援対象の拠点大学と本邦大学間の持続的な国

際頭脳循環の推進と協力アセットの活用が課題で

あり、外部組織との連携や外部資金獲得等の対応を

行った。日本との国際頭脳循環の促進に係る取組が

引き続き課題であるところ、2026年度に向けて各地

域における拠点大学の教育・研究・大学運営能力強

化支援を通じた高度人材育成を進めるとともに、こ

れら拠点大学と本邦大学並びに拠点大学間の地域

を超えたネットワークを強化し、長期研修員も含め

る形での共同教育プログラムや開発途上国の科学

技術の活用、SDGsの達成に寄与する外部機関との協

働・共創を通じた共同研究等の連携を促進するとと

もに、第6期中期目標期間に向けて開発途上国と本

邦大学の国際頭脳循環の更なる強化のための取組

を実施していく。 

 

No.2 エ 社会保障・障害と開発 
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（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、中南米地域をはじめ

とする約68か国において、子ども、障害者等の脆弱

者が包摂される社会の実現のため、人々の生活や社

会の安定の基礎となる社会保障制度構築の支援を

実施した。それらの支援に際しては、人材育成支援、

障害者の開発プロセスへの参加促進、バリアフリー

化や情報保障の推進等開発事業への障害の視点の

組込みを重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ 「障害主流化ガイダンスノート」で障害主流化

推進を強化【②④】：各分野課題における障害

主流化に係る分析、取組や指標の設定を促進す

るため、案件形成過程において参照できるツー

ルとして8分野における「障害主流化ガイダン

スノート」を2025年12月に策定、国際協力事業

に携わるすべての関係者が有効活用できるよ

うセミナーを通じて周知した。参加者からは

「障害関係だけでなく、他の分野の事業でも障

害者の声を反映した仕組みを整備することは、

障害者権利条約が求めるインクルーシブ社会

を創る観点で、社会全体に有益なものとなって

いる」と、ガイダンスノートの有効性に対する

高い評価を得た。障害主流化の取組の一環とし

て、同年11月にはドミニカ共和国で実施した

JICAチェアで、全世界で展開しているJICAチェ

アで初めて情報保障のため手話通訳を配置し、

ろう者リーダーの参加を得た。また、草の根技

術協力においては、手話通訳者、介助者などの

費用を障害者への合理的な配慮に必要な経費

として別途支弁しており、障害当事者団体から

国際協力への参画促進につながることが評価

されている。 

 

○ 日本の事例を基にインドネシアにおける社会

保険制度設計に寄与【②】：インドネシアでは、

社会保険制度の啓発と加入者拡大を図るうえ

で、日本の社会保険労務士制度に類似した社会

保障専門職の創設を目指す案件を継続実施し、

労働省及び国家社会保障審議会が技能基準の

設定を進める過程で助言を提供した。全国社会

保険労務士連合会の協力の下、来日研修や現地

のセミナー等を通じて、国民皆保険・皆年金の

維持・発展、労働者保護、円滑な労使関係の維
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持に専門職が果たしてきた役割を伝えつつ、同

国の制度設計に寄与した。 

 

○ 日本の経験も踏まえて導入された失業保険制

度の定着を促進【③】：同じくインドネシアで

は、2020年の雇用創出オムニバス法により導入

された失業保険制度の運営改善に向け、所管の

労働省が必要とする実務的ノウハウの移転を

目的として労働政策アドバイザーを派遣し、日

本のハローワークなど労働行政の知見を共有

しながら、失業給付・職業相談・職業訓練を一

体化したワンストップサービスの導入に向け

た協力を継続した。 

 

○ 障害者アーティストの生計向上を通じてDE＆I

を推進【②】：主に知的障害のあるアーティス

トのアート作品のライセンスビジネスを通じ、

障害のイメージ変容と社会参加促進の可能性

を探る株式会社ヘラルボニーとの共創により、

「80億人が異彩を放てる世界の実現を、アート

から！」を実施した。タイでは国連アジア太平

洋経済社会委員会（ESCAP）において国連機関や

アジア太平洋障害者センターと協議し、アフリ

カ（ガーナ・エチオピア）ではアフリカ障害フ

ォーラムや各国障害者協会と協議のうえ、学校

や施設で関係者との交流や障害当事者が「より

幸せに暮らせる」環境整備について意見交換を

重ね、機構向け研修の展開を通じて DE&I

（Diversity, Equity and Inclusion）の推進

に寄与した。 

 

○ 日本の経験を活用したインクルーシブ防災の

モデルづくりと条例化【①】：エクアドルでは、

大分県別府市の取組を参照し、障害者福祉部局

と防災部局の連携の下で、地域で暮らす障害者

を交えた災害時の避難計画や避難所運営計画

を策定するアクションプランを作成。日本のイ

ンクルーシブ防災が他国でどのように適用さ

れ得るかを示す事例として世界防災フォーラ

ムでも紹介された。国別研修の帰国研修員は所

属自治体でインクルーシブな防災条例を制定

し、避難訓練を通じて避難場所の狭隘さに気づ

き、自治体の協力を得て十分な広さの確保など

具体的な改善策の実施へと踏み出している。 

 

○ 国連障害者権利条約締約国会議で初めてサイ
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ドイベントを主催【①②】：パラグアイにおけ

る障害者の社会参加促進に関する事業の成果

や、中南米各国の障害者の自立生活運動に機構

及び機構事業に参加した障害者が果たした役

割を広く情報発信するため、2022年6月の国連

障害者権利条約締約国会議開催時に機構とし

て初のサイドイベントを主催し、国連関係者の

ほか中南米各国の政府機関、教育機関、障害者

団体、民間企業等約300名が参加した。 

 

○ 障害者就労支援が国の事業として制度化

【②③】：スリランカ「障害者の就労支援促進

プロジェクト」（技術協力プロジェクト）にお

いて、障害のある求職者と企業を結ぶ就労支援

サービスの体制整備を推進した結果、就労支援

ユニットの設立及び事業化に係るコンセプト

ノートが2024年10月末に政府に承認され、労福

連携体制による障害者就労支援が正式に国の

事業として制度化された。 

 

○ 技術協力の成果がモンゴル政府により制度化

【②③】：モンゴル「障害者就労支援制度構築

プロジェクト」（技術協力プロジェクト）では、

企業側の障害者雇用の啓発人材育成と併せ、障

害者の職場適応を支えるジョブコーチ制度を

推進した結果、同制度が労働・社会保障省傘下

の障害者開発庁の公的プログラムに組み込ま

れ、障害者雇用率未達企業の納付金と政府予算

を原資とする障害雇用促進基金からジョブコ

ーチの人件費を支出する仕組みが構築された。

ジョブコーチは、障害者に対しては作業の進め

方や職場での人間関係の築き方を助言し、事業

主に対しては障害特性を踏まえた仕事の教え

方や、本人が力を発揮しやすい作業の提案を行

うものであり、これまでに支援を受けて就職し

た障害者数は知的・身体・視覚・聴覚など多様

な障害種別にわたり77名に達した。プロジェク

ト終了後の継続性を見据え、国内でジョブコー

チを養成できるトレーナーの育成にも踏み込

み、雇用側と障害者側への両面アプローチを強

化した。また、コロナ禍後に生活保護手当に依

存せざるを得ない生活困窮世帯に対して、雇用

を中心とした生活再建のための制度設計を支

援し、「福祉から就労へ」政策に資するセーフ

ティネットの整備を進め、政府から高い期待を

受けながら福祉と雇用の連携を具体化した。 
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（2）SDGs達成に向けた貢献 

社会保障・障害と開発分野においては、社会保障

政策の立案・実施を支える行政官等の育成や、障害

者就労支援制度の構築、障害者と行政の対話のため

のプラットフォームの設置、障害児及び家族の尊厳

ある地域生活のためのレスパイトケアサービス普

及に取り組む技術協力を通じて、障害者を取り残さ

ない“No one Left Behind”の実現に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

障害主流化を一層促進するため、職員等関係者の

障害理解促進や障害主流化ガイダンスノートの策

定等の具体的な取組を継続中。今後さらに事業プロ

セスへの組込みによる組織的な障害主流化を進め

ていく。 

社会保障及び障害と開発分野は、適時適切な国際

協力人材の確保が容易ではない傾向にある。日本で

社会保障の実務を担う自治体、社会福祉法人や

NGO/NPO等の人材の国際協力への参画を得るため、

2023年度に立ち上げた社会保障・障害と開発分野プ

ラットフォームを活用しながら、本分野の様々な関

係者とのネットワークを構築するとともに、会員の

関心に沿ったテーマに関する勉強会等の開催を通

じ国際協力への参画を促す機会を創出している。ま

た、より実践的な人材育成を図る場として能力強化

研修「障害と開発」等を引き続き実施するとともに、

他分野の能力強化研修においても障害主流化の観

点を含めることにより障害主流化の普及促進を図

っていく。 

 

No.2 オ スポーツと開発 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、62か国、体育職種及

びスポーツ分野22職種において累計500名以上の

JICA海外協力隊員を派遣し、すべての人がスポーツ

を楽しむ権利があるとの国内外の共通の理念の下、

開発途上国・地域におけるスポーツへのアクセスの

向上を通じて精神的な豊かさをもたらすための協

力を実施した。それらの協力に際しては、スポーツ

を通して、心身ともに健全な人材育成、障害者や女

性等の社会包摂、平和構築、人間の安全保障の推進

を図ることを重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 
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○ JICA海外協力隊の継続的な選手育成により国

際大会で顕著な成果を創出【③】：新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響下で再開された

2022年度以降、体育・スポーツ分野のJICA海外

協力隊員派遣を通じて、相手国における競技環

境の整備と選手、コーチ育成の協力を継続的に

進めてきた。その成果として、マダガスカルや

インド、パラグアイ等で指導を受けた選手が国

際大会で活躍し、2024年には13か国20名の選手

がパリオリンピック・パラリンピックに出場し

た。特にインドの視覚障害者柔道男子60キロ級

選手による銅メダル獲得は、2022年度からの視

覚障害者柔道の指導、国際大会出場支援の積み

重ねが結実したものであり、同国首相からの賛

辞や日印両国を含む主要メディアでの広範な

報道を通じ、スポーツ分野における国際協力の

有効性を強く印象づけた。 

 

○ 難民とホストコミュニティの共生を図る女子

サッカー大会を通じた国際公約への貢献

【①②③】：ウガンダにおいて実施してきた女

子サッカー大会「TICAD CUP」は、2022年度の試

行的開催を起点に、2023年度には国連難民高等

弁務官事務所（UNHCR）が共催者として参画し、

混成チームの導入など大会の公共性と包摂性

を高めてきた。2025年度大会では、難民とホス

トコミュニティ双方の混成5チームを含む計8

チームが参加し、ジェンダーに基づく暴力防止

やスポーツの持つ力、生理教育に関するワーク

ショップも併催された。本大会は、日本政府が

第2回グローバル難民フォーラムで表明した公

約「1万人の難民及びホストコミュニティにス

ポーツ機会を提供する」の具体的実践として位

置づけられ、スポーツを通じた難民包摂の先進

事例となった。 

 

○ スポーツを通じた平和構築と女性のエンパワ

メントを国家規模で推進【②③】：南スーダン

における国家的行事である全国スポーツ大会

（National Unity Day）の開催に関し、2016年

第1回大会から機構が継続して協力を実施。

2022年度にはスポーツ行政をテーマとした本

邦研修において行政官の能力強化を図った。

2023年大会では初めて女子サッカーを公式競

技として採用し、女性のスポーツ参加を積極的

に後押しした結果、2024年大会では参加選手の
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約84％を女性が占めるに至り、紛争影響下にあ

る同国社会におけるジェンダー観の変化と社

会融和に向けた重要な一歩となった。これらの

取組は、国連機関や自治体、日本のプロスポー

ツクラブとの連携を通じて、スポーツを媒介と

した平和構築モデルとして成熟している。 

 

○ タンザニア女子陸上競技大会「Ladies First」

を通じた女性の社会参画促進と地域展開

【③④】：タンザニアでは、女性のエンパワメ

ントを目的とした女子陸上競技大会「Ladies 

First」を、2022年度には3年ぶりに再開し、2023

年度以降は国家スポーツ評議会の主催事業と

して大幅に拡充した。2023年度大会には全国か

ら約1,760名が参加し、運営能力の向上や大会

規模の拡大が確認されたほか、南スーダン関係

者の視察受入など、他国への展開も進んだ。ま

た、金融教育や健康に関する複数のサイドイベ

ントも実施された。これら一連の取組により、

スポーツを通じた女性の社会的地位向上と政

策レベルでの定着が図られている。 

 

○ 草の根技術協力によるカンボジア体育科教育

の制度定着【②③】：カンボジアにおける体育

科教育支援は、2006年以降の草の根技術協力の

積み重ねにより、2022年度以降も持続的に発展

した。中等教育用体育指導書の政府公認化や、

対象州における小中高一貫の新しい体育の導

入を経て、2025年1月に事業が完了し、カンボジ

ア教育省主体の全国展開フェーズに移行した。

2024年度には、18年間の支援の軌跡をまとめた

プロジェクト・ヒストリーを刊行し、制度化に

至る知見を国内外に共有することで、体育科教

育を通じた人材育成モデルの普遍化を図った。 

 

○ 大学・プロ球団と連携した野球を通じた人材育

成と国際展開【②③】：読売ジャイアンツや複

数大学との連携により、2022年度以降、ブラジ

ル、ニカラグア、ガーナ、ジンバブエなどで野

球指導と青少年育成を展開してきた。2024年度

には、慶應義塾大学との覚書に基づきガーナへ

海外協力隊員を派遣し、野球を通じた非認知能

力育成の効果検証を含めた長期的な人づくり

を推進した。これらの取組は、女子野球の振興

や若手選手の国際挑戦支援にもつながり、スポ

ーツを媒介とした人的ネットワーク形成の好
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循環を生み出している。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、スポーツが国際

協力における一つの有効なアプローチであるとい

う認識がまだ十分に浸透しておらず、スポーツを活

用した取組もいまだに少ないという課題があり、積

極的な広報やセミナーなどの啓発活動、スポーツの

効果分析調査などを行った。引き続き国際協力にお

けるスポーツの活用例が限定的であるという課題

があるところ、2026年度に向けてスポーツの有用性

を広く説明していくとともに、第6期中期目標期間

に向けてもスポーツの活用促進を図っていく。 

 

 

 

  

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：3.（2） 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：2.（1）② 年度計画 

1. (2) 開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進（「質

の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅） 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.3 平和・安全・安定な社会の実現、法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序の維持・強化 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）、女性・平和・安全保障

に関する行動計画、G7 広島サミット、日ウクライナ経済復興推進会議、日

ASEAN 友好協力 50 周年特別首脳会議、第 2 回グローバル難民フォーラム、

TICAD8チュニス宣言、PALM10共同行動計画、法制度整備支援に関する基本方

針、「ビジネスと人権」に関する行動計画、サイバーセキュリティ分野におけ

る開発途上国に対する能力構築支援に係る基本方針、質の高いインフラ投資

に関する G20原則、国際女性会議 WAW! 2022東京宣言、地雷対策支援に関す

る包括的パッケージ、日カンボジア地雷イニシアティブ 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度* 【重要度：高】 

【困難度：高】権威主義的な体制が台頭する一方で民主主義への信頼が低下

する傾向が見られ、紛争・暴動の増加によって女性等の脆弱な立場にある人々

へのより大きな負の影響が懸念される中、自由、民主主義、基本的人権の尊

重、法の支配など普遍的価値の共有を目指す本項目の重要性はさらに高まっ

ている。本項目は、こうした世界の構造的変化を踏まえ、複雑化する課題に

対して、社会経済活動全般のデジタル化が進むことにも留意しつつ、治安や

紛争影響下での特殊な要因下で事業運営しつつ効果増大に取り組むものであ

り、困難度を高とするのが妥当と考える。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

* 重要度の設定理由は項目 No.1から No.5で同様のため、他項目では理由の記載を省略する。 

 

２．主要な経年データ 

 ◎ 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）* 

指標等 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度   2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標3-3】留学生事業を通じ

たガバナンスに関連するテー

マでの学位取得者数（司法・行

政分野における政策立案・決定

者等） （SDGs Goal 16（特に

16.3、16.6、16.7、16.10）関連） 

500人 105人1 112人  144人 114人 136人 （90人） 

 支出額（百万円）** 4,230 6,064 6,390 6,345  

【指標 3-5】プロジェクト（技

術協力、有償資金協力、無償

資金協力）におけるジェンダ

ー案件比率 （SDGs Goal 5

関連）  

40％ 30％2 39.6％ 45.5％ 41.0％ 62.4％ （40％） 

       

 

1 各年度の目標値は、コロナ禍の影響を踏まえ設定しており、中期目標期間全体で目標値 500 人を達成する予定。 

2 目標値は、2022 年度に 20%、その後各年度 5%ずつ増加させる見込み。 
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【指標 3-6】研修・留学生事

業における女性の割合（人

数）  （SDGs Goal 5関

連）  

40％ 38％3 37.9％ 34.7％ 38.2％ 42.2％ （40％） 

       

【指標 3-7】デジタル化の進

展を支える各国のコア人

材（政策立案・決定者、実

施に関わる民間事業者等）

の育成数 （全 SDGs Goal） 

3,300人 200人 471人 513人 528人 1,211人 （750人） 

       

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 定性指標（定量的指標及び実績は1.①参照） 

【指標3-1】暴力的紛争を発生・再発させな

い国・社会づくりの促進状況（SDGs Goal 16

関連） 

【指標3-2】国民の権利保障の促進に資する

立法上、行政上、司法制度上の取組の進展

状況（SDGs Goal 16（特に16.3、16.6、16.7、

16.10）関連） 

【指標3-4】歳入・歳出の両面における国家

財政基盤強化、適切なマクロ経済運営及び

金融システム強化、貿易円滑化のために必

要な制度整備・能力強化に関する取組の進

展状況（SDGs Goal 5（5.a）、8（8.3、8.10）、

17（17.1）関連） 

【指標 3-8】開発効果の増大を目指したデジ

タル技術・データ活用の推進状況（全 SDGs 

Goal） 

＜主要な業務実績＞ 

No.3 ア 平和と安定 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、暴力的紛争を発生・再

発させない強じんな国・社会づくりに貢献するため、

アフリカ、中東、アジア、中南米地域ウクライナ、ミ

ンダナオ等31か国において、住民から信頼される政

府と強じんな社会の形成の促進に資する支援を実施

した。それらの支援に際しては、紛争予防及び紛争リ

スクの低減、社会・人的資本の復旧・復興・強化、包

摂的な行政サービスの提供、住民の生計向上に資す

る取組、社会の融和促進、難民・国内避難民と受入社

会の共生等の視点の人道支援と開発協力の連携を重

視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ 難民支援のための日本政府の公約に貢献

【①②③】：日本政府が共同議長となり2023年

12月に行われた第2回グローバル難民フォーラ

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：評価指標の目標水準を大幅に上回る成果を上

げていることに加え、業務実績のとおり、質的な

成果や成果の最大化に向けた取組において目標

水準を上回ると判断されることから、当該中期目

標期間における中期目標の所期の目標を上回る

成果が得られていると認められるため。 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

定量指標について、【指標 3-3】【指標 3-6】、【指標 3-7】については、100％

を達成し、【指標 3-5】については 120％を達成する見込であり、着実に目標を

達成している。 

 

（定性的実績） 

１．平和と安定 

暴力的紛争を発生・再発させない強じんな国・社会づくりに向け、アフリカ、

中東、アジア、中南米地域、ウクライナ、ミンダナオ等 31 か国において、紛

争予防、復旧・復興、包摂的な行政サービス、生計向上、社会融和、難民・国

内避難民と受入社会の共生等に係る支援を実施するなど、中期計画の取組を着

実に実施したことに加え、以下の実績が認められた。 

・第 2 回グローバル難民フォーラムでは、日本政府の公約を具体化する 13 件

のマルチステークホルダー・プレッジを形成するとともに、ウガンダ、ケニア、

バングラデシュ等における難民・避難民受入国支援や、シリア人材育成プログ

ラム等を通じて、HDPネクサスの具体化を主導したことは高く評価できる。さ

らに、フィリピン・ミンダナオでは 20 年以上にわたる平和構築支援が自治政

府議会決議により顕彰されるなど、長年の協力が制度面・社会面双方に定着し

たことは特筆すべき成果である。 

 

3 目標値は、中期目標終了時点で 40%達成を目指し、2020 年度の 36%（研修）、35％（留学）から漸増させる見込み。 

*項目 No.1～No.4 への支出額と項目 No.5 への支出額は重複するため、インプット情報は「日本の開発協力の重点

課題」での記載に集約し、本表では参考値として各項目の支出額を記載する。以下、項目 No.5 まで同様。 

**項目 No.1～No.4 に区分されない一部の支出額が項目 No.5 に含まれることから、No.1～4 の支出額合計と No.5 の

支出額合計は合致しない 



60 

ムにおいて、日本政府が発表した貢献策に対し、

人道・開発・平和の連携（HDPネクサス）を中心

として、13のマルチステークホルダープレッジ

（MSP）（15か国25の事業取組）を打ち出し、MSP

の具体化と賛同国の拡大に貢献した。HDPネクサ

スを推進する取組として、専門家派遣を通じた

ウガンダ、ケニア及びバングラデシュにおける

難民・避難民受入国政府の政策支援、エチオピ

ア北部の復興を支援する「北部紛争影響地域に

おける復興支援プロジェクト」（開発計画調査

型技術協力）、国連難民高等弁務官事務所

（UNHCR：United Nations High Commissioner 

for Refugees）との連携による「シリア平和へ

の架け橋・人材育成プログラム（JISR）」（長期

研修）等を実施した。2025年12月のグローバル

難民フォーラムフォローアップ会合では、開発

機関としての役割や貢献を発信するとともに、

UNHCRとのHDPネクサスに係るイベント共催や、

ロヒンギャ関連イベントに登壇し、多様なアク

ターとの連携による取組を推進した。 

 

○ バンサモロ暫定自治政府議会での機構による長

年の支援を称える決議が採択【①③④】：2023

年1月、フィリピン・ミンダナオ島のバンサモロ

暫定自治政府（BTA：Bangsamoro Transition 

Authority）の議会にて、機構によるミンダナオ

地域への平和構築に係る20年以上にわたる協力

を称える決議が採択された。「武力によらない

対話と協働を通じた和平モデル」として、幅広

い人たちとかかわりながら、切れ目のない地道

な協力を継続してきたことが議会から高く評価

されたもの。フィリピン政府からも高く評価さ

れており、和平・和解・統合担当大統領顧問から

は「日本はノーベル平和賞以上の貢献をした」

と評価された。BTAの能力強化を目的とした「バ

ンサモロ自治政府能力向上プロジェクト」（技

術協力プロジェクト）では、BTA関係者より、住

民が実感できる行政サービスと生計向上の成果

を着実に積み上げ、「平和と安定」を前進させる

ための自治政府の制度・人材・実践面の基盤づ

くりに貢献したことに対し、高い評価を得た。 

 

○ ウクライナ地雷対策支援を迅速に実現、パート

ナーシップを拡大【①②③】：「人道的地雷・不

発弾対策能力向上プロジェクト」（技術協力プ

ロジェクト）、「緊急復旧計画」（無償資金協

・ウクライナでは、日本製機材を活用した地雷除去支援、カンボジア地雷対策

センター（CMAC）との連携による能力構築、さらにはアフリカへの知見展開を

推進した。開発資金の需給ギャップが拡大する国際社会の中で三角協力の重要

性が一層増している昨今において、日本が長年培ってきた地雷対策の知見を、

ウクライナ支援及び三角協力へ発展させたことは、日本外交及び国際社会双方

への貢献として極めて高く評価できる。 

 

２．法の支配・ガバナンス （【指標 3-3】「留学生事業を通じたガバナンスに関

連するテーマでの学位取得者数（司法・行政分野における政策立案・決定者

等）」） 

普遍的価値が共有され、開発途上地域の国民一人ひとりが人間として尊重さ

れる社会の実現に向け、東南アジア、中南米、アフリカ等 46 か国において、

立法、行政、司法、メディア、法執行、治安維持、サイバー空間等に係る制度

構築・改善及び人材育成を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施したこ

とに加え、以下の実績が認められた。 

・ラオスにおいて、機構が起草を支援した民法典について、同国初となる全条

文の逐条解説書が完成し、法律実務家や教育研究機関が民法典を適切に理解・

運用するための基盤を整備したことは、法の支配を支える人材育成に資する成

果として高く評価される。 

・ウクライナにおいて、戦時下における公共放送局の機能維持・強化を支援し、

偽情報・プロパガンダ対策に資する信頼できる情報提供体制の確保に貢献した

ことは評価できる。 

・サステイナブル・カカオ・プラットフォームを通じ、児童労働撤廃に向けた

分野別アクションを策定・公表し、日本企業の人権デュー・ディリジェンス実

施を促進したことは、「ビジネスと人権」の推進に資する取組として評価でき

る。 

・INTERPOLとの連携により、国際金融犯罪対策を展開し、日本人が被害にあっ

た詐欺事件に関係した疑いで 11 名が検挙されるなど、具体的成果につながっ

たことは特筆に値する。機構の取組に対し EU が高い関心を示し、他地域への

展開につながる契機となったことも評価できる。 

 

３．公共財政・金融 

国民の生活が安定・向上する社会を目指し、東南アジア、大洋州、アフリカ

等 67 か国において、公共財政・金融システム構築、債務持続性の確保、税関

行政の改善、貿易円滑化・連結性向上に係る支援を実施するなど、中期計画の

取組を着実に実施したことに加え、以下の実績が認められた。 

・メコン地域において、カンボジア、タイ、ラオスの税関当局を対象に、国境

通関の効率化、通関手続の改善、人材育成能力強化を支援し、地域の連結性強

化及び貿易円滑化に貢献したことは評価できる。本取組は、日・ASEAN包括的

連結性イニシアティブで示された重点分野にも貢献する成果である。 

・15億ドルを上限とする「金融包摂促進ファシリティ」を創設し、中小零細企

業、低所得者層、女性等、正規金融へのアクセスが限られている層に対する金

融アクセス改善を推進したことは高く評価される。2025 年度末までに約 15億

ドルの融資承諾実績を上げ、金融包摂の実現に具体的に貢献したことは特筆に

値する。 

・カンボジア中央銀行に対する技術協力を通じ、全国 1,000社規模のビジネス
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力）、「同フェーズ2」（無償資金協力）、「同

フェーズ3」（無償資金協力）及び「同フェーズ

4」（無償資金協力）等により、地雷・不発弾対

策に必要な地雷除去機、地雷探知機及びクレー

ン付きトラック等、日本の技術・製品も活かし

た協力を推進した。また、日本が長期にわたっ

て支援してきたカンボジア地雷対策センター

（CMAC：Cambodian Mine Action Centre）との

連携の下、ウクライナ経済・農業・環境省に対し

て実施体制に係る知見共有や、ウクライナ国家

緊急事態庁に対して地雷除去機等機材の操作研

修を実施。ハード・ソフトの両面で地雷対策の

ための能力強化に貢献した。2025年10月に東京

で開催されたウクライナ地雷対策会議（UMAC）

では、ネクサスや人材育成、技術革新等の主要

なテーマにおいて、ハイレベルの登壇やサイド

イベントを通じて発信したほか、同会議を契機

にウクライナ・コロンビア・機構による三角協

力を開始する等、「ウクライナ地雷対策支援イ

ニシアティブ」の具現化に大きく貢献した。さ

らに、これまで世界各地で活用されてきた日本

製の地雷除去機や地雷探知機に加え、新たな日

本製の技術・製品の活用を推進した。 

 

○ カンボジア地雷対策センター（CMAC）の知見を

アフリカへ展開【②】：機構とCMACによる約30

年にわたる協力実績を踏まえ、CMACの知見をア

フリカにも展開。2023年10月には、アフリカ4か

国（南スーダン、エチオピア、ナイジェリア、ソ

マリア）の地雷対策機関向けにCMACの知見を共

有する国際ワークショップを国連地雷対策サー

ビス部（UNMAS）とともに実施した。2024年1月に

は、上記4か国の政府機関関係者をカンボジアに

招へいし、CMACの地雷対策の活動視察を実施し

た。また、CMACが他の地雷被害国を支援してい

くための国際協力に係る体制強化、技術開発拠

点としての体制強化等を行うため、「カンボジ

ア地雷対策センター組織強化プロジェクトフェ

ーズ2」（技術協力プロジェクト）を開始。さら

にCMACが自身の知見・経験を日本とともに第三

国に展開する一環として、TICAD9に向け「アフ

リカ地雷対策プラットフォーム」を立ち上げ、

エチオピアを拠点とする広域技術協力が採択さ

れた。TICAD9におけるテーマ別イベントでは、

日本政府要人や国連事務次長、各国の要人等を

迎え、約280名が参加した。赤十字国際委員会

コンフィデンスサーベイ体制を構築し、金融政策判断の質的改善に貢献したこ

とは評価できる。さらに、同国史上初となる能動的資金供給オペレーションの

実現により、中央銀行の市場調整能力強化に貢献したことは特筆に値する。 

 

 

４．ジェンダー平等の推進（【指標 3-5】「プロジェクト（技術協力、有償資金

協力、無償資金協力）におけるジェンダー案件比率」及び【指標 3-6】「研修・

留学生事業における女性の割合（人数）」） 

一人ひとりが性別にとらわれず能力を発揮できる社会の実現に向け、東南ア

ジア、南アジア、アフリカ、中南米等 12か国において、政策・制度の整備、女

性の能力強化、差別や社会規範に関する意識・行動変容を重視した支援を実施

するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の実績が認めら

れた。 

・スリランカ、パキスタン、バングラデシュ等において、女性の経済的エンパ

ワメントを推進し、女性・平和・安全保障アジェンダの具体化に貢献したこと

は高く評価される。特に、パキスタンでは 200以上の教材が開発され、110以

上の NGO や女性団体等に活用され、17,000 人以上の女性が研修を受講するな

ど、女性の生計向上と能力強化に具体的成果を挙げた。 

・パキスタン、南スーダン、ケニア等において、ジェンダーに基づく暴力の被

害当事者の保護、自立・社会復帰、行政能力強化等を支援したことは評価でき

る。被害者中心アプローチに基づく支援体制の構築や、女性の経済的自立促進

に取り組んだことは、女性・平和・安全保障アジェンダの推進に資する成果で

ある。 

・G7 の「2X チャレンジ」に貢献する海外投融資を通じ、女性農家、女性経営

者、女性起業家等への金融アクセス改善を推進したことは高く評価される。カ

ンボジア、アフリカ・アジア地域、ウクライナ及びモルドバ等において、民間

資金を活用した女性の経済活動支援を進めたことは、ジェンダー平等と経済成

長を結び付ける取組として特筆に値する。 

 

５．デジタル化の促進（DX） 

「信頼性のある自由なデータ流通（DFFT）」の理念の下、アジア・アフリカ地

域を中心に 30 か国・地域において、デジタル化による包摂的な経済社会の発

展及び自由で安全なサイバー空間の構築に係る支援を実施するなど、中期計画

の取組を着実に実施したことに加え、以下の実績が認められた。 

・インド太平洋地域を中心とする 15 か国・地域に対してサイバーセキュリテ

ィ協力を実施し、1,916名の人材育成に貢献したことは高く評価される。ASEAN

諸国において Global Cybersecurity Indexの評価が改善し、Tier1国が拡大

するなど、日本政府が重視するサイバーセキュリティ協力の具体的成果が認め

られた。 

・パラグアイにおいて、機構初の宇宙分野の無償資金協力案件が閣議承認され、

日パラグアイ宇宙協力プログラムの進展に貢献したことは評価できる。日本の

宇宙スタートアップを含む産官学連携の対話を進め、両国の宇宙協力の基盤形

成に寄与した。 

 

（結論） 

以上により、定量指標の全てが中期目標値を上回り、特に【指標 3-5】「プロ
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（ICRC）副総裁から「非常にタイムリーで極め

て意味のある取組」と評価され、毎日新聞で報

道された。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

平和と安定分野においては、地方行政機関を含め

た政府機関の能力強化・制度構築と、脅威に対応・選

択する力を強めるための人材育成、加えて、政府と住

民・コミュニティ間の信頼醸成や紛争影響を受けた

様々な人々が共存する社会の信頼醸成を組み合わ

せ、紛争・暴力を発生・再発させない強じんな国・社

会づくりに資する協力を通じて、SDGsターゲット

16.6（透明性の高い公共機関の発展）、16.7（対応的、

包摂的、参加型及び代表的な意思決定の確保）、16.a

（暴力の防止とテロ・犯罪撲滅に関する能力構築と

国家機能の強化）の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、ウクライナや中東

地域、アフリカ地域等における地政学的な緊張に伴

う紛争の増加・拡大、長期化する難民・国内避難民の

課題があり、地域情勢に即した柔軟な協力の展開や、

HDPネクサスを通じた自発的かつ持続的な帰還のた

めの環境整備及び受入国・コミュニティにおける難

民・避難民との平和的共存支援の推進、カンボジアと

の長年の協力実績を活用した地雷・不発弾対策を推

進した。地雷・不発弾対策においては日本の技術・製

品の活用を推進した。 

引き続き、地域情勢や国際情勢の変化に伴う危機

発生への迅速な対応、世界的な人道支援資金縮減の

中での難民課題の恒久的解決、多くの国での中長期

的な地雷・不発弾対策の必要性を踏まえ、2026年度に

向けて HDPネクサスを念頭に緊急支援をはじめとす

る適時の支援や民間企業を含む多様なアクターとの

連携推進、アフリカ地雷対策プラットフォーム等を

通じた広域協力を実施していく。また、第6期中期目

標期間に向けては、流動的な紛争影響地域の状況や

ニーズに応じ、紛争リスクに強じんな国・社会づくり

に貢献していくため、信頼醸成に基づく地方行政の

能力強化支援やHDPネクサスを通じた難民・国内避難

民支援、地雷・不発弾対策支援を組み合わせた協力

を、日本の自治体や企業の持つ経験や技術をより一

層活用し、日本国内の様々なパートナーを巻き込ん

で実施していく。 

 

No.3 イ 法の支配・ガバナンス 

ジェクト（技術協力、有償資金協力、無償資金協力）におけるジェンダー案件

比率）」において大きな成果を達成した。 

難民支援及び HDPネクサスの推進、ミンダナオ和平支援、ウクライナ地雷対

策、法制度整備、公共放送支援、国際金融犯罪対策、税関・財政・金融制度改

革、女性・平和・安全保障（WPS）、DFFT及びサイバーセキュリティ協力など、

我が国外交政策と密接に連動した幅広い成果を挙げた。さらに、日本が長年培

ってきた知見を三角協力や国際機関との連携へ展開するとともに、制度化、人

材育成及びネットワーク形成を通じて持続的な能力強化を実現した点は、非常

に有意義と認められる。 

本項目は、「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」、人間の安全保障、法の支

配、ジェンダー平等及び DX など、我が国外交・開発協力政策の中核を成す重

要課題を対象とし、重要度・困難度ともに高い項目である。以上を踏まえ、中

期目標における所期の目標を上回る成果を達成することが見込まれることか

ら、A評価とする。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

法の支配、基本的人権の尊重等の普遍的価値を共有すべく、相手国の自立的

発展に資する法制度整備やガバナンス支援に引き続き取り組むとともに、平和

で安全な社会の構築に向け、脆弱な人々への包摂性に配慮した、基礎的社会サ

ービスの改善等の支援の推進に期待する。 

また、重要外交政策である、自由で開かれたインド太平洋の実現に必要な海

上法執行能力強化やサイバーセキュリティ等の新たな脅威への対応について

も、各国における平和と安定の確保の推進に重要であることから、更なる取組

を期待する。更に、児童労働撤廃に係る取組に見られたように、柔軟性の確保

や他機関との連携強化に工夫しつつ、支援効果の最大化に努められたい。 

 

＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

・AI 及びデジタル技術は、今後の国際開発協力の在り方を大きく変える可能性

を有している。JICA においても業務効率化やデータ分析の高度化が進められ

ていることは評価できるが、次期中期目標期間では、これらを事業管理にとど

めることなく、教育、保健、防災、農業及び行政サービスなどの開発課題解決

に活用する**「AI for Development」**の視点を明確に打ち出すことが望まれ

る。その際には、AIガバナンス、データ保護、倫理的配慮及びデジタル・ディ

バイドへの対応を含めた包括的な戦略を構築し、「誰一人取り残さない」とい

う SDGs の理念と整合する形で AIを活用することが重要である。 
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（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、東南アジアや中南米、

アフリカ等46か国において、人身や言論の自由、民主

主義、基本的人権の尊重、法の支配といった普遍的価

値が共有され、開発途上地域の国民一人ひとりが人

間として尊重される社会の実現に向け、その基盤と

なる民主的かつ包摂的なガバナンス強化のための支

援を実施した。それらの支援に際しては、立法、行政

及び司法並びにメディアにおける制度構築・改善、こ

れらを担う人材等の育成を重視する。また、安定・安

全への脅威は、経済社会発展の阻害要因となること

にかんがみ、法執行・治安維持や国際公共財（海洋、

サイバー空間等）にかかわる能力強化等を重視して

実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

 日本が起草支援したラオス民法典逐条解説書が

完成【③】：ラオス「法の支配発展促進プロジ

ェクト」（技術協力プロジェクト）により機構

が起草を支援し、2020年に施行された民法典を

条文ごとに解説する「民法典逐条解説書」が完

成した。民法典の全条文に関するラオス初の解

説書となっており、裁判官、検察官、弁護士ら

法律実務家が、民法典の内容を正しく理解した

うえで市民の権利・利益を守る道具として活用

できるようにするとともに、教育研究機関が民

法典を研究し、学生に適切に教授するための貴

重な教材となっている。また、これまでの支援

をさらに発展させ、理論研究に加えて法律実務

の改善に向けて、法の支配の礎となる法律の適

切な運用を支える人材を継続的に育成する基

盤を整備するため、「法の支配発展促進プロジ

ェクトフェーズ2」（技術協力プロジェクト）

を2023年より実施中。 

 

 ウクライナ公共放送局の機能強化による偽情

報・プロパガンダ対策に貢献【③】：ウクライ

ナ「緊急復旧計画フェーズ2」（無償資金協力）

及び「公共放送組織体制強化プロジェクトフェ

ーズ2」（技術協力プロジェクト）により、キ

ーウにある本局が戦時下等で機能不全になっ

た場合のバックアップ機能を担う支局、さらに

全国へ放送を展開するための地方拠点となる

支局の計8か所を中心に、中継車や取材用機材、

編集用機材等を整備し、あわせて3回の訪日研
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修を実施した。ロシアとの戦争により破壊され

た放送関連設備・機材を復旧し、緊急事態下に

あっても放送を継続できる体制整備を支援し、

偽情報・プロパガンダと闘いつつ、国民に信頼

できる情報を届けようとする公共放送局の機

能維持に貢献した。 

 

 日本政府の「『ビジネスと人権』に関する行動

計画」（2020-2025）への貢献【①②】：日本

政府による「責任あるサプライチェーン等にお

ける人権尊重のためのガイドライン」の策定・

公表（2022年9月）に合わせて、「ビジネスと

人権」に係る共創型プラットフォームである

「開発途上国におけるサステイナブル・カカ

オ・プラットフォーム」を2020年1月に立ち上

げ、児童労働の撤廃に向けた分野別アクション

を策定・公表し、カカオ産業にかかわる日本企

業の人権デュー・ディリジェンス実施を促進し

た。同アクションに対して、日本の4大チョコ

レート・メーカーを含む18団体が賛同を表明。

プラットフォーム会員数は増加を続け、2025年

12月末時点で正会員78名、準会員147名に拡大

し、協働の基盤が広がっている。また、国際労

働機関（ILO）、経済協力開発機構（OECD）、国

連開発計画（UNDP）、法務省、外務省、厚生労

働省、経済産業省、JETROアジア経済研究所、

自治体、経団連、企業、市民社会等多くの関係

機関と協力して、課題別研修「ビジネスと人権」

を実施し、持続的なビジネス環境やサプライチ

ェーンの構築に不可欠な人権保護に取り組む

能力を強化した。上記の成果は2025年12月に公

表された「ビジネスと人権」に関する行動計画

（改定版）にも反映された。 

 

 INTERPOLとの連携により国際金融犯罪対策を推

進【②④】：マネーロンダリング、テロ組織へ

の資金供与、汚職、詐欺、サイバー犯罪等を含

む金融犯罪は国境を越えて行われており、日本

でもナイジェリア発の金融詐欺や国際ロマン

ス詐欺の被害事例は多数確認されている。機構

は、警察庁の支援を経て、国際刑事警察機構

（INTERPOL）との連携により、ナイジェリア、

ホンジュラス、グアテマラ等、アフリカ、中南

米への国際金融犯罪対策支援を展開。事業を通

じてネットワークが強化されたナイジェリア

警察、日本警察及びINTERPOLの連携により、日
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本人が被害にあった詐欺事件（5件）に関係し

た疑いで11名が2025年2月に検挙され、更なる

日本人被害者を減らすことにも貢献した。2025

年度からは支援対象を拡大し、アフリカ18か国

（英語・フランス語圏対象）を対象とした国際

金融犯罪対策の研修を開始しており、こうした

連携事業の成果を2025年6月のINTERPOLにおけ

るパートナー会議で発表したところ、EUが高い

関心を示し、機構の支援では対象としていなか

ったアフリカ・ポルトガル語圏対象の研修につ

いて、EUがINTERPOLと連携して開始見込みであ

り、機構の取組がコレクティブインパクトによ

り拡大する契機となった。なお、国際金融犯罪

対策は外国当局と連携した広域での取組が重

要とされており、本取組は、警察庁・金融庁連

名での「国民を詐欺から守るための総合対策

2.0」の一環として位置づけられる。 

 

 ベトナムの次期トップリーダー層に対する人材

育成研修を実施【①②③】：機構は、ベトナム

の次期トップリーダー層に対し、グリーントラ

ンスフォーメーション（GX）、DX、半導体等の

先進課題を中心に日本の政策・取組を共有する

技術研修を実施した。日越共同声明の合意に基

づく協力で、中央及び地方政府の幹部人材育成

に貢献した（現地で約150名、うち約50名が現

地研修後に訪日のうえ研修）。日越のハイレベ

ル人材交流、政財界や自治体とのネットワーク

構築に注力した結果、ベトナム側からも高い評

価を得ている。なお、本取組の結果、同国を主

導するベトナム共産党の2026年1月の党大会の

結果、同党中央委員200名の9％（初選出委員87

名のうち21%）が訪日研修経験者となり、ベト

ナム国内における知日派人材のクリティカル

マス形成に寄与した。 

 

 地方ガバナンス強化を通じた持続可能なコミュ

ニティ開発モデルの構築と世界銀行との協働

【②④】：機構がタンザニアで20年にわたり導

入を支援してきた参加型地方開発手法（O&OD: 

Opportunities & Obstacles to Development）

は、同国内で正式に国の制度として整備され、

全自治体が同手法に基づき住民の自助努力を

促進しながら行政サービスを提供する運用が

定着した。また、本手法の有効性に着目した世

界銀行が、同手法を活用しコミュニティ主導の
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気候変動アクションの形成を支援しており、

2025年11月にブラジルで開催されたCOP30にお

いて優良事例として発表された。O＆ODにより

自治体が持つ計画策定能力を高めることで、気

候変動対策のリスクを住民が認識し、自ら解決

策を決める仕組みづくりができることを、タン

ザニア政府自らが発表し、本モデルの有効性を

評価した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

法の支配・ガバナンス分野においては、技術協力を

通して法令の整備・運用能力強化、治安機関等の法執

行能力に係る能力強化、司法アクセスの改善、有権者

教育、公共放送・メディアの機能強化、中央・地方行

政の機能強化、公務員制度の改善を行い、SDGsゴール

16「持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を

推進し、すべての人に司法へのアクセスを提供する

とともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責任あ

る包摂的な制度を構築する」の達成に貢献した。ま

た、プラットフォームの運営・活性化や技術協力を通

してカカオ産業における児童労働撲滅へもアプロー

チしており、SDGsターゲット8.7（2025年までに児童

兵士の募集と使用を含むあらゆる形態の児童労働を

撲滅する）の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

開発協力を通じた普遍的価値の共有は一朝一夕で

成し得るものではなく、第5期中期目標期間において

も長期間を通じた協力を行いつつ、対話を続けてい

る。各国を取り巻く環境の変化や抱える課題の変化

という課題に対し、INTERPOLとの連携を始めるなど

新たなパートナーの開拓を行うとともに、成果を打

ち出しにくい分野であるが積極的にドナー会議での

発表を行うことにより、コレクティブインパクトの

創出や成果の見える化を図ってきた。第6期中期目標

期間に向けて、支援の力点やアプローチを見直し、よ

り対等なパートナーシップに昇華させていく必要も

あるが、こちらも時間をかけた対話が必要であり、相

手国や日本側関係者とともに取り組んでいく。 

 

No.3 ウ 公共財政・金融 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、東南アジア、大洋州や

アフリカ等67か国において、国民の生活が安定、向上

する社会を目指し、資源の効率的な配分が行われる

よう公共財政・金融システム構築のための支援を行
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うとともに、国家の自立的・持続的成長の観点から、

債務の持続可能性を担保するための支援を実施し

た。それらの支援に際しては、債務持続性の確保等を

含む財政・金融当局の機能・能力強化と税関行政の改

善を通じた貿易円滑化・連結性の向上を重視して実

施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 効率的な通関を促進する支援を通じメコン地域

の連結性強化に貢献【①③】：メコン地域（カ

ンボジア、タイ、ラオス）において、国境通関の

効率化、国際基準・地域枠組に即した通関手続

きの改善、税関当局の人材育成能力強化を行う

ことにより、通関業務の迅速化及び対象国税関

同士の連携向上を図り、同地域における連結性

の強化及び貿易円滑化促進にも貢献する「メコ

ン地域連結性強化のための税関効率性プロジェ

クト」（技術協力プロジェクト）を実施した。本

事業により、機構は日・ASEAN包括的連結性イニ

シアティブで示された重点分野「交通インフラ

整備」「サプライチェーン強じん化」に貢献し

た。 

 

◎ 金融包摂ファシリティによる金融アクセスの改

善により、女性・低所得者・中小企業等のエン

パワメントを推進【①②】：機構は、2023年5月

に15億ドルを上限とする融資枠「金融包摂促進

ファシリティ」を創設した。G7グローバル・イン

フラ投資パートナーシップのサイドイベントに

おいて、岸田総理（当時）が官民のインフラ投資

を通じてパートナー国の持続可能な開発に貢献

することを表明したことを踏まえたものであ

り、中小零細企業、低所得者層、女性といった正

規金融へのアクセスが限られている層に対する

事業に寄与することにより、金融包摂の実現に

貢献するもの。2025年度末までに、例えばタイ

における零細事業者の金融アクセス向上に貢献

する「低所得者層金融包摂支援事業」等を含め

合計約15億ドルにのぼる融資承諾実績がある。 

 

◎ 国際回廊における円滑な通関を促進することに

より域内の経済活性化に貢献【①②③】：ワン・

ストップ・ボーダー・ポスト（OSBP：One Stop 

Border Post）とは、内陸国境を越境する際に両

国それぞれで行われていた手続きを1か所に集
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約することで、人やモノの効率的な移動を可能

にする取組である。OSBPを導入することで、国

境での通関手続に必要となる時間を削減し、貿

易を円滑化させることにより、対象国・地域の

経済発展に資することが期待され、「アフリカ

大陸自由貿易圏（AfCFTA）」の推進を通じた域内

統合促進にも大きく貢献する。日本政府のTICAD

の枠組みの下、機構は南部アフリカで「南北回

廊における円滑なOSBP運営管理能力強化プロジ

ェクト」（技術協力プロジェクト）を実施し、対

象4か国（ボツワナ、南アフリカ、ザンビア、ジ

ンバブエ）のOSBP機能強化を支援した結果、通

関手続きの効率化を支援したカズングラ国境

（ザンビア・ボツワナ）及びチルンド国境（ザン

ビア・ジンバブエ）において越境のための所要

時間が平均で約70％短縮された。 

 

◎ 世 界 税 関 機 構 （ WCO ： World Customs 

Organization）との連携により43か国の貿易円

滑化・税関近代化に貢献【①②③④】：WCOとの

合同プロジェクトとして、機構は各国の税関で

指導的役割を担う教官を育成する協力プログラ

ム「マスタートレーナープログラム」をアフリ

カ、太平洋島嶼国、中央アジア・コーカサス地域

の計43か国を対象に行った。2025年度末時点で

223名がマスタートレーナーとして認定され、活

躍している。本事業は、日本政府の外交政策の

一部としてTICAD9、PALM10、中央アジア＋日本

対話等の様々な国際会議で取り上げられてお

り、支援対象各国との連結性強化に資するもの

として、WCOや支援対象国からも高い評価を得

た。 

 

◎ カンボジア中央銀行への技術協力を通じ金融政

策の質の向上及び初の流動的資金供給オペを実

現【②③】：「金融政策のための経済分析・調

査・運営能力強化プロジェクト」（技術協力プロ

ジェクト）を通じ、全国1,000社規模のビジネス

コンフィデンスサーベイ体制を構築し、実体経

済把握に基づく金融政策決定会合の判断の質的

改善を実現した。さらに、納税集中期の資金不

足に対応するカンボジア史上初の能動的資金供

給オペレーションを実現し、中央銀行の市場調

整能力強化に貢献した。自国通貨の利用促進に

取り組むカンボジアにおいて、透明性の高い金

融政策の実現と政策運営体制の構築に向け、中
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央銀行に対する技術協力であり、同国の金融政

策決定会合に直接的に貢献する事業となった。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

公共財政・金融分野においては、国民の生活が安

定、向上する社会を目指し、資源の効率的な配分が行

われるよう、財政・税関・金融に関する政策・制度の

整備やこれを担う人材の育成を通じて、SDGsターゲ

ット8.a（貿易増加に向けた支援拡大）、8.10（金融

サービスへのアクセス改善）、17.10（ルールに基づ

く開かれた多角的貿易体制）、ターゲット17.1（課税

及び徴税能力向上のための資源動員強化）、17.4（長

期的な債務持続可能性の実現を支援及び債務リスク

軽減）に貢献し、SDGsゴール8「働きがいも経済成長

も」及び17「持続可能な開発のための実施手段を強化

し、グローバル・パートナーシップを活性化する」の

達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、金利上昇やドル

高、地政学リスクの高まりに加え、ポストコロナ期の

財政支出拡大が重なり、多くの開発途上国で債務脆

弱性が深刻化した。また、企業サイドでも国際物流・

輸送コストが急騰し、インフラ不足や紛争による連

結性の脆弱さが顕在化している。こうした課題に対

応するため、税務行政の執行能力を強化して公正か

つ公平な税収の確保を図ることや、公共財政管理の

高度化を通じて財政支出の適正化と効率化を進める

ことに取り組み、国家財政基盤の強化を支援した。さ

らに債務管理分野においては、専門家派遣や世界銀

行と連携しての本邦研修を実施し、債務管理戦略の

策定能力及びリスク管理能力の向上を支援した。加

えて、開発途上国において主要な歳入源である関税

の適正な徴収に向けた制度・手続きの整備を進める

とともに、治安上・統治上の制約から外部からの介入

が難しい国境地域において、税関当局同士・省庁間の

協力メカニズムの確立と、違法取引の取り締まり強

化に向けた協力を実施した。第6期中期計画に向けて

も、開発途上国の持続的な経済成長のために、国家財

政基盤の強化、並びに貿易円滑化及び平和と安定の

確保に向けた支援を、世界銀行や世界税関機構など

のパートナーと協働し着実に展開していく。 

 

 

No.3 エ ジェンダー平等の推進 

（1）業務実績 
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一人一人が性別にとらわれず、人間としての尊厳

をもって、それぞれの能力を発揮できる社会の実現

に貢献するため、プロジェクト（技術協力、有償資金

協力、無償資金協力）におけるジェンダー案件比率の

向上（ジェンダー主流化）に努めるとともに、2022年

度から2025年度まで、東南アジア、南アジア・アフリ

カ、中南米等12か国において、ジェンダー平等と女性

のエンパワメントの支援を実施した。また、女性が知

識・技術を習得する機会を得ることで、女性の自立や

自己実現を後押しするため、研修や留学生事業を通

じて女性の能力強化の支援を実施した。それらの支

援に際しては、政策・制度の整備・改善、女性の能力

強化、差別や社会規範に関する人々の意識や行動変

容の三つの視点を重視して実施した。それらの支援

における質的に顕著な実績の中で、特筆すべきもの

は以下のとおり。 

 

○ 女性の経済的エンパワメントの促進により女

性・平和・安全保障（WPS）推進に貢献【①②③】： 

 スリランカ「起業とビジネス、リーダーシップ

及びネットワークの強化を通じた女性の経済的

エンパワメント促進プロジェクト」（技術協力

プロジェクト）において、地域の女性たちの経

済的エンパワメントの推進に向けた取組のあり

方に係る知見や教訓、有効な支援アプローチや

手法を「起業とビジネス、リーダーシップとネ

ットワークの強化を通じた女性の経済的エンパ

ワメント促進モデル」として取りまとめ、その

活用の促進と制度化を通じて、同国における女

性の経済的エンパワメントの推進を図った。 

 パキスタン「シンド州におけるインフォーマル

セクターの女性家内労働者の生計向上及び生

活改善支援プロジェクト」（技術協力プロジェ

クト）において、宗教的・社会的風習によりこ

れまで職業訓練等を受けていない女性向けに

家計簿や識字教育、生計向上のための研修教材

策定に係る支援を実施。最終的に現地で官民連

携を通じて200以上の教材が開発され、110以上

のNGOや女性団体等が教材を活用し、17,000人

以上の女性が研修を受講するなど、研修内容等

の活用が広がった。 

 バングラデシュ「金融包摂強化プロジェクト」

（技術協力プロジェクト）を、気候変動とジェ

ンダーの交差性に着目し、女性を含む貧困層の

レジリエンス向上を目的として実施。マイクロ

保険及び生活改善支援を通じて、特に気候変動
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の影響を受けやすい沿岸部の農村女性を対象

に、金融・非金融サービスを組み合わせた包括

的支援を提供した。特に、総合保険サービス

「Surakkha Service（SS）」の導入により、農

村部における保険への理解と受容が進み、顧客

満足度が向上した。サイクロンの通過などもあ

り、プロジェクト終了時点で14,545人（受益者

のほぼ全員が女性）が見舞金を受給。SS加入者

の90％以上を女性が占めており、本案件はジェ

ンダー主流化の観点から、気候変動による災害

リスクに脆弱な女性の生活安定とレジリエン

ス強化に実質的に寄与したと評価できる。 

 

◎ ジェンダーに基づく暴力（SGBV：Sexual and 

Gender-Based Violence）撤廃等により女性・平

和・安全保障（WPS）アジェンダの推進に貢献

【①③】： 

 パキスタン「ジェンダーに基づく暴力被害当事

者の保護、自立・社会復帰促進プロジェクト」

（技術協力プロジェクト）では、パンジャブ州の

GBVに係るサービス・プロバイダーに対する被害

者中心アプローチに基づいた定期的な研修の導

入、GBV被害当事者の中長期的な自立・社会復帰

のためのトランジショナル・ホームの設置支援

や女性保護センターの機能モデルの構築等を行

うことにより、GBV被害当事者の保護及び自立・

社会復帰の促進に向けた同州の支援実施体制の

強化を支援した。 

 南スーダン「SGBV被害者の自立と社会復帰推進

アドバイザー」（技術協力）及び後継案件「ジェ

ンダーに基づく暴力（GBV）被害当事者の経済的

自立促進プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）を実施中。中央エクアトリア州ジュバ市にお

いて、政府関係組織・市民社会団体・民間企業等

の関係団体の能力強化、GBV課題への効果的な対

応方法の開発・改善、ガイダンスノートの改訂等

を行うことにより、被害者中心アプローチに基

づく取組の強化を図り、GBV被害当事者や暴力に

脆弱な女性の経済的な自立と社会復帰の促進に

取り組んだ。 

 ケニア「ジェンダーに基づく暴力撤廃に向けた

地方行政能力推進アドバイザー」（技術協力）に

おいて、「女性に対する暴力撤廃の国際デー」に

合わせたイベントや、国際連合人口基金（UNFPA：

United Nations Population Fund）、ナイロビ

首都圏交通公社等と協力したSGBVに関するワー
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クショップ等を実施した。 

 

◎ G7の「2Xチャレンジ（女性のためのファイナン

ス）」への貢献【①②③】: 

◎ 「2Xチャレンジ」は、開発金融機関自らの資金提

供を呼び水に民間の投資を促進することで、女

性への投資の量及び効果を倍増させることを目

標としており、機構は同チャレンジに貢献する

様々な支援を実施した。 

◎ カンボジア「地方部農業セクター支援事業」（海

外投融資）は、農村部における金融アクセス改善

を図る案件であり、融資先の約4割が女性農家、

女性が経営する中小零細事業となっている

（2025年12月時点）。アフリカ・アジア地域にお

いて創業初期のフィンテック企業への融資を行

う「フィンテック金融包摂支援投資事業」（海外

投融資）では、42万人の女性に融資先企業がサー

ビスを提供する予定。また、ロシアによる侵略に

より人道的・経済的危機に直面するウクライナ

及びモルドバにおいて、女性主導のビジネス支

援の実績のある投資ファンド（Horizon Capital 

Growth Fund IV, L.P.）へ出資する「輸出志向

型産業支援事業」（海外投融資）を実施。出資金

は事業成長期の輸出志向型ICT・テック企業のう

ち、女性経営者・女性起業家が30%以上となる見

込み。 

 

◎ TICAD9での発信及び国連女性機関（UN Women）

との連携の推進【①⑤】： 

○ 2025年12月、これまでアフリカや南アジアの

国々を中心として、WPSの推進などで連携し、ジ

ェンダー平等と女性のエンパワメントをともに

推進してきたUN Womenとの組織間で初の協力覚

書（MOC）を署名。UN Women事務局長からは「SDGs

ゴール5の達成に向け課題が多く、各国でODAが

減額される中で、機構との協働に期待したい」と

の言及があり、機構に対する期待と評価が表明

された。 

○ 2024年10月にUN Womenとの共催により、ケニア

において「WPS推進に向けたアフリカ地域セミナ

ー」を開催。本セミナーにはアフリカ12か国から

190名以上が参加し、WPSアジェンダの実施推進

に向け、機構の取組や成果を上げた事例などを

発信した。また、同年10月にフィリピン政府及び

国連等の機関により開催された「WPSに関する国

際会議2024」において、機構による各種インフラ
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事業におけるジェンダー主流化やジェンダーボ

ンド発行等の取組、機構のWPSに係る取組等を発

信した。 

○ 平和・安全保障の文脈に「女性」を明確に位置づ

けた国連安保理決議第1325号の採択から25周年

を迎える2025年に開催されたTICAD9において、

UN Women及び世界銀行との共催により、「女性・

平和安全保障×イノベーション：女性と少女と

ともに切り拓く新たな安全保障の時代へ」と題

するイベントを企画・実施。本イベントでは、ケ

ニアで開催した「ジェンダーに基づく暴力（GBV）

撤廃のためのビジネスコンテスト」の優秀者、南

スーダンの女性ジャーナリスト、ウガンダにお

いて女性主導の早期警報・対応メカニズムに取

り組む人権活動家、日本の震災影響地域で女性

防災士の育成に携わる有識者らが登壇。女性や

少女が平和と安全保障の実現に向けて実践して

いる創造的かつ革新的な取組やアプローチに光

を当てるとともに、アフリカ地域と日本におけ

る平和と安定の文脈において、女性や少女が果

たす役割とその意義について再認識する機会と

なった。本イベントは、TICAD共同声明に掲げら

れた「平和と安定」の実現に向け、WPSアジェン

ダの推進に具体的かつ可視的に貢献する取組と

して位置づけられた。 

 

◎ 埼玉県庁のジェンダー主流化を支援【③⑤】：埼玉

県が実施する5分野の事業に対し、ジェンダーの

観点を盛り込むべく、ジェンダー課題分析、計画

立案、成果指標設定の方法等について、機構が開

発途上国にて実施した知見・経験に基づき技術支

援を行った。埼玉県知事からの要請に基づくもの

であり、機構が開発途上国への支援から得た知

見・経験が評価されたもの。機構がこれまで行っ

てきたジェンダー分析の手法等や「JICA事業にお

けるジェンダー主流化のための手引き」が実際に

活用され、埼玉県からはジェンダー主流化への理

解が進んだと評価された。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

ジェンダーに基づく暴力撤廃や女性の経済的エン

パワメントを推進する技術協力事業、円借款事業、海

外投融資事業等を通じて、ジェンダーに基づく暴力

被害当事者への支援環境、女性の金融へのアクセス

改善やビジネス環境の整備を図るとともに、機構の

各事業（円借款事業、海外投融資事業、無償資金協
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力、技術協力事業）のジェンダー案件化の量的・質的

向上を通じて、SDGsゴール5「ジェンダー平等の実現」

の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

研修や留学生事業における女性の割合に係る維

持・向上を引き続き図るべく、先方政府高官との面談

機会なども捉え、海外拠点を通じて本取組の意義や

機構の方針について丁寧に説明を行う。あわせて

JICAグローバル・アジェンダ（JGA）別にそれぞれ目

標値とロードマップを作成し、各主管部・海外拠点で

候補者の確保を実施するとともに、海外拠点の優良

事例等には表彰（ミモザ賞授与）を行うなどの取組を

進めた。 

事業におけるジェンダー主流化（ジェンダー案件

比率の向上）をさらに進めるべく、2025年度に引き続

き新規案件形成時のジェンダー調査支援（平準的取

組）、クラスターや援助手法ごとのジェンダー主流化

推進に向けたジェンダー課題・取組・指標案の整理を

通じた効果・効率性の向上を目指す。 

 

No.3 オ デジタル化の促進（DX） 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、アジア・アフリカ地域

を中心に30か国・地域において、「信頼性のある自由

なデータ流通（DFFT）」等の理念の下、デジタル化の

促進を通じた一人ひとりの多様な幸せを実現できる

包摂的な経済社会の発展、自由で安全なサイバー空

間の構築の支援を実施した。それらの支援に際して

は、サイバーセキュリティの強化、経済社会のデジタ

ル化への対応・推進に向けた人材育成や基盤整備を

重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 日本政府が重視するサイバーセキュリティ協力

を推進【①③】：日本政府は「サイバーセキュリ

ティ分野における開発途上国に対する能力構築

支援に係る基本方針」（2021年12月）において、

国際的なサイバーセキュリティ上の弱点を減ら

し、日本を含む世界全体へのリスクを低減する

等の観点から、特にインド太平洋地域において、

重要インフラ防護等を通じたサイバーハイジー

ン確保、人材育成等に関する国際協力を進める

こととしている。機構は、日本・ASEAN技術協力

協定に基づく初めての技術協力プロジェクトと
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なる「サイバーセキュリティとデジタルトラス

トサービスに関する日ASEAN能力向上プログラ

ム強化プロジェクト」に加え、インド太平洋地

域を中心とした15か国・地域に対してサイバー

セキュリティに係る協力を実施し、1,916名への

人材育成に貢献し、特にASEAN諸国（シンガポー

ル除く）のGlobal Cybersecurity Index（GCI、

国際電気通信連合が各国政府のサイバーセキュ

リティへの取組を評価する国際指標）は、

「Tier1」とされる国が2020年時点では1か国（マ

レーシア）のみだったものが、2024年までに4か

国（インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナ

ム）に拡大したほか、他の国々でもGCIスコアが

大幅に改善するといった成果を得た。また、日

ASEAN友好協力50周年を契機として2023年10月

に行われた「日ASEANサイバーセキュリティ官民

共同フォーラム」、2024年5月に行われた国連オ

ープン・エンド作業部会、2024年7月に日・米・

フィリピン首脳会合に基づくアクションとして

実施された「日・米・フィリピン連携サイバーセ

キュリティセミナー」等において、サイバーセ

キュリティに係る事業戦略や実施中プロジェク

トから得られた知見・経験等を発信し、参加者

から高く評価された。 

 

◎ 日本とパラグアイの宇宙協力の進展に貢献

【①③⑤】：パラグアイ「衛星技術関連施設整

備計画」が機構実施による宇宙分野の初の無償

資金協力案件として閣議承認を得た。2024年5月

の岸田総理（当時）訪問の際に日パラグアイ両

首脳により共同発表された、産官学連携による

「日パラグアイ宇宙協力プログラム」に貢献す

る協力であり、2025年5月の日パ首脳会談でも同

プログラムに基づき、宇宙分野の取組が積みあ

がっていることを歓迎する旨、言及があった。

第1回委員会開催（2025年3月）に続き、6社の日

本の宇宙スタートアップを招いた準備会合を

2025年12月に開催するなど、パラグアイ政府及

び日本の民間企業間の共創に向けた対話を継続

しており、両国の宇宙協力の着実な進展に貢献

した。 

 

◎ 日本政府が推進するDFFTへの貢献【①③】：日

本政府が推進するDFFTに貢献するため、各国で

データの活用・共有を推進する事業等を実施し

た。特に、各国におけるデータ利活用の重要性
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の認知向上に重点を置き、ルワンダでは「デジ

タルイノベーション促進プロジェクト」（技術

協力プロジェクト）において、保健事業認可申

請に関する行政サービスのデジタル化に向けた

開発を現地スタートアップとともに行い、デー

タ活用を通じた政府サービス構築を推進した。

ブータンでは「デジタル技術及びデータ利活用

能力強化プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）において、保健医療サービスの拡充及び質

の向上のために横断的な保健データ活用基盤構

築の検討が進められ、デジタルデバイスを通じ

た国民の個人健康データの収集等の概念実証事

業に関する取組を実施。セネガルでは、「行政デ

ータ連携基盤導入支援プロジェクト」（技術協

力プロジェクト）によりデータ交換基盤の試行

導入・計画策定を行う案件の実施が合意された

ほか、ヨルダンでは「AIエコシステム促進プロ

ジェクト」（技術協力プロジェクト）において、

データ及びAI技術の活用を国営電力会社と進

め、過去の電力需要、再エネ・火力発電量、気象

等のデータからの電力需要予測、及び火力発電

量最適化に係る概念実証事業が行われた。さら

に、日本で開催された「Internet Governance 

Forum 2023 」 に お い て 、 “DFFT for 

Development”をテーマとしたサイドイベント

を主催し、世界各国から約120名の参加を得て上

記の取組を発信した。 

 

◎ 世界初となる地上デジタル日本方式への完全移

行（アナログ停波）を実現【①③④】：日本政府

は、官民連携で地上デジタル放送日本方式の普

及に長年取り組んできており、現在、日本を含

む世界20か国において日本方式が導入されてい

る。機構は、アンゴラ、ボツワナ、モルディブに

おいて日本方式の普及に取り組んでいるほか、

ペルーを通じて中南米諸国に対する普及に係る

協力を行っている。ボツワナでは2017年より地

上デジタル放送移行支援を行ってきており、

2022年10月に日本以外で初めてアナログ放送の

停止を行い、地デジ日本方式への完全移行を実

現した。アンゴラでは、2025年10月に「地上デジ

タルテレビ放送網整備計画」（無償資金協力）の

G/Aを締結。地上デジタル放送網に係る施設・機

材の整備を行うことにより、日本方式を採用し

たテレビ放送の対人口比カバー率及び視聴可能

な番組系統数の増加を図る。 
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（2）SDGs達成に向けた貢献 

デジタル化の促進においては、各分野におけるデ

ジタル技術、データ活用を推進することで、すべての

SDGsターゲットの達成推進に貢献した。具体事例と

しては、インドにおける森林監理の強化ではSDGsゴ

ール15.2（持続可能な森林管理）に、サイバーセキュ

リティ分野の協力では、ターゲット9.a（持続可能か

つレジリエントなインフラ開発）、ターゲット17.9

（情報通信技術（ICT）をはじめとする実現技術の利

用を強化）の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

デジタル分野では日本の技術、知見を一方向で移

転する協力ではなく、開発途上国におけるデジタル

化の進展に応じて、機構の強みである過去の各分野

での事業の成果、現地関係者との信頼関係・ネットワ

ーク等を活かし、国内外の民間企業等の様々なパー

トナーと緊密に連携しながら、相手国とともにデジ

タル技術・データ活用を通じた課題解決の構想策定

から実施まで取り組む。また、各種国際会議やイベン

ト等での発信を積極的に行い、開発途上国との協力

の経験が日本にも還元され、日本の知・技術の強化に

資するような取組の推進を行う。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

 

  

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：3.（3） 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：2.（1）③ 年度計画 

1. (3) 普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現 

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.4 複雑化・深刻化する地球規模課題への国際的取組の主導 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、パリ協定、G7広島サミット、仙台防災枠組、環境インフラ海

外展開基本戦略、TICAD8チュニス宣言、TICAD9横浜宣言、マリーン（MARINE）・

イニシアティブ、熊本水イニシアティブ、インフラシステム海外展開戦略

2025及び追補、インフラシステム海外展開戦略 2030、環境インフラ海外展開

基本戦略、昆明・モントリオール生物多様性枠組、地球温暖化対策計画、日

本の気候変動対策イニシアティブ 2025 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】 

【困難度：高】脱炭素社会やコベネフィット型等の気候変動対策・自然環境

保全、新型コロナの感染予防等に資する水・環境、日本の開発途上国支援の

柱である防災・災害復興は、質・量・速度が同時に求められている。また、

脱炭素社会の促進は、先進各国から強いコミットメントが示されているだけ

でなく、開発途上国でも喫緊な対応が必要な状況であることから、本項目は

困難度を高とするのが妥当と考える。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098  

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度  2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標4-1】気候変動対策に資

する人材の育成数 （SDGs 

Goal 1～9、11～13（13.1～

13.3、13.a～13.b）、 14、15関

連） 

10,000人 2,000人 3,772人 2,190人 2,109人 2,940人 
（2,000

人） 
支出額（百万円）**4 18,120 18,872 19,791 19,899 

 

【指標 4-3】自然環境保全を

担 う 行 政 官 等 の 育 成 数 

（SDGs Goal 14、15関連） 

6,000人 1,000人5 1,361人 1,344人 1,229人 1,734人 

 

（1,000

人) 

 

      

【指標 4-4】環境管理行政官

の育成数 （SDGs Goal 6

（6.2、6.3）、11.6、12

（12.4、12.5）、14.1関連） 

10,000人 2,000人 4,326人 4,167人 2,544人 2,231人 
（2,000

人） 

      

【指標 4-6】水供給に関する 育成人材 7,000人 14,837 人 10,662人 9,547人 7,957人 （4,000       

 

4 報告年度分の支出額は暫定値。 

5 各年度の目標値は、第 5 期中期計画期間後半に増加させ、中期目標期間全体の目標値 6,000 人を達成する予定。 
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人材の育成数及び水供給

によって増加した給水人

口数***（SDGs Goal 6.1、

6.4関連） 

数: 

3.5万人 

人） 

【指標 4-7】防災インフラ及

び重要インフラの所管組

織（治水砂防官庁、各イン

フラ官庁）を支える行政官

等（政策・計画立案者等）

の育成数 （SDGs Goal 

1.5、9.1、11.5、13.1関連） 

16,000人 1,000人 3,698人 3,851人 3,387人 2,961人 
（2,500

人） 

      

【指標 4-8】事前防災投資事

業実現のための戦略・計

画・政策等の数 （SDGs 

Goal 1.5、9.1、11.5、13.1

関連） 

20件 3件67 8件 4件 5件 7件 （5件） 

      

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 主な評価指標（定量的指標及び実績は

1.①参照） 

【指標 4-2】開発途上国政府の気候変動対

策の対応能力が向上し、気候変動対策を加

味した開発途上国の開発計画の推進状況

（SDGs Goal 1～9、11～13（13.1～13.3、

13.a～13.b）、 14、15関連） 

【指標 4-5】主体的かつ持続可能な水資源管

理の強化、並びに水道事業体及び灌漑排水

管理団体（水利組合）の運営・経営の改善状

況（SDGs Goal 6.1、6.4、6.5関連） 

＜主要な業務実績＞ 

No.4 ア 気候変動 

（1）業務実績 

2022 年度から 2025 年度まで、脱炭素社会の実現

に向けた取組や持続可能で強じんな社会の実現に

向け、東南アジア等の 8か国において気候変動対策

に係る国際枠組みであるパリ協定への対応支援を

行ったほか、機構が実施する各事業の案件形成・立

案の段階で「緩和策」「適応策」を検討することによ

る気候変動対策主流化の促進を含め、内外の関係機

関との連携を通じた支援を実施した。それらの支援

に際しては、技術革新に向けた取組、民間の資金・

技術の活用及び自治体等他機関との連携を重視し

て実施した。それらの支援における質的に顕著な実

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

根拠：過年度の定量的実績から、中期目標全体の定

量的目標を大きく上回り達成することが見込まれ

る。質的な観点からも、「独立行政法人の評価に関す

る指針」（令和 6 年 11 月 26 日総務大臣決定）及び

「外務省所管独立行政法人の業務実績評価の基準

について」（令和 5年 2月外務省）に掲げられた S評

定の根拠となる質的成果（法人の自主的な取組によ

る創意工夫、目標策定時に想定した以上の政策実現

に対する寄与、外交政策上の観点から設定された重

要又は難易度の高い目標の達成）を満たしており、

成果の最大に向けた取組で所期の目標を大幅に上

回る形で成果をあげていることから、中期目標にお

評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

中期目標期間を通じて、主要な定量指標は総じて高い水準で推移し、多くの指

標で目標値を上回る実績が見込まれる。【指標 4-1】、【指標 4-4】、【指標 4-6】及

び【指標 4-8】はいずれも中期目標を上回る成果を達成した。【指標 4-3】及び

【指標 4-7】は累計値では目標にわずかに及ばないものの、各年度の計画値は着

実に上回っており、全体として地球規模課題への対応能力の強化に大きく寄与

したものと認められる。 

 

（定性的実績） 

１．気候変動（【指標 4-1】「気候変動対策に資する人材の育成数」） 

脱炭素社会の実現及び持続可能で強じんな社会の実現に向け、東南アジア等

の 8 か国においてパリ協定への対応支援を行うとともに、機構が実施する各事

 

 

 

7 関連の事業計画を踏まえて各年度の目標値を設定し、中期目標期間全体で目標値 20 件を達成する予定。 



80 

績の中で、特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 気候変動対策事業を過去最大規模で実施し、CO2

の削減に大きく貢献【③】：温室効果ガス排出削

減量では、合計約1,149万CO2換算tの削減に貢献

した（2022暦年：308万t、2023暦年：151万t、

2024暦年：139万t、2025暦年：551万t）。 

 

◎ 緑の気候基金（GCF）の資金を活用し、気候変動

対策を推進【①②】：機構はGCFの認証機関とし

て認定されており、GCFに申請することでGCFの

資金を活用することができる。2022年度には、

GCFとの間で2件の受託事業に係る資金活動契

約（資金受託・事業実施に際し、機構の法的責

任を定めた合意文書）を締結。東ティモール「重

点流域における森林減少抑制及び気候変動に

対する地域レジリエンス強化のための住民主

導型ランドスケープ管理プロジェクト」の受託

総額は997万6,222ドル、モルディブ「気候変動

に強じんで安全な島づくりプロジェクト」の受

託総額は2,509万7,880ドルにのぼり、森林保全

及び海岸保全に活用されている。また、機構が

ラオス政府と協力して申請した「ラオス人民民

主共和国2015-2018年の成果を対象としたREDD
＋成果支払い －ラオス南部におけるガバナン

ス、森林ランドスケープ及び生計手段プロジェ

クト」が承認され、GCFから6,146万5,393ドルの

成果払い資金（REDD＋成果払い資金）を受領予

定。機構が長年、REDD＋に関する政策・計画策定

や森林モニタリングシステムの開発、排出削

減・吸収量算定等に協力してきた成果とラオス

政府の努力が実を結んだものであり、ラオスの

持続可能な森林管理の促進を通じた気候変動

の緩和・適応、生態系保全及び農村地域の公正

で持続可能なグリーン成長の促進に再投資す

ることが可能となった。 

 

◎ 国連気候変動枠組条約（UNFCCC）締約国会議

（COP）への貢献【①②】： 

◎ UNFCCC/COP27において、ジャパン・パビリオン

でのイベント、フランス開発庁（AFD：Agence 

Française de Développement）やエジプト政府

との共催イベントのほか、エジプト、タイ、マ

レーシア、大洋州パビリオンにおけるイベント

計 14 件に、気候変動関連プロジェクトのカウ

ンターパート、専門家、機構職員が多数登壇し

ける所期の目標を大幅に上回る形で達成が見込ま

れる。 

 

業の案件形成・立案段階において「緩和策」及び「適応策」を検討し、気候変動

対策の主流化を推進するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以

下の特筆すべき実績が認められた。 

 

・気候変動対策事業を過去最大規模で実施し、温室効果ガス排出削減量として、

累計約 1,149万トン（二酸化炭素換算）の削減に貢献したことは、開発協力を通

じた脱炭素化の推進に資する顕著な成果として高く評価される。 

・緑の気候基金（GCF）の認証機関として、東ティモール及びモルディブにおけ

る受託事業の資金活動契約を締結し、森林保全及び海岸保全に係る取組を推進

した。また、ラオスにおいて機構が長年支援してきた REDD+に関する政策・計画

策定、森林モニタリングシステムの開発、排出削減・吸収量算定等の成果が、GCF

からの成果払い資金の獲得につながったことは、日本の知見を活用した協力が

国際的な資金動員に結実した成果として特筆に値する。 

 

２．自然環境保全（【指標 4-3】「自然環境保全を担う行政官等の育成数」） 

森林をはじめとする自然環境の保全と人間活動の調和を図り、自然環境の減

少と劣化を防ぐため、アジア、アフリカ、中南米、大洋州、欧州、中東地域の約

50か国において、気候変動対策や生物多様性保全に資する協力を実施するなど、

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認めら

れた。 

・コンゴ民主共和国において、中部アフリカ森林イニシアティブ（CAFI）からの

受託事業として実施する REDD+統合プログラムが、コロナ禍にもかかわらず 250

村でアグロフォレストリー等の活動を推進し、コミュニティの主体的な活動を

引き出した点で高く評価された。その結果、条件付き資金の拠出に加え、受託資

金が約 400 万米ドルから 900 万米ドルへ増額されるなど、外部資金動員と事業

のスケールアップにつながったことは特筆に値する。 

・JICA と JAXA が共同で進める熱帯林早期警戒システム（JJ-FAST）について、

UNFCCC/COP30 公式サイドイベントにおいてブラジル環境・天然資源院総裁から

紹介されるなど、森林モニタリング分野における日本の技術と知見が国際的に

認知されたことは高く評価される。衛星技術を活用した森林保全の取組として、

気候変動対策及び生物多様性保全への貢献が期待される成果である。 

 

３．環境管理（【指標 4-4】「環境管理行政官の育成数」） 

廃棄物管理の改善及び循環型社会の推進、水質汚濁や大気汚染の未然防止と

対処能力の向上等を通じて、開発途上国の人々の健康の保護、生活環境の保全及

び持続可能な社会の構築に向け、アジア、アフリカ、中南米、大洋州、欧州、中

東地域の約 60か国において支援を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施

したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・JICA クリーン・シティ・イニシアティブ（JCCI）を通じ、廃棄物管理や水質

汚濁・大気汚染防止等の環境対策について、政府、自治体、民間企業、大学、国

際機関等との共創・連携を推進した。特に、JCCIが G7広島サミット関連文書、

政府の「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」及び地球温暖化対策

計画に位置付けられるなど、日本政府の政策にも貢献したことは、我が国の環境

協力を代表する取組として高く評価される。 

・アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）を通じて、TICAD8及び TICAD9

の機会を捉え、アフリカ諸国の廃棄物管理改善に向けたコミットメントを強化
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た。 

◎ UNFCCC/COP28 においては、日本政府が発表し

た「世界全体でパリ協定の目標に取り組むため

の日本政府の投資促進支援パッケージ」を構成

する取組において、開発課題の解決と気候変動

対策に資するコベネフィット、ネット・ゼロ目

標策定の支援、「JICAクリーン・シティ・イニ

シアティブ（JCCI）」、二国間クレジット制度

（JCM）も活用した「福岡方式」（準好気性埋立

処分場）の推進、気候変動人材の育成、森林を

活用した防災・減災（F-DRR）、生態系を活用し

た防災・減災の取組（Eco-DRR）等、多くの部

分で機構が推進する取組が占めたほか、合計

18件のサイドイベントを主催・参画した。 

◎ UNFCCC/COP29においては、8件のサイドイベン

トを主催。その他 16 件のサイドイベントに参

加。また、太平洋島嶼国のような気候変動の影

響が最も深刻な国々にとって、自然災害が大き

な脅威であるという認識から、一定条件を超え

た台風と地震の発生時に借入国が債務返済を

一時的に繰り延べることを可能とする「気候変

動に強じんな債務条項」を盛り込んだ協力プロ

グラムの開始を発表した。 

 

 機構を挙げたサステナビリティの推進【③】：

2023年10月に策定した「JICAサステナビリティ

方針」において「気候変動対策として、全新規

事業をパリ協定に整合する形で実施すること

を目指す」旨を明記。気候変動を軽減する緩和

策とともに、気候変動にも強じんな社会の実現

に向けた適応策を実施し、開発途上国の社会全

体のトランジションを支援している。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

気候変動分野においては、開発途上国の緩和計

画・施策の実施促進、温室効果ガスインベントリ作

成能力強化を含む透明性の枠組み強化に係る支援

を通じたパリ協定の実施促進のための技術協力を

行ったほか、小島嶼開発途上国である大洋州地域に

おける研修拠点機能の強化、気候変動の影響に脆弱

な開発途上国において気候変動に強じんな開発の

実現を目指した取組を支援し、SDGsゴール 13「気候

変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講

じる」の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

した。特に、ACCP 第 4 回全体会合において「新・横浜行動指針」を採択し、今

後の協力方針を示したことに加え、47 か国の廃棄物データを収集・分析し、デ

ータに基づく政策形成を促進したことは、アフリカ地域全体における環境管理

能力の強化に資する成果として評価できる。 

 

 

４．水資源・水供給（【指標 4-6】「水供給に関する人材の育成数及び水供給によ

って増加した給水人口数」） 

人口増加、都市化、気候変動、感染症拡大等の影響により水の需給が逼迫する中、

全世界 39か国において、水資源を適切に管理し、すべての人々が飲料水等とし

て持続的に利用できる社会の構築に向けた支援を実施するなど、中期計画の取

組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・ウクライナにおいて、無償資金協力及び技術協力を通じ、可搬式浄水装置、発

電機、給水車、井戸ポンプ、送配水ポンプ等の緊急に必要な機材の供与や復旧・

復興に向けた計画策定支援を実施し、攻撃によって破壊された水道施設の迅速

な修復に貢献したことは高く評価される。特に、前線に近い都市を含む被害の大

きい地域において、飲料水供給の再開に向けた具体的な復旧を支援したことは、

人道的ニーズへの機動的な対応として特筆に値する。 

・パレスチナでは、軍事衝突により被害を受けた西岸地区ジェニン市の水道施設

に対し、水道管網の修理に必要な資機材を供与するとともに、帰国研修員へのフ

ォローアップ協力として実践的なワークショップを実施した。困難な状況下に

おいて、安全な水へのアクセス確保に向けた緊急支援を実施し、同市から謝意が

示されたことは高く評価される。 

・ルワンダ及びパキスタンでは、機構が策定を支援した上水道・上下水道マスタ

ープランを基礎として、ハンガリー政府、サウジアラビア開発基金、OPEC 国際

開発基金、ドイツ復興金融公庫、フランス開発庁、デンマーク国際開発庁、アジ

ア開発銀行等による資金協力につながった。機構の協力が呼び水となり、多数の

開発パートナーによる資金動員と事業のスケールアップを実現したことは、開

発協力の波及効果を示す成果として特筆に値する。 

・カンボジアでは、機構が長年にわたり起草を支援してきた水道法が公布され、

水道事業の認可制度、技術基準、水道整備資金等に関する規定が盛り込まれた。

水道に関する基本法の制定という行政の根幹部分において、日本の知見と長年

の協力を通じて築いた信頼関係が活用されたことは、相手国の制度整備に大き

く貢献した成果として高く評価される。 

・南スーダンでは、治安悪化による国外退避等の困難を乗り越え、首都ジュバに

おける水供給施設を完成させ、水道供給能力を大幅に向上させた。無償資金協力

と技術協力を組み合わせ、水道サービスの改善にも取り組んだ結果、同国大統領

から日本政府及び国民への謝意が示されたことは、脆弱国における安全な水へ

のアクセス改善に資する顕著な成果として評価できる。 

 

５．防災・災害復興（【指標 4-7】「防災インフラ及び重要インフラの所管組織（治

水砂防官庁、各インフラ官庁）を支える行政官等（政策・計画立案者等）の育成

数」及び【指標 4-8】「事前防災投資事業実現のための戦略・計画・政策等の数」） 

気候変動の深刻化や災害の激甚化・頻発化が進む中、アジア太平洋、中南米地

域及び大規模地震が発生したトルコ等において、仙台防災枠組を踏まえた災害

リスク削減、迅速な緊急支援及び「より良い復興」（Build Back Better）に基づ
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 第 5期中期目標期間においては、開発協力大綱（改

定版）で示された気候変動対策の取組を組織・事業

の両面で推進するため、その羅針盤となる移行計画

を策定した。引き続き、開発途上国の各開発課題へ

の対処と気候変動対策の推進の双方に貢献するよ

う、2026年度に向けて組織内で移行計画の周知を図

るとともに、第 6期中期目標期間に向けて気候変動

対策（緩和策・適応策）にも資する案件の発掘・形

成に取り組んでいく。 

 

No.4 イ 自然環境保全 

（1）業務実績 

2022 年度から 2025 年度までアジア、アフリカ、

中南米、大洋州、欧州、中東地域、約 50か国におい

て、森林をはじめとする自然環境の保全と人間活動

の調和を図り、自然環境の減少と劣化を防ぐこと

で、自然環境から様々な恵みを享受し続けられる社

会の構築に向けた支援を実施した。それらの支援に

際しては、気候変動対策や生物多様性保全への貢献

拡大に向け、国内外の関係機関との連携を重視して

実施した。質的に顕著な実績の中で、特筆すべきも

のは以下のとおり。 

 

◎ アフリカの森林事業で外部資金動員・共創を推

進【①②④】：機構が2019年4月より中部アフリ

カ森林イニシアティブ（CAFI：Central Africa 

Forest Initiative）からの初の受託事業として

実施しているコンゴ民主共和国の「CAFIクウィ

ル 州 REDD ＋（ Reducing Emissions from 

Deforestation and Forest Degradation in 

Developing Countries）統合プログラム」に関

し、資金拠出元による中間評価が実施され、コ

ロナ禍にもかかわらず250村でアグロフォレス

トリー等活動を推進し、コミュニティの主体的

な活動を引き出している点が高く評価された。

これにより、2023年初頭、一定の成果が確認さ

れることを条件に事業の途中段階で拠出され

る条件付き資金（受託契約額約400万米ドル中

の約83万米ドル）の拠出に至った。また、それ

までの約4年間の取組がコンゴ民政府及びCAFI

関係国より評価され、対象地域を広げるなどの

成果増強を図る増資プロポーザルが承認され、

受託資金が400万米ドルから900万米ドルへと

増加した。本事業の生態系サービス支払い

（PES）援助手法の運用例は多くのアクターと

共有され、コンゴ民主共和国政府やCAFIによる

く復旧・復興支援を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加

え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・2023 年 2 月に発生したトルコ南東部を震源とする地震に対し、国際緊急援助

から復旧・復興支援までを切れ目なく展開し、既往の技術協力に復興支援の要素

を組み入れて迅速に対応した。特に、カフラマンマラシュ自治体の復興計画策定

を支援し、その内容が自治体戦略計画に反映されたことや、日本で活用されてい

る外付け工事による「居ながら工法」での耐震改修設計をパイロット校舎で実施

したことは、日本の震災復興及び耐震化の知見を相手国の復興政策・実務に反映

させた成果として高く評価される。 

・フィリピン及びフィジーにおいて災害復旧スタンドバイ借款を実施し、事前防

災投資及び防災主流化に係る政策アクションの実施を促進するとともに、災害

発生後の資金ニーズに迅速に対応する仕組みを整備した。また、災害発生後の復

興支援のためのスタンドバイ契約を導入し、スリランカ豪雨・土砂災害及びタイ

南部洪水災害において発災後速やかに調査を開始したことは、「より良い復興」

（Build Back Better）に向けた機動的な支援体制を構築した取組として評価で

きる。 

・スリランカでは、これまで実施してきた土砂災害対策や早期警戒体制整備等の

事前防災投資が、2025年 11月のサイクロン被害の軽減に具体的に結びついた。

落石防御ネットの設置箇所で道路不通が生じなかったことや、ハザード評価に

基づき一部地域で発災前の住民移転につながったことは、事前防災投資の有効

性を実証する成果として特筆に値する。 

 

（結論） 

以上により、各分野における中期目標に掲げる定量指標は総じて高い達成状

況を示し、多くの指標で目標値を上回る成果を達成した。 

気候変動対策や生物多様性保全、水資源管理、防災分野において、日本の知見・

技術を活用した協力を通じ、相手国の制度整備や能力強化を着実に進めるとと

もに、国際的な議論や枠組みの形成にも積極的に貢献した。特に、防災分野では、

事前防災投資を中核とする協力を推進し、実際の災害において日本が支援した

インフラや防災システムの有効性が確認されたほか、耐震技術や復興計画策定

支援が相手国政府による自主的な制度・事業展開につながるなど、我が国の防災

協力の有効性と信頼性を具体的に示す成果を挙げた。また、気候変動や環境分野

では、国際的な資金メカニズムや多国間枠組みを活用しつつ、日本の経験や技術

を国際社会へ発信し、地球規模課題への対応における我が国の存在感の向上に

も寄与した。以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を定量的、定性的とも

に大きく上回る顕著な成果が認められることから、「S」評価とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

気候変動の深刻化や自然災害の激甚化・頻発化、水・環境問題の複雑化など、

地球規模課題を取り巻く状況は一層厳しさを増している。こうした中、これまで

培ってきた日本の知見・技術を活用しつつ、事前防災投資や気候変動対策、生物

多様性保全等を一体的に推進するとともに、技術協力、無償資金協力及び有償資

金協力を効果的に組み合わせ、各国の制度整備や能力強化につながる協力を一

層推進することが期待される。また、我が国の協力による成果について、国際的

な発信や他ドナーとの連携を通じて更なる波及・展開を図り、持続可能で強靱な

社会の実現に向けた国際協力を引き続き主導していくことを期待する。また、防
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広域のPES協力プログラム展開へとつながるに

至っている。 

 

◎ JJ-FASTの取組が高く評価【①②④】：UNFCCC 

COP-30（ブラジル）にて、宇宙航空研究開発機

構（JAXA）、大学宇宙研究協会（USRA）、アメリ

カ地球物理学連合（AGU）、日本リモートセンシ

ング技術センター（RESTEC）との共催でUNFCCC

公式サイドイベント「アマゾンにおける森林モ

ニタリングのための地球観測：現在の取組と今

後の機会」を開催。同イベントでは、ブラジル

環境・天然資源院総裁より機構とJAXAの連携事

業である熱帯林早期警戒システム（JJ-FAST：

JICA-JAXA Forest Early Warning System in 

the Tropics）につき紹介された。質疑応答では

航空機・ドローンと衛星の連携による水質監視

や、AI活用による生態系解析・評価など、地球

観測を通じた環境保全に関する様々な可能性

の議論が交わされ、本事業の有効性が広く認知

された。 

 

◎ 生態系を活用した防災・減災支援（ECO-DRR）に

より西バルカンイニシアティブに貢献【①③】：

機構は、北マケドニアを中心に西バルカン域内

における森林火災対策の取組や、生態系を活用

したECO-DRRの取組を推進。2021年から開始し

たコソボ、モンテネグロに続き、アルバニア、

ボスニア・ヘルツェゴビナでも事業を開始し、

西バルカン6か国中5か国にて事業を展開する

こととなった。EU加盟を目指す西バルカン諸国

に対する経済社会改革の支援と西バルカン地

域内の協力促進を目的とした取組として日本

主導で「西バルカンイニシアティブ」が進めら

れており、本事業は同イニシアティブの実現に

貢献した。 

 

 ネイチャーポジティブの実現に向け、生物

多様性主流化支援ツールを新規開発【①③】：生

物多様性の主流化を推進するにあたり、機構の

実施する事業を対象に、事業立案、準備段階で

可能な限り生態系インパクトを特定し、その結

果に基づいて対応策を検討する「生物多様性主

流化支援ツール（JICA Biodiversity Finance 

Impact Tool（FIT）」を新たに開発し、2026年1

月より公開した。導入にあたっては優先7分野

（都市開発、農業、水産業、環境管理、水資源、

災がオファー型協力の戦略分野として新たに位置付けられたことを踏まえ、本

項目で蓄積された知見やネットワークを基にして、相手国との対話と共創を通

じて、防災分野における戦略的な案件形成や制度構築支援を一層推進し、我が国

の強みを活かした新たな質の高い開発協力の展開に引き続き貢献することを期

待したい。 

 

 

＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

特になし。 
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防災、観光）を選定し、分野ごとのガイダンス

も公開。本ツールを活用して、事業の生態系サ

ービスへの依存と影響を体系的に把握・評価

し、事業の計画・実施・モニタリング・評価の

各段階に統合。これにより、生物多様性の損失

の抑止と回復（ネイチャーポジティブ）を実現

し、「人間の安全保障」の理念に基づき生態系サ

ービスに依存する人々の生活と尊厳を守り、持

続可能な開発を目指すもの。本取組は、日本国

内関係者（関係省庁、民間セクター、NGO等）が

取組推進を模索する中、先駆的事例として認知

された。 

 

◎ 協力の成果が政府間組織や政府に採用され、更

なる効果発現へ【②③】： 

◎ エチオピア「農業及び森林・自然資源管理を通

じた気候変動レジリエンス強化プロジェクト」

（技術協力プロジェクト）にて支援する気候変

動レジリエンス強化に資するファーマー・フィ

ールド・スクール（FFS）アプローチの成果を踏

まえ、エチオピア農業省の年次計画にFFSが明

記された。同方針の下、農業省が世界銀行の支

援で実施する協力プログラム予算を活用し、機

構プロジェクトの側面支援の下、8州において

FFSが展開されている。また、主要対象州である

オロミア州では、州農業局から県、郡農業局あ

てにFFSをグループ普及手法の一つとして認知

し、普及業務に組み込むよう通達がなされた。

同方針の下、州主導のFFSが9県・20郡・40村に

て機構プロジェクトの側面支援の下で展開さ

れている。 

◎ また、ラオス「効果的なREDD＋資金活用に向けた

持続的森林管理能力強化プロジェクト（F-

REDD2）」（技術協力プロジェクト）にて開発及び

改 善 を 支 援 し て き た PDMS （ Provincial 

Deforestation Monitoring System）が、ラオス

農林省令によりラオスの公式な森林モニタリ

ングツールとして承認された。同ツールは先進

的なリモートセンシング技術と衛星画像を活

用して、森林減少を準リアルタイムでモニタリ

ングするためのシステムであり、地方の森林官

が効果的かつ効率的に森林減少データを収集・

分析し、違反者に対する対策を講じることを可

能とするもの。世界銀行やドイツ、NGO等の他ド

ナーも本ツールの有用性に着目しており、ラオ

ス全国18県中16県で導入された。 
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（2）SDGs達成に向けた貢献 

自然環境保全分野においては、自然環境の減少・

劣化の阻止、自然を活用した解決策（NbS:Nature-

based Solutions）の一層の普及を通じて SDGsター

ゲット 13.2（気候変動対策を政策、戦略及び計画に

盛り込む）、ターゲット 14.2（海洋・沿岸の生態系

を回復させる）、ターゲット 15.1（陸域・内陸淡水

生態系及びそのサービスの保全・回復・持続可能な

利用を確保する）に貢献し、SDGsゴール 13「気候変

動に具体的な対策を」、14「海の豊かさを守ろう」、

15「陸の豊かさも守ろう」の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

世界ではかつてない速度で生態系の劣化が進み、

自然環境の保全・回復が急務となっている。ついて

は、第 5期中期目標期間において、政策・計画策定、

モニタリング・評価のための科学的情報基盤の整備

（衛星技術等）、国連気候変動枠組条約や生物多様

性条約等を踏まえた気候変動対策や生物多様性保

全への貢献、外部資金の活用・連携による事業のス

ケールアップ、国内外の関係機関との連携等を重視

してきた。これらを踏まえ 2026年度に向けては「緑

の気候基金」（GCF）・成果支払い案件の実施促進

（2026年度及び第 6期中期目標期間）や中部アフリ

カ森林イニシアティブ（CAFI）の受託資金の新規獲

得に向けた準備取組に着手する。また、2030 年 12

月末まで設置期間を延長した「森から世界を変える

プラットフォーム」については、関係機関と連携し

つつ、引き続き第 6期中期目標期間に向けて継続実

施していく。 

 

No.4 ウ 環境管理 

（1）業務実績 

2022年度から 2025年度まで、アジア、アフリカ、

中南米、大洋州、欧州、中東地域の約 60か国におい

て、廃棄物管理の改善及び循環型社会の推進、水質

汚濁や大気汚染の未然防止と対処能力の向上等を

通じて開発途上国の人々の健康を保護、生活環境を

保全し、持続可能な社会を構築するための支援を実

施した。それらの支援に際しては、日本の自治体や

民間企業の技術・知見を活用し、政策･法制度整備か

ら実施体制に至るまで包括的な能力強化を重視し

て実施した。さらに、国際的な条約や議論を踏まえ、

資源循環や気候変動対策に貢献する環境管理等の

支援に関する方針や方策について環境省や国立環
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境研究所等公的機関や環境関連のシンクタンク等

との議論を行うと同時に、開発途上国における事業

形成・実施を進めた。また、地域的なアプローチと

しては TICAD8のフォローアップ及び TICAD9の機会

を捉え、機構が主導的役割を果たす「アフリカのき

れいな街プラットフォーム（ACCP）」の下、各国での

個別事業に加え、本邦研修やデータに基づく政策実

施に貢献する関連データの収集・分析等を通じ、ア

フリカ地域全体における廃棄物管理を中心とした

環境管理に関する組織強化に貢献した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ JICAクリーン・シティ・イニシアティブ（JCCI）

を通じて共創・連携を推進するとともに日本政

府の政策にも貢献【①③④】：JCCIは、廃棄物管

理と水質汚濁・大気汚染防止等の環境対策を推

進することにより、健全な環境を実現し開発途

上国の人々の健康と生活環境の保全を実現で

きる持続可能な社会の構築に貢献する取組。

2022年から毎年、国際的な議論やトレンドを踏

まえたテーマ（気候変動レジリエンス、循環経

済等）の下、JCCI国際セミナーを開催しており、

2025年度まで対面延べ49か国260名及びオンラ

イン延べ171か国2,162名が参加。JCCIの目標で

ある2030年までの開発途上国の50か国、5億人

を対象とした「きれいな街」の実現に向けて、

日本政府、自治体、民間企業、大学、ボランテ

ィア、国際機関等との共創と連携を推進してき

ている。本取組は日本政府の政策にも貢献して

おり、G7広島サミット、気候エネルギー環境大

臣会合にて採択された付属文書「地方の気候変

動に対するG7ラウンドテーブル」において、

JCCIが日本政府の国際的な取組として明記さ

れたほか、日本政府が2022年度の成長戦略とし

て掲げた「新しい資本主義のグランドデザイン

及び実行計画」及び具体的な施策をまとめた

「フォローアップ」にJCCIを通じた開発途上国

支援の推進が言及された。また、2025年2月に閣

議決定された政府の地球温暖化対策計画にお

いても、JCCIが都市間連携推進の施策の一つと

して位置づけられた。 

 

◎ 廃棄物・資源循環に係るアフリカ各国のコミッ

トメント強化と機構の協力成果の発信【①②】：

機構は、アフリカの廃棄物管理の強化を図る多
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国間プラットフォームであるACCP全体会合を

開催し、自治体・企業・学術機関・市民との連

携を強化し、アフリカ諸国の廃棄物管理改善に

向けた取組を強化するとともに、日本の持つ廃

棄物管理等環境管理の知見や経験、本邦企業の

持つ強みを発信した。 

具体的には、TICAD8、TICAD9に合わせて環境

省、横浜市、国連人間居住計画（UN-Habitat）、

国連環境計画（UNEP）とともに ACCP第 3 回、4

回の全体会合を実施し、第 4 回会合ではリビア

環境大臣（アフリカ環境大臣会合議事長）及び

アンゴラ環境大臣等ハイレベルの意思決定者も

参加し、今後 3 年間の指針となる「新・横浜行

動指針」を採択した。本会合はアフリカ連合開

発庁（AUDA-NEPAD）、世界銀行とも連携協議を進

めること、アフリカにおける開発インパクト増

大のための基盤づくりに取り組むこと、TICAD9

における日本政府の取組である「廃棄物管理、

環境保護」で示される、2028年までに 3,500万

人に対する公衆衛生サービスの改善、環境管理

人材 1,000 名育成支援、12 か国 15 都市でのマ

スタープラン策定等の技術協力の実施に貢献す

ることを示した。 

機構独自の取組としては、機構の持つ経験や

各国とのネットワークも活用し、47か国の廃棄

物データを収集し、クラスター戦略・指標に基

づき分析、発表したことで、データに基づく意

思決定を促進した。また、ACCP の 42 か国が参

加するアフリカ廃棄物・資源循環ビジネスセミ

ナーや横浜市と連携した研修・視察を実施した

結果、アフリカ各国から本邦企業への関心表明

やコンタクトがあり、本邦企業のアフリカへの

進出やビジネス機会創出の好機となった。さら

に、横浜市資源リサイクル事業協同組合及び派

遣中の協力隊員の協力を得て、横浜市とアフリ

カ 4 か国の子どもたちが描いた「環境絵日記展

2025」を開催したところ、「神奈川新聞」ほか媒

体に取り上げられ、市民社会のアフリカ協力や

JICA 協力隊事業について認知される機会とな

った。 

 

◎ プラスチック汚染条約策定に向けた政府間交

渉に貢献【①③】：プラスチック汚染に関する条

約策定に向けた第4回政府間交渉委員会（INC4）

において、日本政府が提出したナショナルステ

ートメントに、廃棄物管理の支援手法として、
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機構のクラスター事業戦略（環境管理）で掲げ

る三段階アプローチが盛り込まれた。想定する

社会の状態と変化の道筋を、第一段階（現状把

握、問題構造の分析、環境情報の公開）、第二段

階（汚染対策の検討と実施）、第三段階（汚染対

策の実効性強化、環境汚染の事前予防、社会全

体のグリーン化）に分け、段階的に充実・強化

させていくアプローチであり、日本の経験や機

構のこれまでの知見・経験を基にしたもの。そ

のほかにも、外務省依頼により、条約交渉の専

門家作業部会が同月タイ・バンコクで開催され

た「資金・技術支援等の実施手段に関する専門

家会合」に機構職員が参加し、二国間協力の重

要性等についてインプットを行うなど、日本政

府の条約交渉を後押しした。 

 

◎ 安全な瓦礫処理を通じてウクライナの復興を

支援【①②③】：ウクライナでは、戦争により大

量の瓦礫（破壊廃棄物）が発生している。東日

本大震災からの復旧・復興に向けた取組の経験

に基づき、ウクライナ「緊急復旧計画」（無償資

金協力）及びウクライナ「緊急復旧計画フェー

ズ2」（無償資金協力）により、瓦礫を迅速に処

理するため機材を調達するとともに、ウクライ

ナ「緊急復旧・復興プロジェクト」（技術協力プ

ロジェクト）により機材を活用して仮置き場を

設置し運用するための作業マニュアルの整備、

研修を行ってきている。現在、首都キーウ及び

前線に近い5地域で瓦礫処理が進められ、街の

復興に寄与している。さらに、ウクライナは

2023年にアスベストの使用が禁止されたばか

りで、まだ多くの住宅や建物にアスベスト材が

使用されている。瓦礫処理の作業にあたって

は、アスベスト対策として作業員の防護服や現

場で使用する散水機やアスベスト検出器等の

資機材もあわせて整備するなど、日本の環境省

や有識者より日本の震災廃棄物管理の知見を

得て活用した。これらの知見を基に、アスベス

トが混入した瓦礫の分別マニュアルを整備し、

国連開発計画（UNDP）と連携し研修やセミナー

を行うことで広く普及した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

環境管理分野においては、JCCIや ACCP、各国事業

を通じて、都市の脱炭素・循環型社会の構築を多様

な主体と連携して推進したほか、プラスチック条約
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交渉への貢献、海洋プラスチックの学術調査（タ

イ）、安全な瓦礫処理（ウクライナ）、使用済み自動

車のリサイクル支援（タイ）、遠隔による紛争地の都

市廃棄物管理支援（スーダン、南スーダン）など、

幅広い分野での取組を実施した。これらを通じて、

SDGsターゲット 11.6（都市の環境影響の軽減）、タ

ーゲット 12.5（廃棄物削減・再利用）、ターゲット

13.2（気候変動政策の統合）等に貢献し、SDGsゴー

ル 11、12、13、14の達成に寄与した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

第 5期中期目標期間においては、廃棄物管理及び

環境質それぞれのクラスター事業戦略に基づき、制

度・政策の整備や行政機関等の能力強化を進めた。

拡大生産者責任（EPR）の推進や自動車リサイクル、

プラスチック汚染対策など、近年重要性を増す循環

経済に関連した分野の制度整備や体制構築に取り

組んだが、現地の関係省庁の合意形成、民間セクタ

ーとの協調体制等に課題が見られ、日本の産官学の

知見を動員しつつ現地の状況に沿った制度構築を

目指す。また、中東やアフリカ地域を中心とした治

安悪化による日本人の現地渡航制限やウクライナ・

パレスチナ等紛争地域での支援の検討といった課

題があり、安全確保を第一にしつつ、遠隔や第三国

での事業実施や現地傭人の活用、本邦研修機会の活

用等により事業の促進に向けた対応を行った。引き

続き世界情勢の不透明化に伴う現地での事業実施

の制限に関する課題は続くと見込まれるところ、現

地渡航を代替する方策により事業の継続と開発効

果発現に向けた事業推進を行っていく。第 6期中期

目標期間に向けて、関係者の安全を確保しつつ、共

創や革新的なアプローチを強化し、DX活用を進め、

コベネフィット型気候変動対策、ジェンダー平等も

あわせて推進し、成果の拡大とサステナビリティの

相乗効果を目指していく。 

 

No.4 エ 水資源・水供給 

（1）業務実績 

人口増加、都市化、気候変動、感染症拡大等の影

響により水の需給はますます逼迫する中、2022年度

から 2025年度まで、全世界 39か国において、水資

源を適切に管理し、すべての人々が飲料水等として

持続的に利用できる社会の構築に向けた支援を実

施した。それらの支援に際しては、統合水資源管理

の実現及び水道事業体の持続的な成長を重視して

実施した。 
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それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ ウクライナにおいて破壊された水道施設

の迅速な修復に貢献【①③】：ウクライナ

「緊急復旧計画」（無償資金協力）、同「緊

急復旧計画（フェーズ2）」（無償資金協力）、

「緊急復旧・復興プロジェクト」（開発計画

調査型技術協力）等により、可搬式浄水装

置、発電機、給水車等、緊急に必要な機材

の調達や、復旧・復興に向けた計画策定等

の支援を実施。これらの資機材は被害の大

きい前線に近い都市に対して供与され、攻

撃によって破壊された水道施設の迅速な

修復に活用されている。また、「緊急復旧計

画（フェーズ4）」（無償資金協力、2025年4

月G/A締結）において、ヘルソン市、ドニプ

ロ市、ハリキウ市、ミコライウ市（4市）に

対し、井戸ポンプ、送配水ポンプ、送配水

用管材、車両等の機材を供与。各市は飲料

水供給の再開のため、供与された機材によ

り、大きく破壊された施設の改修を開始し

た。 

 

◎ パレスチナに対する緊急支援【①③④】：

2023年10月に始まったパレスチナとイス

ラエルの軍事衝突に伴い、西岸地区のジェ

ニン市においても水道施設が攻撃の被害

を受けていることから、同市上下水道部に

対して水道管網の修理に必要な資機材を

供与した。課題別研修の帰国研修員に対す

るフォローアップ協力として実施したも

のであり、修理技術の向上を図るための実

践的なワークショップも実施した。2024年

2月初旬時点で市内の水道管の8％にあた

る13kmが被害を受けていたが、供与された

資機材が復旧に活用された。同市はSNSに

おいて、困難を極めている状況下での日本

からの支援に対して、心からの感謝の意を

表明された。軍事衝突が継続する中、ジャ

ンズール井戸からの飲料水供給に必要な

機材（水中ポンプと送水ポンプ）を供与す

ることで緊急的なニーズを支援中。 

 

◎ 機構の支援を呼び水として多数の開発パート

ナーの資金を動員【②③④】：ルワンダ「キガリ
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市上水道改善整備マスタープランプロジェク

ト」（開発計画調査型技術協力）により、同国の

首都キガリの2050年を計画目標年次とした上

水道マスタープランを策定。同マスタープラン

で特定された優先プロジェクトである浄水場

建設に対し、ハンガリー政府が借款の供与を行

ったほか、送配水施設整備にサウジアラビア開

発基金が2023年10月に2,200万ドル、OPEC国際

開発基金が2023年11月に2,100万ドルの借款契

約をそれぞれ締結した。また、パキスタンでは、

「ファイサラバード市上下水道・排水マスター

プランプロジェクト」（開発計画調査型技術協

力）により、第三の都市ファイサラバード市を

対象にしたマスタープランを策定。ドイツ復興

金融公庫（KfW）が同マスタープランに基づく上

水道分野での支援を決定したほか、フランス開

発庁（AFD）が浄水場の建設に係る1億600万ユー

ロの支援を、デンマーク国際開発庁（DANIDA）

が下水処理場建設を、アジア開発銀行（ADB）が

下水処理場の建設支援を実施するなど、機構が

策定を支援したマスタープランを呼び水とし

て多数の開発資金の動員につながった。各パー

トナー機関からは、「機構支援のマスタープラ

ンにより情報量が豊富にあり、迅速に協力を決

定することができた」と評価されている。さら

に、ヨルダン南部のマアン県においても、機構

の技術協力プロジェクトや無償資金協力が呼

び水となり、欧州投資銀行（EIB）が100万ドル

の支援を決定し、管路更新やメータ設置の支援

を行うこととなった。 

 

◎ 長年作成に協力してきた水道法が公布

【②③④】：カンボジアにおいて、機構が起草に

協力した水道法が2023年3月に公布された。水

道に関する基本法の策定に協力した事例はこ

れが初である。機構は、カンボジア政府からの

強い要望に基づき、2014年から厚生労働省、日

本水道協会、北九州市上下水道局の支援を得

て、日本の水道法を紹介するセミナーの開催や

内容に係る助言等、法案作成に協力を続けてき

た。その結果、日本における水道事業の認可制

度を参考にしたライセンス制度に関する規定

や技術基準に関する規定、水道の拡張を資金面

から促進するための水道整備資金に関する規

定など、質と量の両面から水道整備を推進する

ために必要な条文が盛り込まれた。水道に関す
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る基本法の制定という行政の根幹部分に関し

て、カンボジア政府が機構に支援を依頼したの

は、長年の協力を通じて築いてきた信頼関係が

評価されたものであり、フン・セン首相（当時）

も閣僚評議会の場において、「カンボジアの発

展のために常に寄り添ってくれた日本政府と

人々に深く感謝する」と述べた。 

 

◎ 数多の困難を乗り越えて南スーダンの首都で

浄水施設が完工【③④】：治安悪化による国外

退避などの困難を乗り越え、南スーダンの首都

ジュバにて、「ジュバ市水供給改善計画」（無償

資金協力）が完成した。水道の供給能力が

7,200m3/日から17,200m3/日へと2.4倍になり、

完成以前の10倍以上となる推定約40万人が裨

益。「ジュバ市きれいな水供給プロジェクト」

（技術協力プロジェクト）を並行して実施する

ことにより、水道サービスの改善も図ってお

り、2023年3月に開かれた完工式典では、キール

大統領が「本事業は、人々の生活に真の効果の

ある偉大な開発協力であり、2022年のフリーダ

ムブリッジに続くすばらしい贈り物を届けて

くれた日本政府と国民に対し、改めて心より感

謝する」と述べ、本事業の意義を強調した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

水資源・水供給分野においては、統合水資源管理

の推進や、水供給施設の整備、給水サービスの改善

や水道事業体の経営の改善のための能力強化等を

通じて、主に SDGs ターゲット 6.1（安全な水の供

給）、ターゲット 6.2（衛生と手洗い）、ターゲット

6.4（水利用の効率化）、ターゲット 6.5（統合水資

源管理の推進）に貢献し、SDGsゴール 6「すべての

人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を

確保する」の達成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

第 5期中期目標期間においては、日本政府が 2022

年 4月に発表した「熊本水イニシアティブ」では「5

年間で約 5,000 億円の支援、2030 年の SDGs 目標達

成、2050年カーボン・ニュートラルの実現へ、世界

の水関連の取組を加速」、2022 年 8 月に開催された

TICAD8では「30都市で上下水道整備・管理能力強化

を支援」、2025年 8月に開催された TICAD9でも「水

道事業体関係者の共創・革新プラットフォームの下

で、3,000名の相互交流により水道サービスを改善」
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という日本の取組が発表され、これらの国際公約の

達成を目指し、JICAグローバル・アジェンダ（JGA）

に基づく協力を推進するとともに、他の開発パート

ナーとの連携、マスタープラン活用による事業のス

ケールアップを行ってきた。引き続き SDGsゴール 6

目標達成に向けた従来以上の取組が必要であるた

め、2026年度に向けてアジア、アフリカにおいて相

手国実施機関と相互の学び合いを促すプラットフ

ォームの活用による成果の定着を進めていくとと

もに、第 6 期中期目標期間に向けて PSE、他の開発

パートナーとの連携を通じた共創・革新を進め、プ

ラットフォームの枠組み拡大による更なるスケー

ルアップと成果の持続性向上を推進する。 

 

No.4 オ 防災・災害復興 

（1）業務実績 

気候変動の深刻化に加え、人口増加や無秩序な市

街地拡大等の影響による災害の激甚化・頻発化が進

む中、2022 年度から 2025 年度まで、アジア太平洋

や中南米地域のほか、大規模地震が発生したトルコ

において、仙台防災枠組を踏まえた「災害リスクの

より少ない社会」の実現に向けた支援、及び大規模

災害が発生した際の迅速な緊急支援及び復旧、「よ

り良い復興」（Build Back Better）の考え方を踏ま

えた国・社会全体の災害リスク削減を行うことによ

り、自然災害に強い国・社会の再構築の支援を実施

した。それらの支援に際しては、防災インフラ等の

構造物対策所管組織の能力強化を重視しつつ、土地

利用規制など防災ガバナンス強化も含めた包括的

な防災推進体制の拡充を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 日本の経験を基にトルコ南東部を震源とする

地震からの復興を支援【②③】：2023年2月に発

生したトルコ南東部を震源とする地震に対し、

既往の技術協力に復興支援の要素を組み入れ、

国際緊急援助から復旧・復興支援のシームレス

な協力を同年3月に迅速に開始。トルコ、カフラ

マンマラシュ自治体に対しては、復興計画の策

定支援を行い、その復興計画の内容がカフラマ

ンマラシュの自治体戦略計画に反映されたほ

か、トルコの既存建築物の耐震化促進のため、

日本で活用されている外付け工事による「居な

がら工法」での耐震改修設計をパイロット校舎

にて実施した。さらに、2025年1月は阪神・淡路
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大震災から30年目の節目であったことから、同

年2月に関西国際大学教授、機構職員等がトル

コを訪問し、日本の地震防災に関する経験を発

信したほか、本邦メディアをトルコに派遣した

結果、日本国内で機構によるトルコへの協力概

要が報道された。 

 

◎ 頻発化及び甚大化する自然災害の被害への迅

速な支援を展開【①③】：機構は、災害リスク軽

減・管理に係る政策アクションの実施を促進す

るとともに、災害発生後の復旧時に一時的に増

大する資金ニーズに備えることを目的とした

フィリピン「災害復旧スタンドバイ借款（フェ

ーズ3）」（円借款）のL/Aに2023年8月に調印した

ほか、2024年10月にはフィジー「災害復旧スタ

ンドバイ借款（フェーズ2）」（円借款）のL/Aに

調印。本事業は、災害リスクの高いフィジーに

おいて、事前防災投資・防災主流化に係る政策

アクションの実施を促進するとともに、災害発

生後の復旧時に一時的に増大する資金ニーズ

に備えることにより、災害発生後の迅速な復旧

を図り、もって当国の持続的な成長に寄与する

ものであり、仙台防災枠組にも貢献するもの。

また、2024年7月に「災害発生後の復興支援のた

めの迅速な調査業務（スタンドバイ契約）」につ

いてチーム派遣型で5社、単独型で7社56名と締

結。自然災害の発生時に備え、あらかじめ調査

団の派遣契約を締結しておくことで、発災後、

被災国において「より良い復興」（Built Buck 

Better）を実現し、災害に強い国・社会づくり

の支援を早期に開始するための準備を整えた。

2025年11月に発生したスリランカ豪雨・土砂災

害、タイ南部洪水災害においてスタンドバイ契

約に基づくコンサルタント調達を実施し、2026

年1月には現地調査を開始し、発災後速やかに

先方政府に対し災害発生要因の分析結果を報

告するとともに、日本政府との間で復旧・復興

支援策の具体的検討を開始した。 

 

◎ スリランカでの事前防災投資により被害の最

小化が見られた【③】：スリランカで2025年11月

に発生したサイクロン（Ditwah）による被害を

受け、機構は2026年1月からスタンドバイ業務と

しての調査団を現地に派遣した。スリランカに

対しては、他パートナー機関と異なり、機構は

平時から事前防災投資として必要な資金協力や
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技術協力を実施した結果、サイクロンによる被

害が一部防げた事例が確認された。例えば、「国

道土砂災害対策事業」（円借款）で落石防御ネッ

トを設置したところ、未整備箇所では道路の通

行止めが発生した一方、設置箇所で道路不通は

生じなかった。また、「スリランカにおける降雨

による高速長距離土砂流動災害の早期警戒技術

の開発」（技術協力）で得た観測結果に基づき、

被災地近傍では災害対策の迅速な見直しが行わ

れた。「土砂災害リスク軽減のための非構造物対

策能力強化プロジェクト」（技術協力）によりハ

ザード評価の方法を技術移転したところ、土砂

災害警戒区域（イエローゾーン）、土砂災害特別

警戒区域（レッドゾーン）の考え方を適用し、

一部エリアでは発災前に住民移転につなげた事

例があった。また、土壌雨量指数を用いた警報

の閾値を検討し、降雨時に独自に評価し、警報

発信閾値の検証を自主的に行うなど、災害発生

前に被害を小さくする体制構築につながった。 

 

◎ パキスタンの洪水に工学的な診断やリスク評

価を組み合わせ総合的に支援【③④】：パキスタ

ンで2022年6月から8月に発生した洪水では

1,700人超が死亡するなど被害が甚大であった

ことを受け、「洪水管理アドバイザー」（技術協

力）による支援に加えて、洪水直後の災害後の

ニーズ調査を実施。今後の災害リスク削減に資

する支援展開に焦点を当てた大きな方向性を

策定し、災害対応技術協力として初めて「2022

年洪水を踏まえた効果的な堤防管理のための

能力強化プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）を採択し、インダス川に設置されている堤

防の維持管理に関する体制・能力強化を支援し

た。また2024年12月には、インダス川上流にお

ける水文観測機器・データモニタリングシステ

ムの整備や流域の護岸施設の強度を向上する

「インダス川流域における洪水管理強化計画」

（無償資金協力）に係るG/Aを締結。さらに、サ

ッカル市及びムルタン市に対し無償資金協力

により気象レーダーを整備し、「気象予報能力

強化プロジェクト」（技術協力プロジェクト）に

よる能力強化を合わせて実施した。大河である

ために、堤防改良には時間を要するが、機構に

よるここまでの工学的な堤防診断、リスク評

価、設計の方法検討は他国で例がなく、本件プ

ロセスを通してパキスタン側の日本の防災技
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術に対する信頼は大きく高まった。 

 

◎ 日本の知見・経験を活用した耐震化工事を開発

途上国が独自予算で展開【③】：公共建物の耐震

化促進のため、補強診断・設計技術の人材育成

を、トルコ、モンゴル、エルサルバドルで実施。

いずれもプロジェクトによる支援の範囲は耐

震診断と耐震工事の設計支援までを行うもの

であったが、耐震工事の必要性・有用性を認識

した開発途上国政府により、補強診断・設計技

術を国内で承認。一部の学校や病院など公共性

の高い建物の耐震工事に必要な予算が確保さ

れ、トルコでは1校の学校で、モンゴルは1棟の

病院で、エルサルバドルは1つの学校で、2025年

内におおむねの完工にまで至った。モンゴル政

府は、さらに追加で3棟の政府建物の耐震補強

工事の予算を確保し2026年の工事を予定して

おり、トルコ政府は、日本発祥の耐震工法であ

る外付け耐震フレーム工法を、さらに他の学校

に独自に展開していく意向を示すなど、技術協

力による成果が広く活用されていくことが期

待される。 

 

◎ 2030年を目標とする仙台防災枠組の達成に向

けた貢献を発信【①④】：2030年を目標とする仙

台防災枠組の達成に向けてGlobal Platform 

DRR2025（GP2025）、「国連ハイレベル政治フォー

ラム日本政府主催防災セミナー」において、機

構は防災投資の有効性を発信した。特に、2011

年に大規模な地滑り被害を受けたブラジルに

対し、機構は過去15年にわたり、砂防技術の現

地基準化に協力してきた。その結果、ブラジル

国内で「SABO」という言葉が認知されるように

なっている。COP30におけるブラジル政府主催

の防災セミナーでは、ブラジル地域統合省の働

きかけにより、日本の防災の経験及び機構の防

災協力について発信の機会が提供された。これ

らは、日本の長年の防災協力に対する厚い信頼

醸成により実現できたものである。 

 

◎ 機構が支援したインフラの有効性が評価され、

事前防災投資としての効果を発揮【③④】：2025

年11月に発生した台風25号（Tino）は、フィリ

ピン中部を中心に広い地域で大洪水を引き起

こし、死者114人、行方不明者127人、被災者は

数十万人にのぼり、大規模な被害をもたらした
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が、この際、機構が過去に実施した無償資金協

力、有償資金協力による治水事業の効果が現地

メディア等で報道され、イロイロ市の市長を中

心に、現地で高く評価された。機構の事業の結

果、河川の水は著しく増加したものの、洪水被

害がほとんど発生しなかったなど、防災協力の

柱である事前防災投資の取組が効果を上げた

事例といえる。フィリピンのほか、スリランカ

における土砂災害、インドネシアにおける洪水

被害等、近年罹災した国でも土砂災害対策工や

排水路が機能を発揮した同様の事例が見られ、

事前防災投資の重要性とともに、日本の支援に

対する信頼につながった。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

防災分野は、SDGsの複数ターゲットに貢献する横

断的事項であり、仙台防災枠組の 4つの優先行動を

踏まえた協力を展開した。具体的には災害リスクの

理解を通した防災教育や防災訓練を通して災害の

負のスパイラルを予防することにより、SDGsゴール

1（貧困をなくそう）に貢献。また、災害に強いイン

フラの整備、災害リスクを削減するインフラの整備

を通して、SDGsターゲット 1.5（災害脆弱性の軽減）、

SDGsゴール 11（住み続けられるまちづくりを）に貢

献した。また、ゴール 13（気候変動に具体的な対策

を）について、気象観測能力の強化等に取り組み達

成に貢献した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

第 5期中期目標期間においては、治水インフラ整

備や土砂災害対策、建物リスク評価等の強化を目的

とした新規案件立ち上げのための調査を 10 件実施

した。引き続き速やかな案件実施につなげ災害リス

ク削減を目指す。また、東南アジア等で発生した災

害に対し、スリランカ及びタイにおいて緊急スタン

ドバイ調査を実施。災害発生メカニズムを踏まえた

「より良い復興」（Build Back Better）に基づく支

援を検討していく。2026年度に向けて引き続き防災

投資につながる事業を実施していくとともに、第 6

期中期目標期間に向けて技術協力と資金協力の連

携強化に取り組む。 

 

 

４．その他参考情報 
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特になし。 

 

 

  

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：3.（4） 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：2.（1）④ 年度計画 

1. (4) 地球規模課題への取組を通じた持続可能で強じんな国際社会の構築 

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.5 地域の重点取組 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）、G7広島サミット、日

ASEAN包括的連結性イニシアティブ、日本 ASEAN友好協力に関する共同ビジ

ョン・ステートメント、日ウクライナ経済復興推進会議、第 2回グローバル

難民フォーラム、TICAD7横浜宣言 2019、TICAD8チュニス宣言、PALM9、

PALM10の公約、日本・ブラジル・グリーンパートナーシップイニシアティ

ブ（日伯 GPI）、「中央アジア＋日本」対話・首脳会合共同宣言（東京宣言）

TICAD9横浜宣言 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度

* 

【重要度：高】 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

* 重要度の設定理由は項目 No.1から No.5で同様のため、他項目では理由の記載を省略する。 

 

２． 主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（予算額/支出額（百万円））** 

指標等 達成目標 基準値 

 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度   2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標 5-2】JICA国別分析

ペーパー及び事業計画作業

用ペーパーの新規策定・改

定数 

700件 140件 151件 145件 149件 143件 （134件） 

 東南アジア・大洋州 

37,586/ 

26,412 

27,148/ 

27,351 

26,550/ 

27,044 

23,078/ 

17,151 
 

         東・中央アジア、コー

カサス 

6,059/ 

5,552 

5,636/ 

5,909 

4,443/ 

6,459 

4,444/ 

3,749 
 

         南アジア 18,247/ 

12,112 

13,093/ 

14,294 

12,324/ 

15,434 

12,410/ 

8,930 
 

         中南米・カリブ 10,359/ 

8,214 

8,108/ 

8,626 

7,699/ 

8,391 

8,091/ 

6,037 
 

         アフリカ 52,470/ 

33,342 

35,738/ 

39,790 

37,169/ 

39,637 

33,848/ 

26,745 
 

         中東・欧州 18,330/ 

9,435 

22,782/ 

13,894 

13,062/ 

18,896 

8,022/ 

4,893 
 

          全世界・その他 10,513/ 

7,503 

8,570/ 

7,957 

7,312/ 

7,584 

4,054/ 

4,893 
 

*項目 No.1～No.4 に区分されない一部の支出額が項目 No.5に含まれることから、No.1～4の支出額合計と No.5の支出額合計は合致しない。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.①参照） 

 

＜その他の指標＞ 

【指標 5-1】地域の特性、地政学的な位置づ

け、及び我が国の地域別公約・政策等を踏

まえた開発協力の促進状況 

＜主要な業務実績＞ 

No.5 ア 東南アジア・大洋州地域 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、東南アジア地域に対

し、インド太平洋に関するASEANアウトルック

（AOIP）の重点分野への協力を念頭に、ハード・ソ

フト両面でのASEAN連結性の強化、域内及び各国内

の格差是正、海洋協力、経済・社会強じん化を中心

に、ASEAN全体としての包括的かつ持続的な発展に

向けた支援を実施した。また、大洋州地域に対して

は、小島嶼国ならではの脆弱性を踏まえ、保健医療・

経済回復支援、海洋協力、気候変動対策、防災、強

じんかつ持続可能な成長基盤の強化等、開発ニーズ

に即した支援を実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 様々な円借款・技術協力によりFOIPが掲げる

連結性の強化に大きく貢献【①③】： 

機構は、以下の代表されるような様々な案件を

通じ、FOIPが掲げる連結性の強化に貢献した。 

 インドネシア・ジャカルタ首都圏の新規国際

港となるパティンバン港の建設を支援する

「パティンバン港開発事業（第二期）」を実施

したほか、「同（第三期）」（いずれも円借款）

のL/Aに調印。併せて「パティンバン港運営管

理能力強化プロジェクト」（技術協力）による

運営能力強化支援を通じ、本邦企業が運営す

る同港の円滑な運営を実施した。 

 ジャカルタ首都圏の交通円滑化に向け、同国

初の地下鉄を延伸する「MRT南北線フェーズ2

（第二期）」（円借款）を実施しているほか、

＜評定と根拠＞  

評定：A 

根拠：評価指標の目標水準を上回る成果を上げてい

ることに加え、以下4．業務実績のとおり、「独立行

政 法人の評価に関する指針」（平成26年9月2日総務

大臣決定）及び「外務省所管独立行政法人の業務実績

の基準について」（平成27年3月外務省）に掲げられ

た質的に顕著な実績が多数あることから、当該中期

目標期間における中期目標の所期の目標を上回る成

果が得られていると認められるため。 

【定量的指標（政策への貢献については下線付記）】 

定量的指標のうち、「アフリカにおける育成人材

数」（TICAD VIの達成目標のうち機構貢献分）は目

標水準を大幅に上回り達成している。また、「アジ

アにおいて育成する産業人材数」（2015年日・ASEAN

首脳会議における日本の公約「アジア産業人材育成

協力イニシアティブ」に示されている達成目標のう

ち機構貢献分）も目標水準を大幅に上回り達成して

いる。 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標5-2】「JICA国別分析ペーパー及び事業計画作業用ペーパーの新規策定・改定

数」は、中期目標期間を通じて588件となった。各国・地域を取り巻く情勢が大きく

変化する中においても、国別分析及び事業計画の策定・改定を継続的に実施し、そ

れらを踏まえた案件形成及び事業実施を通じて、我が国の重要政策や国際公約の実

現に資する戦略的な協力を推進している。 

 

（定性的実績）（【指標5-1】我が国関連政策及び地域別公約等への貢献を含む、各

国・地域固有の開発課題解決に向けた、国別開発協力方針に沿った案件形成・実施

状況） 

 複数地域に亘る取組として、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）、TICAD、第10

回太平洋・島サミット（PALM10）、「中央アジア＋日本」対話・首脳会合等の我が国

の重要政策及び国際公約の実現に向け、各地域の課題やニーズを踏まえた戦略的な

協力を推進した。特に、ASEAN連結性強化に資するインフラ整備、東ティモールの

ASEAN加盟支援、中央アジア地域との連結性強化及びアフリカにおけるTICAD9関連施

策の推進等を通じ、我が国外交政策の実現に大きく寄与したことは高く評価され

る。  

 また、ロシアによる侵略を受けたウクライナに対し、財政支援、復旧・復興支援

を迅速かつ包括的に実施したほか、ガザ地区やアフガニスタン等における人道支援

にも継続的に取り組み、人間の安全保障の推進及び地域の平和と安定に大きく貢献

した。こうした取組は、国際社会の平和と安定に向けた我が国の外交政策の実現に

大きく寄与したものとして評価される。 

 さらに、JICAチェアや人材育成奨学計画（JDS）等を通じて知日派・親日派人材の

育成を推進した。JDS修了生が各国政府の要職に就任するなど協力の成果も発現して

おり、我が国との中長期的な信頼関係の強化に寄与した。 

 

１ 東南アジア・大洋州地域 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められ

た。 

・自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の実現に向け、インドネシアのパティンバ

ン港やジャカルタ都市高速鉄道（MRT）、カンボジアのシハヌークビル港及び国道5

号線等の質の高いインフラ整備を推進し、ASEAN域内及び域外国との連結性強化に

大きく貢献したことは高く評価される。 

・日本ASEAN友好協力50周年特別首脳会議の公約実現に向け、人材育成やデジタ

ル、グリーン分野等で協力を推進するとともに、「JICA-ASEAN知の共創・連結性イ

ニシアティブ」等を通じて、日本とASEANとの関係強化に寄与したことは意義深

い。 

・東ティモールに対して、ASEAN加盟に必要な制度整備や人材育成支援を継続的に

実施し、同国のASEAN加盟実現に貢献したことは、長年にわたる我が国の協力成果
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都市高速鉄道（MRT：Mass Rapid Transit）の

運行体制強化に向けた技術支援やMRT沿線も含

む公共交通中心の都市開発（TOD：Transit 

Oriented Development）を推進する技術協力

プロジェクトも実施。インドネシア側の発注

にて、本邦企業も参画する形でのTOD基本設計

開始につながった。 

 カンボジアでは、物流拠点であり、海の連結

性向上の要であるシハヌークビル港におい

て、急増する貨物需要に対応するため、2022

年8月に新コンテナターミナルの拡張を支援す

る「シハヌークビル港新コンテナターミナル

拡張事業（第一期）」（円借款）のL/Aに調印。

「シハヌークビル港新コンテナターミナル整

備事業」（円借款）と同時に実施中。コンテナ

取扱量は年間約10％で増加し、2024年に100万

TEUを達成した。カンボジアの国際物流の主要

拠点としての役割が一層高まっている。 

 また、2023年11月にはフン・マネット首相出

席の下「国道5号線改修事業」（円借款）の完

工式を実施したほか、2023年6月には地域交通

ネットワークの強化を行うカンボジア「地方

道路連結性向上事業」（円借款）のL/Aに調

印。これらの案件で支援する国道5号線は、ベ

トナムとタイをつなぐメコン地域の南部経済

回廊の一部であり、機構は総延長366kmとなる

協力区間の道路改修・拡幅、バイパス整備等

を複数の円借款で支援している。 

 2024年10月にラオス「ビエンチャン国際空港

整備計画」（無償資金協力）のG/Aを締結。本

案件は、旅客数の増加が続くビエンチャン国

際空港において早期に対応が必要となる旅客

ターミナルビルの拡張と誘導路及びエプロン

の舗装改修等を行うものであり、本空港の利

便性と安全性の向上を図り、ラオスの海外と

の連結性強化に貢献することが期待される。

が結実した象徴的な成果として高く評価される。 

・大洋州地域では、第10回太平洋・島サミット（PALM10）の公約達成に向け、人的

交流・人材育成等の取組を推進し、太平洋島嶼国との関係強化に大きく貢献した。 

 

２ 東・中央アジア及びコーカサス地域 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められ

た。 

・初となる「中央アジア＋日本」対話・首脳会合に向け、多数の協力案件を形成す

るとともに、我が国が重視するグリーン・強靱化、コネクティビティ及び人づくり

分野における協力を推進し、日本と中央アジア諸国との関係強化に大きく貢献した

ことは高く評価される。 

・モンゴルにおける「平和と繁栄のための特別な戦略的パートナーシップ」への貢

献や、JICAチェアを通じた政策決定層との関係強化を通じて、我が国との中長期的

な信頼関係の強化に寄与したことは高く評価される。 

・オファー型協力によるカスピ海ルートの円滑化支援や、エネルギー・トランジシ

ョン支援等を通じ、地域の連結性向上及び持続可能な経済発展に貢献したことは意

義深い。 

・人材育成奨学計画（JDS）等を通じて知日派・親日派人材の育成を推進し、修了

生が閣僚級ポストを含む各国政府の要職で活躍するなど、協力の成果が着実に発現

していることは高く評価される。 

 

３ 南アジア地域 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められ

た。 

・インドでは、「日印特別戦略的グローバル・パートナーシップ」の下、高速鉄道

建設及び関連する人材育成支援を着実に推進した。これらの取組は、同国の持続的

発展に貢献するとともに、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の実現や日印関係

の更なる強化に大きく寄与したことは高く評価される。 

・バングラデシュでは、同国初の都市高速鉄道やジャムナ鉄道専用橋の整備、経済

特区開発支援等を通じて、経済成長及び地域の連結性向上に大きく貢献した。ま

た、日本企業の進出促進やサプライチェーン強靱化にも資する取組として高く評価

される。 

・スリランカでは、深刻な金融・経済危機に際し、公的債権国会合等を通じた債務

再編を支援し、同国の経済再建及び持続的成長に向けた基盤整備に貢献したことは

高く評価される。 

・アフガニスタンに対しては、国際機関等と連携しながら人道支援や基礎的社会サ

ービスの維持に向けた支援を継続し、人間の安全保障の理念に基づく我が国外交の

推進に貢献したことは評価に値する。 

 

４ 中南米・カリブ地域 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められ

た。 

・「日・中南米連結性強化構想」の推進を通じて、交通インフラ整備やJICAチェア

の展開を進め、同地域との連結性強化及び知的交流の促進に貢献したことは高く評

価される。 

・米州開発銀行（IDB）との連携による信託基金(TADAC)への出資をはじめ、海外投
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また、本邦企業が参画する運営会社L-JATSが

同空港の国際線の運営を受注しており、同企

業による効率的な運営にも貢献する。 

 

◎ 国を挙げて取り組むインドネシア及びフィリ

ピンのエネルギー・トランジションを推進

【①②③】：2023年時点で世界6位の温室効果

ガス排出国であるインドネシアは、2060年ま

でにカーボン・ニュートラルを達成すること

を目標としており、機構は日本政府が推進す

るアジア・ゼロエミッション共同体（AZEC：

Asia Zero Emission Community）や公正なエ

ネルギー移行パートナーシップ（JETP）にも

貢献する形で協力を推進。「プサンガン水力発

電所建設事業」（円借款）及び「同（第二

期）」（円借款）を通じた水力発電所の建設支

援、インドネシア国営電力会社向けの脱炭素

マスタープランの策定支援、西ジャワ州レゴ

ックナンカ廃棄物発電事業の組成支援等を実

施。2024年5月以降、数回にわたりジャカルタ

にて、「水素・アンモニア日尼連携促進フォー

ラム」を両国政府関係者、民間企業を招いて

開催し、その場で機構、エネルギー鉱物資源

省、国立研究革新庁及びインドネシア燃料電

池水素エネルギー協会との間で、次世代のエ

ネルギーである水素・アンモニアの普及に向

けた連携協力覚書（MOC：Memorandum of 

Cooperation）に調印した。「フルライス地熱

発電所建設事業」（円借款）のL/A調印も実施

した。フィリピンでは、2025年3月に「気候変

動対策プログラム・サブプログラム2」（円借

款）のL/Aに調印。本事業は、同国の政策・制

度面、適応策、緩和策を対象とする3つの改革

分野を軸に、主要分野の温室効果ガスを37%削

融資を活用した民間資金動員を推進し、中南米・カリブ地域の持続可能な社会経済

発展に貢献したことは評価される。 

・日本警察の知見を活用した地域警察活動支援をブラジル、中米及びカリブ諸国に

展開し、殺人率の低下及び市民の安全向上に貢献したことは、我が国の強みを活か

した、ドナーベースの拡大にも資する三角協力として高く評価される。 

・ブラジルにおいては、日伯グリーン・パートナーシップ・イニシアティブ

（GPI）の推進を通じて、気候変動対策や森林保全等の分野で協力を具体化し、国

際的な気候変動対策の推進にも貢献したことは高く評価される。 

 

５ アフリカ地域 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められ

た。 

・TICAD9の開催に向けた準備及び関連施策を推進し、我が国とアフリカ諸国との関

係強化に大きく貢献した。また、TICAD開始30年の節目に当たり、これまでの協力成

果を体系的に整理・発信し、今後の日アフリカ協力の方向性を示したことは極めて

意義深い。 

・ABEイニシアティブをはじめとする人材育成事業を継続的に実施し、アフリカ各国

の産業発展を担う人材や知日派・親日派人材の育成を推進したことは高く評価され

る。 

・国際経済回廊開発や地域連結性向上に向けた支援を推進し、域内貿易の活性化や

地域統合の促進に貢献したことは、我が国が推進する質の高いインフラ整備の実践

例として評価できる。 

・感染症対策や保健システム強化に係る域内協力を推進し、新たな感染症も見据え

た広域的な保健協力体制の構築に貢献したことは高く評価される。 

 

６ 中東・欧州地域 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められ

た。 

・ウクライナに対し、財政支援、復旧・復興支援を迅速かつ包括的に実施し、我が

国の対ウクライナ支援政策の実現に大きく貢献したことは特筆に値する。また、日

本の知見や技術を活用した復旧・復興支援を通じて、同国の持続的な発展に向けた

基盤整備にも貢献した。 

・ガザ地区及び周辺国への人道支援並びにシリア難民及び受入国支援を継続的に実

施し、人道危機への対応と地域の安定化に貢献した。こうした取組は、人間の安全

保障を重視する我が国外交を具体的に体現するものとして高く評価される。 

・トルコ地震被災地に対する緊急支援及び復旧・復興支援を実施し、我が国の防災

分野の知見を活用した協力を推進したことは評価される。また、中東地域におい

て、エネルギー、水資源、ガバナンス等の分野で協力を継続し、地域の安定と持続

的発展に向けて重要な役割を果たした。 

 

（結論） 

 以上により、各国・地域を取り巻く情勢が大きく変化する中においても、国別分

析及び事業計画の策定・改定を継続的に実施し、それらを踏まえた戦略的な案件形

成及び事業実施を推進した。 

また、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）、TICAD、第10回太平洋・島サミット

（PALM10）、「中央アジア＋日本」対話・首脳会合等の我が国の重要政策及び国際公
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減するための包括的計画（NDC8実施計画）の

推進を通じて、気候変動対策の実現に貢献す

る。 

 

◎ 日本ASEAN友好協力50周年特別首脳会議の公

約に貢献【①②③】：2023年12月に日本ASEAN

友好協力50周年特別首脳会議が東京で開催さ

れ、成果文書として「信頼のパートナー」を

副題とする共同ビジョン・ステートメントが

採用された。同文書は三つの柱で構成されて

おり、そのうちの一つ「世代を超えた心と心

のパートナー」においては、3年間で5,000名

の人材育成を行う「JICA-ASEAN知の共創・連

結性イニシアティブ」が取り上げられた。ま

た、続く柱の一つである「未来の経済・社会

を共創するパートナー」においては、機構の

連結性強化の取組、AZECに資する気候変動対

策支援、オファー型協力や民間資金動員促進

型無償資金協力の導入、海外投融資の一層の

活用、中小零細企業・スタートアップ支援

等、民間投資を促進する一連の取組が同文書

に大きく貢献するものとして位置づけられ

た。最後の柱である「平和と安定のためのパ

ートナー」においては、機構のサイバーセキ

ュリティ人材育成等が、法の支配に基づく自

由で開かれた国際秩序の維持・強化に貢献す

るものとして位置づけられている。 

 

◎  第10回太平洋・島サミット（PALM10）におけ

る日本政府の公約に貢献【①③】：2021年7月

に実施された第9回太平洋・島サミット

（PALM9）の公約である「3年間で日本全体で

5,500名以上の人材育成・交流」の実施に関

し、機構は約半分を占める総計2,665名の人材

約への貢献、ウクライナ支援や人道支援の実施、知日派・親日派人材の育成等を通

じて、各地域の開発課題の解決及び我が国外交政策の推進に資する特筆すべき成果

が認められた。 

これらの成果は、各国・地域との信頼関係の強化及び国際社会の平和と安定にも大

きく貢献するものであり、中期目標における所期の目標を上回る成果が得られてい

ると認め、「A」評価とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 地政学的環境や開発課題が大きく変化する中、各国・地域の実情を踏まえた戦略

的な案件形成及び事業実施を一層推進することが期待される。特に、自由で開かれ

たインド太平洋（FOIP）の実現、グローバルサウスとの関係強化、人間の安全保障

の推進等に向け、開発協力を通じた我が国外交への貢献を更に強化することが望ま

れる。 

また、知日派・親日派人材の育成及び人的ネットワークの強化を継続するととも

に、各地域における協力成果の更なる展開を通じて、我が国と各国・地域との中長

期的な信頼関係の強化に引き続き取り組むことを期待する。 

 

＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

アフリカ・インパクト投資イニシアティブや IDB Invest への出資など、海外投融

資を活用した取組が着実に拡大していることは評価できる。 

一方で、民間資金動員の観点からは、経済特区開発や都市交通インフラなど、日本

企業が関与する個別投資案件において、JICA がリスクシェアや政策対話を通じたパ

ートナーとして関与する機能を更に強化する余地がある。今後は民間企業との人材交

流や金融人材の育成なども含め、新たな開発ファイナンス機関としての能力強化にも

期待したい。 

 

 

 

8 国が決定する貢献。パリ協定に基づきすべての締約国に対して提出が求められる温室効果ガス削減目標。 
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育成及び人材交流を実施。また、2024年7月に

行われたPALM10でコミットされた6,500名以上

の人的交流・人材育成についても機構は研修

員受入や専門家派遣等を通じて一定数の貢献

を果たした。さらに、PALM10「共同行動計

画」策定に際し、関係省庁による協力の多く

で機構の協力実績が下支えとなるなど、オー

ルジャパンによる協力に大きく貢献した。 

 

◎ 東ティモールのASEAN加盟を促進【①③➃】：

2023年12月に行われた日・東ティモール首脳

会談及び「日本国と東ティモール民主共和国

による共同プレスステートメント」におい

て、日本が東ティモールのASEAN加盟を支援す

る旨が掲げられており、機構は加盟のための

支援を展開。「ASEAN加盟に向けた調整及びモ

ニタリング能力強化プロジェクト」（技術協力

プロジェクト）を通じ、ASEAN加盟に必要な92

のASEAN関連条約の批准に向けた支援や東ティ

モールの公務員の能力強化、ASEAN加盟に向け

た東ティモールの取組状況のモニタリング、

ASEAN加盟を支援する他援助機関・関連省庁と

の連携・調整支援等を実施。また、21世紀の

ための日本・シンガポール・パートナーシッ

プ・プログラム （JSPP21）を通じて、東ティ

モールのASEAN加盟後に必要となる知見を共有

するため「国際貿易法」コースを東ティモー

ルにおいて実施した。2025年10月に東ティモ

ールはASEANへの加盟を実現した際には、機構

の支援等の日本の後押しがあった旨も報道で

言及された。 

 

◎ 新開発協力大綱に基づく「オファー型協力」

の第1号案件を実施【①②】：機構は、カンボ

ジアの包括的なデジタル環境アセスメントを

実施し、日本による協力可能性領域を整理し
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たほか、国内向けの説明会を外務省とともに

実施。カンボジア側に提供可能な協力領域を

包括的に説明した。その結果、Digital 

Government Committeeとの協業、4Gカバレッ

ジ強化、教官育成事業へのデジタル活用につ

いては具体的協力まで発展。さらに機構は、

サイバーセキュリティ分野の人材育成事業の

実施に加え、カンボジア側関係者や本邦企業

へのコ ンサルテーション等でも貢献した。

また、日本政府が発表した「日ASEAN・AI共

創イニシアティブ」も踏まえ、本オファー型

協力にAI要素を加えるための分析調査を実施

し、AIを通じた共創も推進した。 

 

◎ インドネシアの新政権の政策に対応した支援

【①③】：2024年10月に発足したプラボウォ

新政権は、8つのミッションと8つの最優先協

力プログラムの推進を発表。同年12月には、

日本インドネシア協会が主催し、主に民間企

業で構成されるインドネシア訪問団に機構理

事長が参加。プラボウォ大統領とも面談し、

機構の協力の方向性を協議した。また、2025

年1月に行われた両国首脳会談では、石破総理

（当時）から、機構が実施する水産、人材育

成、港湾整備、防災の円借款4案件の供与とと

もに、最優先協力プログラムの一つである学

校給食分野において、機構が実施予定の案件

が言及される形で支援が表明されるなど、新

政権成立直後の二国間関係の構築に資する案

件の形成に貢献した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

東南アジア地域では、日ASEAN包括的連結性イニ

シアティブ、日本ASEAN友好協力に関する共同ビジ

ョン・ステートメント及びその実施計画を踏まえ、

幅広い分野において信頼関係の構築と共創・革新、
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その先の還流の推進を意識した協力を強化すると

ともに、対外発信にも積極的に取り組む。また、急

速に変化する同地域の新たな開発ニーズに的確か

つ柔軟に対応するため、民間企業をはじめとする

様々なアクターとの連携を一層強化する。なお、世

界銀行の「東アジア・太平洋地域半期経済報告」

（2025年10月）は地域の成長に影響を与え得る要因

として、貿易制限の強化、世界的な不安定性の高ま

り、世界経済の成長減速等を挙げており、こうした

開発課題への支援を含めた協力を引き続き実施し

ていく。 

太平洋島嶼国は、狭小性、隔絶性、遠隔性といっ

た、島嶼国特有の課題・脆弱性を抱え、広大な排他

的経済水域（EEZ）の管理・モニタリング、水産資

源管理、気候変動による海面上昇や自然災害に強い

インフラの整備、保健医療体制の強化、強じんで安

定的な成長に必要な財政基盤の強化や産業の多角

化などへの対応が喫緊の課題となっている。特に、

海上・航空輸送に依存する経済構造から世界の資源

価格高騰や物価上昇の影響は大きく、また豪州や米

国等への人材流出も加速化しており、太平洋島嶼国

における開発の大きな障壁となっている。こうした

中、2024年7月のPALM10の結果を踏まえ、法の支配

に基づく自由で開かれた国際秩序の実現に向け、

「2050年戦略」との整合性を保つ形で二国間及び太

平洋地域機構評議会（CROP）関連機関を通じた地域

枠組みに基づく協力に取り組んでいく。また、地域

が抱える多様かつ複雑な開発課題に対応するため、

民間企業を含む他の開発パートナーとの連携を一

層強化する。 

 

No.5 イ 東・中央アジア及びコーカサス地域 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、地域共通及び各国の

重点課題の解決に向け、格差是正と域内外の連結性
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の強化を中心に、ガバナンス強化及び市場経済化に

資する支援を実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 初の「中央アジア＋日本」対話・首脳会合へ

の貢献【①②④】：第1回「中央アジア＋日

本」対話・首脳会合に向けて、日本政府が提

案する重点協力分野（グリーン・強じん化、

コネクティビティ、人づくり）に即して、計

27件の案件を形成した。当初開催予定の2024

年8月時点では、円借款 L/A1件、無償資金協

力 G/A5件、技術協力プロジェクトR/D8件の署

名を準備した（会議日程変更に伴い、首脳会

合とは別にいずれも署名）。また2025年12月の

首脳会合開催に合わせて、円借款L/A1件、海

外投融資L/A1件、無償資金協力11件のG/A署名

に至った。首脳会合の共同宣言や二国間首脳

会議の共同声明には、これらの形成案件を含

め機構事業計81件が言及された。また、首脳

会合時に行われた「中央アジア＋日本」ビジ

ネスフォーラムでは、ウズベキスタン投資産

業貿易省・JETROとのウズベキスタン国産業開

発に係る調査に関する協力覚書をはじめ、機

構事業及び機構が促進した企業等の協力に関

する覚書の署名（計21件）が披露され、同会

合が重視するビジネス関係強化の促進に貢献

した。これらを通じて、「中央アジア＋日本」

対話・首脳会合の成功、日本と各国との信頼

関係の醸成に開発協力の観点から貢献した。 

 

◎ 日本・モンゴルの「平和と繁栄のための特別

な戦略的パートナーシップ」への貢献

【①②④】：機構は、2022年11月の日モンゴ

ル首脳会談で合意された「平和と繁栄のため

の特別な戦略的パートナーシップのための行
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動計画（2022年～2031年）」の協力分野「経

済・経済協力」及び「人的・国民交流及び人

材育成」に対し、開発協力を通じ貢献した。

主な成果として、チンギス・ハーン国際空港

拡張に向けた調査の実施、同空港の周辺開発

に必要な法制度整備のための技術協力の開

始、産業多角化のための農牧業バリューチェ

ーンマスタープラン策定、「人材育成奨学計

画」（無償資金協力）による行政官育成

（2022-2025年度の留学実績計63名）、「モンゴ

ル工学系高等教育支援事業」（円借款）を通じ

た工学系技術者育成（2025年5月時点の留学実

績610名）が挙げられる。2025年7月の天皇皇

后両陛下モンゴルご訪問の際、機構事業サイ

ト8か所を訪問・視察され、日本・モンゴルの

複数のメディアにより日本のODAの実績・成果

に言及する記事が掲載された。また、2022年

11月、モンゴル政府から外国人に授与される

最高位の勲章「北極星勲章」を機構理事長が

受章した。フレルスフ・モンゴル国大統領

は、来日時の授与式において「日本はモンゴ

ルにとって『第三の隣国』として最も信頼で

きるパートナーであり、JICAの協力はモンゴ

ル国民一人ひとりに届いている、両国の関係

発展にJICAが果たしてきた役割は非常に大き

い」との祝辞を述べた。また、同大統領来日

時には、1994 年の機構の青年研修事業でホー

ムステイした青森の家族との交流の様子が、

「NHK」を含む複数のマスコミで報道された。 

 

◎ JICAチェアを通じたモンゴルの政策決定者へ

の日本のガバナンス経験の共有【①③④】：機

構は、モンゴルの国会議員等向け勉強会を

2022年から2025年までに計8回実施し、国会議

員、政府幹部、研究者等累計325名の参加を得

た。特に、2023年5月に実施した機構国際協力
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専門員の講義「日本の産業発展と日本的経

営」は、産業多角化のための法制度の審議期

間中に行われ、「Develop like Japan」イニシ

アティブを掲げるザンダンシャタル国会議長

（当時。現首相）も参加するなど高い関心を

集めた。また、モンゴル国立大学との対話の

結果、JICAチェア講座が同大学の単位認定講

座として開設された。JICA緒方貞子平和開発

研究所長による人間の安全保障の講義（2025

年11月）をはじめ、2023年から2025年までに

日本人講師の特別講義を計8回実施し、数百名

の学生及び研究者の参加を得た。 

 

◎ ウズベキスタンにおけるジェンダー主流化の

促進【②③】：機構は、ウズベキスタンにおい

て「若年層・女性経営者金融包摂支援事業」

（海外投融資）を形成し、2025年12月にL/Aを

調印した。機構融資額の50％以上は女性経営

者・若年層が経営する中小零細企業に充てる

計画であり、金融アクセス改善を通じた女性

の経済的エンパワメントに貢献することが期

待されている。また、ウズベキスタンの研

修・留学生事業における女性の割合は2023年

度19％、2024年度28％と、組織の目標値（本

中期計画期間末時点40％）を下回ったため、

割合向上に向けて、機構ウズベキスタン事務

所より各コースの応募勧奨時に地道に働きか

けるとともに、2025年1月に田中理事長がウズ

ベキスタンにてミルジヨーエフ大統領と面談

した際も直接改善を要請した。この結果、同

大統領による指示もあり、2025年度の短期研

修の女性研修員割合は、47.1％に上昇した。 

 

◎ ウズベキスタンの市場経済化に向けた改革の

促進【③】：機構は、ウズベキスタンにおい

て市場経済化を促進するための財政支援とし
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て、2024年2月に「持続可能な経済社会開発支

援プログラム・ローン」、2024年8月に「包摂

的かつ強じんな社会経済開発プログラム・ロ

ーン」（いずれも円借款）のL/Aにそれぞれ調

印した。これにより、世界的な金融・経済危

機の影響を受けたウズベキスタンにおいて、

民間セクター成長のための制度構築・環境整

備強化、国有企業の管理強化、市場の形成な

どに向けた改革の継続を財政面から後押しし

た。具体的には、民営化法制定による手続き

の透明性強化や、通信事業者の民営化、化学

産業の競争環境強化、農業市場の自由化等に

よる投資促進効果が期待される。また、財政

支援に並行して、司法分野からも市場経済化

を支えるため、「自由市場経済システムにおけ

る権利の保護を強化するための司法能力強

化」（国別研修）を実施し、私人の権利保護や

私人間紛争解決等に関する司法関係者の理解

を促進している。 

 

◎ 一村一品イニシアティブの中央アジア地域展

開と地場産業振興、女性の経済的エンパワメ

ントへの貢献【②③④】：機構は、技術協力

を通じ、キルギスで開始した一村一品

（OVOP）の取組を、キルギス全土、さらに周

辺国に展開している。キルギスでは、人口の6

割が農村部に暮らしているが、農業生産だけ

では収入が不十分なため都市部や海外へ出稼

ぎに出る男性が多く、残された女性も農業以

外に就業機会が乏しい。本事業では、現地の

NPO法人「OVOP＋1」をパートナーとし、地域

にある原料を活用して310種類以上の商品を開

発し、海外を含めた販路を開拓した結果、地

方部の住民を中心に3,000人以上が製品生産に

従事するまでに至った。こうした成果がキル

ギス政府に認められ、2022年11月に国家プロ
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ジェクトとして認定された。さらに2025年11

月にジョージア、2026年1月にタジキスタンで

OVOPショップが開店し、ウズベキスタンでも

2026年内のOVOP協力開始が予定されるなど、

OVOPの取組が周辺国にも広がっている。2025

年12月の「中央アジア＋日本」対話・首脳会

合共同宣言では、一村一品運動が女性のエン

パワメント及び女性・平和・安全保障（WPS）

にも寄与する活動として明記され、日本と中

央アジアの協力を象徴する存在となってい

る。 

 

◎ 中小零細企業の金融アクセス改善【②③】：

機構は、当地域の持続的・包摂的成長にとっ

て不可欠な中小零細企業の振興のため、海外

投融資を通じて、中小零細企業の金融アクセ

ス向上に貢献している。本中期計画期間中

に、海外投融資計4件（2023年10月ウズベキス

タン「中小零細事業者支援事業」、2024年2月

カザフスタン「中小零細事業者支援事業」、

2024年12月アルメニア「農業セクター・中小

零細事業者支援事業」、2025年12月ウズベキス

タン「若年層・女性経営者金融包摂支援事

業」）のL/Aの調印に至った。 

 

◎ 農牧業振興のためのマスタープランから実施

まで一貫した支援【③】：機構は、2024年1月

のモンゴル農牧業分野バリューチェーンマス

タープラン策定、2025年3月のキルギス野菜分

野バリューチェーンマスタープラン策定等の

上流段階の支援とともに、2026年2月開始のモ

ンゴルの農牧業ツーステップローン協力準備

調査、2026年2月G/A締結の「農産物バリュー

チェーン構築計画（WFP連携）」（無償資金協

力）等の実施段階の支援にも取り組んでい

る。また、ウズベキスタンでは、2022年8月に
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「園芸作物バリューチェーン強化事業（フェ

ーズ2）」（円借款）のL/Aに、2025年12月には

「中央アジア＋日本」対話・首脳会合に合わ

せ「畜産振興・家畜衛生強化事業」（円借款）

のL/Aに、それぞれ調印し、農家や企業の金融

アクセス改善に取り組んでいる。 

 

◎ ICT産業振興のための環境整備支援【③⑤】：

モンゴルでは、2023年3月にICT・デジタル産

業振興のための情報収集・確認調査を開始

し、その結果を踏まえて、2026年1月にICT産

業発展に向けた政策・制度環境改善、及びエ

コシステム発展を目指す技術協力に着手し

た。また、機構モンゴル事務所が2022年以来

毎年ウランバートル市等と共催している「日

本モンゴルビジネスイノベーションフォーラ

ム」は、日本とモンゴルのICT企業の交流の場

として活用されており、2024年の第3回フォー

ラム後には両者をつなぐ「日本モンゴルITコ

ンソーシアム」が設立された。キルギスで

は、機構が支援するキルギス日本人材開発セ

ンターと株式会社デジタルナレッジ社の協力

により、2026年1月に「キルギス-ジャパンデ

ジタルユニバーシティ」が開校した。キルギ

スで学びながらキルギス・日本の通信制大学

の情報工学の学位が取得でき、キルギスのICT

産業振興にも資する共創といえる。 

 

◎ 中央アジアのカーボン・ニュートラルに向け

たエネルギー・トランジションへの貢献

【①②③⑤】：再生可能エネルギーについ

て、水力資源の豊富なキルギス・タジキスタ

ンにおいて、2023年6月に電力分野の情報収

集・確認調査を開始し、2025年12月、キルギ

スで増加が見込まれる変動性再生エネルギー

に対応した系統運用人材育成のための訓練施
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設・機材整備に係る無償資金協力のG/Aを締

結。また、タジキスタンでは、山間部の水力

発電所で発電された電力を首都圏へ安定的に

供給するための変電所建設に係る無償資金協

力のG/Aを締結した。さらに2026年1月にキル

ギス・タジキスタンの旧ソ連時代の水力発電

所を改修するための無償資金協力の協力準備

調査開始に至った。加えて、ウズベキスタン

では、2022年9月に同国初の民間事業者による

大規模風力発電所（ザラフシャン発電所、

500MW）の建設・運営に対するプロジェクトフ

ァイナンスへの融資契約に調印し、その後の

日本企業を含む同国への再エネ投資を促進し

た。他方、省エネルギーについては、世界で

最もエネルギー効率が低い国の一つであるウ

ズベキスタンにおいて、2024年7月、機構専門

家も支援して起草された「エネルギーの使用

の合理化及び効率向上に関する法律」が公

布・施行に至った。事業レベルでは、2024年6

月にエネルギー管理者の育成やゼロエネルギ

ービル実証試験のための技術協力を、2024年8

月より公共施設、産業・商業施設における省

エネを促進するための円借款の協力準備調査

をそれぞれ開始した。また、2025年4月には

「アムブハラ灌漑施設改修事業」（円借款）が

完工し、旧ソ連時代の電力消費効率が悪い灌

漑ポンプの改修に貢献した。 

 

◎ オファー型協力「カスピ海ルートの円滑化支

援を含むコネクティビティ強化」への貢献

【①②③④⑤】：2022年12月の第9回「中央ア

ジア＋日本」対話・外相会合及び2023年3月

「中央アジア＋日本」対話・第12回東京対話

における日本政府の議論を踏まえて、機構

は、2023年6月の調査団派遣及び2023年12月開

始の情報収集・確認調査を通じ、本ルート支
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援の方向性を検討した。この結果、特に税関

分野において、2024年9月にリスク管理能力向

上のための世界税関機構（WCO：World 

Customs Organization）と連携した研修を開

始するとともに、タジキスタン及びカザフス

タンの税関機材供与の無償資金協力案件を形

成した（2025年11月閣議決定）。併せてキルギ

スの国際幹線道路上のナリン橋の架替のため

の無償資金協力案件を形成した。これらの案

件は、2025年12月の「中央アジア＋日本」対

話・首脳会合に合わせて外務省が公表したオ

ファー型協力「カスピ海ルートの円滑化支援

を含むコネクティビティ強化」のメニューに

明記され、同協力の目標・シナリオの実現に

貢献するものである。 

 

◎ 国際幹線道路のインフラ強じん性強化の進展

【②④】：キルギス、タジキスタンでは、国際

幹線道路の改修やトンネル建設、さらに橋梁

の架替が進んだ。キルギスでは、首都ビシュ

ケクと第二の都市オシュを結ぶ幹線道路にお

いて、2023年10月に無償資金協力によるスノ

ーシェッド（覆道）が完工し、2024年10月に

日本型の防雪柵が設置され、冬季の通行障害

の回避に役立っている。また、2025年6月には

円借款によるトンネル建設が着工した。さら

に、2024年7月には、キルギスからカザフスタ

ンにつながる道路上の橋梁の架替が完了し

た。無償資金協力により建てられた同橋は、

日本とキルギスの友好の証として「Sakura 

Bridge（桜橋）」と命名され、現地メディアで

も大きく取り上げられた。タジキスタンで

は、2023年6月、首都ドゥシャンベからアフガ

ニスタンにつながる幹線道路のうち9.2kmの改

修（4車線化）が完工した。開通式にはタジキ

スタンの運輸大臣が参加し、高い評価を受け
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た。ウズベキスタンでは、円借款による国際

幹線道路の改修やトンネル建設に向けた協力

準備調査を開始した。 

 

◎ インフラ整備を通じた日本との互恵協力

【②⑤】：上述の防雪柵を納入した北海道小樽

市の理研興業株式会社は、キルギスでの無償

資金協力を実施後、モンゴルにおいて木製防

雪柵を活用した交通安全対策に係るJICA Biz

（2024年ニーズ調査、2025年ビジネス化実証

事業開始）の実施、2025年12月にカザフスタ

ン鉄道との吹雪・強風障害対策の計画策定に

関する協力覚書署名と展開されており、北海

道の寒冷地対策の経験を活かした中央アジア

のインフラ整備と中小企業の海外展開の互恵

協力の好例となっている。 

 

◎ 人材育成奨学計画（JDS）の帰国留学生が閣

僚に就任【③④】：2000年のウズベキスタン

留学生受入で開始した「人材育成奨学計画

（JDS）」（無償資金協力）は、モンゴル、キ

ルギス、タジキスタンにも広がり、2025年度

までに4か国計1,378名が来日した。2000年代

に20～30代で留学した行政官等が現在40～50

代となり、大臣・副大臣に就き始めている。

特にキルギスでは、これまでに大臣級3名、

副大臣級10名以上を輩出し、直近では経済・

商務大臣（2024年12月）、教育省第一副大臣

（2023年11月）、エネルギー省副大臣（2023

年9月）が就任した。2025年12月の「中央ア

ジア＋日本」対話・首脳会合の共同宣言にお

いても、重点協力分野「人づくり」の中で

JDSに言及され、高く評価された。また、モ

ンゴルでも2026年4月にJDS卒業生初の大臣就

任者が誕生した（エネルギー大臣）。 
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◎ 中央アジアの非感染性疾患対策を通じたUHC

達成への貢献【②③④】：中央アジアでは死

因の多くを占める非感染性疾患の対策が喫緊

の課題であり、機構は、キルギス、タジキス

タン、ウズベキスタンにおいて、技術協力に

より非感染性疾患の早期発見、早期治療、啓

発活動等を支援するとともに、無償資金協力

により首都や地方の拠点病院の診断・治療機

材の整備を支援した（2024年5月タジキスタン

国立医療センター等、2024年7月ウズベキスタ

ン・カラカルパクスタン医科大学病院、2025

年9月キルギス・ビシュケク市及びチュイ州の

拠点病院）。さらにウズベキスタンにおいて

は、同国初の保健医療分野の円借款として、

国立脳神経センター建設・機材整備等のため

の案件を形成し、2025年1月にL/A調印に至っ

た（STEP適用）。他方、脳卒中等疾病発生後の

リハビリテーションが不十分なために障害が

残ることも少なくないため、理学療法士及び

作業療法士の海外協力隊による現場での協力

に加え、中央アジアの政策立案者・医療従事

者向けの本邦研修「脳卒中リハビリテーショ

ン」を形成し、2023年9月に第1回研修を実施

した。以上の取組・成果は、「中央アジア＋日

本」対話・首脳会合の共同宣言の重点協力分

野「人づくり」で掲げられた「保健システム

強化に向けた協力」に貢献している。 

 

◎ 社会課題解決に向けた産学共創の促進

【③⑤】：モンゴルでは、社会課題解決に向け

た共創の多層的な仕組みを提案、実現した。

このうち2023年創設の「Mongolia Open 

Innovation and Co-Creation for SDGs

（MICS）」はモンゴル最大級のマッチングイベ

ントに成長し、3Dプリンタを用いた短下肢装

具生産など、現地スタートアップと日本企
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業・大学との共同事業が形成された。また、

2020年創設の現地スタートアップ向けアクセ

ラレーション（MONJA）や2022年創設の日本・

モンゴルの高専生・大学生によるDXビジネス

コンテスト（DXCUP）を継続的に開催し、2024

年11月には「工学系高等教育支援事業」（円借

款）による日本・モンゴルの大学の共同研究

成果を日本企業・大学に発信する産学連携セ

ミナーを日本で実施した。ウズベキスタンで

は、機構が支援するウズベキスタン・日本青

年技術革新センター（UJICY）が産学連携のハ

ブとなり、2025年8月には第1回「中央アジア

SATREPSフォーラム」を開催し、域内で

SATREPSを実施する5つの大学が集結して成果

を発信した。タジキスタンでは、2024年5月に

SATREPSセミナーを国立研究開発法人科学技術

振興機構（JST）と共催するとともに、タジク

国立大学による「JICAチェア事務局」設置を

支援し（2025年2月設置）、複数の協力覚書署

名など日本とタジキスタンの大学・研究機関

間の関係強化を促進した。 

 

◎ カザフスタンとの連携による中央アジア域内

協力の本格化【③】：機構は、2020年設立の

カザフスタン国際援助開発庁（KazAID）との

連携による中央アジア地域協力を本格化し

た。2022年12月にKazAIDと協力覚書を署名す

るとともに、連携に係る年度アクションプラ

ンを作成している。具体的な連携事業とし

て、カザフスタン・ウズベキスタン・キルギ

スにある日本センターも連携したKaizenセミ

ナー（2022年10月タジキスタン、2024年11月

ウズベキスタン、2026年3月キルギス）や、農

業DXセミナー（2025年11月キルギス）を共催

した。また2024年4月には、中央アジアの地域

国際機関である非常事態・災害リスク軽減セ
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ンター（CESDRR）等とも連携し、「中央アジ

ア・コーカサス広域地震防災セミナー」を共

催した。KazAIDとの連携は、中央アジア向け

協力事業の質の向上とともに、中央アジアの

地域協力の促進や高中所得国であるカザフス

タンとの新たな協力関係の強化にもつながっ

ている。  

 

◎ ナゴルノ・カラバフからの避難民・ホストコ

ミュニティへの心のケア支援【③】：機構は、

2025年2月、「ナゴルノ・カラバフ避難民及び

ホストコミュニティに対する精神保健及び心

理社会的支援計画（UNICEF連携）」（無償資金

協力）のG/Aを締結し、避難民及びホストコミ

ュニティの子どもの心理面のケアに必要な施

設・機材の整備、ケア提供者の能力強化の支

援に着手した。子どものストレス軽減、平穏

な日常生活への復帰を通じ、人間の安全保障

の実現を目指している。 

 

◎ 外部資金を活用した成果のスケールアップ

【③】：モンゴルでは、2023年1月、教育のた

めのグローバル・パートナーシップ（GPE）か

らの受託により、「障害児のための教育改善プ

ロジェクト」（技術協力プロジェクト）及び

「学校給食導入支援プロジェクト」（技術協力

プロジェクト）と連携する活動へのグラント

資金（それぞれ約61万ドル、約7万ドル）を獲

得した。タジキスタンでは、機構の働きかけ

により、国際赤十字・赤新月社連盟及び日本

赤十字社から資金提供を受け、「ハトロン州ジ

ョミ県における上水道改善計画」（無償資金協

力）の給水地域拡大につなげた。 

 

◎ 東・中央アジア地域7か国の帰国研修員同窓

会が研修で得た成果を日本国内向けに発信
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【⑤】：2025年5月、大阪・関西万博会場にお

いて、東・中央地域7か国の帰国研修員同窓会

が中心となり、国際カンファレンス「日本と

内陸アジア協力の架け橋～日本の協力成果と

音楽演奏・パフォーマンス～」を開催し、保

健・環境等の多岐にわたる分野において日本

の研修で得た知識や技術の対象国での活用状

況を発表した。イベントでは1,000名以上の聴

衆が参加し、帰国研修員が日本国内向けに直

接、日本のODAの成果を発信するユニークな機

会となった。また、カンファレンスでは、多

くの海外協力隊員経験者が東・中央アジア地

域各国の民族楽器の演奏や伝統舞踊を披露

し、日本と各国をつなぐ役割を果たした。 

 

◎ 2022年度から2026年2月までにJDS、長期研

修、モンゴル「工学系高等教育支援事業」（円

借款）により来日した東・中央アジア地域の

長期研修員は、462名にのぼる。このうち「GX

人材育成プログラム」（長期研修）による応募

勧奨の結果、2025年9月に資源国トルクメニス

タンから初の長期研修員（環境保護省）が来

日した。留学中にエネルギー・トランジショ

ンの研究を行う予定であり、日本との長期的

な人的関係強化にも資することが期待され

る。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

東・中央アジア及びコーカサス地域は、第5期中

期目標期間においては、地政学や経済安全保障の観

点から国際社会における重要性が高まるとともに、

各国の経済成長及び財政改善が継続し、中央アジア

域内では国境画定や地域協力も進展した。他方、内

陸国・乾燥地という自然条件、鉱物資源や海外出稼

ぎへの依存、若年層人口増と雇用創出のギャップ、

国際社会の分断下での投資・貿易・公的債務の特定

https://www.jica.go.jp/english/overseas/kyrgyz/information/topics/2025/1566807_59624.html
https://www.jica.go.jp/english/overseas/kyrgyz/information/topics/2025/1566807_59624.html
https://www.jica.go.jp/english/overseas/kyrgyz/information/topics/2025/1566807_59624.html
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国への集中等の脆弱性を抱えており、持続的・自立

的な経済・社会開発上のリスクに直面している。

2026年度及び第6期中期目標期間に向けては、次回

の「中央アジア＋日本」対話・首脳会合も見据えて、

産業の多角化・高度化、グリーン・強じん化、コネ

クティビティ、人づくりに向けた協力を拡充してい

くとともに、高度化する開発ニーズへの対応を強化

し、開発パートナーとしての信頼性を高め、日本と

相手国の互恵関係の強化に貢献していく。 

 

No.5 ウ 南アジア地域 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、地域の安定と潜在力

の発現を可能とする強じんな社会の構築に向け、イ

ンフラの整備や貿易・投資環境の整備、社会開発へ

の投資等、成長を通じた持続可能な発展の基盤を構

築するための支援を実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 日印政府の合意に基づきインドにおいて高速

鉄道の建設を支援【①②】：「ムンバイ・アー

メダバード間高速鉄道建設事業（第一期～第

五期）」（円借款）を通じ、インド第2の大都市

マハラシュトラ州のムンバイと、商工業都市

であるグジャラート州のアーメダバードの約

500kmをつなぐ高速鉄道の建設を日本式新幹線

の経験と技術を活用して支援。土木や軌道敷

設工事は本格的に進められており進捗してい

る。ソフト面でも日印両国政府の協議の枠組

みを踏まえ、技術協力を多く実施。長期専門

家（土木専門家）を実施機関に派遣し、新幹

線・高速鉄道システム導入に向けた技術的ア

ドバイスを実施するとともに、鉄道関係者に

対する研修に加え、インド高速鉄道公社
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（NHSRCL）の実務者研修をJR東日本の協力に

より実施し、インド高速鉄道公社の幹部候

補、実務運用責任者、運転士等の包括的な育

成を進めた。 

 

◎ バングラデシュ初の都市高速鉄道の開業

【①③】：バングラデシュ「ダッカ都市交通整

備事業」（円借款）において建設を支援してい

るバングラデシュ初の都市高速鉄道（ダッカ

メトロ6号線）の北区間が2022年12月に部分開

業した（2023年11月には南区間も開業）。開業

式典には同国首相も出席し、式典の模様はバ

ングラデシュ国内で大々的に報道されたほ

か、開業記念の50タカ紙幣・切手も発行され

た。鉄道の顔となる車両は日本の通勤車両を

モデルとしているほか、SuicaやPASMOと同じ

非接触ICカード技術方式が導入されている。

開業以来順調に利用者数は増加しており、

2025年2月には1日約40万人の乗客数を記録し

た。また、複数の日本企業受注の下、整備が

行われており、「インフラシステム輸出戦略」

に基づく、日本企業の海外展開促進にも貢献

した。 

 

◎ 南アジア地域の連結性強化に大きく貢献

【①③】：バングラデシュ「ジャムナ鉄道専用

橋建設事業」（円借款）において、バングラデ

シュの3大河川の一つであるジャムナ川を渡河

する全長約5kmの鉄道専用橋が完成し、2025年

3月にバングラデシュ鉄道省次官の同席の下、

開業式典が開催された。本事業により、鉄道

輸送の需要に対して効率的に対応することが

可能となるほか、道路輸送から鉄道輸送への

更なるモーダルシフトによる温室効果ガス排

出削減（約4.9万t/年CO2換算と算出）による

気候変動の緩和も期待されている。また、「ク
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ロスボーダー道路網整備事業」（円借款）によ

りバングラデシュとインドをつなぐ経済回廊

におけるクロスボーダー道路交通の劇的な改

善を支援したほか、「ジョイデプール－イシュ

ルディ間鉄道複線化事業」（円借款）により首

都ダッカからインドのコルカタに至る鉄道複

線化を支援するなど、バングラデシュ国内及

びインドとの連結性の向上に大きく貢献し

た。 

 

◎ バングラデシュ初の世界基準の経済特区の開

業を支援【①②③】：バングラデシュ経済特区

（BSEZ：Bangladesh Special Economic 

Zone）は、バングラデシュで初となる世界基

準の経済特区であり、「外国直接投資促進事

業」（円借款）による土地造成と周辺インフラ

開発、ツーステップローンを通じたテナント

への支援、BSEZ運営会社に対する経済特区庁

（BEZA）による出資分に対する世界初のバッ

クファイナンス供与（Equity back 

finance）、及び海外投融資による運営会社へ

の出資等支援、技術協力による経済特区向け

のワンストップサービスの運営支援等、ハー

ド・ソフトの両面で支援を実施。2024年度に

操業を開始し、本邦企業を含む多数の企業が

順次進出・操業を開始。運営会社には日本の

商社も出資している。 

 

◎ スリランカ金融・経済危機に対し、国民を守

るための債務再編を支援【①②③④】：2022年

5月から経済が深刻な状況となったスリランカ

では、債務問題に関して、日本政府が共同議

長国となって立ち上げた公的債権国会合及

び、スリランカ政府による債務再編に係る協

議を側面支援。債務再編に係る覚書の署名を

受けて、機構は2024年7月に貸付実行等の再開
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を決定し、経済再建や成長軌道への回帰、債

務持続性向上に資するインフラをはじめとす

る円借款事業の実施再開を力強く後押しし

た。2025年度までにスリランカと日本の二国

間の債務再編に係る合意文書の署名を完了し

た。 

 

◎ 現地渡航が困難なアフガニスタンへの支援を

継続【②③】：本邦からの渡航が困難な状況が

続くアフガニスタンにおいて、国際機関との

連携により18件の無償資金協力を実施。国際

機関や現地機関等との協力により、保健、食

料・生計向上、教育、国内避難民・帰還民支

援等の分野で支援を継続している。また、頻

発する自然災害への対応として緊急援助を5回

実施し、地震や洪水の被災地に対して迅速に

緊急援助物資を供与したほか、様々な制約下

にある女性の生計向上を支援するなど、困窮

する人々への支援を進めた。 

 

◎ 日印両政府による最重要産業政策である半導

体サプライチェーンの強じん化に貢献

【①②③⑤】：世界的な半導体サプライチェ

ーンの見直しが進む中、日印両政府は半導体

サプライチェーン強化を最重要産業政策とし

て位置づけており、2023年7月に「日印半導体

サプライチェーンパートナーシップ」が両国

大臣間で締結され、連携強化が進み、外務省

「対インド国別開発協力方針（2023年改訂）」

において、半導体分野での連携が明記され

た。かかる状況下、産学官が連携して設立さ

れた国内で唯一の公的な半導体人材育成機関

を有する岩手県等をはじめ、機構は日本国内

の連携のキープレイヤーに関する発掘・関係

構築を積極的に進めるべく、インド政府等の

幹部の招へいや岩手県副知事を筆頭とするミ
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ッション派遣を実施したことに加え、インド

半導体人材育成に係る研修事業を採択し実施

した。その結果、機構が関与した初期的な日

印交流の機会が契機となり、インドの関係機

関が自費で岩手県を訪問したり、岩手県が在

京インド大使館と共催で「印日パートナーシ

ップ：岩手」を初開催するなど、機構が直接

的に関与しない形でも日印間の半導体分野の

交流の活性化につながった。機構ではインド

半導体産業界に係る対外的な発信（インド日

本商工会半導体委員会、一般社団法人半導体

産業人協会等）も行ったほか、半導体分野に

係る日印関係者との関係構築を一層進化させ

ていきつつ、グジャラート州などで半導体エ

コシステムの形成・強化を支援する円借款案

件の形成に取り組んだ。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

南アジア地域では、複合的危機の影響が続く中、

スリランカがデフォルト状態に陥るなど各国がマ

クロ経済の難しいかじ取りを迫られてきた。加え

て、2024年8月にバングラデシュ、2025年9月にネパ

ールにおいて暫定政権が発足するなど、政情の安定

と円滑で民主的な政権移行が課題となった。また、

パキスタン、ネパール、スリランカでの豪雨に象徴

されるように、頻発化、激甚化する自然災害に対応

するための気候変動対策も喫緊の課題である。 

これに対し、相手国のニーズに基づきつつ、日本

政府の方針も踏まえ課題の解決を図ってきた。特

に、スリランカの公的債権国会合では共同議長を務

める日本政府と緊密に相談し、円滑な議論に貢献。

バングラデシュに対しては、暫定政権の進める公務

員制度、司法分野、地方行政等のガバナンス改革へ

の協力を行ったほか、スリランカ豪雨被害等への緊

急援助など迅速な対応も実施した。 

2026年度及び第6期中期目標期間に向けては、新
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政権が発足したバングラデシュやネパールの政権

の方針や各国のマクロ経済状況を注視しつつ、日本

政府が推進する政策やブータン国交40周年といっ

た外交イベント等を踏まえ、強じんな社会システム

の構築のために効果的な協力事業の実施に努める。

さらに、複数国がLDCを卒業済みもしくは卒業見込

みであることや、インド等経済規模が拡大する国の

存在も意識し、日本のパートナーとしての関係構築

という観点で協力を検討していく。また、南アジア

ではインド、バングラデシュ等大口の円借款供与国

がある中、各国に対する与信の規模感も踏まえて、

適切に新規案件の形成を引き続き行っていく。 

 

No.5 エ 中南米・カリブ地域 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、安定的で強じんな社

会・経済開発、貿易・投資等を通じた経済発展を一

層促進していくための環境整備、防災や気候変動対

策を含む地球規模課題等への対応のための支援を

実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 「日・中南米連結性強化構想」への貢献

【①③】：2024年12月にエルサルバドル「サ

ンミゲル市バイパス建設事業」（円借款）を通

じて建設を支援した幹線道路の開通式典を開

催。エルサルバドルで最大規模の道路建設事

業であり、慢性的な渋滞の解消と交通輸送能

力の増強を図るとともに、域内物流の改善に

も貢献した。パナマでは、「パナマ首都圏都市

交通3号線整備事業（第一期～第三期）」（円借

款）により、本邦技術を活用したモノレール

を整備し、都市の交通機能の改善及び二酸化

炭素排出削減に貢献するとともに、「日・中南
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米連結性強化構想」に貢献した。また、中南

米地域23か国65校に対して、日本研究講座設

立支援事業（JICAチェア）を実施するととも

に、JICAチェアのカウンターパート19名を日

本に招へいするなど、日・中南米連結性強化

構想「知恵の連結性強化」に貢献した。 

 

◎ 海外投融資により中南米の様々なアクターと

共創することにより国/地域の発展に貢献

【②】： 

 2025年2月に、中南米・カリブ地域最大の開発

金融機関である米州開発銀行（IDB：Inter-

American Development Bank）に設置され、IDB

グループの中で民間投融資を担う米州投資公社

（IIC：Inter-American Investment 

Corporation、通称「IDB Invest」）によって運

用される信託基金「中南米・カリブ地域民間セ

クター開発信託基金」に10億米ドル（最大で15

億米ドルまで増額可能）の出資契約を調印。本

基金への出資を行い、SDGs達成に向けた民間企

業の取組に対してIDB Investが行う融資に協調

融資を行うことを通じ、中南米・カリブ地域の

SDGs達成に必要な資金ギャップの縮減を図り、

同地域における持続的な社会経済の発展に貢献

するもの。 

 ブラジルでは、2023年5月にESG分野への投資を

行っているGEF FundのGEF Latam IIIファンド

への出資を行う「気候変動対策投資推進事業」

（海外投融資）による出資契約に調印し、ブラ

ジルの気候変動対策に貢献した。また、2023年

8月に「医療アクセス改善事業」（海外投融資）

を承諾。ブラジルの医療保険会社「ドトル・コ

ンスルタ社」に対して出資を行うことにより、

ブラジルにおけるユニバーサル・ヘルス・カバ

レッジ（UHC）の達成に貢献するもの。 

 ペルーでは、2024年3月に「グリーンファイナ
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ンス普及事業」（海外投融資）による融資契約

を調印。Banco BBVA Peru, SA（BBVA Peru）へ

長期融資を行うことにより、BBVA Peruによる

グリーンファイナンスを通じて、企業・個人に

おける省エネ化と金融アクセス改善を図り、も

って気候変動対策と持続的な経済成長に貢献す

るもの。 

 

◎ 日本警察の協力を得て中南米各国で警察の能

力強化支援を展開【②④】： 

 機構は、日本の警察庁及び都道府県警察の協

力の下、ブラジルにおいて、交番を拠点に地

域の平和と安全を守る「地域警察活動」の定

着を目指した協力を実施してきたが、2019年

から2023年にかけて実施したインパクト調査

の結果、サンパウロ州大都市圏において、11

種類に分類された犯罪のうち故意殺人及び死

亡交通事故以外の各犯罪の発生率が減少して

いる旨確認された。同協力は中米・カリブ地

域にも広がり、現在はグアテマラ、ジャマイ

カ、コロンビアとの日伯三角協力に発展して

いる。 

 グアテマラでは、国家文民警察（PNC）が技術

協力の成果を組織内に定着させるため、2024

年4月PNC内に地域警察調整課を新設。市役所

との協働で市安全協議会を毎月実施し、同協

議会から出された犯罪リスク情報によって4月

以降で4件の犯罪検挙につながるなどの具体的

な成果も上がっており、PNCを所管するグアテ

マラ内務省からも高く評価されている。 

 ホンジュラスでは長年にわたる治安対策への

協力に対し、機構は、国家警察よりPrócer 

Dionisio de Herrera（英雄ディオニシオ・

デ・エレーラ）勲章を受章した。同賞は、治

安対策の強化に貢献した人物や組織に与えら

れるものであり、機構が2009年以降、当国の



128 

地域警察活動強化への支援を通じて行ってき

た貢献が表彰されたもの。 

 

◎ パラグアイで宇宙分野の技術協力を開始

【②③】：2023年10月、パラグアイ宇宙機構と

の間で、機構にとって中南米地域で初となる

宇宙機関向けの技術協力プロジェクトを開始

した。パラグアイ宇宙機構の宇宙関連技術の

活用及び研究開発の能力強化と、衛星データ

を活用した防災分野や農牧業分野における能

力強化を図るもの。具体的には、研究開発能

力強化では、2026年内の打上げを目指す超小

型衛星（GuaraniSat-2）の各種試験を九州工

業大学にて実施した。衛星データ利活用にお

いては、防災分野と農牧業分野それぞれにお

いて、関係省庁の職員を含むワーキンググル

ープを形成し、防災分野ではハザードマップ

の策定、農牧業分野では大豆の生育モニタリ

ングをパイロットプロジェクトとして実施し

た。各パイロットプロジェクトの成果は、手

順書としてまとめられた。 

 

◎ 日本・ブラジル・グリーンパートナーシップ

イニシアティブ（日伯GPI）への貢献

【①②③】：2024年5月に発表された、環境・

気候変動・持続可能な開発・強じんな経済分

野で協力を強化するための包括的枠組みであ

る日伯GPIの具体的取組として、機構の複数の

事業が貢献した。 

 土石流構造物対策の技術基準となる「ブラジ

ル版砂防マニュアル」策定や、設計に必要な

「施設配置計画」作成に係る技術移転を実施

した。 

 森林減少が深刻化するアマゾンにおいて「先

進的レーダー衛星及びAI技術を用いたブラジ

ルアマゾンにおける違法森林伐採管理改善プ
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ロジェクト」（技術協力プロジェクト）を通じ

て、JAXA（宇宙航空研究開発機構）のレーダ

ー（SAR）衛星データを活用した森林変化の継

続的な観測により、森林伐採検知の精度が段

階的に向上した。併せてAIST（産業技術総合

研究所）との連携の下、AI技術を活用した森

林伐採予測システムの構築を推進し、AI予測

モデルの精度向上に加え、様々な条件下での

現地検証も進展した。2024年に打ち上げられ

たALOS-4の観測データ活用準備及び検討にも

着手し、より高精度・広範囲な違法伐採検知

の実現に向け多様なパートナーとの連携を展

開した。 

 2025年11月のCOP30では、機構とブラジル農牧

研究公社（Embrapa）、ブラジル農務省

（MAPA）との間で「セラード地域における劣

化牧野回復及び持続的な農地転換プロジェク

ト」（技術協力プロジェクト）に関する協力覚

書を署名し、気候変動対策や食料安全保障と

いった地球規模課題に両国が協力して取り組

む意向が改めて示された。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大を受け、新型コロナ技術協力プロ

ジェクトや新型コロナ対策緊急支援借款を実施し

た。相対的に所得レベルが高い国が多い本地域で

は、多様なアクターとの連携を通じた各課題へのア

プローチが一層重要となっており、残り1年間で引

き続き各所との連携を促進する。第6期中期目標期

間に向けては、米州開発銀行のIDB Labと連携した

TSUBASAプログラム（日本のスタートアップととも

に中南米・カリブ地域の開発課題解決を目指すオー

プンイノベーションプログラム）の継続実施、技術

協力と資金協力を組み合わせた相乗効果の更なる

発現、IDB等の国際開発金融機関との協調融資の活
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用、過去の協力アセットを活用したパートナーシッ

プ・プログラム（三角協力）の実施等を通じ、同地

域が抱える課題、地球規模課題、経済・食料安全保

障等への対応に取り組んでいく。 

 

No.5 オ アフリカ地域 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度にかけて、機構は、TICAD

プロセスを中核的な政策・事業形成の場として位置

づけ、これまでに培ってきた対アフリカ協力のアセ

ットを最大限活用しながら、経済・社会課題の解決

及び平和と安定の定着に向けた協力を戦略的に展

開してきた。特にTICAD8（2022年）及びTICAD9（2025

年）を通じ、協力の質的深化と大陸レベルでの波及

効果の創出を重視した取組を推進した。それらの支

援における質的に顕著な実績の中で、特筆すべきも

のは以下のとおり。 

 

（1）業務実績 

◎ TICAD8への貢献【①②③④】：2022年8月に開

催されたTICAD8において発表された日本の官

民を挙げたアフリカ支援策「TICAD8における

日本の取組」において、70項目のうち42項目

を機構に関連する項目が占めた。また、同月

に国内外より約5,000名の聴衆の参加を得て、

24件のサイドイベントを国際機関やアフリカ

機関等と共催し、機構のアフリカへの取組を

幅広く効果的に発信したほか、TICAD8期間中

に機構の理事長及び理事によりアフリカ首脳

級等との面談を21件（ホスト国のチュニジア

やAU議長国のセネガル等の首脳を含む）行

い、機構の長年の協力の成果と意義が確認さ

れた。 

 

◎ TICAD9に向けた日本政府の政策等に貢献
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【①②③④】：2025年8月に実施されたTICAD9

にて発表された「日本の取組」（TICAD9より3

年間の官民による行動計画・数値目標などの

一覧）において、施策120項目のうち、機構は

45項目と1/3以上の実施を担うこととなった。

また、TICAD9のテーマ「革新的解決策の共

創、アフリカとともに」の下、官民連携、若

者・女性のエンパワメント、地域統合・域内

外連結性の強化を横断的視点として、機構は

アフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）、鉱物資

源、カイゼン、クリーンエネルギー、食料シ

ステム、保健、教育、AI・デジタル等、多岐

にわたる分野で計44件のテーマ別イベントを

主催し、対面で約4,400名、オンラインで約

5,400名の参加を得た。加えて、TICAD9の場に

おいて、第2回模擬AU総会、ユースTICAD、ABE

イニシアティブイベント等、日アフリカの多

くの若者を巻き込んだイベントを開催した。

このほかにも、TICADのテーマに沿った経済・

社会・平和と安定の各種イベントのほか、新

興国とアフリカをつなぐものや、アカデミア

を巻き込んだものなど、様々なイベントを実

施した。また、アフリカ政府や民間セクター

と 14件の連携文書・2件の事業文書に署名

し、これまで以上にアフリカ協力・投資機会

の拡大につながった。またTICAD9期間中に、

機構の理事長、副理事長、理事等を中心に、

アフリカ各国首脳級、国際機関トップ等との

バイ会談を計82件実施し（うち首脳級20名）、

これまでの協力の成果確認と、今後の協力深

化・新規事業形成に向けた意見交換を行っ

た。 

 

◎ TICAD開始後30年にわたる協力の成果を確

認・発信【②③】：2023年にTICAD開始から30

周年を迎えるにあたり、機構は、これまでの
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TICADプロセスに基づく対アフリカ協力の取組

を包括的に整理・分析し、成果、社会的イン

パクト及び今後の課題を体系的に取りまとめ

た。これにより、長年の協力を通じて蓄積さ

れてきた機構の支援実績を定性・定量の両面

から可視化するとともに、今後の対アフリカ

協力において重視すべき方向性を明確化し

た。具体的には、TICADにおいて日本の取組と

して位置づけられてきた主要分野において、

以下のような累積的成果が確認された。 

 農業分野ではアフリカ稲作振興のための共同

体（CARD：Coalition for African Rice 

Development）を通じコメの生産性が平均1.69

倍となるなど、小規模農家の生産性向上と食

料安全保障の強化に寄与している。 

 教育分野では、「みんなの学校」プロジェクト

が10か国で展開され、ブルキナファソにおけ

る実証的研究では、就学率の約7.1ポイント上

昇、中退率の2.4ポイント低下、教師の出席率

の5.7ポイント上昇といった成果が確認されて

おり、教育改善に一定の効果を上げている。 

 インフラ開発分野では、北部回廊及び西アフ

リカ成長リングの整備を通じ、輸送コストの

削減や移動時間の短縮が進み、道路輸送量及

び港湾取扱量の増加が確認されている。加え

て、ワン・ストップ・ボーダー・ポスト

（OSBP）の導入により、通関・通過時間の短

縮、域内貿易の円滑化、歳入徴収能力の改

善、国境機関間の連携強化といった効果が生

じている。また、AUDA-NEPADが推進するアフ

リカ・インフラ開発プログラム（PIDA）への

協力を通じ、港湾混雑の緩和、荷役作業の効

率化、顧客サービス管理の改善、当局間協力

の強化など、地域全体の連結性向上に資する

成果が確認されている。 

 さらに、アフリカ・カイゼン・イニシアティ
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ブ（AKI）は、TICAD6で発表されて以降継続的

に展開されており、参加企業において生産性

が約64％向上、5Sスコアが約54.8％改善、不

良率が約56.4％低下するなど、製造現場の競

争力強化に明確な効果をもたらしている。加

えて、リードタイムは約38.1％短縮され、コ

スト削減効果も約20.9％に達している。 

 これらの成果は、TICADが単発の国際会議では

なく、長期的な協力の枠組みとして具体的な開

発インパクトを累積的に創出してきたことを

示すものであり、第5期中期目標期間における

機構の対アフリカ協力の有効性と妥当性を裏

づけるものである。 

 

◎ 国際経済回廊等の総合開発により連結性を強

化するとともにFOIPにも貢献【①②③④】： 

 東アフリカでは、2023年12月のルワンダ「ル

スモ－カヨンザ区間道路改良事業」（円借款）

の完工により、タンザニア－ルワンダ－ウガ

ンダをつなぐ国際幹線道路が整備された。移

動時間は約6時間から約3時間へと半減し、輸

送コストの削減が実現した。街灯設置等の安

全対策により交通事故件数も約60％減少して

おり、地域経済の活性化と住民生活の安全性

向上の双方に貢献している。加えて、タンザ

ニア/ルワンダ国境におけるOSBPの設置支援を

通じ、ルワンダ政府によれば税関手続時間は

約4時間から約30分に短縮され、域内貿易の円

滑化が進展した。 

 モザンビークでは、2023年10月に「ナカラ港

開発事業」（円借款）の完工式典を実施。ナカ

ラ港は、マラウイ、ザンビアに至る国際経済

回廊であるナカラ回廊の物流の根幹を支える

玄関港であり、本事業の完工により、地域全

体の物流活性化が期待される。また、同港の

機能強化は、内陸国との連結性向上を通じ、
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鉱物資源等の安定的な輸送に貢献し得る基盤

となっている。こうした既存のインフラ整備

の成果を基盤として、TICAD9の機会に、日本

政府は、モザンビーク、マラウイ、ザンビア

を対象とする広域オファー型協力「ナカラ回

廊開発によるグローバル・サプライチェーン

の強じん化」を発表し、輸送インフラと産業

振興を一体的に進める取組を開始した。本取

組は、同じくTICAD9の機会に日本政府が発表

した「インド洋・アフリカ経済圏イニシアテ

ィブ」を具体化するものであり、また、上記

の東部アフリカ地域での取組同様、FOIPが掲

げる「連結性の強化」と軌を一にする取組で

ある。 

 西アフリカ地域では、TICADプロセスにおいて

日本政府が支援を表明した三重点回廊の一つ

である「西アフリカ成長リング」に対し、港

湾、都市交差点、国道及びバイパス道路等の

整備を、円借款及び無償資金協力を通じて段

階的に実施してきた。2024年8月に完工した

「第二次日本・コートジボワール友好交差点

改善計画」（無償資金協力）では、ウワタラ・

コートジボワール共和国大統領により当該交

差点が「安倍晋三/日本・コートジボワール友

好交差点」と命名され、同国政府から高い評

価が示された。加えて、コートジボワール、

ガーナ、トーゴ、ベナン、ブルキナファソの5

か国において、国際機関連携無償（IOM連携）

により国境管理能力向上を支援し、新型コロ

ナウイルス感染症下においても国境閉鎖を回

避しつつ物流を維持する体制を構築した。こ

れは、PIDA-PAP2の優先案件であるアビジャン

－ラゴス回廊を含む域内回廊の機能維持・強

化に貢献する。 
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◎ 新型コロナ及び新たな感染症を見据えた域内

協力を推進【①②③】： 

 新型コロナウイルス感染症の世界的流行を踏

まえ、機構は、JICA世界保健医療イニシアテ

ィブの下、単一国での対応にとどまらない大

陸横断的な感染症対策体制の構築を重視し、

域内協力の強化に取り組んだ。これにより、

将来の新興・再興感染症や健康危機に対し

て、アフリカ地域全体として早期検知・分

析・対応が可能となる基盤整備を進めた。 

 具体的には、ケニア中央医学研究所（KEMRI）

を東アフリカ域内の感染症対策拠点として位

置づけ、研究・検査能力の強化を目的とする

「ケニア中央医学研究所研究能力強化プロジ

ェクト」（技術協力プロジェクト）を実施し

た。また、アフリカ疾病予防管理センター

（Africa CDC）と連携し、ガーナの野口記念

医学研究所（NMIMR）及びコンゴ民主共和国の

国立生物医学研究所（INRB）を拠点とした広

域研修を実施することで、グローバル感染症

対策人材育成・ネットワーク強化（PREPARE）

を推進し、域内における人材・知見の相互補

完体制を構築した。 

 さらに、国際移住機関（IOM）との連携による

防疫を含む国境管理能力向上支援や、新型コ

ロナウイルス感染症危機対応緊急支援借款

（コートジボワール、ボツワナ）を実施し、

技術協力と資金協力を組み合わせた包括的な

支援を展開した。これらの取組は、感染症対

策を通じた国境管理能力の強化と保健システ

ムの底上げを図るものであり、域内協力の観

点からUHC達成に向けた基盤強化に貢献してい

る。 

 

◎ ABEイニシアティブに係るコミットメントを1

年前倒しで達成【①②③④】： 
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 長期研修プログラム「アフリカの若者のため

の産業人材育成イニシアティブ」（通称ABEイ

ニシアティブ）は、各TICADにおける日本のコ

ミットメントに基づき、2013年から継続的に

実施されてきた人材育成事業である。2019年

のTICAD7においては、「6年間で3,000人の産業

人材育成（ABE3.0）」が新たな目標として掲げ

られた。 

 機構は、アフリカ各国政府との理解促進に加

え、日本企業によるインターン受入先の開拓

やマッチング支援等を積極的に進めた結果、

2024年7月に機構が担当する育成分1,200名の

目標を達成した。残る1,800名についても、一

般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS）を

通じた取組により計画どおり達成され、当初

の達成期限を1年残して、全体のコミットメン

トを完了した。 

 これまでに育成されたABE修了生は、アフリカ

各国において産業振興の担い手として活躍す

るのみならず、日本企業にとってもアフリカ

ビジネスを展開するうえでの重要な架け橋人

材となっており、同協力プログラムは官民連

携による人材育成モデルとして高く評価され

ている。こうした実績を踏まえ、ABEイニシア

ティブは、対アフリカ協力と日本企業活動の

双方に資する取組として、今後も中核的な人

材育成施策として位置づけられる。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、新型コロナウイ

ルス感染症の世界的拡大や、サヘル地域をはじめと

する政情不安の長期化、加えて地政学的・経済的環

境の不確実性の高まりといった外部環境の変化に

より、アフリカ地域における開発ニーズが一層複雑

化・広域化するという課題が顕在化した。 

こうした課題に対応するため、機構は、第5期中
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期目標期間を通じて、従来の国別協力に加え、アフ

リカ連合（AU）及びAUDA-NEPAD、AfCFTA事務局等の

地域・大陸レベルの機関との連携を強化するととも

に、TICADプロセスを中核的な政策対話・事業形成

の場として活用し、域内協力や広域的な事業形成を

推進してきた。また、感染症対策や人材育成、国際

経済回廊開発等において、技術協力と資金協力を組

み合わせた包括的な支援や、官民連携を通じた実施

体制の構築を進め、変化するニーズに柔軟に対応す

る取組を行った。 

一方で、気候変動や感染症、治安・ガバナンス分

野を含む複合的危機は引き続き顕在化しており、ア

フリカ地域においては、単発的な支援ではなく、よ

り持続的かつ戦略的な関与が求められている。2026

年度に向けては、TICAD9で発表された日本の取組を

着実に実施に移すとともに、AU大陸アジェンダや域

内経済回廊構想等と整合した広域的事業の形成、及

び日本企業や国際機関との連携を通じた外部資金

動員を一層推進していく。 

さらに、第6期中期目標期間に向けては、アフリ

カ地域における複合的課題への対応を主流化し、地

域統合・連結性の強化、親日派・知日派人材の育成、

官民共創による産業振興といった分野を重点化す

ることで、アフリカ自身の自立的成長を後押しする

とともに、日本及び機構のプレゼンス向上と持続的

な協力関係の構築に資する取組を推進していく。 

 

No.5 カ 中東・欧州地域 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、多様な宗派・部族に

属する人々に配慮しつつすべての人々を包摂する

質の高い成長に資するため、社会的・地域的な是正

格差、国の発展を支える人材の育成、インフラ整備、

投資環境整備、持続的な環境保全、紛争・難民問題

等への取組を支援した。それらの支援に際しては、

日本政府の地域的な戦略・イニシアティブへの貢献
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を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ ウクライナに対する支援を迅速かつ大規模に

実施【①②③④】：ロシアによる侵略の長期

化に伴い、電力、交通、教育、保健医療、住

宅、農業等の多分野・広地域にわたり甚大な

被害が発生しているため、膨大な支援ニーズ

がある。機構は、以下のとおり、あらゆる手

法を用いて迅速に各種協力手法を用いて支援

した。 

 侵略の影響を受けて財政が逼迫したウクライ

ナ政府に対し、世界銀行との協調融資による

財政支援（DPL）を実施し、医療・教育・社会

保障・公務員の給与等、国家運営に必要不可

欠な支出のため合計780億円の迅速な資金協力

を行った。また、2024年6月に開催されたG7プ

ーリア・サミットにおいて立ち上げられた

「ウクライナのためのERA融資」の枠組みの

下、「ウクライナのための特別収益前倒し融

資」（円借款）を実施。本融資は、ロシアの国

有資産の凍結が継続されていることに起因し

てEUにおいて発生する「特別な収益」を返済

原資として実施するもの。 

 「緊急復旧計画フェーズ1～5」（無償資金協

力）を中心としたハード面の協力に加え、総

額270億円を超える規模で様々な技術協力を実

施した。 

 

◎ ロシアによる侵略を受けたウクライナの復興

支援【①③④】 

 地雷・不発弾対策では、避難民の帰還や復

旧・復興への流れを促進するために必要とな

る地雷・不発弾による脅威の除去を促進すべ

く、国家緊急事態庁（SESU：State Emergency 
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Service of Ukraine）に対し、地雷探知機

（ALIS）50台、除去作業用車両としてステー

ションワゴン、ピックアップトラック各20台

を供与した。加えて、技術協力を通じ、地雷

探知機（ALIS）を4台、クレーン付きトラック

を24台供与し、ポーランドにおいて地雷探査

研修（ALIS習熟研修）を開催した。2025年10

月、ウクライナ地雷対策会議（UMAC）が東京

で開催され、「復興に向けた加速」という主題

の下、サブ・テーマ「人」「技術」「ネクサ

ス」について議論が行われた。日本は茂木外

務大臣、ウクライナはソボレフ経済・環境・

農業大臣が参加したほか、欧州及びアジアや

アフリカの地雷被害国が参加した。機構は、

ウクライナ経済・環境・農業省、FAO、UNEP、

UNDPと共催でサイドイベントを開催し、ウク

ライナ政府が推し進めるデータ活用による地

雷・不発弾対策から復旧・復興への円滑な移

行への取組を軸として、地雷などの兵器由来

の農地環境への影響への対応策とその重要性

について各機関発表を行った。東日本大震災

後の農地の復旧・復興経験を踏まえ、現地調

査や地理的情報を通じた迅速な現状把握と、

それを踏まえたデータに基づく対策立案の重

要性について改めて強調した。あわせて、日

本発の機材・技術〔地雷探知機（ALIS）等〕

を用いた地雷除去や、機構が実施してきた農

地環境への影響把握のための協力と対応策検

討に係る支援について紹介し、関係機関の連

携によるデータ獲得・分析の協力、相互の学

び合いの必要性について言及した。国際機

関・民間企業等から約600 名の参加があっ

た。 

 エネルギー分野では、上記無償資金協力や緊

急開発調査により、28MWガスタービン2基、発

電機約230台を供与するとともに、港湾公社に
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電源車6台、5保育施設にヒートポンプを導入

した。特に、エネルギー施設保護のためのソ

イルアーマーは、エネルギー省次官自ら国際

ドナー調整を担当するほどにウクライナ政府

で重視されていた設備であり、その供与に際

して政府幹部及びウクライナ市民から高い評

価と感謝の声が寄せられた。 

 都市計画分野では、2023年5月及び2024年2月

の2回にわたり地方・国土・インフラ発展省、

復興庁、ウクライナの優先6自治体幹部等の行

政官を本邦招へいし、日本の自治体の協力を

得ながら、第二次世界大戦及び自然災害から

の復興に係る日本の「より良い復興」（BBB）

を理念とした経験・知見の共有を行った。 

 瓦礫処理分野では、2024年1月から2月にかけ

て、ウクライナの中央政府及び自治体で破壊

廃棄物（瓦礫等）処理を担う幹部ら8名を招へ

いし、日本の災害廃棄物処理や制度、東日本

大震災における日本の自治体の役割等を学ん

だ。 

 医療分野では、ウクライナ救急救命・災害医

療センターの機能強化のため、2023年11月に

保健省次官を含む行政官や救急医療・災害医

療センター関係者（計10名）を本邦に招へい

し、日本の災害医療の訓練や研修を紹介する

ほか、災害拠点病院の視察や関係者との意見

交換を行った。 

 農業分野では、戦争の影響を受けた小規模園

芸農家、灌漑システム、土壌汚染の現状を調

査した。その結果を踏まえ2023年度下半期に

は小規模女性園芸農家向け研修やオンライン

園芸技術セミナーを実施した。また、2023年

に農業政策・食料省関係者を本邦に2度招へい

し、日本の最先端農業や震災後の復興を遂げ

た農場の視察を行ったほか、園芸や灌漑分野

の日本の技術の紹介や中長期的支援方針に係
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る協議を行った。 

 教育分野では、子どもたちが紛争下でも安

心・安全に学べる遠隔学習の拠点づくりを進

めるウクライナ教育省とともに、遠隔教育に

必要な機材の提供や心のケアをサポートする

協力を実施した。ラップトップPCやタブレッ

ト端末（計3,400台）、学習用教科書（約109万

冊）、発電機（85台）等の供与を行った。ま

た、東日本大震災の経験を通した子どものメ

ンタルヘルスケアにおける知見を紹介すべ

く、講義動画（メンタルヘルスケア教材）を

作成。ウクライナ国内で心のケアに従事する

教員や心理カウンセラーが登録するオンライ

ンプラットフォーム（登録者数約1万3,000

人）に掲載し、日本の知見を共有した。2023

年11月にはウクライナ教育科学省4名を本邦に

招へいし、日本におけるICTを活用した教育や

子どものメンタルヘルスケアの取組を紹介し

たほか、戦後復興を支える人材育成計画策定

のため、職業訓練校の視察や関連企業との意

見交換を実施した。 

 民間連携では、2024年2月から2025年6月にか

けて14社のウクライナ復興ビジネスのニーズ

確認調査を支援した。その後、同調査の結果

を基に11社がパイロット事業を開始した。企

業はウクライナへの現地渡航を行いながらビ

ジネス実証を行い、今後の事業計画の策定等

を行った。また、2025年10月には「ウクライ

ナ復興ビジネス参入戦略セミナー&交流会」や

「ウクライナ経済・環境・農業省と日本企業

によるウクライナへの投資に係る意見交換

会」を実施し、幅広い企業向けにウクライナ

へのビジネス展開の可能性について発信を行

った。これら一連の協力は首脳会談を中心と

した様々な会談においても言及されており、

ウクライナからの高い評価と信頼につながっ
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ている。 

 

◎ トルコ南東部を震源とする地震からの迅速な

復興を支援【①②③】：2023年2月に発生した

トルコ南東部を震源とする地震に対しては、

地震発生当日に派遣した国際緊急援助隊

（JDR）・救助チーム（74名）に引き続き、医

療チーム（計3チーム、延べ181名）を派遣し

たほか、自衛隊部隊の派遣及び3回の物資供与

（トルコ向け2回、シリア向け1回）を実施し

た。また、緊急支援から復旧・復興支援につ

なげるため、被災状況・ニーズの把握及び技

術的な助言を行うための調査団の派遣を通

じ、早急な復旧・復興に向けた支援パッケー

ジを検討。トルコ「自治体の災害リスク管理

及び廃棄物管理能力向上プロジェクト」（技術

協力プロジェクト）に復興のコンポーネント

を追加し、復興計画策定支援、耐震補強技術

支援、災害廃棄物管理能力強化支援を実施し

たほか、中小零細企業を支援することを目的

としたトルコ「中小零細企業のための震災後

支援事業」（円借款）を実施。地震で被害を受

けた中小零細企業に対し緊急支援策として流

動性資金の供給を行うことにより、中小零細

企業の事業再開及び存続、並びに、雇用回復

及び維持を図った。さらに、2023年7月に行わ

れた両国首脳の電話会談で表明された公約に

基づき、「緊急震災復興事業」（円借款）を実

施し、壊滅的な被害を受けた被災地の上下水

道等基盤インフラ施設や地方住宅、救急ステ

ーションの修復・新設を行い、被災地住民の

生活の安定を図ったほか、トルコ「地方中小

零細企業支援事業」（海外投融資）により、同

国における中小零細企業の金融アクセスの改

善を図り、もって同国の地方部における中小

零細企業の金融アクセスの向上、雇用維持・
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拡大、都市部と地方部との経済格差の改善に

寄与した。2025年7月には、地震被災地域にお

けるインフラ及び居住環境の復旧・改善等を

通じた被災地の生活再建及び復興の加速を目

的とし、「地震被災地域における復旧・復興計

画」（無償資金協力、38億円）のG/Aを行っ

た。 

 

◎ ウクライナ避難民が多く流入・滞在するモル

ドバへの支援【①③】：ロシアによるウクライ

ナへの全面侵略直後からウクライナ避難民が

多く滞在するモルドバに対しては、逼迫した

医療サービス提供体制を改善するための10億

円の無償資金協力による医療機材供与案件の

実施や、緊急医療体制構築に対する基礎調査

の実施、逼迫する政府の財政を支援するため

の「経済復興開発政策借款」（円借款）を実施

した。2025年9月に実施された議会選挙にあた

っては、避難民等が公正な情報にアクセスで

きるためのコンテンツ整備を目的とした国営

放送向けの支援を行った。また、ウクライナ

からの避難民を多く受け入れている学校に対

し、課外活動や備品整備等を念頭に置いた協

力の形成を進めており、2026年度に実施を予

定している。 

 

◎ ガザ地区に対する人道支援等を実施

【②③】：人道支援が必要な状況となってい

るパレスチナ・ガザ地区に対し、食料キット

を搬入。また、2025年2月にはヨルダン川西岸

地区で調達した追加の食料キットを搬入し

た。同キットの配付時には、従来から同地に

おいて協力を実施してきた母子手帳を活用し

た栄養指導も実施した。加えて同年3月にはガ

ザ地区内でのホットミールの提供（炊き出

し）も実施している。さらに、エジプトでガ
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ザ向け支援物資の窓口機関となっているエジ

プト赤新月社に対し、2023年度に続き2025年2

月、物資の運搬、搬入能力向上のためフォー

クリフトの供与を実施したほか、現地帰国研

修員同窓会と協力し、食料キット等の配付及

び2024年9月のポリオキャンペーンへのボラン

ティア協力も実施した。加えて、2025年2月に

は、緊急復旧に必要な資機材等を供与する

「緊急復旧計画」（無償資金協力）に係る贈与

契約（G/A）を締結した。ガザ地区での軍事衝

突等を受け、治安情勢が悪化しているヨルダ

ン川西岸地区の難民キャンプ等に対しては、

食料キットやインフラ資機材等の供与を実施

した。 

 

◎ 事業の展開が困難なシリアへの支援を継続

【①②③】：2011年に発生した内戦により、

現地での支援が困難な状況が続いたシリアで

は、過去に機構の研修を受けた研修員が「帰

国研修員同窓会」を組織しており、同窓会の

活動が現地で継続されている。機構は現地職

員を介して同窓会の支援活動を継続してお

り、同組織の活動が評価され、2023年度に外

務大臣表彰を受賞した。また、2017年からシ

リア難民を支援する「シリア平和への架け

橋・人材育成プログラム（JISR）」を開始し、

累計85名の長期研修員受入を実現した。2025

年12月に日本政府がシリアへの二国間協力を

随時再開する方針を発表したことを受け、同

国の政治・治安情勢を注視しつつ、現地の人

道状況や支援ニーズの把握を進め、シリア国

民に寄り添った支援の具体化に向けた取組を

前進させた。 

 

◎ パレスチナ・ガザ・周辺国支援【①④】：パ

レスチナに対する「緊急復旧計画」（無償資金
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協力、18億5,000万円）のG/Aを2025年2月に締

結したほか、「緊急復旧計画フェーズ2」（無償

資金協力、41億円）のG/Aを2026年2月に締結

した。また、周辺国支援としては、経済停滞

に加えイスラエルとヒズボラの交戦による影

響を受け所得レベルが著しく低下したレバノ

ンに対し、2025年12月にG/Aを締結した「経済

社会開発」（無償資金協力）により、4.25億円

の医療機材を供与。脆弱化している同国の医

療サービスの改善に寄与する見込みである。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

2023年10月に発生したイスラエルと武装組織ハ

マス等との衝突や、2025年6月のイラン・イスラエ

ル間での攻撃の応酬等、地政学的に不安定な中東地

域では、治安状況が急激に悪化し、長期化する可能

性がある。今後も、人道・社会経済的負担が継続的

に増大し、地域全体の脆弱性が深まるリスクがあ

る。このため、各国情勢の的確な情報収集・分析を

行いつつ、治安状況により邦人の渡航が難しい状況

も想定し、本邦研修、第三国研修、国際機関・湾岸

ドナー・地域的協力枠組みとの連携等を効果的に組

み合わせて事業を展開する必要がある。併せて、人

道支援から復旧・復興、さらには持続的成長へとつ

なげる「ネクサス」型アプローチを中期的に強化し、

地域の安定化に資する支援を迅速かつ機動的に実

施していくことが求められる。 

 欧州地域では、ロシアによるウクライナ侵略の長

期化により、多くの分野で甚大な被害が広がる一

方、被害の比較的少ない地域においては復旧・復興

に向けた民間投資需要が引き続き高まることが見

込まれる。これまで以上にウクライナ政府や他援助

機関との連携を促進するとともに、日本の民間企業

への情報提供や連携事業推進のための案件形成、寄

附金事業を活用した産業人材育成などの支援を推

進する。また、新たな資金メカニズムを政府と連携
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しながら適切に運用し、地雷対策やエネルギー強じ

ん化といった重要分野における実効性のある成果

を達成する。 

中進国においては、開発課題が一層高度化・多様

化していくことが見込まれる中、従来型の援助手法

によらないスピード感と柔軟性を備えた協力のあ

り方が一層重要となる。ODA卒業を見据えつつ、日

本の強みを活かした協力を戦略的に推進し、包摂的

で持続的な発展に寄与する協力を継続的に実施し

ていく。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：3.（5） 

中期目標・中期計画・年度計画は、JICAウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：2.（1）⑤ 年度計画 

1. (5) 地域の重点取組 

 

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.6 JICA開発大学院連携・JICAチェアを通じた親日派・知日派リーダーの育成 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、自由で開かれたインド太平洋（FOIP） 当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】本取組を通じた親日派・知日派のリーダー育成により、共通

の価値や原則に基づく自由で開かれた秩序の実現への貢献が見込まれ、自由

で開かれたインド太平洋の実現に寄与するため。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度   2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標 6-1】JICA開発大

学院連携・JICAチェアを

通じた親日派・知日派人

材の育成数 

6,500人 1,300人9  1,819人 2,056人 2,439人 2,327人 
（1,500

人） 

 予算額（百万円） 

9,132 8,627 8,691 8,144  

         決算額（百万円） 8,819 8,150 7,654 7,306  

         経常費用（百万円） 8,511 8,660 8,153 7,628  

         経常利益（百万円） △19,867 △664 △581 △411  

         行政コスト（百万円） 8,511 8,660 8,153 7,628  

         従事人員数 73 73 74 73  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.①参照） 

 

＜その他の指標＞ 

【指標 6-2】JICA開発大学院連携・JICA

チェア等を通じた育成人材との継続的な関

係維持・発展に資する取組の促進状況 

＜主要な業務実績＞ 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、人間の安全保障を推

進し、法の支配をはじめとする共通の価値や原則に

基づく「自由で開かれたインド太平洋」の基本理念

への理解を得ることも念頭に、JICA開発大学院連携

や「JICA日本研究講座設立支援事業（JICAチェア）」

等を通じて親日派・知日派リーダーの育成や、SDGs

達成を含め開発途上地域の課題解決を担う中核人

材の育成の支援を実施した。それらの支援に際して

は、日本の開発とODAとして他国に協力した経験の

共有、国内外の教育機関との連携強化、育成人材と

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：評価指標の目標水準を大幅に上回る成果を

上げていることに加え、業務実績のとおり、質的

な成果や成果の最大化に向けた取組において目標

水準を上回ると判断されることから、当該中期目

標期間における中期目標の所期の目標を上回る成

果が得られていると認められるため。 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標6-5】「JICA開発大学院連携・JICAチェアを通じた親日派・知日派人材の

育成数」が目標値（6,500人）を上回る8,641人となっており、中期目標期間に

おいて着実に指標を達成している。 

 

（定性的実績）（【指標6-2】JICA開発大学院連携・JICAチェア等を通じた育成

人材との継続的な関係維持・発展に資する取組の促進状況） 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認め

られた。複数地域にわたる取組として、JICA開発大学院連携及びJICAチェアを

通じて、日本近代化及び開発経験、日本の開発協力の理念や実践、人間の安全

保障及び法の支配等の価値観を共有し、各国の将来を担う知日派・親日派人材

の育成を推進した。これらの取組は、自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の

 

9 各年度の目標値は、第 5 期中期計画期間中に漸増させ、中期目標期間全体の目標値 6,500 人を達成する予定。 
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の継続的な関係維持・強化に向けた取組の強化、各

事業との相乗効果の発現を重視して実施した。 

これら取組のうち、質的に顕著な実績の中で、特

筆すべきものは以下のとおり。 

 

No.6-1 JICA開発大学院連携による留学生の来

日（及び帰国後の成果） 

◎ 帰国研修員等3名が国会議員に当選【③】：モ

ンゴルにおいて、長期研修等による日本への

留学経験者の3名が2024年6月の総選挙におい

て、国会議員に当選した。そのうち1名は、イ

ノベーションデジタル政策常任委員会会長も

務めており、現在実施中のサイバーセキュリ

ティに係る技術協力プロジェクトや無償資金

協力において、モンゴル側関係者を主導する

立場となっている。モンゴルにおいては、国

会予算常任委員会直下の財政安定委員会、副

首長アドバイザー、経済開発省、モンゴル中

央銀行、大蔵省、国会大会議官房、金融監督

委員会等中央省庁等の局長、課長級の要職に

就く帰国研修生が増えており、モンゴル政府

内における親日派・知日派として、日本との

関係深化を推進している。 

 

◎ 帰国研修員等が重要な行政職に就任【②④】： 

 タジキスタンからの留学生（立命館アジア太

平洋大学博士課程 2022年修了）が帰国後に

大統領府に復帰。その後、2023年9月から大統

領府傘下の投資環境改善協議会事務局の事務

局長（事務次官級以上）に昇進。まだ30歳代

後半ながら大統領からの期待も高く、タジキ

スタン政府における今後の更なる活躍に加

え、親日派・知日派のリーダーとして日本と

の架け橋となることが期待される。 

 キルギスからの留学生（明治大学 2014年修

了）が教育・科学副大臣に就任。日本から帰

国後、キルギス共和国大統領府、キルギス共

和国地域開発投資庁等に勤務し、国家及び地

方発展のための協力プログラムや地方インフ

ラの整備において、日本で得た「批判的思考

（クリティカル・シンキング）」の知識を活用

理念に対する理解促進に加え、我が国と各国との中長期的な信頼関係の強化及

び我が国外交の基盤強化に大きく貢献したことは高く評価される。また、長期

研修及び人材育成奨学計画（JDS）を通じて育成された人材が各国政府の閣僚

級ポストや国会議員、中央省庁幹部、外交使節等の要職に就任するなど、長年

の協力の成果が各国の政策形成や行政運営において発現していることは特筆に

値する。こうした人的ネットワークの蓄積は、我が国との中長期的な信頼関係

の強化に大きく寄与している。 

さらに、JICAチェアについては、アルゼンチンにおいて日本学専攻課程の開

設につながったほか、タジキスタンにおいてJICAチェア共創プラットフォーム

が設置され、エジプトでは大統領府直轄のリーダー養成機関のカリキュラムに

採用されるなど、日本研究及び日本理解を継続的に発展させる基盤が構築され

たことは意義深い。 

 

１ JICA開発大学院連携による留学生の来日（及び帰国後の成果） 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認め

られた。 

・長期研修及びJDSを通じた人材育成を継続的に実施し、中期目標期間を通じ

て「2,000人が日本で学んでいる状態」を達成したことは、我が国と開発途上

国との人的基盤の強化に大きく貢献した成果として高く評価される。  

・長期研修及び留学経験者が、国会議員、教育副大臣、駐日大使、大統領府幹

部、軍・沿岸警備当局幹部等の要職に就任するなど、人材育成の成果が各国の

政策形成や行政運営において着実に発現していることは特筆に値する。  

・帰国後も、日本で学んだ知識や経験を活用し、インフラ整備、行政改革、選

挙管理、教育、鉱物資源開発等の分野で各国の発展に貢献するとともに、日本

との架け橋として活躍していることは高く評価される。  

・ABEイニシアティブをはじめとする各種人材育成事業を通じて、日本企業と

の連携や起業活動、技術革新等につながる成果も発現しており、我が国と開発

途上国との共創関係の発展にも寄与したことは意義深い。 

 

２ JICAチェア 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認め

られた。 

・JICAチェアを通じて日本の近代化及び開発経験を発信し、日本研究や日本理

解の促進に取り組んだ結果、アルゼンチンにおいて日本学専攻課程の開設につ

ながるなど、持続的な日本研究基盤の形成に貢献したことは高く評価される。  

・タジキスタンにおいてJICAチェア共創プラットフォーム及びJICAチェア事務

局が設置されるなど、日本と各国の大学・研究機関との連携強化及び学術ネッ

トワーク形成に大きく寄与した。  

・エジプトでは大統領府直轄のリーダー養成機関においてJICAチェアが正式な

カリキュラムとして採用されるなど、各国の政策形成や人材育成の中核機関に

日本の開発経験や価値観を共有する取組が定着しつつあることは意義深い。  

・モンゴル、ボリビア、アフリカ連合委員会（AUC）等において実施された

JICAチェアは、国会議員や閣僚級を含む政策決定層から高い評価を受けてお

り、日本に対する理解促進及び中長期的な関係強化に大きく貢献したことは高

く評価される。 
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した。 

 ベトナムからの留学生（外務省行政官、名古

屋大学、2004年修了）が駐日ベトナム大使に

就任。日本での留学経験を通し、専攻した法

律分野の知識のみならず、コミュニケーショ

ン能力、問題提起・問題解決能力、ディスカ

ッションスキルやプレゼンテーション能力な

どを習得し、キャリア形成に活かされたとい

う。駐日ベトナム特命全権大使として2023年5

月に着任以来、二階日本ベトナム友好議員連

盟会長や菅元総理を訪問し、ベトナム人を含

む日本在住外国人労働者の生活・就職環境改

善等の取組や、外交関係樹立50周年記念の年

に期待される両国関係の新たな協力関係につ

いて確認し、日本とベトナムの架け橋となる

活躍をしている。 

 ニウエからの留学生（立命館アジア太平洋大

学、2019年修了）がニウエの首相府首席補佐

官に就任。2024年に開催された第10回太平

洋・島サミット（PALM10）では、首相秘書官

として来日し、気候変動対策、地域連携の強

化等で二国間の良好な関係強化に貢献した。 

 フィリピンからの留学生（政策研究大学院大

学（博士課程）2021年修了）が、2023年、歴

代最年少でフィリピン沿岸警備隊の准将に昇

進し、本庁人事課長、海洋安全保障に関する

長官アドバイザー及び報道官（南シナ海問題

担当）として従事。「法の支配」の重要性と日

本をはじめアジア各国の海上保安機関との連

携強化にも尽力している。 

 

◎ 「2,000人が日本で学んでいる状態」を達成

【①③】：機構が実施する長期研修は、大学院

学位課程において、英語での専門分野の教

育・研究機会に加え、日本の近現代の発展と

開発経験を学ぶ機会を提供するものである。

これによって、日本で学んだ開発途上国の人

材が、母国で、知日派・親日派のトップリー

ダーとして活躍し、両国間の関係が中長期的

に維持・強化されることが期待されるもので

ある。2018年に安倍総理（当時）から「5年後

（結論） 

以上により、定量指標である「JICA開発大学院連携・JICAチェアを通じた親

日派・知日派人材の育成数」は目標値を大幅に上回る成果を達成した。また、

JICA開発大学院連携及びJICAチェアを通じて、日本の開発経験、人間の安全保

障及び法の支配等の価値観への理解促進を図り、親日派・知日派人材の育成を

着実に推進した。さらに、育成された人材が各国政府の要職等で活躍するなど

協力の成果が発現しているほか、日本学専攻課程の開設やJICAチェア共創プラ

ットフォームの設置等、日本理解を継続的に発展させる基盤の構築にもつなが

った。これらの成果には、我が国外交政策の推進及び中長期的な友好・協力関

係の強化に資する特筆すべき定性的成果が多数認められ、中期目標における所

期の目標を上回る成果が得られていると認め、「A」評価とする。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

国際情勢が複雑化する中、親日派・知日派人材の育成及び人的ネットワーク

の強化は、我が国外交の基盤として一層重要性を増している。今後は、JICA開

発大学院連携及びJICAチェアを通じて育成した人材との継続的な関係維持・発

展を図るとともに、帰国留学生や研修員とのネットワークを活用した共創・還

流を一層促進することが期待される。さらに、日本の開発経験や価値観の発

信、国内外の大学・研究機関との連携強化を通じて、自由で開かれたインド太

平洋（FOIP）の理念を共有する人材の育成及び我が国との中長期的な関係基盤

の更なる強化に取り組むことを期待する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

特になし。 
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を目途に、いつも2,000人規模の開発途上国の

将来を担う若者たちが日本で学んでいるとい

う状態を目指す」と表明されたことを受け、

これまで100の本邦大学と留学生受入に係る覚

書を締結。コロナ禍でも2022年度は長期研修

員及びJDS留学生1,050名が新規来日した。

2021年度新規来日者1,128名、2022年度新規来

日者1,050名と毎年1,000名以上の来日を実

現。2022年11月時点での長期研修員及び留学

生の在籍者が2,537名になり、安倍元総理によ

る「5年後（2022年度）に2,000人が日本で学

んでいる状態」を達成した。 

 

◎ 研修員等が母国に帰国後、日本で学んだ知

識・技術を活用して活躍【③】： 

 「道路アセットマネジメント技術の中核人材

育成プログラム」（長期研修）において2021年

度に博士号を取得したラオスからの長期研修

員が、母国に帰国後、現地の技術者を指導す

る立場となり、本邦で学んだ橋梁維持管理手

法をほかの橋梁技術者へ展開している。ま

た、橋梁の維持管理を実施する公共事業運輸

省の能力向上を図る「橋梁維持管理能力強化

プロジェクト」（技術協力プロジェクト）でも

ラオス側の中心的な役割を果たしており、同

事業の成果発現にも寄与している。 

 ネパールにおいて、現在選挙管理委員会長官

を務める帰国留学生が、留学中に学んだ日本

での執務室のあり様を「モデルオフィスコン

セプト」として導入し、ネパール政府から表

彰を受けた。また、その帰国留学生は、首相

府第二州事務所主席次官として、効果的・効

率的な質の高い公共サービスを人々に提供す

るため、第二州の行政官人材育成プログラム

の設計や資源配分、協力プログラム実施にお

いても日本で学んだ経験を活用しているほ

か、日本・ネパール間政策対話プログラムに

も参加し、二国間関係の強化にも貢献してい

る。 

 マダガスカルからの留学生（秋田大学 2018

年度修了）が帰国後に鉱山・戦略資源省の局
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長に就任した後、同国大学の博士課程に就学

し、博士号を2023年度に取得。同国の鉱物資

源分野における協力において中心的な役割を

果たしている。 

 コートジボワールからの長期研修員が、在学

中に日本とアフリカの架け橋となるべく日本

においてNPO法人を立ち上げ、企業交流会等を

通じたネットワークづくりなど、アフリカと

日本の民間企業をつなぐ活動を精力的に展

開。また、インターン先の企業が運営するメ

タバース情報工学学校のアフリカ進出への第

一歩として、同校とコートジボワールの大学

との契約締結に貢献した。本功績に対して、

駐日コートジボワール共和国大使から表彰を

受けた。 

 ABEイニシアティブにより訪日し、東北大学大

学院を2019年に修了した元長期研修員が「東

北大学国際功労賞」を受賞した。同氏は、東

北大修了後の2022年に、AIスタートアップ企

業である“Lelapa.ai”を設立。Lelapa.ai

は、多くの言語が使用されるアフリカにおい

て、話し言葉を即座に書き起こして分析する

ことで理解を支援し、話者のニュアンスを踏

まえたチャットボットとの会話へのシームレ

スな統合を実現する技術を提供している。同

技術を通じてアフリカの多言語文化の価値を

維持しながら、言語による域内統合を目指し

ていくもの。また、同氏は、雑誌“TIME”の

特集である“TIME100/AI”において、人工知

能分野で世界をリードする主要な100人の一人

として選ばれた実績もあり、Bloombergにより

“Economy Catalyst”にも選出されている。 

 2012年、機構の短期研修に参加し、日本のIT

技術を学びたいと志望し、2014年に「ABEイニ

シアティブ」を通じ神戸情報大学大学院で学

んだ帰国研修員が、在学中、音羽電機工業株

式会社で6か月間のインターンシップに参加し

た。その後、ルワンダに帰国し、IT会社を起

業。様々なデータが集まる場所になってほし

いという思いから「データ・エキ」と命名。

また、音羽電機は同研修員のインターンシッ
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プを契機として、ルワンダでの雷による感電

被害の予防を目的にルワンダへの進出を検討

し、機構が支援するJICA Bizを活用し調査を

行った。2022年に実施したJICA Bizの調査に

おいては、同研修員が起業した「データ・エ

キ」社がルワンダ政府と音羽電機をつなぐサ

ポーターとして活躍した。 

 

No.6-2 JICAチェア 

◎ JICAチェアをきっかけとして日本学専攻課程

が開設【②③】：アルゼンチン国立ラ・プラタ

大学国際関係研究所の日本研究センターとの

連携でアルゼンチンにおいて初めて日本学専

攻課程が開設された。これまで実施してきた

JICAチェアをきっかけとしたもの。今後、同

課程においてJICAチェアが継続的に実施され

ることとなり、JICAチェアを軸に当国の日本

研究者のネットワークが形成され、ラテンア

メリカ・アジア・アフリカ学会との連携も進

められている。 

 

◎ タジク国立大学に「JICAチェア共創プラット

フォーム」が設置【③】：これまでのJICAチェ

ア等の取組の結果、タジク国立大学に、大統

領府の承認の下「JICAチェア共創プラットフ

ォーム」が構築された。2025年2月には、同大

学内にタジキスタン側のハブ機能を担う主な

拠点としてJICAチェア事務局も設置された。

同事務局がJICAチェアの実施や二国間の大学

間交流や研究拠点となる体制が構築された。 

 

◎ 大統領府直轄のリーダー養成機関のカリキュ

ラムにJICAチェアが採用【③】：エジプトの

National Training Academy（NTA）は、エジ

プト各界でのリーダーを育成するための大統

領府直轄リーダー養成機関であり、中央・地

方政府機関行政官、民間セクター幹部養成向

けの各種エグゼクティブ研修を実施し、各界

で活躍する3万人以上の卒業生を輩出してい

る。日本の開発経験を学ぶJICAチェアを、エ

グゼクティブ研修の中へ組み込みたい意向が
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示され、2024年に女性リーダー養成研修の中

に組み込まれた。 

 

◎ 閣僚等がJICAチェアを高く評価【②④】： 

 モンゴル国立大学でのJICAチェアにおいて、

2023年9月から4か月間を1タームとする単位認

定型「JICAチェア講座」が開始されるととも

に、外交常任委員会を対象にした国会勉強会

での講和や著名なコメンテーターとの対談が

現地テレビ番組として取り上げられた。国会

議長、安全外交政策常任委員会委員長、国家

組織常任委員会委員長、国会議長法律上席顧

問ほかモンゴルの有力な国会議員より政策レ

ベルの協力として高い評価を受けた。  

 ボリビアでのJICAチェアにおいては、ガブリ

エル・レネ・モレーノ大学でのJICAチェア・

ディプロマコースについて、ボリビア側から

の評価が非常に高く、経済・財務大臣、副大

臣からも日本の生産性、技術、経済発展を学

ぶことの意義は大きいという認識の下で、

JICAチェアの継続・拡大に対する大きな期待

が寄せられたことから、同大学と機構との間

で日本研究講座のコンテンツの充実化のため

の共同研究を実施した。 

 アフリカ連合委員会（AUC）向けJICAチェアに

おいては、AUC教育担当コミッショナー（大臣

級）、AUC教育担当部局職員に加え、アフリカ

各地のAUC傘下の研究機関やPan African 

Universityホスト大学の教授・学生等、計8か

国から60名以上が参加し、日本側からはアフ

リカ連合日本政府代表部特命全権大使も参

加。講義後には予定時間を大幅に超過するほ

どの活発な質疑応答が行われ、参加者から好

評を得た。AUCコミッショナーからは本取組の

意義について述べられるとともに、感謝が寄

せられた。 

 ジンバブエ大学（375名参加）及び国会（295

名参加）で機構の北岡特別顧問によるJICAチ

ェア“Japan’s Development Journey-Best 

Practices and Experiences for Zimbabwe”

を実施し、日本の近代化・開発の経験を伝え
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たほか、歴史的背景を踏まえた日本の外交政

策上の特徴などについても講義を行い、中国

の影響力が強いジンバブエにおいて、国会議

員及び政府関係者に日本への関心を高めた。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、長期研修員等の

受入に係る効率的な組織内調整・管理、各種制度の

簡素化、長期研修員等に提供する付加価値創出プロ

グラムの充実化、長期研修員等とのつながり維持・

強化といった課題があり、事務の合理化、付加価値

創出プログラムの多様化などの対応を行った。引き

続き戦略的な人選や帰国長期研修員等との関係維

持、共創・還流の現場レベルでの促進が求められて

おり、2026年度に向けて当該課題に取り組むととも

に、第6期中期目標期間に向けて長期研修員事業に

おける国内外の多様なアクターとの連携、帰国長期

研修員等との戦略的な関係構築（国際頭脳循環促

進）をさらに深化させていく。 

 

 

 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：3.（6） 

中期目標・中期計画・年度計画は、JICAウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：2.（2） 年度計画 

1. (6) ）JICA開発大学院連携・JICAチェアを通じた親日派・知日派リーダ

ーの育成 

 

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.7 民間企業等との連携を通じた開発課題の解決への貢献 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、インフラシステム海外展開戦略 2025及び追補インフラシス

テム海外展開戦略 2030 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】開発協力大綱等の政策目標では、民間の技術・資金との連携

強化を通じた開発課題の解決を重視しており、本取組の貢献度が大きいた

め。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度  2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標 7-1】協力準備調

査、中小企業・SDGsビジ

ネス支援事業を活用した

法人・団体数 

490 

法人・団

体 

95 

法人・団

体10 

87 

法人・団

体 

126 

法人・団

体 

123 

法人・団

体 

146 

法人・団

体 

（80 

法人・ 

団体） 

予算額（百万円） 

9,155 5,879 5,762 5,146  

【指標 7-2】開発途上地域

の課題解決及び海外展開

につなげるためのコンサ

ルテーション企業数 

4,420 

法人・団

体 

880 

法人・団

体11 

1,021 

法人・団

体 

1,014 

法人・団

体 

1,240 

法人・団

体 

1,092 

法人・団

体 

（700 

法人・ 

団体） 

決算額（百万円） 

4,671 5,216 5,060 3,709  

        経常費用（百万円） 4,172 5,644 5,709 3,829  

        経常利益（百万円） △413 △1,275 △875 △172  

        行政コスト（百万円） 4,172 5,644 5,709 3,829  

        従事人員数 151 158 158 158  

 

  

 

10 第 5 期中期計画期間前半の制度改善を踏まえて後半年度の目標値を増加させ、中期目標期間全体の目標値 490 法人・団体を達成する予定。 

11 各年度の目標値は、第 5 期中期計画期間中に漸増させ、中期目標期間全体の目標値 4,420 法人・団体を達成する予定。 



156 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.①参照） 

 

＜その他の指標＞ 

なし。 

＜主な業務実績＞ 

（1）業務実績 

開発途上地域が直面する多様な開発課題の解決

に向け、2022年度から2025年度まで、事業の各段階

に対応した多様な連携事業（協力準備調査、中小企

業・SDGsビジネス支援事業、海外投融資等）や、開

発協力への民間企業の裾野拡大に係る取組を通じ

て、民間企業等が有する技術、製品、システム、資

金等を活用した開発協力を推進する支援を実施し

た。それらの支援に際しては、民間部門の活動が開

発途上国の経済成長を促す大きな原動力となって

いることを踏まえ、連携強化に向けた人材育成の推

進、インフラ輸出を含む日本企業の現地での活動の

促進及び本邦地域経済の活性化を重視して実施し

たほか、民間企業のニーズ等を踏まえた不断の制度

改善・体制の見直しを行った。対象とする国は100か

国以上に及び、累計の支援実績は、海外投融資78件、

1兆811億円、中小企業・SDGsビジネス支援事業（JICA 

Biz）は246件にのぼる。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 持続可能な開発に貢献するファシリティの創

設【①②③】：2023年5月に実施されたG7グロ

ーバル・インフラ投資パートナーシップ

（PGII：Partnership for Global 

Infrastructure and Investment）に関するサ

イドイベントにおいて、岸田総理（当時）が

官民のインフラ投資を通じてパートナー国の

持続可能な開発に貢献することを表明するに

あたり、機構は同公約に貢献する3種の融資フ

ァシリティを創設した。気候変動対策推進フ

ァシリティ（ACCESS）は、気候変動の緩和

（再生可能エネルギー・植林・EV事業等）や

適応（農業・上下水道等）に資するインフラ

事業や、金融機関への融資を通じた中小規模

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

根拠：評価指標の目標水準を大幅に上回る成果を

上げていることに加え、（１）業務実績に記載のと

おり、「独立行政法人の評価に関する指針」（令和 6

年 11月 26日総務大臣決定）及び「外務省所管独

立行政法人の業務実績評価の基準について」（令和

５年２月）に掲げられた S評価の根拠となる質的

に顕著な実績が多数あることから、当該事業年度

における中期計画の所期の目標を上回る顕著な成

果が得られていると認められるため。 

評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標 7-1】「協力準備調査、中小企業・SDGsビジネス支援事業を活用した法

人・団体数」が目標値（490法人・団体）に対し 482法人・団体となる見込み

であるほか、【指標 7-2】「開発途上地域の課題解決及び海外展開につなげるた

めのコンサルテーション企業数」が目標値（4,420法人・団体）に対し 4,367

法人・団体となる見込みであり、中期目標期間において着実に指標を達成して

いる。 

 

（定性的実績） 

 中期計画の取組を着実に実施したことに加え、民間企業、金融機関、国際機

関等との連携を通じて、開発途上国の課題解決と日本企業の海外展開の両立に

資する取組を推進した。海外投融資や JICA Biz等を活用し、民間の技術、資

金及びノウハウを活用した開発協力を展開するとともに、スタートアップ支援

や共創の推進を通じて新たな連携モデルの構築を進めたことは、開発協力大綱

及びインフラシステム海外展開戦略等の政府方針の実現にも資するものであ

り、高く評価される。具体的には、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・G7広島サミットにおける我が国の公約にも貢献する形で、気候変動対策推進

ファシリティ（ACCESS）、食料安全保障対応ファシリティ（SAFE）、金融包摂フ

ァシリティ（FAFI）を創設し、民間資金を活用した持続可能な開発課題への対

応を推進したことは高く評価される。 

・フィリピン初の鉄道 PPP事業となる LRT1号線運営維持管理改善事業への出

資を実施し、本邦企業による質の高いインフラ事業の海外展開を後押しすると

ともに、マニラ首都圏の鉄道輸送網の発展に貢献したことは、我が国のインフ

ラシステム海外展開戦略の推進及び開発課題の解決を両立する取組として高く

評価される。 

・スタートアップ企業向け投資ファンドへの出資を通じて、新興企業の金融ア

クセス改善やスタートアップ・エコシステム形成を促進したことは、開発途上

国におけるイノベーション創出と持続的な経済成長に貢献する取組として評価

される。 

・企業共創プラットフォームの設置や JICA Bizの制度改編を通じて、民間企

業の参画拡大、企業支援機能の強化及びビジネス化の加速を実現したことは、

開発課題解決に向けた民間連携の裾野拡大に資する取組として評価される。 

・JICA Biz を通じて、カンボジアにおけるカシューナッツ産業の高付加価値

化、ベトナムにおける母子保健改善、モンゴルにおけるドローン物流の導入
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の気候変動対策事業、気候変動対策を推進す

る民間企業による気候変動対策事業を対象と

した15億ドルを上限とする融資枠であり、こ

れらの事業を通じて気候変動対策に貢献す

る。食料安全保障対応ファシリティ（SAFE）

は、食料システム強化/農業関連の気候変動対

策（適応）、金融機関への融資を通じた農業分

野支援、農業卸売商社への融資を通じた小規

模農家支援、脆弱国などにおける食料や肥料

等の輸出入に対する緊急支援を対象とした10

億ドルを上限とする融資枠であり、これらの

事業を通じて食料安全保障に貢献する。金融

包摂ファシリティ（FAFI）は、中小零細企

業、低所得者層、女性のいずれかの正規金融

へのアクセス改善に寄与する事業を行う開発

途上国の地場金融機関を対象とした15億ドル

を上限とする融資枠であり、これらの事業を

通じて金融包摂に貢献する。 

 

◎ 出資を通じ外国資金を呼び込む経済特区開発

に貢献【①②③⑤】：機構は、バングラデシュ

の産業高度化・多角化のために住友商事株式

会社及び同国政府が行う経済特区開発事業へ

の出資（海外投融資）を実施した。出資を通

じて経済特区の円滑な開発・販売を支援し、

本邦企業をはじめとした外国企業による投資

を推進するもの。出資に先立ち、円借款によ

る周辺インフラ整備や、同国政府からの出資

部分に対するバックファイナンス、技術協力

を通じた入居企業へのワンストップサービス

の制度構築を実施しており、機構の総合力を

発揮した協力となっている。 

 

◎ フィリピン初の鉄道PPP事業への出資により日

本企業を支援【①②③】：機構は、2024年5月

にフィリピン「LRT1号線運営維持管理改善事

業」（海外投融資）の出資契約に調印した。本

事業はマニラ首都圏を南北に結ぶ都市旅客鉄

道Manila Light Rail Transit System Line1

（LRT1号線）の運営・保守事業を行うLight 

Rail Manila Corporationに、本邦企業2社と

等、日本企業の技術やノウハウを活用した具体的成果が発現しており、開発課

題の解決と日本企業の海外展開の双方を実現した好事例として高く評価され

る。  

 

（結論） 

以上により、定量指標が中期目標期間を通じて高い水準で推移したことに加

え、中期計画において予定されていた取組を着実に実施したほか、持続可能な

開発に貢献するファシリティの創設、フィリピン初の鉄道 PPP事業への参画、

スタートアップ企業向け投資ファンドへの出資、企業共創プラットフォームの

設置及び JICA Bizの制度改編等、民間企業との連携を通じた開発課題の解決

に向けて特筆すべき成果が認められた。 

これらの成果は、開発途上国における社会課題の解決及び持続的な経済発展

に寄与するとともに、開発協力大綱及びインフラシステム海外展開戦略等が掲

げる民間資金動員、日本企業の海外展開促進及び官民連携の強化にも大きく貢

献するものであり、中期目標における所期の目標を質的及び量的に大幅に上回

る成果が得られていると認め、「S」評価とする。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

開発課題の複雑化・多様化が進む中、民間企業が有する技術、資金及び知見

を活用した開発協力の重要性は一層高まっている。今後は、海外投融資や JICA 

Biz等を通じて形成された案件の事業化及び横展開を促進し、開発インパクト

の更なる拡大を図るとともに、日本企業の海外展開との相乗効果を一層高める

ことが期待される。また、スタートアップ企業を含む多様な主体の参画を促進

し、金融機関、国際機関等との連携を通じた民間資金動員や共創の取組を更に

発展させることで、持続可能な開発課題の解決に取り組むことを期待する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

・2025 年の JICA法改正は、我が国の開発協力を新たな段階へ発展させる重要

な制度改革である。今後は、公的資金のみならず、民間資金、地方自治体、大

学、金融機関、市民社会及び国際機関とのパートナーシップを一層強化し、多

様な主体が参画する「共創型開発協力」を推進することが期待される。特に、

開発資金需要が拡大する中、ブレンデッド・ファイナンスやインパクト投資等

を積極的に活用し、民間資金動員を通じて SDGs及びポスト 2030アジェンダの

達成に貢献することが望まれる。 
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ともに出資するものであり、フィリピン初の

鉄道PPP事業の実施を支援する。また、日本企

業による質の高いインフラ事業の海外進出を

後押しするものであり、「インフラシステム海

外インフラ展開戦略2025（2022年6月追補

版）」に貢献する。さらに、輸送力増強を図る

「LRT1号線増強事業（1）、（2）」（円借款）や

車両整備を行う「マニラ首都圏大量旅客輸送

システム拡張事業」（円借款）とあわせて、マ

ニラ首都圏における鉄道輸送網の発展に貢

献。 

 

◎ スタートアップ企業向け投資ファンドへの出

資により新興企業の金融アクセス改善に貢献

【②】：機構は、NINJAやTSUBASAなど各地域の

スタートアップ・エコシステムの発展に対す

る取組と連携し、全世界で計5つのベンチャ

ー・キャピタル・ファンドに対して出資を行

った。これにより、新興国市場での資金の枯

渇が起きる中、革新的なビジネスにより開発

課題の解決に貢献する開発途上国の新興企業

の成長に必要な資金アクセスを提供するとと

もに、将来的な日本企業とのビジネス上の連

携などにもつながることも期待される。出資

実績は以下のとおり（括弧内はファンドマネ

ージャー）。 

・ 2024年9月東南アジア地域「新興企業成長支

援投資事業」（Openspace Ventures Pte. 

Ltd） 

・ 2024年11月中南米・カリブ地域「スタート

アップ企業成長支援事業」（Dalus Group 

LLC） 

・ 2025年8月アフリカ「アフリカの人々と環

境のための投資事業」（Novastar Ventures 

Limited） 

・ 2025年12月中南米・カリブ地域「スタート

アップ・インキュベーション支援事業」

（CANARY IV, GP LLC） 

・ 2026年1月中南米・カリブ地域「スタートア

ップ・アクセラレーション支援事業」（Valor 

Venture Partners V, L.P.） 



159 

・ 2026年2月中南米・カリブ地域「農業イノベ

ーション投資事業」（AgVentures III GP, 

LLC） 

 

◎ 太平洋島嶼国で初となるPPP事業に貢献

【①③⑤】：同国唯一の国際空港において、

「パラオ国際空港ターミナル拡張・運営事

業」（海外投融資）により建設された新ターミ

ナルが全面開業した。太平洋島嶼国で初とな

るPPP。双日株式会社、日本空港ビルデング株

式会社（JATCO）、海外交通・都市開発事業支

援機構（JOIN）、大成建設株式会社のオールジ

ャパンでの支援で、ターミナル建設とあわせ

て日本の民間企業のノウハウを活かした空港

運営・維持管理技術を導入した。 

 

◎ 多数の大規模風力発電事業により温室効果ガ

スの削減に大きく貢献【①③】：海外投融資再

開以降、ウズベキスタンで初の民間企業によ

る風力発電案件である「ザラフシャン風力発

電事業」（海外投融資）を承諾。また、ラオス

においても初の風力発電案件である海外投融

資「モンスーン風力発電事業」（海外投融資）

を承諾した。ほかにも、アゼルバイジャン、

エジプト、ベトナムで民間事業者による再生

可能エネルギー発電事業を承諾。2022年度の

海外投融資による再生可能エネルギー事業向

けの支援規模は設備容量約2GW規模となり、機

構が掲げる温室効果ガス排出削減目標の達成

に大きく貢献した。 

 

◎ 機構が出資したファンドにより2,000万人を超

える女性零細事業者を支援【①②③】：機構は

2016年に、ASEANをはじめとするアジア地域に

おいて女性のエンパワメントを促進する「日

本ASEAN女性エンパワメントファンド」（海外

投融資）に対して出資した。同ファンドによ

る融資は、2023年9月までに累計で2,000万人

を超える零細事業者に裨益しており、その

90％以上は女性である。また、本事業の成果

は、日本が議長国を務めたG7広島サミットの
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政府広報でも「起業家と投資家をつなぐ」も

のとして紹介される等、自由で開かれたイン

ド太平洋（FOIP）や日ASEAN包括的連結性イニ

シアティブといった政府の政策実現にも貢献

している。 

 

◎ 本邦大手銀行との協働によりグリーンファイ

ナンスを促進【②】：機構は、2024年9月に南

アフリカ「グリーンファイナンス推進事業」

（海外投融資）により、南部アフリカ開発銀

行（DBSA）との間で融資契約に調印した。本

事業は、DBSAを介し、南アフリカ共和国内の

グリーン・インフラ整備（再生可能エネルギ

ー事業、蓄電事業等）に取り組む事業者への

支援を促進するもの。南アフリカ初の海外投

融資案件であるほか、本事業は、三井住友銀

行（SMBC）グループとの協調融資であり、

2021年3月に導入された同行との協調融資にお

けるサステナブルファイナンス・フレームワ

ークが適用される。 

 

◎ 企業共創プラットフォームにより企業の参画

を推進【①③⑤】：ビジネス化促進のため、民

間企業、金融機関、支援機関等の知見共有・

交流の「場」として、企業共創プラットフォ

ームを設置。週1回程度の定期的なメールマガ

ジンを発信し、登録約3,000社に向け、民間連

携の可能性がある機構の事業に係る情報を発

信するとともに、他機関からの情報について

も配信を行い、支援機関同士の連携にもつな

がっている。また、企業同士での意見交換・

連携を目的に、カンボジアのインフラ分野ビ

ジネスに取り組む企業の交流会、タイ進出企

業交流会、関西地域での水環境分野企業交流

会、一般財団法人海外産業人材育成協会

（AOTS）と共催での「途上国ビジネス」×

「人材育成」セミナー兼交流会等を開催し

た。 

 

◎ 中小企業・SDGsビジネス支援事業の制度改編

により契約・ビジネス化を加速【③⑤】：中小
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企業・SDGsビジネス支援事業の試行的制度改

編を実施し、支援メニューの見直し、機構と

採択企業の契約関係の見直しなどにより、利

便性向上、ビジネス化の一層の促進、開発イ

ンパクトへの貢献を促進した。具体的には契

約関係の見直しにより、採択通知から約1か月

での採択企業と機構の契約締結を可能とし、

また、経理処理の合理化を図るなど利便性向

上を実現した。また、企業によるビジネス化

を加速する観点から、開発途上国におけるビ

ジネス化に知見のあるコンサルタントを配置

しつつ、機構と当該コンサルタントが相互の

強みを活かして、連携して採択企業を支援す

る体制を構築した。加えて、採択企業のビジ

ネスが開発途上国の課題解決に貢献するロジ

ックを明確化するためのマニュアルを作成す

るとともに、採択企業向けの研修を実施し

た。 

 

◎ 機構が支援する調査やビジネス化促進事業の

成果を様々な機関が評価【②④】：機構は開発

途上国の社会的・経済的課題の解決に貢献す

る民間企業の事業展開を支援する「中小企

業・SDGsビジネス支援事業（JICA Biz）」を実

施。それらの事業の成果は、以下の事例に代

表されるとおり、様々な機関から高く評され

ている。 

 機構は、T-PLAN株式会社が太陽光蓄充電シス

テムと小型電気自動車を組み合わせた「姫島

モデル」をパラオで展開するための調査を支

援。同調査において、パラオ政府から強い関

心が示され、パラオ政府の予算により国会議

員が来日して現地視察等が行われ、パラオ大

統領に対して直接プロモーションを行う機会

も実現した。それらの取組の結果、2023年度

第13回EST交通環境大賞で国土交通大臣賞を受

賞。 

 機構は、秩父ケミカル株式会社が、気候変動

の影響で顕在化してきている都市洪水対策と

して、公園や駐車場等の地下空間を活用した

雨水貯留構造体をタイ国内でビジネス展開す



162 

る実証事業「浸水被害の軽減に寄与するプラ

スチック製雨水貯留構造体の普及・実証・ビ

ジネス化事業」を支援。同社はバンコク都か

ら独自に大型案件の受注に成功したほか、人

力でも施工が可能で重機使用を最低限に抑え

られるなどの施工性、工期の短縮、価格面が

評価され、2023年6月に国土交通省「第6回

JAPANコンストラクション国際賞」を受賞し

た。 

 機構は、株式会社日本標準がモロッコの小学

校で算数副教材「Switch on!」（整数・小数の

暗算・筆算）の実証を行う「算数教育におけ

る児童の基礎学力を保障する学校教材の普

及・実証・ビジネス化事業」を支援。同国教

育省が本事業を通じた副教材による学力向上

の成果を認め、大臣通達として授業内での計

算練習を導入し、日本標準社の教材が副教材

として認可された。 

 機構は、株式会社シーイー・フォックスがタ

イの大学でeラーニングとオンラインによる対

面授業のブレンド型教育システムを実証する

「設計エンジニア育成eラーニングシステムを

中心とした産学連携教育プログラムの普及・

実証事業」を支援。その結果、同社製eラーニ

ングシステムが大学で正式に採用された。 

 スーダンは世界9位のタマネギ生産国である

が、露地栽培で年1回しか収穫できず、出荷時

期が短期に集中するため、市場価格の季節変

動が激しいこともあり、収穫放棄が問題とな

っていた。機構は、大紀産業株式会社が、無

添加で、かつ衛生管理された状態で乾燥加工

品を製造できる電気乾燥機を導入する「農産

物乾燥加工技術導入を通じたタマネギの付加

価値創出に向けた普及・実証事業」を支援。

価格の乱高下なく、常に安定した価格で販売

でき、さらに常温で1年程度長期間保存するこ

とを可能にした。これらの活動が日本でも評

価され、2023年12月には「中小企業新ものづ

くり・新サービス展SDGsアワード優秀賞」を

受賞した。 
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 機構は、学校図書株式会社によるパプアニュ

ーギニア「初等教育向け算数ワークブックを

活用した学力向上に係るビジネス化実証事

業」を支援。同事業は、機構が実施した技術

協力プロジェクトでパプアニューギニアの国

定算数教科書が策定されたことを受け、同教

科書に準拠して開発した算数ワークブックを

普及させるため、同ワークブックの活用が学

力向上に効果があることを実証し、販売体制

構築を目指したものであり、本事業の結果、

同国教育省から算数分野では初めて同ワーク

ブックが公式補助教材として承認され、州教

育局からの個別受注につながった。 

 

◎ 日本企業による現地でのビジネス化を促進

【②】：「中小企業・SDGsビジネス支援事業

（JICA Biz）」の結果、以下の事例に代表され

るとおり、多くの事業において、支援企業が

現地に法人や工場を設立、拡張するなど、現

地でのビジネス化に向けた具体的なアクショ

ンにつながった。 

 機構は、株式会社トッププランニングJAPANに

よるカンボジアにおける「カシューナッツの

バリューチェーン構築と高付加価値化に向け

た案件化調査」を支援。その結果、同社は

MIRARTHホールディングス株式会社らと法人を

設立し財政基盤を強化したうえで、2024年に

現地工場を拡張。カンボジアは、世界2位のカ

シューナッツの生産国であるが、加工工場が

少なく、多くは一次産品のままベトナムのブ

ローカーに安価で売却されている。政府は増

産と加工比率の向上による同産業の発展を重

視しているが、工場の設立・拡張により、集

荷から最終製品化までを実現し、付加価値の

自国内部化や雇用の増加に貢献し、カンボジ

ア政府からも高い評価を受けている。 

 ツジコー株式会社は、照明器具等の製造を行

ってきた企業であるが、事業の多角化のため

「植物を非加熱で粉末に加工する技術」を開

発。機構は、同社がラオスにおいて持続性の

ある食品製造事業を展開するための事業を支
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援。その結果、同社は、2022年にはタイに加

工工場を設立し、ラオスで収穫したハーブ

（「バタフライピー」）をタイへ輸送し、加工

する体制を整備した。2023年にはタイに設立

した現地法人が、滋賀銀行と国際協力銀行

（JBIC）の協調融資により事業に必要な資金

を調達し、また、食品製造における製品の安

全を確保するための衛生管理手法に係る認証

（HACCP認証）や、「ハラル認証」を取得する

など、ビジネスとして軌道に乗っている。 

 鈴木薄荷株式会社は過去にハッカ原料の新た

な調達先候補として、ベトナムにて独自に栽

培に関する技術指導を約10年にわたり実施し

た経緯があり、2014年から2015年まで機構の

援助手法を活用して調査を実施した。調査終

了後も、機構現地事務所による側面支援の

下、独自にビジネス化に向けた検討を続け、

2023年5月にベトナム産ハッカ活用を想定した

開発棟・倉庫を日本国内で新設。同社は、製

造工程における独自技術の導入や熟練社員に

よる厳格な品質検査等により、高純度・高品

質な天然ハッカの製造を可能としており、国

内外で高い評価を得ている。 

 機構は、飲酒運転を起因とした交通事故防止

が課題となっているベトナムで、東海電子株

式会社が実施する「飲酒運転防止をメインと

した事故防止支援（機器運用及び教育支援）

案件化調査」を支援。同調査の中で、2023年5

月にはオープンセミナー「ベトナム交通社会

の飲酒運転ゼロを目指して」を開催し、総勢

60名のベトナム政府関係者及び民間企業等が

参加し、大きな反響を得た。本調査の結果、

同社は「業務用アルコール検知器」の法制化

や普及を目指すため、ベトナムに飲酒運転防

止事業を行う現地法人を2023年8月に設立し

た。 

 機構は、株式会社エアロネクストによるモン

ゴルにおける「ドローン活用による医療品の

配送網構築のためのビジネス化実証事業」を

支援。同事業は、交通渋滞が激しい首都ウラ

ンバートルで、ドローンによる血液製剤の輸
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送を行うものであり、実際に手術用の輸血用

血液の緊急輸送も行い、人命救助に貢献する

事例もあった。また、同社は、モンゴルの大

手投資会社Newcom Group、セイノーホールデ

ィングス株式会社、KDDIスマートドローン株

式会社らと「モンゴル新スマート物流推進ワ

ーキンググループ」を発足し、ドローンを活

用した配送網構築に向けた活動を推進してい

る。 

 機構は、アサヒグループ食品株式会社による

ベトナムにおける「The First 1,000daysの母

子保健改善ビジネス化実証事業」を支援。同

事業は、離乳食が始まる6か月頃から5歳未満

の乳幼児の発育阻害が増加するベトナムにお

いて、日本の「授乳・離乳の支援ガイド」に

基づき、成長段階に応じて設計されたベビー

フードを活用し、乳幼児の健全な成長を促し

つつ、養育者の育児負担軽減への寄与を目指

したもの。支援の結果、同社とベトナム国立

栄養研究所が覚書を締結し、「ベトナム版離乳

実践ガイド」を作成することとなった。 

 機構は、株式会社ハイドロ総合技術研究所に

よるインドネシアにおける「画像解析技術に

よる水文観測（水位観測・流量観測）に係る

案件化調査」を支援。映像のみで水位・流量

等を観測することができる非接触型流速・流

量計測システムの活用により、河川に近づく

ことなく安全・簡単に流速・流量を測定する

ことを可能とするもの。支援の結果、同シス

テムの計測精度の高さ、使用の簡便性、価格

優位性が認知され、現地企業から受注を獲得

するに至った。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第 5期中期目標期間においては、より質の高い事

業の実施や機構事業後の企業による開発途上国の

課題解決に貢献するビジネスの形成および実現を

促進することが課題であり、支援制度の改編を行

い、また企業との共創推進に向けた方針・仕組み

づくり・人材育成・情報発信強化に取り組んでい

る。また、企業との共創推進に向けた組織全体の
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活性化を図るべく、2026年度に向けては取り組み

中の方針・仕組みづくり・人材育成等を実施して

いくとともに、第 6期中期目標期間に向けてこれ

ら取組の組織内での実装化を進めていく。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：3.（7） 

中期目標・中期計画・年度計画は、JICAウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を

参照。 

中期計画：2.（3） 年度計画 

1.（7）民間企業等との連携を通じた開発課題の解決への貢献 

 

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.8 多様な担い手と開発途上地域の結びつきの強化及び外国人材受入・多文化共生への貢献 

業務に関連する政策・施策 開発協力大綱、外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ、外国人の

受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策、地方創生 2.0 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】外部主体との連携の強化を通じて開発成果の向上を図ること

は、業務・組織全般の見直しで指摘している重要項目のため。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098  

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度   2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標 8-2】外国人材受入

支援・多文化共生社会構築

に向け、JICA 海外協力隊経

験者、国際協力推進員、

JICA 国内拠点等を通じた

支援対象団体・企業数 

200 団体・

企業 

40団体・

企業 

49団体・

企業 

56団体・

企業 

53団体・

企業 

62団体・

企業 

（40 

団体・ 

企業） 

 予算額（百万円） 

24,900 22,175 27,355 31,220  

【指標 8-4】NGO 等活動支

援事業への参加人数 
2,500人 500人 952 人 1,112人 1,838人 831人 （500人） 

 決算額（百万円） 
20,014 23,059 24,895 26,140  

【指標 8-7】教育関係者を

対象にした開発教育指導

者研修等の参加人数 

6.1万人 1.3万人12 11,706 人 17,247人 16,251人 16,450人 
（13,000

人） 

 経常費用（百万円） 

18,399 22,489 25,904 27,022  

【指標 8-8】日系社会研修

参加人数  
700 人 140人13 152 人 142人 183人 200人 （140人） 

 経常利益（百万円） 
△4,300 △2,665 △2,731 △1,817  

         行政コスト（百万円） 18,399 22,489 25,904 27,022  

         従事人員数 148 145 145 145  

 

  

 

12 各年度の目標値は、コロナ禍の影響を踏まえ設定しており、中期目標期間全体で目標値 6.1 万人を達成する予定。 

13 各年度の目標値は後半年度に増加させ、中期目標期間全体で目標値 700 人を達成する予定。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.①参照） 

 

＜その他の指標＞ 

【指標 8-1】JICA海外協力隊の派遣、帰国隊

員による社会還元の促進及び参加者の裾野

拡大に向けた取組状況 

【指標 8-3】地方自治体との連携に係る取組

の促進状況 

【指標 8-5】NGO/CSO 連携や事業実施能力の

強化に係る取組の促進状況 

【指標 8-6】開発途上国の研究機関と共同で

新たな知見や技術の獲得に向けた研究の推

進状況 

＜主要な業務実績＞ 

No.8 ア JICAボランティア事業（JICA海外

協力隊） 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、アフリカ・アジア・

中南米地域を中心に74か国において、国民の参加及

び開発途上地域の住民との相互理解を促進しつつ、

草の根事業レベルの活動を通じて開発途上地域の

課題解決に資する事業を実施した。それらの協力に

際しては、自治体、大学等多様なステークホルダー

との連携及び本事業への参加促進、帰国隊員による

協力隊経験の社会還元や事業の成果発信を重視し

て実施した。 

それらの協力における顕著な実績の中で、特筆す

べきものは以下のとおり。 

 

◎ JICA海外協力隊派遣先各国政府からの表彰

【②③④】：協力隊派遣の周年行事等を通じ、

派遣先各国政府からの高い評価による表彰を

受け、メディアでも報道されることで、高い

プレゼンスを示す事例が多数あった（ベトナ

ム、バングラデシュ、トンガ、ブータン、エ

ルサルバドル、ジンバブエ、コスタリカ、ベ

リーズ他）。特に、JICA海外協力隊発足60周年

では、パプアニューギニアのマラぺ首相等、

各国から海外協力隊の活動が各国の発展に素

晴らしい貢献をした等のメッセージが寄せら

れたほか、ラオスやカンボジア、フィリピ

ン、ケニア等の派遣先各国でも周年行事が行

われ、協力隊による人的交流の重要性が確認

され、長年のボランティア活動が現地で成果

を上げていることの裏づけとなった。 

 

◎ JICA海外協力隊員が派遣前に日本の自治体で

活動し、地域活性化と地方創生に貢献「グロ

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：評価指標の目標水準を大幅に上回る成果を

上げていることに加え、業務実績のとおり、質的

な成果や成果の最大化に向けた取組において目標

水準を上回ると判断されることから、当該中期目

標期間における中期目標の所期の目標を上回る成

果が得られていると認められるため。 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標8-2】外国人材受入支援・多文化共生社会構築に向け、JICA海外協力隊経験

者、国際協力推進員、JICA国内拠点等を通じた支援対象団体・企業数、【指標8-4】

NGO等活動支援事業への参加人数、【指標8-7】教育関係者を対象にした開発教育指導

者研修等の参加人数について、それぞれ目標値の120％以上となっているほか、【指

標8-8】日系社会研修参加人数について100％を上回っており着実に指標を達成して

いる。 

 

（定性的実績） 

１ JICAボランティア事業（JICA海外協力隊）（【指標8-1】「JICA海外協力隊の派

遣、帰国隊員による社会還元の促進及び参加者の裾野拡大に向けた取組状況」） 

JICA海外協力隊事業については、74か国において、国民の参加及び開発途上地域

の住民との相互理解を促進しつつ、草の根レベルで開発途上地域の課題解決に資す

る活動を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の実績

が認められた。 

・JICA海外協力隊発足60周年を契機として、派遣先各国政府からの表彰や高い評価

を受け、各国から協力隊の活動が発展に貢献した旨のメッセージが寄せられるな

ど、長年にわたる人的交流の成果と意義が改めて確認されたことは高く評価され

る。 

・グローカル・プログラムを2021年開始当初の5自治体から14都道府県24地域へ拡大

し、派遣前の隊員候補者の課題発見・解決能力の向上を図るとともに、地域活性化

や地方創生にも貢献したことは、国際協力と日本国内への社会還元を結び付ける取

組として評価できる。 

・JICA海外協力隊経験者を対象とした起業支援プログラム（BLUE）を開始し、協力

隊経験者による国内外での社会課題解決や事業立ち上げを支援したことは、協力隊

経験の日本社会への還元及びスタートアップ人材育成にも資する成果として評価で

きる。 

 

２ 外国人材受入・多文化共生 

外国人材受入れ及び多文化共生の推進については、日本政府の関連施策を踏ま

え、送出国における労働・雇用政策、行政手続の整備・改善及び人材育成に係る支
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ーカル・プログラム」の実施・拡大

【①②④⑤】：JICA海外協力隊合格者が、現地

派遣前訓練の一環として国内の自治体で地域

活性化・地方創生にOJTとして取り組む活動

「グローカル・プログラム」を2021年度より

実施。“よそ者”として新しい環境に飛び込

み、地域住民と関係を築きながら課題解決に

取り組む過程は、任国派遣後の活動に近く、

隊員候補者にとって課題発見能力及び解決能

力が鍛えられ、派遣前訓練として高い効果が

得られている。また受入自治体からも、地域

密着型で町づくり及び地域創生に奔走する姿

に対し、感謝の声が多く聞かれており、2021

年開始当初の5自治体から、14都道府県24地域

（2026年3月末時点）へと活動範囲が拡大し

た。秋田県五城目町を初めとし、本取組に地

域おこし協力隊インターン制度を活用する自

治体が増えており、派遣前の地域活性化のみ

ならず、帰国後の地域とのつながりの継続を

目指した協力プログラムとして日本国内から

も高い評価を得ている。 

 

◎ JICA海外協力隊（連携派遣）の継続実施と

「科学技術協力隊」の試行実施【②⑤】：JICA

海外協力隊（連携派遣）は、日本の自治体・

大学・民間企業等と連携し、特定の国や分野

におけるJICA海外協力隊の派遣を行う制度。

派遣先のニーズに合致した人材の派遣が可能

となるとともに、連携する団体の国際化や企

業等の海外展開にもつながる人材育成に貢献

することにより、日本社会への還元も図る。

2023年度から公募制となり、2025年度は13件

の応募のうち9件を採択。2025年度は、日本の

大学等研究機関の若手研究者をJICA海外協力

隊として開発途上国の研究機関に派遣し、共

同研究を行う「科学技術協力隊」の試行が開

始され、3件を採択。2026年度以降、派遣開始

予定。 

 

◎ JICA海外協力隊応援基金によりJICAボランテ

ィア事業への新たな協力方法を実現【②】：

援を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の実績が認

められた。 

・ベトナム政府及び国際労働機関（ILO）と連携し、外国人労働者の高額な送出費用

負担の是正を目指す「公正で倫理的なリクルートイニシアティブ（FERI）」の制度設

計を実施したことは、外国人労働者の権利保護及びディーセント・ワークの実現に

資する先進的な取組として評価できる。 

 

３ 地方自治体との連携（【指標8-3】「自治体との連携に係る取組の促進状況」） 

自治体との連携については、21か国において草の根技術協力事業地域活性型等を

通じ、自治体の国際協力事業への参画を促すとともに、自治体が有する知見や技術

を開発途上地域の課題解決に活用するなど、中期計画の取組を着実に実施したこと

に加え、以下の実績が認められた。 

・機構職員の自治体への出向や自治体の戦略策定への参画を通じ、地域の国際化、

多文化共生、国際人材育成を推進したことは、自治体と国際協力を結び付ける取組

として評価できる。 

・能登半島地震に際して、ＪＩＣＡ海外協力隊経験者や国際協力推進員等を被災自

治体に派遣し、開発途上国における復興支援等で培った知見を国内の災害対応に還

元したことは高く評価される。 

・インドネシアにおける日本式「道の駅」の展開により、農家収入向上や防災機能

強化に貢献したほか、草の根技術協力事業への参画を契機として民間連携事業へ発

展し、企業の海外ビジネス展開を実現した事例は、自治体、企業及び機構の連携に

よる共創の成果として評価できる。 

 

４ NGO／CSOとの連携（【指標8-5】NGO/CSO連携や事業実施能力の強化に係る取組の

促進状況） 

NGO／CSOとの連携については、41か国において草の根技術協力事業等を通じ、NGO

／CSOの知見や多様なアプローチを国際協力事業に活用するとともに、組織基盤強化

や事業実施能力向上を支援するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加

え、以下の実績が認められた。 

・カンボジアでは、日本のNGOが作成した幼児教育ガイドブックが教育省の正式ガイ

ドラインとして承認され、対象地域以外への普及も計画されるなど、草の根レベル

の協力が相手国の制度改善につながったことは高く評価される。 

・インドネシアでは、日本のNPOの支援により「環境」が学校の正式教科として認定

され、環境教育の普及モデルとなりつつあることは、現地の教育制度への定着に資

する成果として評価できる。 

・東ティモールでは、フェアトレード団体との連携によりコーヒー農家の生産性・
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「JICA海外協力隊応援基金」は、派遣中の

JICA海外協力隊員への支援や、帰国後、国内

外の社会課題の解決に取り組むJICA海外協力

隊経験者の支援を目的とした寄附金事業であ

り、2024年2月に設立。機構の国内拠点にあ

り、一般にも開放している食堂で料金の一部

を寄附する仕組みのメニューを販売するな

ど、寄附の募集を強化した。また、長野県に

ある八十二銀行のSDGs外貨定期預金におい

て、預金者の選択により、預金時の為替手数

料の一部が協力隊応援基金に寄附される仕組

みを導入するなど、民間銀行との連携も進め

ている。2025年度には、バヌアツ、ニカラグ

ア、ルワンダのJICA海外協力隊員が同基金を

活用。バヌアツの防災・災害対策隊員は訓練

用消火器の購入をし、44校で生徒教職員を含

め1,121名の参加者に対して防災教育を実

施。バヌアツ教育訓練省からの感謝のメッセ

ージが寄せられた。同基金の特設ウェブサイ

トでは、寄附者からの応援メッセージと現地

からの感謝の言葉を掲載しており、JICAボラ

ンティア事業の新たな参加の形となってい

る。 

 

◎ JICA海外協力隊の起業を支援することで日本

社会への還元を促進【①②③⑤】：JICA海外

協力隊経験者を対象とした「起業支援プログ

ラム（BLUE）」を2024年度より開始。68名の

JICA海外協力隊経験者に対して起業伴走プロ

グラムの提供を行い、国内外での事業の立ち

上げを支援した。2025年度は「Start Up with 

Africa!～日本とアフリカと変わる力～ 

powered by JICA BLUE」と題したTICAD9テー

マ別イベントを開催。アフリカの潜在的な可

能性と日本との「共創」を検討する機会や、

アフリカに貢献するビジネス及び起業につい

ての理解を深める場を、現地・オンラインを

通じて約400名の参加者に提供した。アフリカ

での挑戦を続けるJICA海外協力隊経験者とABE

イニシアティブ修了生による事業紹介や、ア

フリカに貢献する事業を検討するBLUE参加者

品質向上に貢献し、支援地域の組合が同国コーヒー協会コンペで品質部門1位を獲得

するなど、NGO／CSOの強みを活かした協力の成果が認められる。 

・フィリピンで開発されたライフスキル研修を日本国内の子ども支援へ展開したこ

とは、開発途上国で培われた知見や成果を日本社会へ還元する好事例として評価で

きる。 

 

５ 大学・研究機関との連携（【指標8-6】「開発途上国の研究機関と共同で新たな知

見や技術の獲得に向けた研究の推進状況」） 

大学・研究機関との連携については、開発途上地域の課題解決やSDGsの達成に向

け、日本の開発経験等を学ぶ機会の提供や科学技術協力を通じた人材育成・知見共

有を推進するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の実績が認

められた。 

・JAXAをはじめとする本邦産官学の関係機関と連携し、宇宙・衛星技術と衛星デー

タの利活用を推進する人材を育成する「宇宙国際頭脳循環プログラム」を立ち上げ

たことは、宇宙分野における人的ネットワークの構築に資する取組として高く評価

される。 

・鳥取大学との連携により、短期研修から博士課程入学につなげる国際頭脳循環モ

デルを構築し、開発途上国の研究者育成と卒業後のネットワーク維持を見据えた仕

組みを整備したことは、大学・研究機関との共創による人材育成の成果として評価

できる。 

 

６ 開発教育 

開発教育については、日本の開発協力の担い手の裾野拡大及び開発途上国に関す

る理解促進に向け、教育関係機関との連携や開発教育の取組を通じた開発協力への

理解・参加を推進するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の

実績が認められた。 

・「なごや地球ひろば」の総来館者数100万人を達成するとともに、国内拠点5か所に

展示施設を新たに「JICA地球ひろば」として開設し、国際協力やSDGsを学ぶ機会を

より多くの地域や学校現場に提供する体制を構築したことは高く評価される。 

・コロナ禍により中断していた教師海外研修を再開し、地方マスメディアを同時派

遣することで、教員による授業実践に加え、地域に根ざした国際協力の発信にもつ

なげたことは、開発教育の普及と国民理解の促進に資する取組として評価できる。 

・JICA地球ひろばにおいて難民問題を中高生が「自分ごと化」する企画展を実施

し、期間中11,469名が参加したことは、世界情勢を踏まえた学校現場のニーズに応

え、若年層の国際理解促進に貢献した成果として評価できる。 

・文部科学省との連携により、国際理解教育・開発教育の推進に向けた具体的な連
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によるビジネスアイデアピッチを実施し、ア

フリカと日本の「共創」のヒントを得るとと

もに、ピッチ登壇者にとって事業ブラッシュ

アップの機会となった。これらの取組によ

り、JICA海外協力隊経験者の社会還元を促進

するほか、日本政府が掲げるスタートアップ

人材の育成にも貢献する。 

 

（2） 事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、コロナ禍の影響

からの事業再開、派遣規模回復といった課題に取り

組み、在外拠点において案件形成の促進や受入れ基

盤整備、派遣地域の拡大に着手した。その一環とし

て、JICAグローバル・アジェンダに沿った案件を一

定数形成し、他の事業と連携することで相乗的な開

発効果を狙った事業を展開した。加えて、帰国隊員

の社会課題解決に向けた取組を支援するとともに、

優良事例に対し表彰を行うなど、支援のための一層

の環境整備を実施した。これらにより、開発途上国

での活動を通じて自らも成長したJICA海外協力隊

員が、その経験の社会還元として日本国内の社会課

題解決に貢献するとともに、事業のブランドイメー

ジを向上させ、関心層や応募者がさらに拡大する、

といった好循環につなげた。 

隊員のコンプライアンス意識の向上は肝要であ

り、隊員の数のみにとらわれず質も重視した事業運

営を目指し、制度整備や問題発生時の対応を強化し

ていく。 

 

No.8 イ 外国人材受入・多文化共生 

（1）業務実績 

日本政府の策定した「外国人材の受入れ・共生の

ための総合的対応策」及び、2026年1月以降は「外

国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応

策」を踏まえ、機構は、開発途上国の産業振興や雇

用創出等に寄与する人材の育成や、海外で就労する

人材の人権が尊重され、法令が遵守される適正な送

り出しが行われるよう送出国の労働・雇用政策、行

政手続きの整備・改善に係る能力強化や組織体制の

強化に関する支援を実施した。それらの支援に際し

ては、JICA海外協力隊経験者、国際協力推進員、国

携活動を実施し、次期学習指導要領改訂に係る検討にも資する情報共有を行ったこ

とは、開発教育の制度的な広がりに貢献する取組として評価できる。 

 

７ 日系社会との連携 

日系社会との連携では、日本と日系社会を結んだ協力の相乗効果を追求し、日系

社会を核とした親日派・知日派との関係強化や次世代人材の育成を推進したことは

高く評価される。特に、第7回世界のウチナーンチュ大会を沖縄県と初めて共催し、

中南米日系社会と日本との人的・経済的ネットワークの強化を図るとともに、ビジ

ネス交流や自治体間連携の促進につなげたことは評価できる。また、海外移住資料

館をリニューアルオープンし、教育機関等との連携や企画展示の充実を通じて、日

本人移住の歴史や日系社会への理解促進を図ったことは高く評価される。これらの

取組は、日本と日系社会との人的・文化的結びつきの強化に加え、多文化共生への

理解促進にも寄与する成果として評価できる 

 

（結論） 

以上により、定量指標については、【指標8-2】、【指標8-4】、【指標8-7】が目標値

の120％以上を達成し、【指標8-8】についても目標値を上回る結果を得ていること、

中期計画において予定されていた取組を着実に実施していることに加え、JICA海外

協力隊事業を通じた人的交流の促進、外国人材受入れ・多文化共生の推進、地方自

治体、NGO／CSO、大学・研究機関及び日系社会との連携強化など、特筆すべき定性

的な成果が認められることから、中期目標における所期の目標を上回る成果が得ら

れていると認め、「A」評価とする。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

JICA海外協力隊事業については、今後も国際協力への理解促進や協力隊員の確保

に取り組むとともに、協力隊経験の社会還元を一層促進することが期待される。ま

た、協力隊員及び訓練生の規律保持やコンプライアンスの確保を徹底し、事業の質

の更なる向上に継続して取り組まれたい。 

外国人材受入れ・多文化共生については、外国人材の権利保護や適正な送出しの

確保に向け、関係国政府、国際機関、自治体等との連携を強化しつつ、我が国にお

ける適正な受入れ及び秩序ある共生社会の実現に向けた取組を更に推進することを

期待する。 

自治体、NGO／CSO、大学・研究機関及び日系社会との連携については、それぞれ

の強みや知見を活かした共創を一層促進するとともに、国際協力を通じて得られた

成果や経験を日本国内の地域課題解決や人材育成へ還元する取組を更に発展させる

ことを期待する。特に地方自治体との連携に当たっては、アフリカ・ホームタウン

構想が撤回に至った経緯を重く受け止め、事業形成段階におけるリスク評価、内部

牽制及び関係者との丁寧な調整・合意形成を徹底するとともに、意思決定プロセス

の透明性及び説明責任を強化し、地方自治体との信頼関係の維持・回復に努められ

たい。加えて、開発教育を通じた国際協力への理解促進や担い手の裾野拡大に引き

続き取り組まれたい。 
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内拠点等を通じた自治体、NPO、民間企業及び海外

拠点を通じた開発途上地域の政府関係機関、国際機

関等との連携を重視して実施した。それらの支援に

おける質的に顕著な実績の中で、特筆すべきものは

以下のとおり。 

 

◎ ベトナム人海外就労希望者の人権保護に向け

たアプリの開発【①②④⑤】：2023年8月に開

始したベトナム「ベトナム人海外就労希望者

の求人情報へのアクセス支援プロジェクト」

（技術協力プロジェクト）は、海外就労希望

者が十分な情報を基に送出機関を選定し、現

地法令に則った海外就労を促進することによ

り、海外派遣協力プログラムの透明性を向上

させ、就労希望者の人権が侵害されるリスク

を減らすことを目指している。海外への就労

希望者が、送出機関の登録する求人情報に直

接アクセスできるアプリの開発に関してベト

ナム政府を支援し、2025年7月に始動。運用

開始6か月でアプリ登録者は8,000名を超え

た。ベトナム政府からは、労働者送出に係る

課題の解決につながることが期待されている

ほか、国際労働機関（ILO）等の国際機関か

らも、労働市場ガバナンスの強化に資するも

のとして注目されるものとなった。 

 

◎ ディーセント・ワークの実現に向けたイニシ

アティブの開始【③⑤】：外国人労働者が送

出機関やブローカー等に就労前に支払う高額

な費用は、就労後も外国人労働者の大きな負

担となり、安心した就労を妨害し、失踪の原

因にもなっている。これら状況を踏まえ、機

構は2024年1月より2025年9月までの間、ベト

ナム政府と連携し、国際労働機関（ILO）の

協力を得て、外国人労働者の高額な費用負担

の是正を目指す「公正で倫理的なリクルート

イニシアティブ（FERI）」の制度設計を実施

した。同制度に基づき、同分野で取り組む団

体により、ガイドラインの策定や東南アジア

各国での運用に進展している。これまで外国

人労働者が負担していた手数料や研修費用等

 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

・地方自治体との連携においては、国際協力が地域課題の解決にどのようにつなが

るのかを実感しにくいとの指摘もある。しかしながら、今後、地方における人材不

足が進む中、外国人材の受入れは一層拡大していくことが見込まれており、多文化

共生は全国的な課題となっている。 

そのような中、JICA海外協力隊経験者など国際経験豊富な人材が、地域社会と外

国人材との橋渡し役として活躍できる仕組みづくりは有効な方策の一つである。地

域課題の解決と国際協力への理解促進を両立する取組として、今後の検討を期待し

たい。 

 

・次期目標期間においては、「JICAが戦略を決めNGOが受託する」関係性から脱却

し、JICAの「国別開発協力方針」等の策定において、日本のNGO/CSOが初期段階から

参画できる制度的な仕組みの明文化を期待する。同時に、NGOが自立的かつ持続的に

事業を展開できるよう、人件費格差の是正や契約の谷間の解消など、構造的なパー

トナーシップ制度の近代化を求める。 
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を雇用者が負担し、これをモニタリングによ

り実効性を高める取組は過去に例がない。本

イニシアティブの進展は、外国人労働者の人

権保護の向上につながり、SDGsゴール8「働

きがいも経済成長も」のディーセント・ワー

クへの貢献が見込まれている。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、外国人材の適正

な受入れ及び地域における多文化共生社会構築に

向けた取組を行ってきた。特に、開発途上地域にお

ける労働政策を所管する省庁や協力訓練機関等を

通じ、送出国における技能人材・ビジネス人材の育

成に向けた技術協力を開始した。2026年度において

は、海外協力隊経験者、国際協力推進員、国内拠点

等を通じた自治体、NPO、民間企業等との連携に引

き続き取り組み、国民等の協力活動を推進する観点

から、国際協力や開発途上地域の理解促進を図ると

ともに、政府の「外国人の受入れ・秩序ある共生の

ための総合的対応策」にも資することを念頭に、第

6期中期目標期間に向けて、開発協力の取組を通じ、

適正な外国人の受入れや秩序ある共生を進めてい

く。 

 

No.8 ウ 自治体との連携 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、インドネシアやベト

ナム等21か国において、草の根技術協力事業地域活

性型を通じ、自治体の国際協力事業への参画を促す

取組を実施した。また、開発途上国における事業や

活動の経験を活かした国内の災害対応支援を実施

したほか、研修員受入事業やボランティア事業、民

間連携事業等の多様な援助手法を組み合わせて自

治体の支援に取り組んだ。それらの支援に際して

は、自治体が有する地域活性化・開発事業への知見、

上下水道や廃棄物処理等の技術や人材育成手法等

を活用し、多様な開発途上国の協力ニーズに応える

形での自治体の国際協力事業の実施、拡充を重視し

て実施した。それらの取組における質的に顕著な実

績の中で、特筆すべきものは以下のとおり。 

 



174 

◎ 連携協定/人材交流等を拡大・推進

【①②④⑤】： 

• 機構は、北海道名寄市、北海道東川町、青森

県三戸町、岩手県遠野市、岩手県陸前高田

市、群馬県甘楽町、埼玉県横瀬町、千葉県、

鳥取県南部町、島根県海士町、熊本県に職員

を出向させ、開発途上国における協力事業や

研修事業、JICAボランティア事業等におい

て、機構の事業と自治体の取組の連携を推進

することにより、各自治体の国際協力や草の

根技術協力実施の支援、国際人材の育成等に

貢献した。また、開発途上国において地域の

活性化に取り組んだ経験・知見を持つ機構職

員が、当該自治体の課題解決に資する知見を

自治体に対して共有した。 

 

◎ 自治体の戦略策定に関与し、地域の国際化や

多文化共生を推進【①②⑤】： 

• JICA沖縄所長が、伊平屋村第5次伊平屋村総合

計画の委員に就任し、SDGs推進の視点や女性

参画の必要性などから計画策定に関与した。

また、JICA沖縄市民参加協力課長が第5次浦添

市まちづくり生涯学習推進計画策定に係るま

ちづくり生涯学習推進協議会の委員を務め、

開発途上国での従事経験を基に助言を行っ

た。 

• JICA東北所長が、宮城県国際政策課が主催す

る「みやぎ国際戦略プラン」懇話会の委員と

なり、機構の事業で得られた知見・経験を共

有した。その結果、宮城県国際政策課第5期

「みやぎ国際戦略プラン」（2022～2024年）の

中に、「（6）国際交流・国際協力の推進、国際

的な人材の育成」が位置づけられた。また、

同所長は山形県みらい企画創造部が主催する

「山形県国際戦略検証委員会」の委員とな

り、「山形県国際戦略」への意見表明や機構の

事業で得られた知見・経験を共有した。その

結果、「第2次山形県国際戦略」（2020～2024

年）の中に、「地域の国際化」として、国際交

流の促進が位置づけられるとともに、同戦略

の取組内容として「JICA海外協力隊派遣の推
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進」も盛り込まれた。 

• その他、北海道、栃木県、富山県、長崎県、

四国地域でも自治体の戦略策定に機構の管理

職が関与・助言を行った。 

 

◎ 能登半島地震の被害を受けた自治体等を支援

【①②⑤】：2024年1月に発生した能登半島地

震で被災した自治体からの依頼を踏まえ、被

害を受けた自治体（石川県、輪島市、能登町

等）に海外協力隊経験者や国際協力推進員等

を多数派遣。機構の開発途上国での復興支援

の知見や民間連携事業の知見を活かした取組

となった。苦難に直面した被災自治体から

は、帰国隊員の日本への社会還元の取組とし

ても評価が高かったほか、感謝の声も聞かれ

た。 

 

◎ 30年以上にわたる国際協力事業への貢献が評

価され北九州市が日本水大賞を受賞【②④】：

北九州市の上下水道局は30年以上にわたり、

専門家派遣、研修員受入、草の根技術協力等

の機構の事業を通じ国際協力に大きく貢献し

てきた。中でも、プノンペン市水道公社への

協力は「プノンペンの奇跡」と呼ばれてい

る。現在、同公社を介してカンボジアの他の

水道公社への技術移転を実施しているが、同

技術協力にも北九州水道局が関与している。

JICA九州では長年にわたって北九州市との関

係強化を図っており、カンボジア（プノンペ

ン・上水道維持管理）、ベトナム（ハイフォ

ン・下水処理場運転管理・浸水対策）等での

草の根技術協力を実施した。これら成果の集

大成として、北九州市は2023年4月に「日本水

大賞」（国土交通省主催）を受賞した。 

 

◎ インドネシアで日本式「道の駅」が展開

【②③④】：2023年5月、インドネシアのトモ

ホン市で日本式の「道の駅」が開業した。千

葉県南房総市と株式会社ちば南房総が従事す

る草の根技術協力事業により設置されたも

の。「アジア経済ニュース」に3ページにわた
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り大きく掲載されたほか、現地メディア（約

20社）でも数多く報道された。「道の駅」は農

民売店を併設する形で、有機栽培農家の一部

は大手外食チェーンと契約を締結し、出荷価

格が2倍となるなど、農家収入向上に貢献し

た。また、トモホン市は活火山地帯にあり緊

急時に、災害時の避難場所の整備が課題であ

ったが、「道の駅」に生活用水確保のための貯

水槽や非常用電源設備等、防災機能を持たせ

たことが高く評価され、国営インドネシア銀

行が支援し、インドネシア農業省が全国展開

を発表した。このニュースを見た在日コロン

ビア大使館より「道の駅」をコロンビアでも

展開したいとの相談が寄せられるなど、イン

ドネシア国外への反響もあった。 

 

◎ 草の根技術協力事業から民間連携事業に発展

した海外ビジネス展開支援【①⑤】：株式会

社ウエルクリエイトは、北九州市が提案自治

体となって2014年～2016年に実施した草の根

技術協力事業に参画。これを契機として機構

の中小企業・SDGsビジネス支援事業の実施に

発展し、これに北九州市環境局のほか北九州

国際技術協会（KITA）が参画するなど、自治

体や地域経済団体が一体となり取り組む事業

となった。2023年6月にマレーシアでの普及実

証ビジネス化事業を終了した後も、同市サス

テナブル環境ビジネス展開事業にてビジネス

展開本格化に向けた継続的なフォローアップ

が行われ、現地でのビジネス化におけるパー

トナー企業として財閥企業（アラムフローラ

社）との協業が決定。自治体と機構の援助手

法のシームレスな連携を通じ、企業の海外展

開促進を実現した。  

 

◎ 海士町との連携により共創・還流を促進

【①②⑤】： 

 島根県海士町は草の根技術協力を活用し、海

士町独自の取組である「教育の魅力化プロジ

ェクト」及び地域課題解決型の探究学習をブ

ータンに応用し、ブータンにおける地域活性
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化に向けた教育魅力化プロジェクトを2022年1

月から2024年12月まで実施した。本事業実施

には機構と海士町との連携派遣覚書に基づ

き、海士町からブータンに派遣されている

JICA海外協力隊員とも連携したもの。同取組

が発展し、2024年9月に海士町とブータン国チ

ュカ県の間で連携覚書の締結に発展した。 

 2025年8月には、同事業に参加した島根県立隠

岐島前高等学校の高校生3名が、大阪・関西万

博において成果を発表し、国際協力への関心

を高めることにつながった。また同年3月から

は同事業のフェーズ2が開始されており、同町

から連携派遣中のJICA海外協力隊員と現地で

連携するなど、ブータンと海士町との更なる

連携深化並びに双方の高校生の人材育成、将

来的な国際協力人材の育成が期待される。 

 2025年4月、同町でJICA海外協力隊派遣前の実

習「グローカル・プログラム」に参加した人

材のうち、1名がJICA海外協力隊から帰国後、

町役場に就職。また別の1名が同町に移住し、

町内で業務に従事することが決定し、海外で

の経験が日本国内に還元される形となった。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間において、自治体との連携に

おいては、自治体側の国際協力への参画や海外展開

に挑戦するうえで必要な情報や専門的知見、人材・

資金面の選択肢等へのアクセスが限定的であり、地

域課題の解決と国際協力の結びつきを実感するの

が難しいという事業上の課題があった。これに対し

て機構は、上述事例のとおり、機構及び機構が有す

る人材を通じた開発途上国での知見を共有し、地域

におけるグローバル人材の育成等を通じて、自治体

が主体となって取組を進められるような仕組みづ

くりを支援した。2026年度に向けて同様の課題に直

面する自治体へのサポートを継続・展開していくと

ともに、また第6期中期目標期間に向け、自治体に

よってこれら取組が自走していく体制の構築を目

指し、支援のあり方を検討していく。 

•  

No.8 エ NGO/CSOとの連携 
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（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、NGO/CSOの有する知

見等の強みやアプローチの多様性を国際協力事業

に活かすべく、カンボジアやネパール等41か国にお

いて草の根技術協力事業を通じて実施した。それら

の支援に際しては、開発途上地域が抱える多種多様

な課題に対応していくため、研修等を通じた

NGO/CSOの組織基盤強化・事業実施能力向上、海外

拠点等と連携した情報発信を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 様々な団体・企業・機関・個人の協働を推進

するプラットフォームの運営を支援

【②⑤】：機構は、JICA沖縄内に、様々な団

体・企業・機関・個人の協働を推進する「お

きなわ国際協力プラットフォーム」を設置

し、同プラットフォームの運営を支援してい

る。同プラットフォームは、登録したNGO（11

件）、企業（32件）、任意団体、個人、教育・

公的機関等（13件）をマッチングすることに

より、様々な団体・企業・機関・個人が協働

で実施するプロジェクトを形成し、共創によ

るSDGsの実現に取り組んでいる。例えば、フ

ィリピンの障害者就労事業に係る持続的な運

営や雇用創出のため、NPOが日本のパン製造技

術を持つ企業と連携し、同事業における製品

（パン）の質の向上を支援するプロジェクト

等を形成。このような形で、SDGsの実現にあ

たり、企業とNGO/NPO、様々な関係者が出会

い、意見を交わせるプラットフォームの有用

性が認められ、2024年に同プラットフォーム

が一般社団法人として法人化した。 

 

◎ 草の根技術協力事業の従事者がカウンターパ

ート機関と協力してASEAN域内に知見を展開

【③④】：ベトナムにおいて草の根技術協力事

業「クアンナム省山岳少数民族地域における

地域資源を活用した持続的な農村産業促進の

ための基盤構築事業」を実施した公益財団法

人国際開発救援財団（FIDR）は、ベトナム観
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光総局等から特別に招待され、ベトナム内、

あるいはASEAN諸国の国際会議等に多数出席

し、事例紹介を行った。同草の根事業は、ダ

ナン市（旧クアンナム省）の地域住民が主体

となり、官民連携の下、地域資源をフル活用

したコミュニティ・ベースド・ツーリズムを

構築した優良事例であり、ベトナム政府及び

ASEAN諸国から、地域の人々が伝統文化や自

然・社会環境を守り活用し、持続的な観光運

営を通して、地域力や結束力、アイデンティ

ティを高めていることなどが高く評価されて

いる。 

 

◎ 日本のNGOとの連携で作成した幼児教育のガ

イドラインが教育省に採用【②④】：カンボ

ジア「「遊びや環境を通した学び」に基づく幼

児教育カリキュラム実践のための基盤構築事

業」（草の根技術協力）では、公益社団法人シ

ャンティ国際ボランティア会が作成した「幼

児教育のガイドブック」が、2023年12月にカ

ンボジア教育省の正式ガイドラインとして承

認された。本ガイドブックの導入により、日

本では当たり前に行われているがカンボジア

ではあまり知られていなかった「幼児期に

「遊び」を通じて学ぶこと」の重要性を教師

たちが理解し、そのための教室環境の整え方

や、現地の材料で自作した教材、子どもが楽

しんで学べる授業案づくりなどが実践される

ようになった。本取組はカンボジア政府から

高い評価を得て、カンボジア教育省及び同会

により、本事業の対象地域以外の地域への普

及が計画されている。 

 

◎ 日本のNPOの支援により「環境」の科目が制

度化【②】：インドネシア「離島でのデジタル

教材と日本式授業研究を活用したSDGs環境教

育支援プロジェクト」（草の根技術協力事業）

では、一般社団法人インドネシア教育振興会

（IEPF）が経済発展とともに深刻化するごみ

問題や環境問題に対応するため、インドネシ

アで小中学校への環境教育の導入と普及に取
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り組んでいる。同団体はこれまでに南タンゲ

ラン市で確立された「南タンゲラン環境教育

モデル」を基盤に、デジタル教材の開発・現

地向け編集、日本式授業研究を取り入れた授

業改善など、地域の教師が自ら環境教育を実

践できる仕組みづくりを進めてきた。さら

に、地方の教育局を対象とした日本での研修

を実施し、日本の取組に触発された教育局関

係者が、帰国後に「環境」の科目を正式教科

として制度化するための働きかけを行った。

その結果、西マンガライ県及びクパン市では

正式に「環境」が学校の教科として認定さ

れ、全小学校の4年生と5年生が環境教育を学

ぶ体制が整備された。これらの成果は、離島

地域において環境保全への意識を高め、コモ

ドオオトカゲの生息地を含む脆弱な生態系の

保全に寄与するとともに、インドネシア国内

での環境教育普及のモデルとなりつつある。 

 

◎ フェアトレード団体との連携による東ティモ

ール・コーヒー畑の改善【②⑤】：東ティモ

ールではコーヒーが石油に次ぐ重要な輸出産

品であるが、植民地期に技術継承が行われな

かった結果、老朽化したコーヒー木による収

量低下が近年深刻化していた。これに対し機

構は、2000年代から現地で生産者組織化やフ

ェアトレード事業を行ってきた特定非営利活

動法人パルシックと協働し、2019年11月～

2024年10月に草の根技術協力「コーヒー畑の

改善事業（草の根パートナー型）」を実施し

た。本事業では台切り・植え替え等の栽培技

術移転、技術普及員育成、協同組合コカマウ

への技術定着が進み、300世帯で25,000本超の

木が更新された。こうした取組の成果は品質

向上にも結びつき、2024年の同国コーヒー協

会コンペで支援地域の組合が品質部門1位を獲

得した。また、これらのコーヒーはパルシッ

クによるフェアトレード商品として成城石井

やゼンショー店舗でも販売され、日本の市民

が国際協力の成果を身近に実感できる機会が

生まれている。 
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◎ フィリピンで開発されたライフスキル研修が

日本の子ども支援の現場に還流【⑤】：機構

は、NPO法人アクションのフィリピンでの事業

を支援し、同法人が開発した「ライフスキ

ル・トレーニング」をフィリピンの児童養護

施設や青年更生施設へ展開した。このフィリ

ピンでの成果を基に、機構はNPO法人アクショ

ンとともに、日本国内向けのライフスキル研

修ファシリテーター養成講座を実施した。養

成講座では、自己認識、セルフケア、コミュ

ニケーション、問題解決、目標設定など9つの

単元からなるフィリピン発の協力プログラム

を日本の文脈に合わせて再編し、外国にルー

ツがある子どもたちや発達障害など様々な困

難を抱える子どもたちにかかわるNPOスタッフ

や教育関係者、また国際協力NGOのスタッフや

幼児教育分野の機構専門家等が参加した。受

講者から提出されたレポートからは、海外発

協力プログラムが国内の子ども支援に応用可

能であることが確認され、参加者からは「話

し合いを通じて他者の視点を共有でき、新し

い学びが多かった」「断片的な知識を体系的に

整理できた」「早く現場で実践してみたい」と

いった反響が得られた。もともと日本国内で

本分野の体系的な研修がなかったことから、

日本国内の児童施設等の要望を踏まえ、フィ

リピンで実践した成果を基に作成された。長

年フィリピンで培われた草の根技術協力事業

の成果が、日本国内の子ども支援分野に還流

される事例であり、国際協力で蓄積された知

見が国内の社会課題解決にも貢献し得ること

を示した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、コロナ禍の影響

が残る中、草の根技術協力事業の案件形成や実施の

遅延が続いていたが、国内拠点と海外拠点が案件の

個別事情に即した柔軟な対応（オンラインによる遠

隔指導や契約変更等）を行い、現状では応募提案数

もコロナ禍前の水準に回復した。機構法の改訂を踏
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まえて、2026年度に向けて新たなアクターとの連携

を推進していくとともに、第6期中期目標期間に向

けてNGO/CSOの有する強みやアプローチの更なる活

用に取り組んでいく。 

 

No.8 オ 大学・研究機関との連携 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、開発途上地域の課題

解決やSDGsの達成に向け、国内の大学・研究機関と

の連携を推進した。それらの支援に際しては、日本

の開発経験等を学ぶ機会の提供を通じた親日派・知

日派リーダーの育成及び科学技術協力を通じた新

たな知見や技術の獲得を重視して実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 宇宙分野の国際頭脳循環プログラムの立ち上

げ【②③⑤】： 

 機構は、2014年よりJAXAと連携協定を締結

し、人事育成を通じた宇宙機関、大学、民間

企業との人的・組織的な宇宙技術活用ネット

ワークを構築してきた。2025年度は、さらに

この取組を拡充し、本邦産官学の関係機関が

連携し、宇宙・衛星技術と衛星データの利活

用を推進する人材を育成する「宇宙国際頭脳

循環プログラム」を立ち上げた。また、同協

力プログラムで来日中の長期研修員の交流及

び国内の地域開発を学ぶ機会の提供を目的と

して、宇宙産業にて地域開発を推進している

福井県、福岡県でリトリートを実施。県民衛

星事業を行う福井県、福岡県の産官学の宇宙

関係機関との意見交換の場を設け、機構と研

修員及び国内の宇宙分野の研究者や衛星事業

を担う関係者とのネットワークを構築した。

中長期の視点で宇宙分野の人的ネットワーク

が広がることが期待される。 

 JAXAが主催するアジア諸国の宇宙機関関係者

による国際フォーラムにて、5つの分科会のう

ちの1つ「宇宙能力向上ワーキンググループ

（SCWG）」を同フォーラム史上初めて、機構が

主担当して開催。機構の長期・帰国研修員の
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ほか各国宇宙機関、各国政府、研究機関、民

間企業等から約60名が参加し、アジア・太平

洋各国の宇宙人材育成の現状と課題を共有す

るとともに、宇宙人材の能力強化による社会

課題解決の重要性について議論した。 

 

◎ 大学、自治体、高校と協働して地域理解プロ

グラムを実施【③⑤】：「国立公園の自然を活

かした持続可能な地域振興」をテーマに据

え、大雪山国立公園を擁する上川町を訪問

し、北海道大学や上川町役場による講義、北

海道上川高等学校の全校生徒と長期研修員に

よる意見交換会、それに先立ち同校での出前

講座等を実施した。長期研修員は大雪山黒岳

に登り、北海道大学の先生が研究する動植物

のデータ収集活動に寄与。一つのプログラム

で、長期研修員の学びを深めるだけでなく、

多機関との協働、開発教育及び国際交流の実

施等複数の活動を達成。「北海道新聞」での掲

載、「札幌テレビ放送」での報道、北海道大学

のウェブサイトでの掲載等、メディア等にも

採り上げられ、広報にも寄与する取組となっ

た。 

 

◎ 鳥取大学との国際頭脳循環に係る取組

【①②③⑤】： 

 鳥取大学及び同乾燥地研究センターの要望を

受け、短期研修から博士課程入学を通じた頭

脳還流につながるモデルを構築した。同大学

が受託している乾燥地農業の短期研修参加者

（修士号保有者）を、JICA長期研修「食料安

全保障のための農学ネットワーク（Agri-

Net）」の博士課程候補としてつなげることに

より、博士号取得を見据えて短期研修に優秀

な人材が参加するようになるとともに、短期

研修で能力や得意分野、希望を十分に把握で

きるため、博士課程入学後のミスマッチが起

こりにくいようにする仕組み。また、博士課

程修了後は、各国のリーダー格となることが

考えられ、卒業生とのネットワーク維持によ

り、更なる連携・循環が期待できるもの。 
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 鳥取大学/乾燥地研究センターとの間では、ス

ーダンやエチオピアにおいて地球規模課題対

応国際科学技術協力を実施しており、元セン

ター長がスーダンでの功績等により2024年

「日本農学賞」を受賞した。SATREPS案件にお

いては、日本側研究者が相手国研究者の能力

向上を意図して共同研究を進め、相手国の人

材育成にも貢献している。このような実績を

基に、同センターの協力の下、実施している

課題別研修及び長期研修を有機的に組み合わ

せ、現地で当該分野の研究をリードする研究

者を育成する仕組みを構築。これらの取組に

より、国際頭脳循環に貢献している。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

本邦の大学における経営目標（教育・研究の国際

化や地域貢献等）に留意しつつ、国際協力における

大学との共創を引き続き推進していく。 

 

No.8 カ 開発教育 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、日本の開発協力の担

い手の裾野拡大、及び開発途上国に関する理解を増

進するため、開発教育を推進した。それらの取組に

際しては、教育関係機関との積極的な連携、開発教

育の取組を通じた開発協力への理解及び参加等を

重視して実施した。 

本取組における質的に顕著な実績の中で、特筆す

べきものは以下のとおり。 

 

◎ 国際協力とSDGsへの地域の窓口「なごや地球

ひろば」総来館者数100万人を達成

【②③④⑤】 

 2022年10月、なごや地球ひろば総来館者数が

100万人を達成し、記念式典及び子ども向け参

加型イベントを実施した。式典に参加した県

立高校国際理解コースの高校生から「なごや

地球ひろばは世界の課題や国際協力の取組を

よく理解できる場所である」という発言があ

り、式典の様子とともに新聞報道された。 

 国際協力とSDGsを学ぶ体験型展示は、授業で
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SDGsを扱う学校向け団体訪問プログラムのみ

ならず、高校の探究学習や夏季休暇期間中の

課題に取り組む児童・生徒の主体的な学習に

活用され、地域の学校現場への開発教育に大

きく貢献している。名古屋のほか、東京（市

ヶ谷）及び札幌の3か所にあったものを、筑

波、関西、中国、九州、沖縄の計5か所の国内

拠点の展示施設も「JICA地球ひろば」として

開設。より多くの地域や学校現場の開発教育

に貢献する体制を構築した。 

 

◎ 教師海外研修の再開と地方マスメディア同時

派遣による発信【⑤】： 

 コロナ禍により実施を見合わせていた教師海

外研修について、教育行政コースを2022年度

に4年ぶりに、一般コースを2023年度に3年ぶ

りに再開、2023年度は全国の国内拠点主催で

計12コース110名の学校教員が参加した。参加

教員は開発途上国の現場を視察するととも

に、帰国後の授業実践を通じ、開発教育の推

進に努めた。また、この教師海外研修の渡航

時期に合わせ、地方マスメディアを同時派遣

し、地域関係者への取材を進めたところ、出

身者の開発途上国での活躍や、地域と結びつ

きが強いほかの機構の事業に関する新聞記事

掲載・テレビ番組放映が実現し、機構事業の

効果的な発信につながった。 

 JICA筑波では、2023年8月に茨城県及び栃木県

の教員各4名と「茨城新聞社」及び「下野新聞

社」の記者をラオスに派遣。SDGsに貢献する

機構の事業を視察するとともに、各県関係者

（専門家、草の根技術協力関係者、元留学

生、協力隊員）を取材した。 

 JICA北海道（帯広）では、2023年12月に教員

と記者をキルギスに派遣。具体的には、2023

年度教師海外研修を中央アジアのキルギスに

て12月23日から30日に実施し、北海道内の教

員8名が参加した。また「十勝毎日新聞社」の

記者が同行し、一村一品運動の推進等に関す

る技術協力技術プロジェクトの現場をはじめ

とする機構の事業を視察し、その様子が取材
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された。取材の結果、事前研修1回・現地研修

中3回・帰国後の授業実践を2回の全6回の特集

記事として掲載された。 

 JICA沖縄では、2023年8月に沖縄県の教員6名

と琉球放送の記者らをパラオに派遣。草の根

技術協力事業や課題別研修の現場を視察し、

沖縄の技術がパラオへ伝えられている様子

や、戦前戦後の沖縄からパラオへの移民の生

活について取材した。帰国後、「琉球放送」平

日夕方のニュースで特集枠が設けられ、全6回

放送された。沖縄県とパラオが連携覚書を締

結していることや、県系移民が南洋諸国に存

在することから、視聴した県民から反響があ

ったとメディアから報告されている。 

 

◎ 難民問題を中高生の「自分ごと化」する企画

展【②④⑤】：JICA地球ひろばにおいて、国

連難民高等弁務官事務所（UNHCR：United 

Nations High Commissioner for Refugees）

駐日事務所及び国連UNHCR協会の協力で難民企

画展「想像していなかった今日を生きる」を

開催（2023年11月～2024年4月）。主に日本の

中高生を対象に、難民問題を「自分ごと化」

してもらうことを目的に、退避から避難先へ

の入国までの道のりを疑似体験する展示を設

置。プレスツアーも実施し、「毎日新聞」「朝

日新聞デジタル」「朝日小学生新聞」「毎日小

学生新聞」「高校生新聞」にも取り上げられ

た。期間中11,469名が参加し、ウクライナに

加え、展示準備中にはパレスチナでの衝突が

始まり、世界情勢を背景にした学校側の需要

にも応えることでき、教育関係者から高い評

価を得た。 

 

◎ 機構が京都市から「教育功労者表彰」を受賞

【④⑤】：JICA関西は、2020年より京都市教

育委員会と共催で市立高校生向け研修「京都

グローバルリーダー育成研修」を実施し、京

都市関係団体が実施するマレーシア「ASEAN 

のモデルとなる低炭素社会実現に向けた人材

育成とネットワーク拠点の機能強化プロジェ
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クト」（草の根技術協力）のカウンターパート

であるマレーシアの現地高校生と京都市の高

校生のオンライン意見交換を実施するなど、

複数の機構事業関係者や協力隊出身の教員と

連携した。研修は延べ120名の高校生が参加

し、その後の進路で国際関係を選択した生徒

も多数。研修後に国際協力への関心が高ま

り、NPOでのインターンを実施した高校生もい

る。かかる取組が、京都市の教育、学術及び

文化の振興発展に貢献したとして、「教育功労

者表彰」を受けた。 

 

◎ 文部科学省との連携により国際理解教育を推

進【②⑤】：国際理解教育/開発教育などを推

進し、国内・海外の両方で持続可能な社会の

創り手と活躍する人材を育成すべく、文科省

国際教育課は機構と連携を開始。結果、JICA

横浜が調査した各国教育制度の情報について

文科省ウェブサイトに掲載されたほか、文科

省が機構職員へ関連政策について講義を実

施。また、文科省主催の教員・教育委員会向

け研修において、機構の事業紹介が行われる

など、具体的な連携活動を実施した。また、

文科省国立教育政策研究所、JICA東京、機構

の広報部と合同で国際教育比較調査を行い、

その結果を踏まえ、文科省が次期学習指導要

領改訂に係る検討を進めている。これら取組

により、機構としては文科省の施策に沿った

開発教育の推進や教員の協力隊への応募促進

が見込まれ、文科省にとっても在外施設派遣

教員の応募促進や外国につながる児童生徒へ

の情報提供の幅が広がるなど、双方にとって

有益な機会につながった。  

 

◎ ITOCHU SDGs STUDIOでの民族衣装展示開催

【⑤】：10代、20代の若年層に開発途上国の

課題に関心を持ってもらうべく、SDGs推進の

スペースであるITOCHU SDGs STUDIOで「肌で

感じる、世界の民族衣装展－着て、撮って、

世界を学ぶ写真館－」と題した民族衣装展を

開催（2024年2月～3月）。若年層にとって身近
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に感じる衣装を用いて、世界各国の伝統衣装

の試着やロールプレイを通じ、国・地域の特

色や魅力に加え、その国の課題を知り、考

え、発信してもらうことを目指した。「フジテ

レビ」2件、「朝日小学生新聞」等で開催の様

子が取り上げられ、期間中2,500名が訪れた。

会場のメッセージ・ボードには、「日本で産ま

れたからこそできることがたくさんある。平

和な国にいるからこその責任を全うしたい」 

や「自分と同い年の子でたくさん問題を抱え

精一杯生きている子がいる。学生として彼ら

を支える仕事がしたい」 といった訪問者のコ

メントが多数寄せられ、若年層の共感を得る

ものとなった。 

 

◎ 「地域課題解決×国際協力」を目的としたフ

ィールドワークにより新たな国際協力人材の

育成に貢献【②⑤】：広島県尾道市因島と岡

山県英田郡西粟倉村において、「地域課題解決

×国際協力」をテーマとした大学生・大学院

生向けのフィールドワーク合宿が実施され

た。この合宿には中国5県の大学からの参加者

を含む計21名が参加。因島では、移住定住促

進企業と広島県出身の国際協力事業関係者が

連携し、西粟倉村では、教育を強みに地方創

生に従事している地元団体と国際協力NGOが協

力し、鳥取大学留学生を含む多様な参加者を

受け入れた。参加学生は国際協力と地方創生

の関係性を深く理解したうえで地域課題の解

決策を議論し、地域関係者へ事業提案を行っ

た。これらのフィールドワークは因島で4回

目、西粟倉村で2回目の実施となったが、参加

者からはJICA海外協力隊員や地域おこし協力

隊が輩出されるなど、顕著な意識・行動変容

が見られたほか、フィールドワーク参加者が

他の機構事業に参画するなど、新たなリソー

スの発掘にも貢献した。 

 

◎ 石鹸を通じて日本とザンビアの小学生がWASH

交流【⑤】：北海道大学大学院は、ザンビア

で地域に根ざしたWASH（水、トイレ、衛生）



189 

活動を機構の草の根技術協力事業で推進して

いる。2025年3月に実施した教師海外研修を通

じ、北海道中富良野小学校とザンビアの事業

対象校のオンライン交流が実現。さらに、中

富良野の子どもたちによる「手作り石鹸」が

ザンビアの子どもたちに届けられた。異文化

を超えて、ともにアイデアを出し、学び合う

場となり、中富良野の子どもたちに大きな刺

激を与え、世界を知る第一歩となった。 

 

◎ 被爆80年を機に広島県と協働し県内の次世代

を育成【⑤】：広島県の「国際平和拠点ひろ

しま構想推進計画」（2025～2027年度）にお

いて、復興・平和構築に関する次世代育成が

重要視されたことを受け、機構はJICA中国所

管の平和構築関連のすべての研修において、

フィリピンやナイジェリアをはじめとする開

発途上国からの研修員と日本の若者が平和に

関して対話する場を企画した。日本の若者と

して、広島県が主催する「グローバル未来

塾」の高校生を招き、機構が招へいした開発

途上国出身の研修員と平和について語り、学

び合う場を提供したところ、多くの参加者か

ら、本対話の場を通じて「平和への理解、想

いが深まった」というコメントを得た。  

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、開発教育に関す

る学校や教育委員会などへの認知が限定的である

といった課題があり、文科省や関係機関との情報交

換を密にするとともに、機構の教員研修に参加した

教員により組織された全国教員ネットワークを支

援するなどの対応を行った。引き続き国際協力分野

への教員関心層の裾野拡大という課題があるとこ

ろ、2026年度は地球ひろば設立20周年イベントを実

施し認知を図るとともに、第6期中期目標期間に向

けて学校現場の新しいニーズに合わせた探究活動

の支援等を含めた開発教育支援を実施していく。 

•  

No.8 キ 日系社会との連携 

（1）業務実績 
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2022年度から2025年度まで、中南米及び国内日系

社会の諸課題への対応力強化のため、日本と日系社

会を結んだ協力の相乗効果の追求、日系社会を核と

した親日派・知日派との関係強化、日系社会の持続

的発展の支援を実施した。それらの支援に際して

は、多文化共生推進等の今日的課題にも留意して、

日系社会を核として日本の良き理解者となり得る

人々を巻き込んだ取組、次世代人材の育成、日系ア

イデンティティを認識しつつそのメリットを感じ

られるような活動を重視して実施した。それらの取

組における質的に顕著な実績の中で、特筆すべきも

のは以下のとおり。 

 

◎ 第7回世界のウチナーンチュ大会を沖縄県と初

共催【④⑤】： 

 ボリビアのオキナワ移住地と沖縄県との経済

交流を目指す「オキナワ to 沖縄」プロジェ

クトの一環として、2022年10～11月に第7回世

界のウチナーンチュ大会を沖縄県と初めて共

催した。ボリビア在住の日系青年の代表者2名

がビジネスシンポジウムでアイデアを発表す

るなど、現地企業や団体の関心を引いた。本

大会は沖縄県知事、駐日ボリビア臨時代理大

使、ボリビア沖縄県人会会長、前述のボリビ

ア代表者らも参加したほか、海外移住資料館

の協力を得て移住企画展も実施。同時期に日

系社会研修実施や市町村子弟研修生受入れを

行い、県内自治体との連携を強化した。機構

の事業は新聞、テレビ、ラジオで多数取り上

げられ（計34件）、存在感を示した。また、約

8,000名が参加した閉会式の知事挨拶では、沖

縄県と機構の連携が言及された。 

 世界に広がる沖縄県系人（ウチナーンチュ）

のネットワークを中南米日系社会と日本のビ

ジネス連携促進に最大限活かす狙いで、WUB

（世界ウチナーンチュ・ビジネス・ネットワ

ーク）や沖縄県人会をはじめとする南米3か国

の日系社会とも連携して実施。帰国2か月後に

はボリビアのコロニア沖縄農牧総合協同組合

が沖縄を訪れ、参団企業8社を訪問して連携協

議を行った。加えて2024年2月には参団企業の
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一つがオキナワ移住地における水害対策や道

路整備への自社技術の活用可能性検討のため

にボリビアを再訪するなど、ビジネス展開や

連携に向けた動きが見られた。 

 

◎ 海外移住資料館をリニューアルオープン

【⑤】：海外移住資料館の開館20周年にあたり

展示手法の改善と展示内容の充実化を目的と

し、2022年4月にリニューアルオープンした。

これを受け、教育機関等向け案内資料作成や

教育ツール改善に係る学術研究を開始するな

ど、展示手法改善の具体化に着手。またJICA

横浜と山梨県立大学との連携（2022年3月に連

携覚書締結）に基づき、大学側の「多文化共

生対応人材育成プログラム」において資料館

訪問と大学での授業実施を組み合わせた講座

を開催した。 また、沖縄返還50周年に合わせ

て沖縄移民に関する企画展示（“雄飛ふたた

び”）を開催した。2023年1月には秋篠宮皇嗣

同妃両殿下並びに悠仁親王殿下が来館され、

熱心に展示をご覧になられた。2023年2月には

在日パラグアイ共和国大使も来訪され日系社

会が「二国間関係において極めて重要」との

発言もあった。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、コロナ禍で中断

していた人的交流を再開させるという課題があり、

各種研修等による人材育成や、民間企業を中心とす

る連携調査団の派遣等を行った。引き続き、人的交

流を契機とした日系社会の活性化に取り組んでい

く必要があるところ、2026年度に向けて研修や調査

団派遣を実施していくとともに、第6期中期目標期

間に向けて戦略的に事業展開する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：3.（8） 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：2.（4） 年度計画 

1.（8）多様な担い手と開発途上地域の結びつきの強化及び外国人受入・多文化

共生への貢献 

 

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.9 事業実施基盤の強化 

業務に関連する政策・施策 - 

 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 独立行政法人国際協力機構法第 13条 

当該項目の重要度、困難度 - 

 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID ：001098 

 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度  2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

【指標 9-1】プレスリリース

等を通じた広報により掲載

された国内メディア及び海

外主要メディア報道件数 

3,200件 130件 547件 613件 771件 799件 （600件） 

予算額（千円） 

6,711 5,974 5,470 5,917  

【指標 9-2】SNSアカウント

（日本語・英語）エンゲージ

メント数 

935万件 34.2万件 251.9万件 77.2万件 231.7万件 327.7万件 
（186.9万

件） 

決算額（千円） 

5,879 4,947 4,524 5,106  

【指標 9-3】総合的・横断的

な事業評価・分析の実施件

数（横断的分析・詳細分析、

定量分析、定性分析等の実

施開始件数） 

25件 5件  5件 5件 5件 5件 （5件） 

経常費用（千円） 

6,109 4,918 5,028 5,563  

【指標 9-4】国際協力キャリ

ア 総 合 情 報 サ イ ト

(PARTNER)新規登録人数 

4万人 8,200人 11,664 人 10,637人 14,188人 15,452人 
（8,300

人） 

経常利益（千円） 

△1,195 △598 △562 △ 532  

【指標 9-5】能力強化研修の

参加人数 
2,185人 437人 554人 516人 562人 564人 （437人） 

行政コスト（千円） 
6,109 4,918 5,028 5,563  

【指標 9-6】研究成果の発刊

件数 
300件 60件 87件 72件 73件 82件 （60件） 

従事人員数 
142 143 143 143  

【指標 9-9】参加・発信した

国際会議の数 
700件 140件 278件 225件 196件 239件 （140件） 

  
     

【指標 9-11】不正腐敗を防

止するための機構関係者へ

の啓発に係る実施状況（職

員向け研修、専門家向け研

修、機構内外向けセミナー

の参加人数） 

2,000人 120人 401人 304人 491人 436人 （400人） 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.①参照） 

 

＜その他の指標＞ 

【指標 9-7】緊急援助の対応体制強化に係る

取組の推進状況 

【指標 9-8】JICA グローバル・アジェンダ

（課題別事業戦略）に基づく多様な開発パ

ートナーとの連携状況 

【指標 9-10】環境社会配慮ガイドラインの

適切な運用状況 

＜主要な業務実績＞ 

No.9 ア 広報 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、国内における開発途

上地域の課題及び開発協力に関する納税者の理解

向上と支持の拡大と、国際社会における日本の開発

協力への理解及び信頼等の向上、開発途上国を含む

国際社会における課題設定や議論の潮流形成への

貢献拡大を目的とし、国内、国際社会において日本

の開発協力とその成果について積極的に発信した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 国際協力の意義を広く発信【①③】： 

 2024年度に国際協力70周年を迎えたことを契

機に、ODAの成果と日本の信頼構築への貢献を

国内外に訴求した。理事長・副理事長による

記者会見、寄稿、テレビ出演、海外メディア

への売り込みを実施し、世界31か国・9言語で

報道された。外務省・UNDP共催の記念シンポ

ジウム「共創と連帯、そして未来へ」には最

大482名が参加した。 

 開発協力大綱改定に合わせ、理念「人間の安

全保障」や「共創と革新」を強調し、日経新

聞・日経ビジネスでの対談記事、国内有力紙

への寄稿、自社媒体での専門家対談を通じて

広く周知した。 

 海外協力隊の活動60周年に向けた対外発信を

強化し、記者向け勉強会やメディア懇談会等

を通じて機運を醸成した。また2025年11月に

開催した60周年記念式典においても宮内庁等

と連携し対外発信を行い、多くのメディアの

露出が獲得できた。 

  

 

◎ 人間の安全保障を切り口とした発信【①③】： 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

根拠：評価指標の目標水準を大幅に上回る成果を上

げていることに加え、業務実績のとおり、「独立行政

法人の評価に関する指針」（平成 26年 9月 2日総務

大臣決定）及び「外務省所管独立行政法人の業務実

績評価の基準について」（令和 5 年 2 月外務省）に

掲げられた S評価の根拠となる質的に顕著な実績が

多数あることから、当該事業年度における中期目標

の所期の目標を上回る顕著な成果が得られている

と認められるため。 

評定 S 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標 9－4】【指標 9－5】【指標 9－6】【指標 9－9】 については、いずれも目標値の

120％以上を達成する見込みである。また、【指標 9－1】【指標 9－2】【指標 9－3】【指

標 9－11】 についても、いずれも目標値の 100％以上を達成する見込みであり、定量

指標全体として着実に目標を達成している。 

 

（定性的実績） 

１ 広報 

国内における開発途上地域の課題及び開発協力に関する理解向上、並びに国際社会

における日本の開発協力への理解・信頼の向上に向け、国内外において日本の開発協

力とその成果を積極的に発信するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加

え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・国際協力70周年に際しては、世界31か国・9言語で関連報道がなされるなど、ODAの

成果と日本の信頼構築への貢献を国内外に広く発信したことは高く評価される。 

・ウクライナ支援について、イベントや研修員取材対応等を通じて135件の報道につ

なげたほか、関連コンテンツが「日経BP Marketing Awards」のグランプリを獲得す

るなど、人間の安全保障を切り口とした発信により、国民理解の促進に貢献したこと

は評価できる。 

・TICAD8、ASEAN友好協力50周年、G7広島サミット、PALM10等の外交機会を活用し、

国内外メディアへの発信を強化したことは、国際社会における日本の開発協力のプレ

ゼンス向上に資する成果として評価できる。 

２ 事業評価 

 PDCAサイクルに沿って、事前評価、モニタリング、事後評価を確実に実施し、過去

の事業評価から得られた教訓・提言を事業形成や実施に活用するなど、中期計画の取

組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・タイ都市高速鉄道の沿線経済開発について、衛星データやGoogleマップ情報を活用

した分析により、従来困難であったインパクト評価を実施したことは、評価手法の高

度化に資する革新的な取組として評価できる。 

・ブラジルにおける地域警察活動について、導入地域で11種類中9種類の犯罪認知件

数が統計的に有意に減少したことを科学的に検証し、現地警察関係者へのフィードバ

ックを通じて行動変容にもつなげたことは高く評価される。 

・マラウイにおいて、SHEPアプローチの効果を世界銀行の調査手法も活用して検証

し、農家の世帯支出額増加や「売れるものを作る」行動変容を確認したことは、エビ

デンスに基づく開発協力の推進に資する成果として評価できる。 
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 緒方貞子シンポジウム（オンライン参加4,200

名、事後視聴3,000回超）や大学生向けセミナ

ー（213名参加）を開催し、若年層の理解を促

進した。 

 ウクライナ支援に関する広報を強化し、イベ

ントのみならず、来日する研修員等に係る取

材対応も行い、135件の報道につながった。ま

た著名人を起用し、「ウクライナと世界の未来

と私たち」と題したコンテンツを出したとこ

ろ、「日経BPMarketing Awards」のグランプリ

を獲得。「時代性を捉えて読者を引き込む読ま

せるコンテンツ」と評価された。2023年度は

G7広島サミットや理事長訪問を契機にSNS投稿

が和文21万回・英文8.9万回閲覧された。現地

語SNSアカウントも開設し、フォロワー約600

人を獲得した。 

 紛争後のミンダナオ和平やカンボジア地雷対

策に関する記者勉強会を実施し、「日経新聞」

や「共同通信」等で報道された。 

 

◎ 外交機会を活用した国際発信【①③】： 

 2022年8月に開催されたTICAD8において、国内

外メディアへの積極的な情報発信を行い、海

外報道87件・国内196件（ウェブ含め250件）

と過去最高水準を達成した。 

 2023年のASEAN友好協力50周年では記者勉強会

や売り込みにより、主要全国紙・地方紙計453

件で掲載されたほか、“The Economist”や

“The Japan Times”など欧米メディアにも記

事化された。また、2023年のG7広島サミット

を契機に、モザンビーク・フィリピン・ルワ

ンダで質の高いインフラ協力を現地メディア

に発信、2024年の太平洋・島サミット

（PALM10）では、“The Japan Times”や大洋

州地域の現地メディアから理事長名の発信や

サイドイベント等へのメディア取材が行われ

た。理事長、副理事長の要人面談について、

ウェブサイトに加えて、SNSでもタイムリーに

面談の発信を行った。 

 

◎ トップ広報によるプレゼンス強化【③】： 

３ 開発協力人材の育成 

 開発課題の多様化・複雑化に対応するため、若年層を中心とした人材の裾野拡大及

び重要分野における人材養成に取り組むなど、中期計画の取組を着実に実施したこと

に加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・国際キャリアフォーラムや各種キャリアセミナーを通じて、副業、プロボノ、NGO、

企業等を含む国際協力への多様な関わり方を提示し、通常ではリーチしにくい層への

効果的なアプローチを実現したことは評価できる。 

・国際協力キャリア総合情報サイト「PARTNER」について、国際協力経験者のみなら

ず学生の登録も促進し、2025年度に個人登録者10万人、団体登録3,000団体を突破し

たことは、開発協力人材の裾野拡大に資する成果として評価できる。 

・2024年度に本部、国内拠点、海外拠点及び開発コンサルタントの協力を得て過去最

大規模のインターンシップを実施し、応募1,055名、受入れ186名を実現したことは、

将来の開発協力人材の発掘・育成に大きく貢献する取組として評価できる。 

 

４ 研究 

 事業の質の向上と開発協力をめぐる国際潮流の形成に向け、政治、経済、人間開発、

平和、地球環境、開発協力等の幅広い領域で研究を実施し、その成果を発信するなど、

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・フラッグシップレポート『今日の人間の安全保障』や関連書籍を発刊し、国際会議

やUNDP共催セミナー等を通じて、人間の安全保障の今日的意義を国内外に発信したこ

とは高く評価される。 

・マダガスカル「みんなの学校」プロジェクト等が国際調査で優良事例に選定された

ほか、機構研究員によるRCT分析論文が国際学術誌に掲載され国際開発学会賞を受賞

するなど、エビデンスに基づく開発協力の有効性を国際的に示したことは評価でき

る。 

・ポストSDGsの指標体系に関する研究成果を国際学術誌で発刊し、国連関連会合で発

表したことは、ポスト2030年を見据えた国際的な議論を喚起し、日本の知的プレゼン

ス向上に貢献する成果として評価できる。 

 

５ 緊急援助（【指標9-7】緊急援助の対応体制強化に係る取組の推進状況  ） 

 国際緊急援助隊の対応能力強化を通じ、大規模災害発生時に迅速かつ適切な緊急援

助を実施する基盤を強化するとともに、33か国において60件の緊急援助を実施するな

ど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められ

た。 

・トルコ南東部を震源とする地震に対し、発災直後から迅速に救助チーム及び医療チ

ームを派遣し、医療チームとして初めてWHOのEMT Type2として活動したことは高く評

価される。過去最大規模の派遣経験を踏まえ、実施体制や資機材、訓練等の改善にも

つなげたことは、今後の対応能力強化に資する成果である。 

・パレスチナ・ガザ、モルドバ、バヌアツ等において、日本の国際緊急援助隊が知見

を有する災害医療情報マネジメントを活用し、診療実績の一元化や支援調整に貢献し

たことは、日本発の国際標準の主流化につながる取組として特筆に値する。 
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 理事長の記者会見、寄稿、メディア懇談会を

通じ、ODAの意義や日本の役割を発信した。 

 “The Financial Times”や“The Japan 

Times”で理事長発言が引用された。 

 LinkedIn公式アカウントにFBと同様の投稿を

行う等発信頻度を上げ、2025年度末でフォロ

ワー23万人超を獲得した。 

 

◎ 若年層へのリーチ強化【③⑤】： 

 2024年4月にInstagramを新規開設し、動画を

積極的に投稿していき、フォロワーが2025年

度末で約2万人に増加した。個別案件では、

Instagramで大エジプト博物館にかかる動画を

発信し、54.2万回の視聴を得た。また、国際

緊急援助隊派遣については、ミャンマーで90

件、スリランカで60件報道された。これらに

加えて、YouTubeでは教育系Youtuberや著名人

を起用した動画を制作し、公開したことによ

り、機構の協力に係る理解促進につながっ

た。 

 漫画やアニメーションを活用した広報を推進

し、漫画は小学校などに配架した。アニメー

ション「ODAって何だろう」や漫画イベントな

どを通じ、若年層の理解を促進した。 

 グローバルフェスタJAPANでは、過去5年間で

計17.5万人超が来場・視聴した。ステージで

は、国際協力にかかるクイズなどで著名人を

起用し多くの集客を集めた他、民族衣装体験

などを実施し若年層への国際協力の遡及を諮

った。 

 2025年度後半以降、アフリカ・ホームタウン

を受け、国際協力が途上国のみならず、日本

にも還元し、裨益していること等がわかるよ

うな発信に努めている。 

 

◎ 日本社会への還元・サステナビリティ発信

【②③】： 

 海外協力隊の社会還元表彰に関連した報道が

60件。企業・大学との連携による地方創生や

社会課題解決を発信した。 

 統合報告書を初めて公表してサステナビリテ

・救助チームがINSARAGの「ヘビー級」再認証を過去最高評価で取得し、医療チーム

がWHO EMT Type2の再認証を取得したことは、国際緊急援助隊が国際的にも高い能力

を有することを示す成果として高く評価される。 

・INSARAGアジア・大洋州地域の議長国として地域会合を主催し、国際的な捜索・救

助手法や多国間協力枠組みの改善に貢献したことは、災害援助分野における日本のリ

ーダーシップを示す成果として評価できる。 

 

６ 事業の戦略性強化や制度改善 

 開発協力大綱の改定や機構法改正等を踏まえ、JICA国別分析ペーパーやJICAグロー

バル・アジェンダ等を事業展開に反映し、各種協力手法を柔軟に組み合わせた戦略的

な協力を推進するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆す

べき実績が認められた。 

・ロシアによるウクライナ侵攻を受け、技術協力、無償資金協力、円借款等を総動員

し、迅速かつ大規模な支援を実現したことは高く評価される。特に、G7共同声明やERA

融資の枠組みとも連動し、世界銀行との協調融資や過去最大規模の無償資金協力案件

の形成を進めたことは、日本政府と連携した機動的な対応として特筆に値する。 

・災害対応技術協力を新設し、パキスタン洪水対策を第一号案件として開始したこと

は、自然災害や感染症等の深刻化に対し、復旧・復興を視野に入れた中長期的支援を

迅速に行う制度的基盤を整えた成果として評価できる。 

・機構法改正や制度改善に協力・参画し、民間資金動員を促進する新たな仕組みの導

入、柔軟で効率的な財務運営、多様な主体との連携強化を進めたことは、開発協力大

綱が掲げる共創と革新の具体化に資する成果として評価できる。 

・オファー型協力について、気候変動、防災、経済強じん化、デジタル化等の戦略分

野を中心に、主要外交日程とも連動しながら協力メニューの具現化と事業形成を推進

したことは、戦略的な開発協力の展開に資する取組として高く評価される。 

 

７ 国際的な議論への積極的貢献及び国際機関・他ドナー等との連携推進（【指標9-

8】JICAグローバル・アジェンダ（課題別事業戦略）に基づく多様な開発パートナー

との連携状況  ） 

 国際的な開発協力の規範・潮流形成に貢献するとともに、国際機関、新興ドナーを

含む他ドナー等との連携を推進するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加

え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・人間の安全保障について、UNDP特別報告書やJICA緒方貞子平和開発研究所のフラッ

グシップレポート等を通じ、複合的脅威を整理・発信し、国際機関、政府関係者、研

究者等との政策対話を通じて概念の深化と主流化に貢献したことは高く評価される。 

・世界銀行、UNDP、UNHCR、ICRC等との連携を強化し、ウクライナ危機対応、アフガ

ニスタン女性起業家支援、難民支援、紛争影響国でのロジスティックス協力等を推進

したことは、複合的危機に対応する国際連携の深化に資する成果として評価できる。 

・G7・G20等の国際的枠組みにおいて、食料安全保障、気候レジリエンス、母子保健

等の分野において、SHEP、CARD、母子手帳等、日本の協力事例が実践モデルとして評

価・登録されたことは、日本の開発協力の知見が国際的な政策形成に貢献した成果と
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ィ推進を明示し、広報誌や動画で気候変動・

ジェンダー・多様性の重要性を訴求したほ

か、ジェンダー債発行や国際女性デー動画も

発信した。 

 地方メディアを対象として、35社、44名の記

者を32か国の協力現場に派遣し、機構の協力

意義や当該地域との結びつきなどについての

理解促進を図った。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

内閣府による「外交世論調査」におけるODAに対す

る支持の低下傾向や、「アフリカ・ホームタウン構

想」など開発協力をめぐる国内外での議論を踏ま

え、開発協力の意義や必要性に関し、国民の一層の

理解醸成に取り組む必要がある。具体的には、あら

ゆる対外発信においてこれまで以上に明確かつ正

確な表現を用いること、協力対象国だけでなく日本

にとっての協力の意義や価値・メリットを明記す

る。また、国民が国際情勢や地球規模課題を自分事

として捉えられるよう、開発協力の制度や成果につ

いて、各年代や属性の問題意識に合わせた論点や事

例を紹介しながら、分かりやすく丁寧に説明を行

い、関心層の増加に努める。さらに、引き続きメデ

ィアとの対話を重視し、社会の関心事を踏まえた情

報を適時適切に提供し、幅広い層の機構や機構の実

施する開発協力への理解深化や信頼醸成を図る。 

加えて、SNSの発信にあたっては、昨今のSNSの発

達のスピード及び情報拡散の特性等を踏まえて、戦

略性を強化していく。 

 

No.9 イ 事業評価 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、PDCAサイクルに沿っ

て、事前評価、モニタリング、事後評価を確実に実

施し、結果を公開した。その際、過去の事業評価の

結果から得られた教訓・提言等を事業形成や実施時

に活用することで、事業費の積算及び事業期間の設

定をより適切なものにすることを含め、事業内容の

質の向上及び事業の進捗管理方法の改善につなげ

ることを重視して実施した。 

それらの取組における質的に顕著な実績の中で、

して特筆に値する。 

・OECD-DAC統計作業部会での議論や、OECDとの協力覚書締結等を通じ、国際規範や統

計基準の形成、東南アジア・インド太平洋地域での開発協力の質の向上に貢献したこ

とは評価できる。 

 

８ 環境社会配慮（【指標9-10】環境社会配慮ガイドラインの適切な運用状況  ） 

 開発協力事業が環境や社会に与える負の影響を回避・最小化・軽減・緩和・代償す

るため、全世界約110か国において、事業の各段階で適切な環境社会配慮を確保する

取組を実施するなど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の実績が認

められた。 

・全1,055件の案件について、ガイドラインに則り、環境社会面に与える影響の大き

さ等に応じたカテゴリ分類を行い、案件検討から審査、実施の各段階で適切な環境社

会配慮の確保を支援・確認したことは評価できる。 

・環境社会配慮助言委員会について、全体会合及びワーキンググループ会合を開催

し、助言を適切に案件へ反映するとともに、会合議題や議事録を公開するなど、透明

性の高い運営を継続したことは評価できる。 

・事業実施段階での監理を強化し、海外拠点を通じた実施状況の継続確認や、開発途

上国実施機関への改善対応の働きかけを行ったことは、環境社会配慮の実効性向上に

資する取組として評価できる。 

・「ビジネスと人権」の推進に向け、環境チェックリストに労働関連の人権尊重項目

を追記するなど、事業における人権状況確認・尊重を推進したことは、国際的動向を

踏まえた取組として評価できる。 

 

９ 不正腐敗防止 

 開発事業に対する信頼を確保し、事業を適切に実施するため、不正腐敗防止の推進、

制度改善、事案対応、再発防止に取り組むなど、中期計画の取組を着実に実施したこ

とに加え、以下の実績が認められた。 

・不正腐敗情報相談窓口や外部通報受付窓口等を通じて不正腐敗に関する情報を受

け付け、外部有識者の参加を得て、適切に調査・対応を実施したことは評価できる。 

・不正行為が確認された事案について、措置規程に基づき契約競争参加等に関する資

格停止措置を行うなど、厳正に対処したことは、事業の公正性確保に資する取組とし

て評価できる。 

・機構職員、専門家、現地職員等を対象とした研修・セミナーを通じ、不正腐敗リス

クに係る意識向上とコンプライアンスの徹底に取り組んだことは評価できる。 

 

（結論） 

 以上のとおり、各分野において、中期計画において予定されていた取組を着実に実

施しているほか、特筆すべき定性的な成果が多数見られることから、中期目標におけ

る所期の目標を大幅に上回る成果が得られていると認め、「S」評価とする。 

 具体的には、ODAや日本の開発協力の意義を国内外に積極的に発信し、国民理解の

促進及び国際社会における日本のプレゼンス向上に貢献したほか、革新的な事業評価
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特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 衛星データを活用した革新的評価【③】：タイ

都市高速鉄道（MRT）導入による沿線経済開発

を、衛星データによる夜間光変化やGoogleマ

ップでの建築物の高さ変遷を分析し、従来困

難だったインパクト評価を実現。成果をアジ

ア評価週間、日本開発学会で発表。機構内外

向けセミナーも開催し、衛星データ利活用の

促進を図った。 

 

◎ 新興国の評価能力向上支援【③④】：マレーシ

ア、サウジアラビア、タイ、タジキスタン等

からの求めに応じ、機構の事業評価制度に関

する講義を実施した。マレーシア外務省次官

補から高評価と継続協力への期待を獲得し

た。また、韓国国際協力団（KOICA）及び韓国

開発研究院（KDI）とも評価手法に関する情報

交換を行い、ピア・ラーニングの重要性を確

認し、今後の連携可能性を協議した。 

 

◎ ブラジルで犯罪抑止効果を科学的に検証

【③④】：「交番システムに基づく地域警察活

動普及プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）のインパクト評価を実施した結果、導入

地域では非導入地域に比べ、11種類中9種類の

犯罪認知件数が統計的に有意に減少した

（例：車両強盗9.2％減、強盗8.5％減）。ブラ

ジルで初の本格的科学的検証として高評価を

得た。また、サンパウロ等3州の警察関係者向

けフィードバックセミナーを開催し、行動変

容を含む成果が共有された。 

 

◎ SHEPアプローチの有効性を科学的に検証

【②③】：マラウイで市場志向型農業振興

（SHEP）プロジェクトの効果を、世界銀行開

発の簡易家計調査手法（SWIFT）を活用して検

証し、1,657世帯を対象に、SHEP参加農家の世

帯支出額増加と「売れるものを作る」行動変

容を確認した。結果は現地セミナー（約100名

参加）及び世界銀行共催セミナーで発信し、

や研究成果の発信を通じ、事業の質の向上と国際的な知的貢献を実現した。 

 また、国際緊急援助隊による迅速な災害対応、ウクライナ支援を含む戦略的・機動

的な事業形成、国際機関・他ドナーとの連携強化、環境社会配慮及び不正腐敗防止の

取組を通じ、開発協力の実施基盤の強化に大きく貢献した。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 ODAに対する国民理解や支持の更なる拡大に向け、開発協力の意義、成果、日本社

会への還元について、より分かりやすく正確な発信を行うことを期待する。特に、SNS

等を通じた情報拡散の特性も踏まえ、広報の戦略性を一層強化するとともに、誤解を

生じさせない丁寧な情報発信に努められたい。特に、「アフリカ・ホームタウン構想」

の影響を受けたJICAの信頼回復や、ODA理解促進のための広報戦略を迅速に検討する

ことを求めたい。 

 また、事業評価、研究、人材育成については、得られた知見や教訓を事業形成・実

施に迅速に還元し、事業の質の向上に一層つなげることが重要である。引き続き、エ

ビデンスに基づく事業運営、開発協力人材の裾野拡大及び専門人材の育成に取り組む

ことを期待する。 

 さらに、緊急援助については、災害の頻発・激甚化や人道危機の複雑化を踏まえ、

国際緊急援助隊の対応能力強化、国際連携の深化及び海外災害対応の知見の国内還元

を進められたい。 

 加えて、機構法改正や開発協力大綱を踏まえた制度改善、民間資金動員、オファー

型協力等を着実に推進するとともに、環境社会配慮及び不正腐敗防止についても、国

際的動向を踏まえた不断の見直しと体制強化に努められたい。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

・今回の中東紛争をきっかけにナフサ他中間材料のサプライチェーンの目詰まりか

ら医療用の手袋やナフサ由来のポリエステル等、様々な家庭用品が東南アジア各国か

らの輸入に頼っていること等、我々日本人の生活において資源の輸入のみならず様々

な生活用品においてもアジア各国他海外からの調達に頼っていることが改めて認識

された。まさに国際的なサプライチェーンを安定的に維持していくためにも国際協力

の重要性が国民の間に改めて理解される良い機会になったはずである。是非、この機

会に国際協力が日本社会にもたらす価値や意義について、国民生活とのつながりを意

識した情報発信をより積極的に行うことで、理解促進につなげて頂きたい。 

また、国際協力人材の裾野拡大に向けては、副業やボランティア制度など民間企業

の働き方の変化も踏まえ、例えば海外に駐在している日本人に対し、期間や時間を限

定した形で国際協力に貢献してもらう制度等多様な形で国際協力に参画できる仕組

みについて検討することも有効であろう。 

 

・第 5 期中期目標期間を通じて、JICA は EBPM や OECD-DAC 評価基準を踏まえた評価

手法の改善を進めてきたことは評価できる。しかし、業務実績等報告書全体を見ると、

依然として投入（Input）や活動（Output）を中心とした評価指標が多く、各事業が

制度改革や社会変革にもたらした成果（Outcome）、さらには中長期的な社会・経済・
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マラウイ農業省や世界銀行関係者から高い関

心と評価を得た。 

 

◎ 機構の評価知見を他機関制度に活用【④】：一

般財団法人日本民間公益活動連携機構

（JANPIA）や日本財団等と意見交換を実施し

た。特に日本財団は、機構の案件単位評価制

度やクラスター評価手法に強い関心が示さ

れ、有識者会合への参加要請を受けたとこ

ろ、制度設計支援を実施した。評価のPDCAサ

イクルに基づく網羅的な制度構築に貢献し

た。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

説明責任と事業の質の改善を促進するため、2021

年度から導入した新評価基準に基づく事業評価を

着実に実施していく。また、実施中・新規案件への

迅速なフィードバック行うことによる事業の質の

改善を目的とし、2026年度より技術協力プロジェク

トの事業完了時に評価を行う「完了時評価」を導入

予定。第6期も引き続きその円滑な実施に努めてい

く。 

 

No.9 ウ 開発協力人材の育成 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、開発課題の多様化、

複雑化に対応するため、中長期的な視点を持って開

発協力人材の育成に取り組んだ。その際、若年層を

中心とする人材の裾野拡大及び重要分野における

人材養成を重視して実施した。 

それらの取組における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 国際協力への新しい関わり方を提案【③】：

「SDGsを仕事にする」をテーマに、国際キャ

リアフォーラムをオンラインで3回開催し、

164名が新規登録した。「多様なかかわり方

編」（223名参加）では、副業やプロボノの事

例を紹介し、参加者の満足度は96.9％であっ

た。「選択肢が広がった」という声が多く寄せ

られた。「NGO編」（172名参加）では、NGOの役

制度へのインパクト（Impact）の分析は十分とは言えない。 

JICA の最大の強みは、制度構築、人材育成及び能力開発を通じて各国の自立的発

展を支援してきた点にある。こうした成果は短期間では測定できないことから、今後

は**「Transformational Impact（社会変革）」**を評価の中核概念として位置付け、

制度改革、政策形成、行政能力向上、住民の行動変容及び社会的信頼の醸成など、長

期的かつ質的成果を評価する体系への発展を期待する。 

 

・近年、世界銀行、UNDP及び地域開発銀行では、知識の創出・共有を国際協力の重要

な機能として位置付けている。JICA もまた、技術協力や人材育成を通じて膨大な知

見を蓄積してきたが、それらを組織全体の知識資産として戦略的に活用・発信する取

組は、なお発展の余地がある。次期中期目標期間では、国内外の大学、研究機関、国

際機関及び民間企業との連携をさらに深化させ、Knowledge Management 及び

Knowledge Co-creationを組織戦略の柱として位置付けることが望まれる。JICAが蓄

積してきた経験と知識を「国際公共財」として世界へ発信することは、日本の国際的

プレゼンス向上にも資するものである。 

 

・SDGs は 2030年を一つの到達点としているが、人間の安全保障が目指す理念は 2030

年以降も普遍的な価値を有する。次期中期目標期間では、人間の安全保障を引き続き

JICAの基本理念として位置付けつつ、気候変動、AI、人口動態及び地政学的リスクな

ど新たな課題にも対応できる柔軟な国際協力モデルを構築することが期待される。 

また、ジェンダー平等、多様性及び包摂性を組織運営及び事業実施の双方において

更に推進するとともに、日本が有する制度構築、人材育成及び災害対応の知見を国際

公共財として積極的に発信し、国際社会におけるルール形成にも貢献することが望ま

れる。 
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割やキャリアパスを紹介し、「社会に貢献した

いと思えた」というコメントがあった。「企業

編」（101名参加）では、大手企業とベンチャ

ー企業の事例を対比し、SDGsへの理解度が高

まったことを確認した。 

 

◎ 理系人材へのアプローチ【③】：「カーボン・

ニュートラルの実現に向けて活躍するインフ

ラ人材」をテーマに、鉄道やエネルギー分野

のキャリアを紹介した。また、まだ就職活動

を始めていない大学生等を主なターゲットと

した「理系学生向け国際協力キャリアセミナ

ー」を開催し、理系学部出身で機構やコンサ

ルタント企業で活躍する現職職員のキャリア

パスややりがいなどを紹介。アンケートでは

「理系分野からも貢献できることが分かっ

た」という声が寄せられ、進路選択の参考と

なった。 

 

◎ 国際協力業界の多様なアクターと連携

【②③】：外務省、世界銀行東京事務所、海外

コンサルタンツ協会（ECFA）、NGOと協働し、

合同キャリア説明会を複数回実施した。対象

は既に国際協力業界で働いている層向けのも

のと、学生・一般向けに分けて実施。前者に

ついては、参加者は複数のアクターを比較し

ながら業界理解を深め自身のキャリア構築に

ヒントを得ることができた。後者について

は、グローバルフェスタJAPANなどでのキャリ

アセミナーを通じ、通常ではリーチできない

層への効果的なアプローチを実現したと、協

働機関からも評価を得た。 

 

◎ 「PARTNER」への登録者が10万人を突破

【③】：新「PARTNER」システム（国際協力キ

ャリア総合情報サイト）において、国際協力

経験を有する人材だけでなく、国際協力を志

す学生の登録の促進もすることで、2025年度

に新規登録者数が個人で10万人、団体で3,000

団体を突破した。 
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◎ 過去最大規模でインターンシップを実施

【③】：2024年度は本部、国内拠点、海外拠点

に加え、開発コンサルタントの協力を得て、

支援現場でのインターンシップを実施した。

応募は1,055名、受入れは過去最大の186名と

なり、学生の関心の高さが示された。なお、

類似の公的機関でこの規模でインターン受入

をし、また海外に派遣している機関はほかに

ない。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、開発協力人材の

不足という課題があり、これに対し人材の裾野拡大

と、人材が不足する分野での即戦力人材及び専門人

材の養成を行ってきた。人材の裾野拡大について

は、2024年3月にリブランディングリリースを行っ

たPARTNERのキャッチフレーズ「あなたの一歩で明

日を変えよう」の下、個々人に適した形で参加する

ことができる点を発信している。また、様々なかか

わり方やキャリアを示すため、ODA事業に携わる関

係者（外務省、機構、自治体、開発コンサルタント、

NGO、民間企業など）が協力し、各種キャリアセミナ

ーを実施した。加えて、派遣中や帰国後のJICA海外

協力隊や派遣前の訓練生など、将来当該業界への関

心が比較的高い層にも積極的な情報提供を行うこ

ととした。人材が不足する分野における人材の養成

については、既存の能力強化研修やジュニア専門員

制度等を通じて機構事業の中核を担う専門人材を

引き続き養成していく。 

 

No.9 エ 研究 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、事業の質の向上と開

発協力をめぐる国際潮流の形成に向け、6つの領域

（政治、経済、人間開発、平和、地球環境、開発協

力）に関する研究を47件実施し、その成果の積極的

な発信を行った。 

それらの取組における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 人間の安全保障の概念・実践を国内外に発信
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【②③】：フラグシップレポート『今日の人間

の安全保障』創刊号、第2号、第3号を発刊し

た。第2号では「複合危機下の政治社会と人間

の安全保障」を特集し、債務危機、栄養問

題、紛争中の自然災害、ガバナンス課題等を

包括的に論じた。また、第3号では「はかる」

をテーマとして、人間の安全保障の多様な側

面を測るという観点から論じた。加えて、書

籍“Human Security and Empowerment in 

Asia：Beyond the Pandemic”（Routledge）

を発刊し、日本・フィリピンの大学で記念イ

ベントを開催した。UNDP共催セミナーや国際

会議で人間の安全保障の今日的意義を発信し

た。緒方貞子メモリアルギャラリーを通じ、

国内外の大学生・教員向け体験協力プログラ

ムを実施し、次世代への理解促進に貢献し

た。 

 

◎ 国際社会における知的プレゼンスを強化

【①②】：2023年4月、G7各国シンクタンクに

よるThink7 Japanサミットで研究所長・シニ

アアドバイザーが登壇し、平和・安全保障と

ガバナンスを議論した。国連ハイレベル政治

フォーラム（HLPF2023）公式サイドイベント

を日本政府国連代表部と共催し、教育の継続

性や脆弱層の主体性尊重を訴求した。国連安

保理・平和構築委員会向け非公式ブリーフィ

ングで“Adaptive Peacebuilding”を発表し

た。さらに、Global Development Network年

次会合で生物多様性をテーマに企画セッショ

ンを開催し、国際開発学会やAMIC等の国際会

議にも積極登壇した。 

 

◎ エビデンスに基づく開発協力の推進【③④】：

マダガスカル「みんなの学校」プロジェクト

とエルサルバドル教科書開発事業がResearch 

Triangle Institute Internationalの国際調

査で優良6事例に選出され、2022年9月に“The 

Financial Times”誌にも掲載された。機構研

究員による無作為化比較試験（RCT）分析論文

が“Economic Development and Cultural 
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Change”に掲載され、2024年度の「国際開発

学会賞」を受賞した。モンゴルの公的年金に

関する論文が“Journal of Political 

Economy Microeconomics”に採択され、開発

協力が公的サービスへの信頼性を高める効果

を示唆した。  

 

◎ 学術書籍・国際賞受賞による知見発信

【②③④】：2024年8月に“Impacts of Study 

Abroad on Higher Education Development”

を刊行し、電子版アクセス累計2.1万件を記録

した。2025年には“CIES SAIS SIG Best Book 

Award”を受賞した。留学が個人を超えて組

織・高等教育システムに与えるインパクトを

実証し、日本の科学技術外交への示唆を提示

した。 

 

◎ 日本の開発経験・知見を国内外に共有【⑤】：

JICA開発大学院連携・JICAチェアを通じ、13

大学14研究科で講義を実施した。2023年度に

は、英文学術書籍『日本の産業開発と開発協

力の経験』を発刊し、英国開発研究所（ODI）

や開発学研究所（IDS）等海外研究機関と意見

交換した。アフリカ稲作振興共同体（CARD）

総会で稲作技術導入の効果を発信した。加え

て、国際教育協力に関する包括的書籍

“Japan’s International Cooperation in 

Education”をグローバル・パートナーシップ

（GPE）サイトで紹介した。 

 

◎ ポストSDGsに向けて議論を喚起し日本のプレ

ゼンスを向上【③】：2025年度中に、SDGs後の

持続可能な開発目標の指標体系に関する研究

成果・政策提言をまとめた論文を、科学誌

“Nature”の姉妹誌である“Communications 

Earth & Environment”、環境・持続可能性モ

ニタリング指標研究の専門誌

“ Environmental and Sustainability 

Indicators ”など、影響力ある国際学術誌で

複数発刊するとともに、国連統計委員会の下

に設置されている「SDG指標に関する機関間専
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門家グループ」会合に関連する国連の会合で

発表した。発表で提唱した指標体系に対して

は、様々な質問・コメントが寄せられたほ

か、提案を支持する旨の意見も出され、会合

参加者から高い関心とおおむね肯定的な評価

が示された。これらの活動により、国内外に

おける当該課題の検討・議論を喚起し、日本

のプレゼンス向上に貢献した。  

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

国際社会が複合危機に直面する中、人間の安全保

障の重要性が増しており、その実現に向けた取組の

強化が必要である。その観点から、『人間の安全保障

レポート』第3号（英語版）の発刊及び関連イベント

の開催、人間の安全保障ダッシュボードの構築等を

通じて、人間の安全保障の概念の普及と主流化を引

き続き推進する。 また、国際社会におけるプレゼン

スの強化、エビデンスベースの事業推進、開発協力

のイノベーション推進に貢献するため、2030年以降

を見据えたポストSDGsに関する研究の実施とその成

果の発信、機構の代表的な事業のインパクト可視化

のための研究の実施等に引き続き取り組む。これら

の成果を多様な媒体で積極的に発信するとともに、

機構や開発協力機関の事業にフィードバックす

る。   

 

No.9 オ 緊急援助 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、国際緊急援助隊

（JDR）の対応能力強化を通じ、大規模災害発生時に

迅速かつ適切な緊急援助実施を可能とする基盤を

強化するとともに、33か国において、60件の緊急援

助を実施した。 

それらの支援における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ トルコ南東部を震源とする地震に迅速かつ機

動的に対応【①②③】： 

 2023年2月6日に発生したトルコ南東部を震源

とする地震に対し、発災直後から情報収集と

準備を開始し、約12時間後に国際緊急援助隊
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（JDR）・救助チーム第一陣を派遣、約41時間

後に現地で活動を開始した。第二陣を含め救

助チームは計74名となった。また医療チーム

国際保健機関（WHO）が定める緊急医療チーム

タイプ2（EMT type2、入院・手術機能を含む

医療活動）として初めて派遣し、延べ181名が

約2,000名を診療した。さらに自衛隊部隊を派

遣し、医療チームが使用する資機材輸送を支

援した。加えて、復旧・復興に向けた技術的

助言を行う専門家チームの派遣や、トルコ・

シリアへの物資供与を合わせて3度実施した。 

 過去最大規模派遣の経験を基に、事務局の実

施体制や手順書を見直すとともに、資機材の

耐候性強化、仕様見直しなどに取り組んだ。

併せて緊急調達のためのスタンドバイ契約の

準備、救助チームにおける捜索・救助技術の

向上、医療チームにおけるタイプ2展開能力の

強化、院内診療情報システム（MOS）の更新、

登録隊員の一層の確保・要請などを実施して

いる。 

 

◎ ミャンマー中部で発生した地震に対して迅速

に緊急支援を開始【①②③】：2025年3月28日

にミャンマー中部で発生したマグニチュード

7.7の地震による被害に対し、機構は3月30

日、現地の緊急人道支援ニーズの把握等を目

的とした調査チーム5名を派遣。翌31日、外務

大臣の派遣命令が発出されたことを受け、4月

2日、国際緊急援助隊医療チームを派遣。4月

26日までの間、2隊次にわたる69名を派遣し

て、EMTタイプ1（外来診療機能による医療活

動）を展開。のべ約2,100件にのぼる診療を実

施した。 

 

◎ スリランカにおけるサイクロン被害に対して

迅速に緊急支援を開始【①②③】：2025年11月

末、11月28日以降、スリランカを南北に縦断

したサイクロン「ディトワ（Ditwa）」による

被害に対し、機構は同30日、現地の緊急人道

支援ニーズの把握等を目的とした調査チーム

を派遣。同日、外務大臣の派遣命令が発出さ
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れたことを受け、12月3日、国際緊急援助隊医

療チームを派遣。12月16日までの間、31名を

派遣して、EMTタイプ1（外来診療機能による

医療活動）を展開。延べ1,255件にのぼる診療

を実施した。駐日スリランカ大使からは、国

際緊急援助隊医療チーム派遣に関し、深い感

謝の意が示された他、医療チームが両国の絆

の深化にも貢献した等のコメントを得た。 

 

◎ 能登半島地震からの復旧への貢献【①②③】：

2024年1月1日の能登半島地震に対し、国際緊急

援助隊のための資機材の一部（水循環型シャワ

ーシステム）を供出し、同地における医療機関

などで活用された。また国際緊急援助隊で活躍

した人材が現場で活動し、医療チームに端を発

する診療情報マネジメント手法「J-Speed」も

広く適用された。 

 

◎ モルドバにおけるウクライナ避難民に対する

効率的な医療に貢献【①③④】：ロシアによる

侵攻直後からモルドバで緊急人道支援・保健

医療分野協力ニーズ調査（技術協力援助手

法）を実施。災害医療に詳しい医療チーム登

録隊員を、同枠組みで派遣した。医療情報の

収集・分析によりEMTCCの効率的運営に貢献

し、モルドバ政府及びWHOから高評価を得た。

災害医療情報標準化手法（MDS）が活用され、

日本発の国際標準が紛争に起因する人道危機

の場面でも活用された。 

 

◎ 「災害医療情報マネジメント」により人道危

機に直面するパレスチナ・ガザの緊急医療支

援に貢献【②③④⑤】：人道危機に直面するパ

レスチナのガザ地区について、世界保健機関

（WHO）から日本の国際緊急援助隊が知見を有

する「災害医療情報マネジメント（IM：

Information Management）」の支援への要請を

受け、IM支援を開始した。診療実績を一元化

し、国際支援の基盤データを提供、WHOの状況

報告書（SITREP）に引用された。また、2024

年12月にバヌアツ共和国で発生した地震で
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も、同国保健省からWHOを通じて日本にIM支援

要請が寄せられ、機構は支援チームを日本か

ら派遣、保健省による災害医療調整本部

（EMTCC）への支援を行った。IM手法は、海外

の災害での活用にとどまらず、国内でもJ-

Speedとして標準化され、普及・活用されてお

り、熊本地震や能登半島地震などでも使用さ

れた。 

 

◎ 救助チームが国際捜索救助諮問グループ

（INSARAG：International Search and 

Rescue Advisory Group）により「ヘビー級」

再認証【①②③④】： 

国際緊急援助隊・救助チームはINSARAGによる

検定試験を受検し、過去最高評価で「ヘビー級」

再認証を取得した。外務省、警察庁、消防庁、

海上保安庁、医療従事者等との協働訓練を経

て、優良事例項目数も過去最多となった。 

 

◎ 緊急援助隊医療チームが世界保健機関（WHO）

による緊急医療チームの認証を再取得

【②④】：医療チームはWHO EMT Type2の再認

証を取得した。新基準に対応するため、運用

指針や資機材整備、訓練を繰り返した。トル

コ地震での活動サイトを査閲に代替する提案

を実現し、現場評価で高評価を得た。  

 

◎ 国際場裡における貢献【①②③④】：WHO EMT

グローバル会合に参加し、国際緊急医療の方

向性を議論、日本の知見を共有した。WHOの

Working Groupで技術標準やガイドライン作成

を支援し、国際訓練で講師を務めた。再認証

制度設計の議論をリードし、トルコ派遣中に

世界初の再認証評価視察を受けた。2022年11

月には国際基準に則した展開訓練を実施し

た。 

 

◎ 緊急援助分野における国際連携・協調強化の

チャレンジ【②③】： 

 国際機関とのパートナーシップ形成に関し、

例年ジュネーブで開催されている人道分野の
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国際会議Humanitarian Networks and 

Partnerships Weeks（HNPW）において、国連

人道問題調整事務所（OCHA）、世界保健機関

（WHO）緊急医療支援事務局との間でパートナ

ーシップ関係を確認。またOCHA傘下にある国

連災害評価調整（UNDAC）枠組みでの連携関係

を強化し、ロスター登録者を2名から6名に増

員、強化した。 

 医療チームに関し、①WHOが2024年11月にアブ

ダビで主催したEmergency Medical Team 

Global Meetingでは、WHOとの共同セッション

を企画し、パレスチナやモルドバで展開した

災害医療情報マネジメントの支援の知見を紹

介しつつ、IMを通じ災害医療情報の一元化、

支援チームの一体性確保などの重要性をグロ

ーバルに発信した。こうした活動が、国際的

な緊急医療支援分野における情報マネジメン

トの重要性認知、日本初の国際標準の主流化

につながった。②「ASEAN災害医療連携強化プ

ロジェクトフェーズ2（ARCH2）」（技術協力プ

ロジェクト）において、技術面での支援・助

言を行うとともに、多国間機能連携演習の実

施にも協力した。 

 救助チームに関連し、日本は2025年、INSARAG

におけるアジア・大洋州地域の議長国の任を

引き受けた。右を通じ、国際的な捜索・救助

手法に関するガイドラインの改訂、INSARAGガ

バナンスの見直し、多国間協力枠組みの改善

などに関する域内意見調整、INSARAGに対する

地域代表としての意見表明などを行った。一

環として、2025年8月に、東京で地域会合を主

催。パートナーシップ形成にも大きく貢献し

た。また、INSARAGへの貢献度を増し、かつ他

チームからの学びの機会を増やすべく、

INSARAG外部評価（IEC/IER）の評価員を2名か

ら5名に増員、強化した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、①質の高い緊急

援助実施体制の整備とオペレーションの実展開、②

国際認証における再認証の取得と他国の認証受検
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における支援・貢献、③国際的なプレゼンス・先駆

的地位の確保・維持などの課題があり、これらに意

欲的に取り組んだ結果、上述のとおりこれら課題へ

の対応はおおむね達成されつつあり、2026年には完

遂する見込み。 

第6期中期計画期間に向けては、①ますます頻発・

激甚化する災害に対応するためのハード面・ソフト

面における対応能力の強化、②災害援助における国

際的なリーダーシップの発揮、③日本の国際緊急援

助隊の積極的派遣機会確保と、他国支援チームとの

パートナーシップ強化、④海外災害対応経験の国内

災害対応への還流、国内外対応の知見の一元的発

揮、⑤国際社会から求められている人道危機に対す

るノウハウの提供・貢献といった課題に取り組んで

いく。 

 

No.9 カ 事業の戦略性強化や制度改善 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、開発協力大綱の改定

や機構法改正などの動向を踏まえ、日本の持つ強み

や機構が有する開発協力のリソースを蓄積・活用

し、開発途上国の経済社会の発展及び平和と安定に

最大限貢献する取組を実施するとともに、JICA国別

分析ペーパー「JICA Country Analytical Work」

（JCAP）やJICAグローバル・アジェンダ（JGA）等を、

方針策定や事業展開に適切に反映した。それらの取

組に際しては、民間も含めた様々な開発パートナー

が有する知見、資金等を活用した連携を強化するの

と同時に、機構が有する様々な協力手法を柔軟に組

み合わせた一体的かつ戦略的な協力の実施を重視

して取り組んだ。 

それらの協力における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ JICAグローバル・アジェンダに係る取組の進

展【③】：JICAグローバル・アジェンダに基づ

く案件形成を促進し、候補案件を事業計画作

業用ペーパー（WP）に反映させた。案件形成

及び目標達成状況を年次でモニタリングし、

必要に応じて戦略の軌道修正を行うサイクル

を導入した。外務省と共催した会議（2022年7
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月：全世界、2023年2月：アジア地域）を通

じ、戦略的案件形成やアジェンダ活用策の理

解を促進した。重点取組としてクラスター事

業戦略を3件策定し、開発シナリオに基づく事

業展開を開始した。さらに、2022年度には外

部パートナーとの協働により、サステイナブ

ル・カカオ・プラットフォームやJICAクリー

ン・シティ・イニシアティブ（JCCI）国際セ

ミナーを開催するなど、20分野でプラットフ

ォーム活動を推進した。 

 

◎ 組織的な対応によるウクライナ及び周辺国支

援の迅速な実現【①③】：ロシアによるウクラ

イナ侵攻を受け、技術協力・無償資金協力・

フォローアップ協力・調査などの援助手法や

補正予算を総動員し、分野横断的かつ迅速な

案件形成を実施した。例えば、2022年度にお

いては、G7共同声明に基づき、世界銀行との

協調融資による円借款を迅速に実現し、2022

年5月にL/A調印、6月に追加L/A調印を行った

ほか、2025年6月にはG7プーリア・サミットに

おいてG7首脳が立ち上げで一致した「ウクラ

イナのためのERA融資」の枠組みの下、4,719

億円を上限とする「ウクライナのための特別

収益前倒し融資」のL/Aを調印した。無償資金

協力では、2022年度に一案件としては過去最

大規模となる224億4,000万円の案件を形成

し、日本政府と連携してG7をはじめ国際社会

との協力強化に寄与した。 

 

◎ 災害対応技術協力の新設【①③】：自然災害や

感染症の深刻化を背景に、迅速な復旧・復興

支援を可能にする新制度「災害対応技術協

力」を導入した。2022年度中に第一号案件と

してパキスタン洪水対策を開始し、緊急的な

支援要請に迅速に対応できる体制を整備し

た。この制度により、復旧・復興を視野に入

れた中長期的な支援を可能にした。 

 

◎ 新規事業アイデア発の取組が受賞【③④】：機

構内公募による「新規事業アイデア募集」か
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ら生まれた「JICA-高専オープンイノベーショ

ンチャレンジ」が、2023年2月に第5回日本オ

ープンイノベーション大賞で「内閣総理大臣

賞」を受賞した。アイデア募集はSDGs達成を

見据え、既存の枠にとらわれない事業提案を

促進するものであり、共創と革新を目的とし

た人材育成の場となっている。 

 

◎ 開発協力大綱の理念実現に向け新しい国際協

力の仕組みづくりを推進【①】：官民連携によ

る資金動員を強化するため、上川外務大臣

（当時）の下に「開発のための新しい資金動

員に関する有識者会議」が立ち上げられ、機

構からも同会議に対して課題分析と改善策の

インプットを行った。2024年7月の提言書を踏

まえ、機構法改正や制度改善に協力・参画

し、2025年4月に改正法が施行された。これに

より、柔軟で効率的な財務運営と多様な主体

との連携強化が可能となった。例えば、無償

資金協力においては、機構法改正により機構

から民間企業への直接支払い（第三者弁済）

が可能となり、事業の迅速化が強化されたほ

か、中止・中断案件の残余金に係る国庫返納

や他案件への充当が実施され、支払前資金の

削減が前進した。そのほか、「経済社会開発計

画」の実施や「民間資金動員促進型無償」な

ど、戦略的な案件形成に向けた取組を強化し

た。 

 

◎ 戦略的案件形成と民間資金動員を促進

【①②③】： 

 有償資金協力で複合危機対応を継続し、2023

年度は事業規模約2兆2,000億円（過去最大）

を推進した。2023年5月のG7広島サミットや同

年9月の国連総会にて、複数のファシリティ創

設や成果連動型借款を公表し、国際金融機関

や民間銀行と連携して民間資金動員を促進し

た。気候変動対策、食料安全保障、金融包摂

など地球規模課題への対応を強化した。 

 2025年4月の機構法改正により、債券取得及び

信用保証が可能となったほか、民間資金動員
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をさらに促進する制度が強化された。また、

同年8月開催のTICAD9では、アフリカ諸国に対

する重要な資金動員及び開発パートナーシッ

プの枠組みを強化するため、アフリカ開発銀

行と覚書を締結。その後、2025年度中に機構

法改正を契機として導入された民間資金動員

業務に係る第一号案件を承諾した。 

 

◎ オファー型協力の形成・展開を通じた戦略的

開発協力の推進【①③⑤】：開発協力大綱で打

ち出された「オファー型協力」について、気

候変動への対応、GX・防災、経済強じん化、

デジタル化の促進・DXなどの戦略分野を中心

に、協力メニューの具現化及び事業の形成を

迅速かつ機動的に推進した。2024年度以降、

フィジー及び大洋州地域の防災体制強化、ラ

オスの脱炭素化支援をはじめ、ブラジルやモ

ザンビーク、マラウイ、ザンビア、ナイジェ

リア、中央アジア等において、主要外交日程

（日泊首脳会談、TICAD9、日本＋中央アジア

首脳会合）とも連動し、オファー型協力を公

表した。これらの取組においては、複数の援

助手法を効果的に組み合わせるとともに、他

省庁の事業とも連携するなど、魅力的かつ戦

略的な事業形成に貢献した。 

 

◎ 「人間の安全保障」への国際的な理解と共感

の拡大【①】：複合的危機の深刻化や開発環境

の変化を踏まえ、開発協力大綱の指導理念で

ある人間の安全保障について、事業での実践

強化及び国際発信に取り組んだ。まず、2024

年度以降、JGAやJCAPにおいて、脅威や脆弱性

の分析、保護とエンパワメントを組み合わせ

た具体的な実践手法を明示し、案件形成から

計画・実施まで人間の安全保障の視点を強化

する取組を推進した。加えて、ポスト2030・

ポストSDGsに向けた議論、複合的危機や新た

な援助潮流の進展を踏まえ、国連フォーラム

や国際会議などを通じて国際機関や研究者と

対話し、具体的事例を交えながら人間の安全

保障の価値と実践を発信することにより、国
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際的な理解と共感の拡大に貢献した。 

 

◎ ポストSDGsの指標枠組みのあり方について国

際的な議論に貢献【①】：指標枠組みのあり方

に関する研究を、緒方貞子平和開発研究所に

て実施し、2025年度に学術論文として公表す

るとともに、国連の専門家グループ会合や万

博のイベントなどで研究成果を発信した。ま

た、国連の持続可能な開発に関するハイレベ

ル政治フォーラム（HLPF）の機会を捉え、関

係国連機関との意見交換を通じて成果を共有

し、ポストSDGsに係る最新情報の把握を行っ

た。 

 

◎ 機構内のナレッジの蓄積・共有・発信を推進

【③】：機構内外における知見の蓄積・共有・

発信を目的として、有識者、政府機関、民間

企業、国際機関等との勉強会や意見交換を実

施したほか、能力強化研修や国内外の会議・

イベントへの参加・登壇など、幅広く実施し

た。これらを通じ、日本の知見や機構の取

組・成果を体系的に整理・発信するととも

に、他ドナーやパートナーとの連携強化、人

材育成、民間参画の促進を図った。また、学

術誌や専門媒体へ機構・掲載などにより国際

協力に関する知見の外部発信も推進した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、2023年度の開発

協力大綱の改定や2025年度の機構法改正、それらに

基づく制度改善に向けた検討に協力・参画した。ま

た、開発協力大綱及び改正機構法を踏まえ、「共創」

や「還流」に取り組むため、多様なパートナーとの

協働や「オファー型協力」を推進するとともに、ODA

を触媒とした民間資金動員の促進、国内外の課題解

決力を有する主体との連携強化、柔軟で効率的な機

構財務の実現に向けた取組を着実に進めた。2026年

度においては、上記取組の推進に向けて必要な制度

整備や体制整備を引き続き進めるとともに、次期中

期目標期間に向けては、第6期中期目標を見据えた

JGAの改訂に向けた事業マネジメントの改善や外部
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リソースとの連携を踏まえた効果的、戦略的な事業

の形成と実施を推進する。 

 

No.9 キ 国際的な議論への積極的貢献及び国際

機関・他ドナー等との連携推進 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、貧困撲滅と持続可能

な開発という国際的合意の実現に向けて、国際的な

開発協力の規範・潮流の形成に貢献するとともに、

事業の戦略的推進における相乗効果を実現するた

め、国際機関や新興ドナーを含む他ドナー等との連

携を推進した。それらの取組に際しては、日本が重

視する考え方や開発協力の実践から得られた知見・

リソースを有効に活用することを重視して実施し

た。 

それらの取組における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

◎ 人間の安全保障の発信【②③】： 

• 国連開発計画（UNDP）特別報告書“New 

Threats to Human Security in the 

Anthropocene”及びJICA緒方貞子平和開発研

究所によるフラッグシップレポート「今日の

人間の安全保障」を通じて、気候変動、紛

争、感染症、経済的不安等が相互に連関する

複合的脅威を人間の安全保障の視点から整

理・発信した。 

• これらの研究成果を踏まえ、オンラインセミ

ナーシリーズ「世界の脅威に立ち向かう、新

時代の『人間の安全保障』」をUNDPと共催し、

国際機関、政府関係者、研究者等との政策対

話を通じて、人間の安全保障概念の深化と主

流化に貢献した。 

• また、国連ハイレベルウィークや国内外シン

ポジウムにおいて、研究成果と現場での実践

事例を結びつけた発信を行い、SDGs達成の加

速に向けた包括的アプローチとしての人間の

安全保障の有効性を国際社会に提示した。 

 

◎ 国際機関連携の強化【①②③】： 

• 世界銀行グループとの年次協議（Deep Dive）
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を継続し、食料安全保障、気候変動、債務問

題等で協力。2025年度までにウクライナ危機

対応として6億ドルの緊急財政借款を迅速に実

施した。 

• 2023年度にUNDPとアフガニスタン女性起業家

支援など3件の無償資金協力のG/Aを締結。

TICAD30周年イベントや共催セミナーで人間の

安全保障の視点を発信するなど、協力を深化

した。 

• 第2回グローバル難民フォーラムでハイレベル

イベントに登壇。ケニア難民居住区の給配水

システム調査を実施し専門家を派遣するな

ど、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）との

連携を強化した。 

• 赤十字国際委員会（ICRC）と協力覚書を締結

し、紛争影響国でのロジスティックス協力を

開始した。 

 

◎ G7・G20等国際的枠組みへの貢献【①②③

④】： 

• 日本の開発協力の強み（食料安全保障・気候

レジリエンス・母子保健等）が、G7・G20での

首脳・大臣級協議において明示され、国際的

枠組みの政策形成や実践モデル化に寄与し

た。 

• 食料安全保障・気候レジリエンス強化を目的

とする「プーリア食料システム・イニシアテ

ィブ」に参画し、2023年のG7広島サミットや

2024年のプーリア・サミットにおける日本政

府の政策形成に貢献した。 

• G20リオデジャネイロ・サミットでは、日本の

協力事例（南スーダン、カンボジア等）を紹

介。「飢餓と貧困に対するグローバル・アライ

アンス」において、市場志向型農業振興

（SHEP）、アフリカ稲作振興（CARD）、母子手

帳が有効なプラクティスとして登録され、日

本の知見が開発協力モデルとして評価され

た。 

 

◎ OECDとの協力【①②③】： 

• 開発協力における国際規範や統計基準の策定を
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主導するとともに、OECDとの戦略的なパート

ナーシップを通じて、アジア等の重要地域に

おける開発協力の質の向上と展開を推進し

た。 

• OECD-DAC統計作業部会で議論を主導し、アンタ

イド化勧告改訂、PSI（Private Sector 

Instruments）新規定合意、気候資金計上手法

の改善に寄与した。 

• OECDとの協力覚書を締結し、東南アジア・イン

ド太平洋地域の経済社会開発に向けた連携を

強化した。 

 

◎ 新パートナーとの共創【①②③】： 

• 欧米諸国におけるODA予算制約が顕在化する

中、機構は、新興国・新興ドナーが国際開発

協力において果たす役割の拡大を踏まえ、従

来のドナー間協調を超えた新たな連携の可能

性を探る取組を進めた。 

• ASEAN諸国や中南米諸国との対話を通じ、支援

の受け手から担い手へと変化する国々との関

係を再定義し、南南協力及び三角協力の観点

からの協力可能性について意見交換を行っ

た。 

• また、ポルトガル語圏諸国（東ティモール、

モザンビーク）との協力覚書締結を通じ、歴

史的・言語的つながりを活かした地域横断的

な協力基盤を構築した。 

• さらに、中国や中東ドナー等を含む新興ドナ

ーの動向について、国際機関や関係国との対

話を通じて情報収集・分析を行い、機構内に

共有することで、国際的な援助潮流の変化を

事業形成や政策検討に還元した。これらの取

組を通じ、機構は、新興ドナーを含む多様な

主体との共創を通じた国際協力の新たなあり

方を模索し、援助潮流形成に貢献した。 

 

◎ 国際会議・ネットワーク形成【②③】： 

• IMFと共催し、アジア14か国の財務省・中銀関

係者を招いた国際会議を開催。気候変動適応

や産業政策など共通課題を議論した。 

• 2026年2月、開発金融機関の国際的なネットワ
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ークである「国際開発金融クラブ」（IDFC）の

シェルパ会合を機構がホストし東京で開催。

11の加盟機関が対面で参加し、気候変動、生

物多様性、ジェンダー、メンバー機関連携、

主要な国際会議における対外発信の計画など

について議論した。 

 

◎ 2025大阪・関西万博開催に関する機構の貢献

【①④】： 

• 日本政府の政策に沿う形で大阪・関西万博の

開催に向け、開発途上国の出展企画を支援す

る技術指導を実施し、各国の万博出展に向け

た準備を後押しした。また、万博会場ではテ

ーマウィーク等を通じたSDGs関連の取組を主

体的に推進するとともに行い展示支援を行っ

た。加えて、本邦研修を通じて各国の魅力を

生かした活かした展示となるよう精力的に支

援した。その結果、15か国が展示・テーマ・

持続可能性賞を受賞した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、紛争や気候変動、

債務問題等の複合的危機の深刻化に加え、欧米諸国

を中心としたODA予算制約の進行により、従来型の

二国間協力や伝統的ドナー中心の枠組みのみでは

国際的課題への対応が困難になるという課題が顕

在化した。これに対し、機構は、日本政府と連携し

つつ、国際会議や国際機関との政策対話を通じた知

的インプットの強化、国際機関・他ドナーとの戦略

的連携の深化、新興ドナーを含む多様な主体との協

働を進め、国際的な議論や成果文書形成への貢献を

図ってきた。引き続き、開発資金不足や国際協力の

枠組みの複雑化、国際ルール形成の高度化といった

課題が残る中、2026年度に向けては、機構が有する

現場に根ざした知見や実績を戦略的に整理・可視化

し、国際的な政策議論やルール形成に実質的に反映

させる取組を一層強化していく。 

あわせて、第6期中期目標期間に向けては、人間の

安全保障をはじめとする日本の国際協力の基本的

理念を踏まえつつ、国際機関、他ドナー、新興国、

民間セクター等の多様な主体との連携を一層深化
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させ、知的貢献と現場実践の両面から国際的な議論

や枠組み形成に主体的に関与することで、変化する

国際協力環境に対応した効果的かつ持続可能な開

発インパクトの創出に資する取組を体系的に推進

していく。 

 

No.9 ク 環境社会配慮 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、開発協力事業が環境

や社会に与える負の影響を回避・最小化・軽減・緩

和・代償するため、南アジア地域、東南アジア地域

をはじめとした全世界約110か国において、事業の

各段階で適切な環境社会配慮を確保する取組を実

施した。それらの取組に際しては、世界銀行など他

ドナーの環境社会配慮基準や、国際人権規約をはじ

めとする国際的に確立された人権基準を尊重した

ほか、事業の主体となる開発途上地域の政府等の取

組を支援しつつ、機構内外の関係者に対する研修等

を通じて理解の向上を重視して実施した。 

それらの取組における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

○ カテゴリ分類結果に応じた審査・監理：開発

途上国等に対し適切な環境社会配慮の実施を

促すとともに、機構が行う環境社会配慮支

援・確認の適切な実施を確保するため、ガイ

ドラインに則り、全1,055件に対し、環境社会

面に与えると予想される影響の大きさ等に応

じてカテゴリ分類（A：35件、B：176件、C：

790件、FI：54件）を行い、案件検討から審

査、実施の各段階で開発途上国等による適切

な環境社会配慮の確保の支援と確認を行っ

た。  

 

○ 環境社会配慮助言委員会：主にカテゴリA案件

について、全体会合（計43回）や個別案件に

ついて助言を行うワーキンググループ会合

（計41回）を開催し、環境社会配慮の支援・

確認に関する助言を得た。いずれの助言も適

切な環境社会配慮の実施等に反映されてお

り、すべての会合議題の公開、全体会合の逐
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語議事録の機構ウェブサイト上での公表等、

透明性の高い運営を継続した。2022年度、

2024年度は助言委員の改選を行った。 

 

○ 事業実施段階での監理強化：定期的に海外拠

点を通じて、開発途上国政府の環境社会配慮

の実施状況を継続的に確認するとともに、実

施機関に対してモニタリング結果に基づく改

善対応を求めるなどの環境社会配慮監理を強

化した。また、アフリカ諸国を対象とした情

報収集・確認調査を通じて、開発途上国の実

施機関が行う実施段階での環境社会配慮及び

モニタリング実施状況を確認し、環境社会配

慮監理の強化に向けた課題と対策を整理し

た。  

 

○ 研修機会の拡充 ：機構内外の関係者計3,555

名に対して環境社会配慮に関する説明・研修

を行い、環境社会配慮に対する理解を促進し

た。内訳は以下のとおり。 

 コアスキル研修等による機構内部向け説

明：1,511名 

 課題別研修等による開発途上国実施機関

等向け説明：297名 

 コンサルタント向け研修：735名 

 大学等教育機関向け研修：848名 

 その他研修：164名 

 

○ 環境社会配慮ガイドライン改正に伴う諸課題

への対応：2022年1月の環境社会配慮ガイドラ

イン改正を踏まえ、機構内向けの環境社会配

慮に係る執務参考資料や環境社会配慮ポータ

ルの継続的な見直し・更新・合理化等を通じ

た業務効率化の取組を継続する一方、環境レ

ビュー体制強化、モニタリングの改善等を通

じ監理体制の見直し・改善を行った。また、

2025年度にはガイドライン運用見直しに向け

た準備作業を開始した。 

 

○ 「ビジネスと人権」の推進：日本政府におい

て行動計画を公表している「ビジネスと人
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権」推進のため、環境社会配慮ガイドライン

の環境チェックリストに労働関連の人権尊重

のための項目を追記するなど、機構の事業に

おける人権状況確認、尊重を推進した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、環境社会配慮ガ

イドラインの適切な運用に向けて、同ガイドライン

の理解促進や、透明性と説明責任に配慮したプロセ

スによるガイドラインの改定の必要があり、機構内

外の関係者への説明・研修、及び十分な議論や情報

の公開、議事録の公開等を伴うガイドライン改定を

実施した。2026年度及び第6期中期目標期間におい

ては、ビジネスと人権をはじめとする国際的な動向

や、機構の事業に関する法改正等を踏まえたガイド

ラインの運用見直し及び改定、並びに助言委員の改

選に取り組むとともに、引き続きガイドラインの理

解促進及びガイドラインの適切な運用に向けた機

構内外への発信、体制強化、効果的な監理モニタリ

ングのあり方の検討等を実施していく。 

 

No.9 ケ 不正腐敗防止 

（1）業務実績 

2022年度から2025年度まで、開発事業に対する信

頼を確保し、事業が適切に実施されるために、不正

腐敗防止の推進に能動的に取り組み、各種制度の改

善や事案対応に取り組むとともに、不正行為等が認

められた場合は厳正に対処した。その際、不正事案

の未然防止、対応、改善、再発防止のための取組を

重視して実施した。 

それらの取組における質的に顕著な実績の中で、

特筆すべきものは以下のとおり。 

 

〇 不正腐敗情報相談窓口や外部通報受付窓口等

を通じて不正腐敗に関する情報を受け付け、弁

護士等外部有識者の参加を得て、適切に調査・

対応を実施した。 

 

○ 中小企業海外展開支援事業の業務委託契約受

注者が業務遂行上不正行為を行った事実が確

認されたため、事案の内容等を踏まえて措置
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規程に基づき契約競争参加等に関する資格停

止措置を行った。 

 

○ 機構職員を対象に、海外赴任前研修で不正腐

敗防止に係る研修を毎年各12回実施、2024年

度はコンプライアンス理解促進のためのセミ

ナーを計4回実施し、2025年度は現地職員向け

にもコンプライアンス研修を実施するなど、

不正腐敗リスクに係る意識及び取組を強化し

た。 

 

○ 研修、専門家派遣、技術協力プロジェクトを

活用して開発途上国のガバナンス強化を支援

した。 

 ベトナム「法整備・執行の質及び効率性向上

プロジェクト」（技術協力プロジェクト）、ウ

ズベキスタン「投資環境整備に向けた汚職対

策促進」（国別研修）、「汚職対策（刑事司

法）」（課題別研修）やタイ、マレーシアへの

専門家派遣等を通じて、汚職防止法制を含む

法制度の質・効率の向上や刑事司法関係者に

よる汚職対策、啓発、公共調達の制度強化を

支援した。 

 イラク、ペルー、ウズベキスタン、中南米地

域の政府関係機関職員等を対象に、不正腐敗

防止や汚職対策に係るセミナーを実施した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

第5期中期目標期間においては、上記のとおり、機

構の事業関係者による不正腐敗防止に向けた取組

を継続的に推進した。加えて、フィリピン円借款事

業「首都圏鉄道3号線改修事業」に関する機構職員に

よる情報漏洩事案を受け、職員による不正防止に向

けた研修を強化、実施した。残りの1年間及び第6期

目標期間においても、職員による不正防止を徹底す

るため、フィリピン情報漏洩事案に関する検証委員

会の指摘を踏まえた再発防止策を基に、研修やセミ

ナーを強化、実施していく。 

 

 

４．その他参考情報 
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特になし。 

 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：3.（9） 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：2.（5） 年度計画 

1. （9）事業実施基盤の強化 

 

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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Ⅱ. 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.10 組織体制・基盤の強化、DXの推進を通じた業務改善・効率化 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】DXの推進及び業務改善を含めた組織体制の強化は、「業務・組

織全般の見直し」でも一部言及があり、今期の取組における重点事項の一つ

として整理されているため。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098  

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 
達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【指標 10-1】IT リテラシー向上研修・セミナ

ー等の実施 
60回 12回 17回 34回 63回 55回 （30回） 169回 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.参照） 

 

＜その他の指標＞ 

なし。 

＜主要な業務実績＞ 

No.10-1組織体制・基盤の強化 

(1)業務実績 

◎ ウクライナ支援を機動的かつ一元的に推進す

る体制を構築【③】：ウクライナ及び周辺国への

大規模で多分野にわたる支援を、組織横断で一

元的かつ機動的に進めるため、理事長を本部長

とする対策本部を設置し、業務の効率化と効果

的な実施の観点から中東・欧州部内にウクライ

ナ支援室を立ち上げた。さらに現地機関連携を

強めるべくウクライナ事務所を開設し、緊急無

償案件を一元的に担う体制と、復旧・復興支援

等包括方式を所管する部署を資金協力業務部

に設置することで、案件の発掘から実施までを

一貫して迅速に推進する体制を構築した。 

 

◎ 海外拠点強化を一元的に担う体制を構築【③】：

2024 年 4 月に総務部内にグローバル拠点戦略

課を新設し、機構の最大の強みの一つである海

外拠点ネットワークの維持・強化を目的とし

評定：A 

根拠：評価指標の目標水準を大幅に上回る成果を上

げていることに加え、業務実績のとおり、質的な成

果や成果の最大化に向けた取組において目標水準

を上回ると判断されることから、当該中期目標期間

における中期目標の所期の目標を上回る成果が得

られていると認められるため。 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標 10－1】「IT リテラシー向上研修・セミナー等の実施」は、目標値 60 回に対

し、2025年度末時点で 169回となり、目標値を大幅に上回る結果を得ている。 

 

（定性的実績） 

１ 組織体制・基盤の強化 

多様化・複雑化する開発課題に対応するため、本部、国内拠点、海外拠点の機能強化

や、業務環境の変化に応じた組織体制の見直しを進めるなど、中期計画の取組を着実

に実施したことに加え、以下の実績が認められた。 

・ウクライナ及び周辺国への大規模かつ多分野にわたる支援を機動的に実施するた

め、理事長を本部長とする対策本部、ウクライナ支援室、ウクライナ事務所等を設置

し、案件の発掘から実施までを一貫して迅速に推進する体制と、資金協力業務部に復

旧・復興支援等包括方式を所管する部署を構築したことは高く評価される。 

・海外拠点ネットワークの維持・強化に向けてグローバル拠点戦略課を新設し、海外

拠点の資源管理、現地職員の人事制度・労務管理、拠点マネジメント支援を一元的に

担う体制を整備したことは、機構の強みである現場機能の強化に資する取組として評

価できる。 

・政府の地球温暖化対策計画に先行して温室効果ガス排出量の開示を進めるととも
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て、（ア）海外拠点の資源管理、（イ）現地職員

（NS：National Staff）の人事制度・労務管理、

（ウ）海外拠点のマネジメント・サポート体制

強化等を一元的に担う体制を構築した。特に小

規模拠点の脆弱性への対応を重視し、海外拠点

をよりレジリエントな体制とするため、「専門

的知見が必要な業務及び標準的業務のうち集

約することが効率的な業務を本部・中核拠点

へ」、当該国代表としての事業・組織運営の現地

での全体対応など「現場でしかできないことを

現場拠点へ」を基本的な考え方とし、本部・中

核拠点への業務集約、サポート機能強化の検討

を開始。取組を進めるべき重点イシューとし

て、経理、調達、IT、事業事務、人事・派遣を

同定。また、複数の海外拠点を 一つの部署とみ

なして、中核となる拠点に業務を集約化し、広

域的に運営管理する仕組みについて検討を進

めた。 

 

◎ 日本政府の「地球温暖化対策計画」への貢献

【①③】：2025 年 2 月に閣議決定された「地球

温暖化対策計画」及びその実現に向けた「政府

実行計画」に基づき、独立行政法人に対しても

政府実行計画に準じた計画策定と取組が求め

られることとなったが、機構は同閣議決定に先

行する取組として、2024年度に発行した「JICA 

Report 2024 統合報告書」において、Scope1、

2（本部・国内拠点の温室効果ガス排出量）に加

え、初めて Scope3（出張及び通勤）についても

情報開示を行うなど、積極的な取組を進めた。 

また、JICA サステナビリティ方針で目標とする

2030年までの組織のカーボン・ニュートラル達

成に向けて、移行計画を策定のうえ、省エネ施

策等の具体的な取組を開始した。   

 

◎ 組織面・事業面の両面で DE&Iを推進【②③】：

「JICAサステナビリティ方針」において「ジェ

ンダー平等を含む DE&I の推進」を掲げたこと

を踏まえ、組織面・事業面の双方において、障

害者を含む多様な人々がその人らしく活躍で

きるような機構の組織文化の変革を推進する

に、2030年までの組織のカーボン・ニュートラル達成に向けた移行計画を策定し、省

エネ施策等の具体的取組を開始したことは、サステナビリティを組織運営に取り込む

取組として評価できる。 

・契約・精算手続の効率化、法務・コンプライアンス部の新設、海外投融資事業の案

件形成・実施監理体制の強化等により、業務内容の拡大やリスクの高度化に対応する

組織基盤を強化したことは評価できる。 

 

２ DX の推進を通じた業務改善・効率化 

DXの推進については、クラウド化を通じて導入したツール、RPA、Power BI、生成

AI等を活用し、業務の効率化、データの可視化、情報基盤の利活用促進に取り組むな

ど、中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の実績が認められた。 

・Power BI を活用した予算執行管理、無償資金協力、有償資金協力等のダッシュボ

ード導入や、オンライン簡易決裁アプリ、国内移動届アプリ、NS労務管理アプリ等の

開発を通じて、意思決定や事務手続の効率化を進めたことは評価できる。 

・ヘルプデスク業務の一部 AI化により対応可能件数を増加させたほか、生成 AIの本

格導入や業務活用に係る概念実証を進め、業務効率化の可能性を広げたことは評価で

きる。 

・調達・派遣改革において、ランプサム契約の拡大、電子入札・電子契約の本格導入、

契約管理ルールの簡素化、派遣手続の合理化等を実施し、機構内外の関係者の業務負

担軽減につなげたことは高く評価される。 

 

（結論） 

以上により、定量指標について目標値を大幅に上回る結果を得ていること、中期計

画において予定されていた取組を着実に実施しているほか、組織体制・基盤の強化及

び DX の推進を通じた業務改善・効率化において特筆すべき定性的な成果が認められ

る。具体的には、ウクライナ支援や海外拠点強化、法務・コンプライアンス機能強化、

海外投融資体制の整備等を通じて、変化する国際情勢や業務内容の拡大に対応する組

織基盤を強化した。また、RPA、Power BI、生成 AI等の活用、調達・派遣改革、情報

セキュリティ対策等を通じて、業務効率化、内部統制、情報基盤の強化に貢献したこ

とは高く評価される。中期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると認

め、「A」評価とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

国際情勢の変化や機構法改正を踏まえ、ウクライナ支援、海外投融資、民間資金動

員、海外拠点運営等に的確に対応できる組織体制の更なる強化を期待する。特に、海

外拠点については、現場機能を維持しつつ、本部・中核拠点への業務集約やサポート

機能強化を進め、効率的かつ強じんな運営体制の構築に取り組まれたい。 

また、DXの推進については、生成 AIや各種デジタルツールの利活用を一層進めると

ともに、業務効率化の成果を組織全体へ横展開することを期待する。その際、情報セ

キュリティ対策、個人情報保護、サプライチェーン・リスクへの対応を徹底し、安全

かつ安定的な業務基盤の確保に努められたい。 
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ための施策を実施した。具体的には、株式会社

ヘラルボニーとの協業により、ダイバーシティ

経営に関する体験型研修「ダイバーセッショ

ン・プログラム」を役員等向け及び職員等向け

に計 4日間実施した。多数の意志決定層を含め

てこの研修を実施した結果、サステナビリティ

方針の実施の一環として、機構における事業及

び組織の両面において DE＆Iを具体的に推進す

るための体系的な施策の策定を今後検討して

いくことが決定した。また、ヘラルボニー社と

協働して、「障害」や「障害者」のイメージを変

えていくことが生み出す価値について広く発

信を行った。 

 

◎ 契約・精算手続きの効率化により受注者の負担

も軽減【③④】：機構はこれまで、調達に係る業

務負担軽減のため複数の効率化・簡素化に向け

た様々な施策を導入してきているが、2024年度

は、新制度・手続きの定着のため、受注者等と

のコンサルテーションを強化。その一環とし

て、機構の業務を受注するコンサルタント業界

に対し、施策の効果を測るアンケートを実施し

た結果、約 7割の回答者からランプサム契約の

拡大により精算事務に係る業務負担が減った

という回答が得られたほか、契約管理に係る負

担減、格付認定方法の見直しについて質が向上

したといったポジティブな評価を受けた。ま

た、契約管理を行ううえで、以前より課題であ

ったコミュニケーションの属人化や手続き漏

れなどを解決するために、情報の一元管理・契

約管理フローの標準化を可能とする事業契約

管理プラットフォームを 2024年 10月からの試

行期間を経て 2025年 2月に本格的に導入した。 

 

◯ 機構の業務内容の拡大・関係者の多様化や役職

員等に求められるコンプライアンス水準の高まり、

フィリピン向け円借款「首都圏鉄道 3号線改修事業」

の調達手続きに関する秘密情報漏えい事案等も踏

まえ、2025年 8 月、独立した部門として「法務・コ

ンプライアンス部」を新設。これまで複数部にまた

がっていたコンプライアンス関連の調査機能や弁

さらに、DE&Iやサステナビリティの推進、法務・コンプライアンス機能の強化につ

いても、組織文化の定着と実効性ある運用を図り、機構の事業拡大及び多様な関係者

との連携に対応できる組織基盤の強化を継続されたい。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

特になし。 
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護士契約等の集約等を通じ、組織横断的な法務・コ

ンプライアンス機能の強化を図った。 

 

◯ 海外投融資事業の継続的な拡大に加え、2025年

4 月に機構法が改正され、海外投融資の新手法が導

入されたこと等も踏まえ、2025 年 11 月、海外投融

資事業の案件形成及び実施監理を担う民間連携事

業部において課を 2つ増設した。これにより、特に

海外投融資の案件監理体制の強化、及び機構法改正

で導入された新手法を含む制度運用等横断的事項

への対応強化を図った。 

 

○ 国内拠点の利用促進のため、開発途上国の現状

や地球が抱える課題、国際協力の実情等を体験

できる展示施設である「JICA地球ひろば」を新

たに JICA筑波、JICA関西、JICA中国、JICA九

州、JICA沖縄に設置するなどの取組を行った。 

 

No.10-2 デジタル・トランスフォーメーション

（DX）の推進を通じた業務改善・効率化 

(1)業務実績 

◎ DX技術の活用により業務の効率化を推進【③】： 

 クラウド化を通じて導入したツールや PC 上の

ソフトウェア型ロボットを利用した定型業務

の自動化（RPA：Robotic Process Automation）

を活用し、定型業務の自動化や、データの可視

化・分析等を推進した。 

 Power BIを活用し、予算執行管理、無償資金協

力、有償資金協力等でダッシュボードを導入し

た。さらに、2023年 9月には業務自動化の推進

に向け、「業務自動化 CoE」機構内サイトを開設

（2023 年 9 月）、導入手順や優良事例を集約。

当部開発「オンライン簡易決裁アプリ」、海外拠

点との共同開発「国内移動届アプリ」、「NS労務

管理アプリ」を紹介。業務自動化の推進・支援

に向け、「業務自動化センターオブエクセレン

ス（CoE）」機構内サイトを開設（2023年 9月）、

自動化ツール導入手順や優良事例を集約した。

また、意思決定や事務手続きを効率的に実施す

るため、「オンライン簡易決裁アプリ」や「国内

移動届アプリ」、「NS労務管理アプリ」等を開発
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し、多くの部署にて使用を開始した。 

 ヘルプデスク業務の一部を AI 化（エージェン

ト機能の自動化）したことにより、ヘルプデス

クで対応できる処理件数が 3割増となり、機構

全体でシステム利用の問合せの効率化や情報

基盤の利用促進につながった。 

 基幹システム等を対象として 2023年度から「シ

ステム導入後評価」を導入、2025年度から年次

の「運用評価」を導入し、PMO が横断的に管理

することで、機構内システムのライフサイクル

全体を俯瞰した管理・統制を強化した。 

 有償資金協力の業務で使用する有償資金協力

システムにおいて、データ修正依頼に係る WFツ

ール（Power Platform 利用）を構築することに

より、従来、主に紙ベースで実施していた業務

を効率化した。 

 情報基盤における生成 AI の導入及び活用に向

け、制度・ガイドラインの整備・改定を実施。

試行を経て 2025年度には生成 AI汎用サービス

を本格的に導入し、機構の業務の効率化に寄与

した。2025 年度下半期には 2 部門にて生成 AI

の業務活用に係る概念実証を実施し、本格的な

生成 AI活用の可能性を検討した。また、Copilot

の活用により有償資金協力システムと海外投

融資（融資）システムのユーザー支援・運用業

務効率化を実施した。 

 

◎ 脅威が増す情報セキュリティ事案への理解と

適切な対応促進のための施策【③】：サプライチ

ェーンや委託先を狙った攻撃に対応するため、

機構内の外部委託契約において情報セキュリ

ティ対策及び個人情報保護対策がなされるよ

う、契約関連書類を整備した。サイバー攻撃の

リスクに対しては、ハード・ソフトの両面から

被害抑制を図る施策を実施。ハード面では、な

りすましメールへの対策を目的としたメール

セキュリティ対策ポリシーの見直しや、「セキ

ュリティ・バイ・デザイン」の方針に基づく運

用手順の整備を実施した。ソフト面では、セキ

ュリティのヒヤリハット事例をユーザー目線

で抽出すべく、機構内で 2回「情報セキュリテ
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ィ川柳コンテスト」を開催。また、情報セキュ

リティ月間に合わせ、情報セキュリティに関す

るコラム（日・英）を展開し、ユーザーに対す

る情報セキュリティ教育・啓発を大きく進展さ

せた。 

 

◎ DX技術の活用も含めた調達・派遣改革により機

構内外の関係者の負担を軽減【③④】：様々な手

続きを要し、機構内外関係者の負担が大きい調

達業務・派遣業務の改革を推進。調達改革では、

技術（質）と価格による選定（QCBS：Quality and 

Cost Based Selection）方式のランプサム契約

の拡大による成果管理への移行及び精算業務

の省力化、電子入札・電子契約書の本格導入、

契約管理ルールの大幅な簡素化、選定方法の合

理化、主要 3スキームの特記仕様書案のひな形

整備等を実現。また、派遣改革では、短期専門

家及び調査団派遣の所属先補填の定額化、外国

出張旅費制度の合理化等を実施した。これらの

取組を推進した結果、機構内部から様々な点で

業務負担が減少したというアンケート結果が

得られたほか、契約相手方であるコンサルタン

トからも業務負担が軽減したという声に加え、

格付け基準の変更による業務の質の向上とい

った効果やコンサルタント業界の若手の活躍

促進といった効果につながるとの回答が得ら

れた。 

 

◎ 海外拠点への重点的な支援によりシステムの

複雑化・高度化に対応【③】：昨今システムやア

プリケーション等が複雑化・高度化する中、海

外拠点での情報システムの適切・効率的な利用

を促進すべく、3 地域（アジア、アフリカ、中

南米）において、情報システム部主催の会議を

開催（2023年 10月、2025年 10月）。情報セキ

ュリティ（個人情報保護）、DX推進、ITリテラ

シー向上等、全事務所で共通的な課題や方向性

を確認。中でも、情報セキュリティや情報基盤

の基礎知識について、現地職員向けクイズ動画

の展開や、実地検査時の研修を直接英語で説明

する等、日本人職員のみならず、現地職員によ
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る適切なコンピュータ基盤の利用促進を図っ

た。また、情報システム部で開発した各種ツー

ル及び利活用事例を紹介し、同ツールの利活用

拡大・業務効率化につながった。さらに、2025

年度は本部ヘルプデスクが在外 5 拠点へ出張

し、ネットワーク遅延解消調査や執務用 PC の

設定見直し、NS労務管理ツールの紹介等に対応

したことを通じて拠点の IT 環境改善に貢献し

た。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

 円借款業務において有償資金協力システム環

境の更改を実施した。ハードウェア及びソフ

トウェアの更改による有償資金協力システム

の安定運用の維持を通じて円借款業務に係る

安定的なオペレーションと円滑な実施を確保

する。 

 2022年より開始した海外投融資（融資）シス

テム開発は、2025年度第 1四半期頃に本番稼

働予定。海投業務に係る基幹システム構築に

より、海外投融資（融資）業務の手管理による

オペレーションリスクの低減、業務の一元管

理の実現、商品性の向上等により同業務の拡

大に貢献する。 

 業務効率化に資する生成 AI利用に係る制度・

ガイドラインを整備して導入した。利活用促

進に向けた、各部門の取組に対する支援、事例

の共有を進める。 

 サプライチェーンや委託先を狙った攻撃に対

応するため、機構の委託契約において情報セ

キュリティ対策及び個人情報保護対策が適切

になされるよう契約関連書類を整備した。サ

プライチェーン・リスク対策の遵守を委託先

等に対して進める手順を整備する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：４.（１） 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：３.（１） 年度計画 

2.（1）組織体制・基盤の強化、DXの推進を通じた業務改善・効率化 

 

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.11 業務運営の効率化、適正化 

当該項目の重要度、困難度 - 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098  

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

（計画値） 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【指標 11-1】一般管理費及び業務経費（特別業

務費及び人件費を除く。）の効率化 
1.4%以上 1.4% 1.4％ 1.4％ 1.4% 1.4％ （1.4%） 平均 1.4％ 

【指標 11-2】有識者による外部審査を行った対

象契約件数 
350件 70件 70件 70件 70件 70件 （70件） 280件 

 【指標 11-3】契約監視委員会で審議する案件数 150件 30件 48件 69件 66件 55件 （30件） 238件 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.参照） 

 

＜その他の指標＞ 

なし。 

＜主要な業務実績＞ 

No.11-1 経費 

○ 2022年度から2025年度において、一般管

理費及び業務経費（特別業務費及び人件

費を除く）の合計について、毎事業年度 

1.4％以上の効率化を達成した。 

 

No.11-2 人件費 

○ 人員配置の見直し 

人員配置状況を精査し、各年度の配置計

画を策定・実施した（各年度）。 

○ 給与水準の適性化と総人件費管理 

人事院勧告を踏まえた給与水準の適正化

を毎年度着実に実施し、国家公務員との比

較において妥当な給与水準を維持し、給与

水準及びその合理性・妥当性について機構

ウェブサイトで公表した。また、国際秩序

維持への対応力を高めるための体制強化

や、海外投融資の更なる事業規模拡大のた

めの体制強化等で当局に認められた人件

費予算増も踏まえ、採用や人員配置等を行

い、人件費予算の範囲内で適切に執行し

＜評定と根拠＞ 

評定：C 

根拠：評価指標の目標水準は着実に達成してい

る。2024年度の主務大臣評価において、フィリ

ピン向け円借款事業の調達手続きに関する秘

密情報の漏洩事案に関し、業務運営の改善が必

要とされたことについては、2025年 6月に出さ

れた検証委員会の助言を踏まえ、再発防止策を

講じ、業績改善の取組を実施しているため。 

評定 C 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標 11-1】【指標 11-2】については、100％以上を達成する見込みである。また、【指

標 11-3】については 120％を達成する見込みであり、定量指標全体として着実に目標を

達成している。 

 

（定性的実績） 

１．経費・人件費 

・一般管理費及び業務経費について毎事業年度 1.4％以上の効率化を達成するとともに、

人員配置計画の策定・実施、給与水準の適正化、重点分野への機動的な人的資源配分等

を通じて、限られた経営資源の適切な管理に取り組んだことは評価できる。 

 

２．保有資産 

・決算公告を通じた資産情報の公開や、施設整備 5か年計画に基づく国内施設の保全、

LED 化・高効率空調設備の導入等を通じ、保有資産の適切な管理と環境負荷低減にも取

り組んだ。 

 

３．調達 

・電子入札・電子契約の本格導入、ランプサム契約の拡大、契約管理ルールの簡素化、

精算手続の合理化等により、機構内外の業務負担軽減及び調達手続の効率化を推進した

ことは評価できる。また、調達等合理化計画に基づき、契約監視委員会による点検を踏

まえた随意契約の適正な運用や競争性の向上に取り組んだほか、ウクライナ復興支援に

向けて緊急調達・輸送体制を迅速に確立し、現地ニーズに応じた機動的な支援を実施し
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た。 

〇 機構を取り巻く環境変化等を勘案し、適

正な人員計画や人件費構造のあり方を検討 

デジタル・トランスフォーメーション（DX）

やアフガニスタン・ウクライナ対応、外国

人材受入支援、民間連携、トルコ震災対応、

サステナビリティ推進、機構法改正に伴う

金融手法の拡充、TICAD9対応、コンプライ

アンス遵守のための体制強化といった重

点分野への取組促進のため、柔軟かつ機動

的な人的資源配分を継続的に実施した。特

に、シニア層の活躍に向けた人事施策とし

て、培った業務経験の活用促進のため、海

外拠点を含め配置先を拡充するとともに、

シニア層向けの組織内公募を2020年度2件

から2025年度71件まで大幅に拡充した。  

 

No.11-3 保有資産 

○ 決算公告にて毎年資産情報の公開を行っ

ている。 

○ 2022年度から2025年度の各年度におい

て、決算公告にて資産情報を公開した。

また、国内施設の保全に必要な工事をま

とめた施設整備5か年計画を更新し、同計

画に沿って施設整備工事を実施し、温室

効果ガス対策として、全施設の照明のLED

化、高効率の空調設備の導入などを施設

整備5か年計画に盛り込み、順次対応し

た。 

 

No.11-4 調達 

 

○ DX推進による電子入札、契約の電子化、

精算手続きの電子化・合理化を検討、推

進 

様々な手続きを要し、機構内外関係者の負

担が大きい調達業務・派遣業務の改革を推

進。調達改革では、QCBS方式のランプサム

契約の拡大による成果管理への移行及び

精算業務の省力化、電子入札・電子契約書

の本格導入、契約管理ルールの大幅な簡素

たことは評価できる。 

 

（結論） 

以上により、経費の効率化、人件費管理、保有資産の適切な管理、調達手続の合理化・

効率化等については、中期計画において予定されていた取組を着実に実施していると認

められる。特に、DXを活用した調達・派遣改革や、ウクライナ復興支援に向けた緊急調

達・輸送体制の迅速な確立など、業務運営の効率化・適正化に資する取組が見られた。 

一方で、2024 年度に発覚したフィリピン共和国向け円借款「首都圏鉄道 3号線改修事

業」における調達手続に関する情報漏えい事案は、開発協力事業の公正性・透明性及び

機構に対する信頼に関わる重大な問題であり、業務運営の適正化という観点から看過で

きない。再発防止策の検討・実施が進められているものの、中期目標期間における業務

実績としては所期の目標を下回ると認め、「C」評価とする。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

上記情報漏えい事案を踏まえ、調達の公平性・透明性を確保するため、検証委員会の

指摘を踏まえた再発防止策を着実に実施し、職員及び機構関係者のコンプライアンス意

識の徹底、情報管理・守秘義務に係る研修強化、組織内のチェック体制強化に、引き続

き取り組む必要がある。 

また、調達制度については、緊急を要する場合の調達手続の明確化・標準化、外部事

業者からの意見聴取、契約監視委員会や外部有識者による検証・助言を継続し、適正性

と効率性の両立を図られたい。 

さらに、DXを活用した調達・派遣手続の合理化や契約管理の標準化については、引き

続き定着を図るとともに、機構内外の関係者の負担軽減、競争性の向上、新規参入の促

進及び業務品質の向上につなげることを期待する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

・業務効率化を通じ毎年 1.4％の経費削減を着実に達成していることは素晴らしい実績

ではあるが、一方でそのしわ寄せが現場に押し付けられていないか懸念。世界が複合的

危機に見舞われる中、国際協力のニーズは益々高まっており、JICAの機能充実、人員増

強は必須ではないかと思われる。今年 4月からは削減した経費の半分は自由に活用でき

る制度が導入されたと聞くが、次期中期目標期間においては DX、AI 等の導入により業

務効率化を推進することは当然ながら、現場が疲弊することなきよう、柔軟な制度設計

を期待したい。 
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化、選定方法の合理化、主要3スキームの特

記仕様書案のひな形整備等を実現。また、

派遣改革では、短期専門家及び調査団派遣

の所属先補填の定額化、外国出張旅費制度

の合理化等を実施した。これらの取組を推

進した結果、機構内部から様々な点で業務

負担が減少したというアンケート結果が

得られたほか、契約相手方であるコンサル

タントからも業務負担が軽減したという

声に加え、格付け基準の変更による業務の

質の向上といった効果やコンサルタント

業界の若手の活躍促進といった効果につ

ながるとの回答が得られた。 

 

○ 調達等合理化計画に基づく随意契約運用

の適正化と競争性の向上  

機構の事務・事業の特性を踏まえた 調達

等合理化計画を策定し、契約監視委員会に

よる点検を踏まえ、競争性のない随意契約

の適正な運用に取り組んだ。契約監視委員

会においては、競争性のない随意契約の審

議及び2回連続で一者応札・応募となった

契約の点検に加え、調達制度改善の取組を

報告し、競争性の向上や新規参入の拡大に

対して適切に取り組んでいることが確認

された。 

 

○ 適正な調達を継続的に行うための実施基

盤の確保 

2022年度より機構内外向けに調達・派遣リ

テラシー向上を目的とした各種セミナー

を実施し、2023年以降、毎年度、国内拠点

や海外拠点向けセミナーを継続し、調達業

務個別支援や海外拠点現地職員との合同

出張による個別支援や地域セミナーを開

催した。 

 

○ ウクライナ復興支援に向けた緊急調達・

輸送体制を迅速に確立 

ロシアによるウクライナ侵略以降、現地及

び周辺国の緊急ニーズに即応するため、見
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積合わせなどによる緊急調達を90件（コン

サルタント等契約6件、一般契約5件、機材

調達・輸送79件）実施し、越冬対策として

の発電機や地雷探知機、クレーン付きトラ

ックの供与・輸送、緊急の情報収集・確認

調査、モルドバ向け医療機器供与を機動的

に推進した。また、ウクライナへの機材輸

送のため、輸送スタンドバイ契約を数社と

締結し、輸送業者選定期間の最短化を図っ

た。 

 

○ コンプライアンスの徹底と再発防止体制

の強化 

フィリピン「首都圏鉄道3号線改修事業」

（円借款）に関連して機構職員が調達手続

きに関する情報を漏洩した事案を受け、職

員はじめ機構関係者の情報管理・守秘義務

を含めたコンプライアンス意識向上に向

けた研修強化及び組織内におけるコミュ

ニケーションの強化を図った。また、同事

案の事実関係の再検証及び更なる再発防

止策の検討のため、2024年11月に検証委員

会を設置。検証委員会の結果を踏まえ、再

発防止策を強化した。 

 

○ 質の高い提案を適切な価格で調達するた

めの各種取組の強化 

業務指示の明確化を含む仕様書の質向上

に向けた取組とともに、技術協力プロジェ

クトにおけるコンサルタント等契約への

QCBS方式の適用については、一部案件にお

ける試行的取組を通じて、価格要素を加味

した選定方法を適用しうる技術協力プロ

ジェクトの特徴や条件の明確化に取り組

んだ。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針   

調達制度に関して、「執務参考資料」を整備

し、意見招請を通した外部事業者からの情報収

集や緊急を要する場合の調達制度・手続きの明

確化・標準化を図った。また、契約監視委員会
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委員や外部有識者との意見交換を通して、調達

制度の検証・助言体制を強化。さらに、これら

の施策を着実に運用・定着させるための組織内

外への周知、定期的なセミナーの開催により、

ガバナンスと組織対応力の強化を徹底した。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：４.（2） 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：３.（2） 年度計画 

2.（2）業務運営の効率化、適正化 

 

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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Ⅲ. 財務内容の改善に関する事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.12 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、困難度 - 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.①

参照） 

 

＜その他の指標＞ 

なし。 

＜主要な業務実績＞ 

（1）運営費交付金を充当して行う業務に関する予算執行管理の状況 

○ 「予算執行管理強化に関する諮問委員会」の最終報告書（2018年

12月）の提言を踏まえ、2019年度までに導入した予算執行管理や

報告・統制及び制度を含めたカバナンス強化策に基づき、中期期

間の予算執行の見通しの常時把握、分析、調整に関する取組を継

続した。また、DXの推進に向けた取組を加速化すべく、各事業部

門の予算執行状況を分かりやすく表示できる各種ツールの活用対

象を拡大し、予算執行管理の即応性を一層向上させた。 

○ 安定的な予算執行管理の実現に向けて、中期的な予算規模の予見

性を高めるべく、今中期目標期間中の年度別・予算科目別の目標

支出額を設定した。これにより、案件担当部においても、当年度

及び後年度の事業計画の見直しや精査の手段とできるようにし

た。 

○ 予算執行管理に関する案件担当者や予算管理担当者等の実務者向

け研修、階層別研修、初級者研修、海外拠点への赴任前研修等を

通じて、予算執行管理に係る職員の能力向上に取り組んだ。 

○ 事業の質の確保に留意しつつ、年度計画予算に基づく適正な予算

執行管理を推進した。 

○ 外的要因等により前中期目標期間中に実施完了に至らなかった事

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

根拠：2025年度も中期計画及び年度計画別表（予算、収支計画及び資

金計画）を踏まえ、事業の質の確保に留意しつつ、年度計画予算の範

囲内で適正な予算執行管理を推進するとともに、自己収入の確保とそ

の適正な管理・運用が計画されていることから、中期目標の達成が見

込まれる。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

設定なし 

 

（定性的実績） 

・運営費交付金を充当して行う業務については、2018

年の「予算執行管理強化に関する諮問委員会」の提言

を踏まえて導入した予算執行管理、報告・統制及びガ

バナンス強化策に基づき、中期目標期間中の予算執行

見通しの把握、分析、調整を継続して実施したことは

評価できる。また、各事業部門の予算執行状況を可視

化するツールの活用対象を拡大し、予算執行管理の即

応性を向上させたことは、DX推進の取組として評価で

きる。 

・2023年度に統一的なフレームワークを策定し、2024

年2月にはMoody's Japanによる発行体信用格付（A1・

安定的）を新規取得するなど資金動員基盤の質的強化

が図られるとともに、毎年度のテーマ債・リテール債

の発行を通じた投資家層の多様化も実現し、新規投資

表明の累計も373件に達した。受託事業においても、

CAFI基金、民間企業CSR資金（三井物産）、GCFと公的・

民間・国際機関にまたがる多様な資金源からの事業を

実現しており、開発資金動員の規模・多様性の両面に

おいて前期の取組を着実に発展させたものと評価でき
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業については、事象の起きた案件に紐づけて必要な財源を確保

し、複数年度予算管理を踏まえた適切な予算配分により対応し

た。 

○ 2025年度末時点の運営費交付金債務残高は、469.4億円。その内

訳は以下のとおりである。 

 

運営費交付金債務残高 

（単位：億円） 

 2022年度 2023年

度 

2024年

度 

2025年度 

運営費交付金の残 529.0 586.8 489.2 304.5 

前渡金 107.3 148.6 179.0 155.9 

前払費用、長期前払

費用等 

0.3 13.0 7.2 9.1 

運営費交付金債務残

高 

636.6 748.4 675.4 469.4 

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

また、2025年度は暫定値。 

 

◯ 2022年度末時点の運営費交付金債務の未収益化の発生理由は、相

手国側機関の事由や新型コロナウイルス感染症の影響等により、

事業の遅延が生じたため。  

◯ 各年度予算の未使用額のうち、外的要因により支出年度が翌年度

にずれ込まざるを得ないものについては、事象の起きた案件に紐

づけて必要な財源を確保し、翌年度に繰り越して執行した（2023

年度以降各年度）。 

◯ 年度末時点の運営費交付金債務の未収益化の発生理由は、相手国

側機関の事由などにより、当初の計画に変更が生じたため（各年

度）。 

 

（2）自己収入の確保に向けた取組と管理・運用の状況 

◯ 事業収入は、2022～2025年度で約28.8億円（いずれも消費税の還

付等を除く）。各年度の内訳は下表のとおり。 

事業収入実績 

（単位：億円） 

年度 実績額 計画額 

2022 5.3 2.9 

2023 5.3 3.0 

る。 

 

（結論） 

以上により、中期計画において予定されていた取組

を着実に実施していることから、中期目標における所

期の目標の達成が得られていると認め、「Ｂ」評価とす

る。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞  

・予算執行管理については、2017年度の予算執行問題

を踏まえて導入された事前統制メカニズムを引き続き

適切に運用し、月次での執行状況の把握・共有や、複

数年度を見据えた事業計画の調整を通じて、安定的な

予算執行管理に努めることが重要である。また、急激

な為替変動や物価高騰等の外的要因が事業実施や予算

執行に与える影響を引き続き注視しつつ、事業の質を

確保しながら、後年度負担を意識した計画的な予算管

理を徹底されたい。 

・第6期中期目標期間に向けては、運営費交付金債務残

高の状況にも留意しつつ着実な事業実施を進めるとと

もに、案件形成・予算配分・執行見通しの精査を行

い、中期目標期間をまたいだ安定的な事業運営に努め

られたい。 

・債券発行や自己収入の確保については、引き続き積

極的な取組を期待する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

特になし。 
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2024 8.1 3.1 

2025 10.1 3.2 

 

 

◯ 寄附金の総額は3.2億円（いずれも消費税の還付等を除く）。各年

度の内訳は下表のとおり。 

2023年度一般寄附金のメニューを拡充し、現在は8つの分野で受

け付けている。受け入れた寄附金は、NGO等による活動や、多文

化共生分野での取組、JICA海外協力隊の現地活動に活用した。使

途特定寄附金事業については、2022～2025年度の間に19案件を実

施した。 

寄附金収入実績 

年度 

寄附

金収

入 

一般寄附金または 

募集特定寄附金を

活用した主な取組 

主な使途特定寄附金事業 

2022 1.2

億円 

世界の人びとのた

めのJICA基金活用

事業：新規採択10

件 

・ニコン・JICA奨学金制度（ラ

オス） 

・アマゾン保護区における自然

環境分野の研究・教育関連施

設建設事業（ブラジル） 

新規開始案件 計2件 

2023 0.6

億円 

世界の人びとのた

めのJICA基金活用

事業：新規採択36

件 

・日越大学山本奨学金・研究奨

励金制度（ベトナム） 

・フジタ・ニノミヤチェアへの

長岡文庫設置プロジェクト 

・陸域及び海域（島嶼国等）の

自然環境保全関連事業（パラ

オ） 

・ライオン・食品安全庁査察・

規制・調整機能強化プロジェ

クト（バングラデシュ） 

・スポーツを通じた平和促進プ

ロジェクト（南スーダン） 

等 

新規開始案件 計6案件 

2024 0.7

億円 

世界の人びとのた

めのJICA基金活用

事業：新規採択44

件 

・ウクライナ復旧・復興人材育

成 

・外国人介護人材サポート事業

（国内） 

・南スーダン課題別研修「学校
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運営改善を通じた質の高い学

びの保障」フォローアップ協

力 

・ジュバ市公立学校へのスポー

ツ用具供与（南スーダン） 

新規開始案件 計4案件 

2025 0.7

億円 

世界の人びとのた

めのJICA基金活用

事業：新規採択46

件 

・カンボジア国教員養成大学付

属小学校へのPC供与 

・留学生支援プログラム 

・帰国研修員支援プログラム 

・生態系の回復等に資する

Synecocultureの導入に関す

る各種ODA事業 等 

新規開始案件 計7案件 

 

（3）その他財務内容の改善や開発資金の動員等に資する取組 

① 国際協力機構債券の発行を通じた開発資金の動員 

• 機構は2016年度よりソーシャルボンドとして財投機関債を発行

してきたが、2023年度に財投機関債・政府保証外債に共通で適

用する新しいフレームワークとして「JICAソーシャル/サステナ

ビリティボンドフレームワーク」を公表。同フレームワークに

対してMoody's Japan社よりセカンド・パーティ・オピニオンを

取得。また、投資家層の拡大も企図し、2024年2月にはMoody's 

Japan社より発行体信用格付を新規に取得した（取得格付は日本

政府と同様のA1・安定的）。2023年度以降、同フレームワークに

基づきすべての債券を社会的課題及び環境課題の解決に資する

事業に資金を充当するサステナビリティボンドとして発行して

いる。リテール債の発行も行い、機構の取組に共感する個人投

資家からの資金動員が実現した。中期目標期間の間に、新規の

投資表明は顕著に増え（2022年度36件、2023年度32件、2024年

度16件、2025年度21件）、累計373件に達した。 

 

国際協力機構債券の発行状況 

年度 発行内容 

2022 

財投機関債800億円（うち50億がリテール）、政府保証外債

9億ドル 

 テーマ債：ピースビルディングボンド含む 
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2023 

財投機関債650億円（うち80億がリテール）、政府保証外債

12.5億ドル 

 テーマ債：防災・復興ボンド含む 

2024 

財投機関債540億円（うち40億がリテール）、政府保証外債

10億ドル 

テーマ債：ジェンダーボンド含む 

2025 

財投機関債380億円（うち50億がリテール）、政府保証外債

10億ドル 

テーマ債：アフリカ・TICADボンド含む 

 

② 受託事業を通じた開発資金の動員 

• 中部アフリカ森林イニシアティブ（CAFI）基金との受託契約

（約900万ドル）によるコンゴ民主共和国「国家森林モニタリン

グシステム運用・REDD＋パイロットプロジェクト」（技術協力プ

ロジェクト）、日本企業（三井物産株式会社）が有するCSR基金

を活用した科学技術協力事業「チリにおける持続可能な沿岸漁

業及び養殖の確立に資する赤潮早期予測システムの構築と運

用」及びトヨタ・デ・アンゴラ社との受託契約による「自動車

整備人材育成プロジェクト」を実施。また、GCFからの受託事業

として東ティモール「重点流域における森林減少抑制及び気候

変動強じん化のためのランドスケープ管理能力向上」及びモル

ディブ「気候変動に強じんで安全な島づくりプロジェクト」（技

術協力プロジェクト）の事業を行った。 

 

【参考情報】「独立行政法人における経営努力の促進とマネジメント

強化について」（2018年3月30日付、総管査第10号）に基づく「目的積

立金等の状況」について 

（単位：百万円、％） 

  

令和4年度

末 

（初年

度） 

令和5年度

末 

令和6年度

末 

令和7年度

末 

前期中期目標期間繰

越積立金 
16,387 8,678 3,406 1,763 

目的積立金 － － －  － 

積立金 － 2,675 － 8,390 
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うち経営努力認定

相当額 
－ － － － 

その他の積立金等 0 0 0 0 

運営費交付金債務 63,662 74,844 67,545 46,939 

当期の運営費交付金

交付額（a） 
171,335 173,274 167,141 156,052 

  
うち年度末残高

（b） 
54,083 47,453 33,646 21,548 

当期運営費交付金残

存率（b ÷ a） 
31.6 27.4 20.1 13.8 

 

（4）事業上の課題及び対応方針   

 2017年度の予算執行問題を受けて2018年度に実施した「予算執行管

理強化に関する諮問委員会」の提言も踏まえ、予算の事前統制メカニ

ズムを引き続き担保・推進した。具体的には、月次での執行状況を取

りまとめて組織内に周知することで、当該年度の事業実施・予算執行

を着実に行うことに加えて、中期目標期間全体としての軟着陸に向け

て、2022～2026年度にわたる事業計画を収入見込みと照らし合わせ、

新規で実施する事業の計画調整に早期に着手することで、複数年度で

の予算管理が推進される体制を構築した。急激な為替変動、物価高騰

による影響は少なからず受けつつも、前述のとおり、組織全体として

の予算状況の随時把握・後年度負担を意識した計画調整を行うことに

より、適切な予算執行管理に努めている。 

 本中期目標期間最終年度である2026年度においては、運営費交付金

債務残高の観点から着実な事業実施を進めつつ、次期中期目標期間に

向けて、過度な計画の積み上がりが生じないよう留意し、中期目標期

間を跨いで安定的な事業運営がなされるよう努めていく。 

 

  【参考情報】「独立行政法人における経営努力の促進とマネジメント強化について」（平成 30年 3月 30日付、総管査第 10号）に基づく「目的

積立金等の状況」について（単位：百万円、％） 

 令和 4年度末 

（初年度） 
令和 5年度末 令和 6年度末 令和 7年度末 

令和 8年度末 

（最終年度） 

前期中期目標期間繰越積立金 16,387 8,678 3,406 1,763  

目的積立金 － － － －  

積立金 － 2,675  8,390  
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 うち経営努力認定相当額 － － － －  

その他の積立金等 0 0 0 0  

運営費交付金債務 63,662 74,844 67,545 46,939  

当期の運営費交付金交付額（a） 171,335 173,274 167,141 156,052  

 うち年度末残高（b） 54,083 47,453 33,646 21,548  

当期運営費交付金残存率（b ÷ a） 31.6 27.4 20.1 13.8  

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：5 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：4 年度計画 

3. 財務内容の改善に関する事項 

 

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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Ⅳ. その他の事項 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.13 安全対策・工事安全に関する事項 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】安全管理は国際協力事業を推進するために必須であり、安全

の確保は事業を安定的に実施するための大前提となるため。 

【困難度：高】いつどこで不測の事態が起きるか分からず、目標の達成が機

構による努力のみでは管理できないため、本項目は困難度を高とするのが妥

当と考える。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 目標値/年 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

（計画値） 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【指標 13-1】国際協力事

業関係者の安全対策研修

の受講者数 

1.6万人 3,200人 3,609人 4,954人 5,853人 6,174人 （3,200人） 20,590人 

【指標 13-2】工事安全に

係る調査・セミナー等の

実施件数 

560件 112件 170件 121件 127件 126 件 （112件） 544件  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.参照） 

 

＜その他の指標＞ 

なし。 

＜主な業務実績＞ 

No.13-1 安全対策 

（1）業務実績 

◎ 戦時下のウクライナにおける安全管理体制を構

築【③】：機構は、2023年11月にウクライナ事

務所を開設し、2024年度は本格的にウクライナ

支援事業を拡大してきた。それに伴い増加する

日本からの渡航者の安全確保が急務であること

から、外務省と緊密に連携しつつ、戦時下のウ

クライナにおける安全管理体制を構築した。ま

た、安全確認調査を実施し、事業拡大に伴い今

後の渡航が想定されるサイトの実地踏査とリス

ク評価を行ったほか、有事の対応能力強化のた

め、新たな退避ルートの安全確認を実施し複数

の退避手段の確保に努めた。さらに、他のドナ

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：困難度が高いと設定されている中、評価指標

の目標水準を大幅に上回る成果を上げていること

に加え、業務実績のとおり、質的な成果や成果の最

大化に向けた取組において目標水準を上回ると判

断されることから、当該中期目標期間における中期

目標の所期の目標を上回る成果が得られていると

認められるため。  

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標13-1】において120％以上を達成している。また、【指標13-2】においても目

標値の100％以上を達成しており、定量指標全体として着実に目標を達成している。 

 

（定性的実績） 

１．安全対策 

・ウクライナ支援事業の拡大に伴い、外務省や他ドナー等と連携しつつ、戦時下にお

ける安全管理体制を構築したことは高く評価される。特に、安全確認調査や退避ルー

トの確認、最新の治安情報の収集体制の整備を通じて、事業関係者の安全確保と支援

事業の実施を両立する体制を整えたことは評価できる。 

・2023年4月13日に発生したスーダンにおける軍事衝突時には、迅速に緊急事態対策

本部を設置し、政府による邦人保護・退避オペレーションと連携しつつ、機構関係者

以外も含む在留邦人等の退避に貢献したことは高く評価される。さらに、同事案から

得られた教訓を踏まえ、高脅威度国におけるアクションプランの策定、緊急事態対応

マニュアルの更新、シミュレーション訓練等を実施し、他国での安全対策強化につな

げたことは評価できる。 
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ー機関等と連携し、最新の治安情報を常時収集

することで、戦況の変化を迅速に把握し、適切

な安全対策を講じる体制を整えた。 

 

◎ スーダンからの邦人退避への貢献とその経験の

各国への適用【②③④】：スーダンにおいて

2023年4月13日に発生した同国軍と即応支援部

隊の軍事衝突において、現地滞在中の機構関係

邦人9名及び機構現地事務所職員等の安全確保

のため、迅速に緊急事態対策本部を設置し邦人

関係者の国外退避を含むオペレーションを実施

した。日本政府からの要請を踏まえ、政府によ

る邦人保護・退避オペレーションと連携しつ

つ、一部機構関係者以外の現地滞在邦人を対象

としたポートスーダンへの国内陸路避難を実施

した。結果として、機構関係邦人全9名を含む

在留邦人とその配偶者及び子、合計45名が自衛

隊機によりポートスーダンから国外退避した。

迅速な退避に貢献できた背景には、機構現地事

務所のセキュリティアドバイザーや現地職員も

交えた関係者間の密な連携・コミュニケーショ

ンだけでなく、これまでの協力で培ってきた現

地カウンターパートや国連機関との人脈・信頼

があり、これらを活用した情報収集、車両手配

等がある。これに対し、本邦への退避完了後、

日本政府及びNGO関係者から機構スーダン事務

所に対し感謝の意が伝えられた。また、同国外

退避オペレーションを受け、機構が事業を展開

する他の拠点におけるリスクを洗い出し、高脅

威度国を特定（イラン、ブルキナファソ、南ス

ーダン、ルワンダ、イラク等）。当該国関係者

に対してスーダンの事例で抽出された教訓を説

明し、各国で有事に備えたアクションプランの

策定を行った。また、スーダンの教訓を踏まえ

「海外における緊急事態対応マニュアル」を更

新したほか、同マニュアルに基づき、本部での

適切な対応を行えるようシミュレーション訓練

を実施した。シミュレーションを通じて関係者

の意識が向上し、関連するマニュアルの更新・

改善を実施した。 

 

・加えて、紛争、政変、騒擾、自然災害等への平時からの情報収集・分析、ハード・

ソフト両面での安全対策、海外渡航管理システムの導入等を通じて、緊急時の安否確

認や注意喚起を迅速に行う体制を整備したことは評価できる。 

２．工事安全 

・施設建設等を伴うODA事業における事故・災害の防止・低減に向け、「施設建設等を

伴うODA事業の工事安全方針」や「ODA建設工事安全管理ガイダンス」等の改訂・運用

を行い、工事安全に係る取組を着実に推進したことは評価できる。特に、制定から10

年を経過した「ODA建設工事安全管理ガイダンス」について、有識者による検討を踏

まえて改訂したことは、工事安全管理の実効性向上に資する取組として評価できる。 

・工事安全重点国を中心に、企画調査員の派遣、現地調査、安全セミナーの実施等を

通じて、実施機関や工事関係者の安全意識の向上に取り組んだことは評価できる。加

えて、事故発生時には原因分析及び再発防止策を確認し、関係者へフィードバックを

行うなど、同種事故の防止に向けた取組を継続したことも評価できる。 

 

（結論） 

以上により、【指標13-1】及び【指標13-2】は目標値を上回る結果を得ており、中期計

画において予定されていた取組を着実に実施しているほか、安全対策及び工事安全の

双方において特筆すべき定性的な成果が認められることから、中期目標における所期

の目標を上回る成果が得られていると認め、「A」評価とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 国際協力事業を取り巻く安全環境は、紛争、政変、テロ、自然災害、感染症等により

一層複雑化しており、事態の予見が困難な状況が続いている。このため、引き続き、

平時からの情報収集・分析、リスク評価、渡航判断、緊急時対応体制の不断の見直し

を行い、事業関係者の安全確保に万全を期すことを期待する。 

また、安全対策研修については、実際の危機対応事例から得られた教訓を反映し、内

容の更新や実践性の向上を図るとともに、関係者への安全啓発及びネットワーク強化

を継続されたい。 

工事安全については、改訂したガイダンス等の適切な運用を徹底し、工事安全に係る

調査・セミナーや現場での安全確認を継続することで、事故・災害の防止・低減に向

けた取組を一層推進されたい。 
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◎ 平時の対策強化と緊急事態への対応【③】：機

構が事業を実施している地域において発生する

犯罪事案の増加、凶悪化や、南アジア・中東・

アフリカでの域内紛争、政変、騒擾、自然災害

等への平時の対策として、機器などのハード面

と訓練・研修のソフトの両面の安全対策を講

じ、関係者の安全を確保に努めた。また、 機

構が事業を実施している国において緊急事態が

発生または予見された際に、多方面からの情報

収集と分析、関係部門との報告・連絡体制の構

築等を通じて適時に追加的な安全対策を講じ、

関係者の安全を確保した。具体的には治安悪化

（バングラデシュ政変、モザンビーク選挙後の

抗議活動の激化、コンゴ民主共和国抗議活動激

化等）、紛争（パレスチナ、イラン等）、自然災

害（バヌアツ地震）等で対応を行った。 

 

○ 海外渡航管理システムの導入等による事務合理

化：海外の新型コロナウイルスの感染状況の変

化を踏まえ、対応方針を国ごとにまとめて渡航

再開を実現するとともに、同ウイルス感染拡大

状況を理由とした一般渡航制限の原則撤廃

（2022年12月）、短期渡航者の渡航承認手続きの

合理化等を進めた。この経験を踏まえ、2024年

4月より、新型感染症拡大に限らず海外での有

事の際に対象地域に滞在している機構の事業関

係者の迅速な情報検索、注意喚起や安否確認発

信、対象者の応答確認を実現するため、海外渡

航管理システムを導入した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針   

中期目標期間を通じて、事業関係者の安全確保に

向けた平時からの情報収集・分析、適時適切な渡航判

断を実施するとともに、機構内外関係者に対する研

修内容の不断の改善を継続して、対応能力を強化し

てきた。世界が複合的な危機下にあり、事態の予見が

難しい状況において、本中期目標期間の最終年も、事

業関係者の安全確保のため的確な情報収集・分析手

法の見直し・強化や、研修内容を更新し、また関係者

への安全啓発の発信・ネットワークを強化する。 
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No.13-2 工事安全 

（1）業務実績 

〇 指針文書の適切な運用と見直し 

2025年度に「施設建設等を伴うODA事業の工事安

全方針」、「ODA建設工事安全管理ガイダンス」、工

事安全に係る機構内関係者向け参考マニュアル

を改訂するとともに、これら指針文書のほかに

「JICA安全標準仕様書（JSSS）」、「施工会社（店社）

による海外建設現場安全パトロール実施要領」

を適切に運用・周知した。具体的には資金協力事

業の事業関係者や相手国政府等を対象とした安

全セミナーやJSSSに関する能力強化研修を実施

し、上記指針文書を周知するとともに、それらを

踏まえた事故予防の徹底を促した。なお、前述の

「ODA建設工事安全管理ガイダンス」は、制定から

10年を経過したことから、有識者からなる検討

会を2024年度に1回、2025年度に5回、計6回開催

しその検討を受けて改訂した。 

 

○ 施工現場の安全対策の強化 

中期目標期間を通して、日常的に、工事事故発

生の都度、事故の原因分析と再発防止策に係る

事業関係者による検討内容を確認し、その結果

を事業関係者へフィードバックを行い、同種の

事故の防止に向けた注意喚起・事故予防に努め

た。加えて、大型インフラ事業を多数実施中の

工事安全重点国（インド、バングラデシュ、イン

ドネシア、フィリピン等）を中心に、工事安全に

係る知見・経験を有する企画調査員の派遣を継

続し、工事の品質と安全の状況確認のための現

地調査を実施するとともに、実施機関や工事関

係者向けに工事安全セミナーを実施して工事安

全に係る意識の醸成を行った。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針   

中期目標期間を通じて、工事事故の防止・低減に向

け、調査・セミナーの開催を継続して実施してきた。

本中期目標期間の残りの2026年度においても、同様

に、調査・セミナーの開催を通じた適切な工事安全対

策を推進する。  
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４．その他参考情報 

特になし。 

 

  

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：6 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：5 年度計画 

4．安全対策・工事安全に関する事項 

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.14 内部統制 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 ２０２２年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 2026年度 

（計画値） 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【指標１４－１】モニタ

リング実施回数 
10回 2回 2回 2 回 2回 2回 （2回） 8回 

【指標１４－２】リスク

管理に係る委員会の開

催回数 

30回 6回 8回 8 回 13回 11回 （6回） 40回 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は２．参照） 

 

＜その他の指標＞ 

なし。 

＜主な業務実績＞ 

○ フィリピン「首都圏鉄道3号線改修事業」（円

借款）の調達手続に関する秘密情報の漏洩事

案：事実関係の再検証及び更なる再発防止策

の検討のため、2024年11月に検証委員会を設

置。同委員会の助言を踏まえ、コンプライア

ンス・マニュアル及び調達に係る執務参考資

料の整備や内部・外部通報制度の改善に加

え、機構のコンプライアンス・不正事案対応

を強化するため、2025年8月に法務・コンプラ

イアンス部を、内部統制機能を強化するため

に総務部総合調整課を2026年1月にそれぞれ設

置。また類似事案等の把握のため総点検調査

を実施するなど再発防止策を講じた。 

 

○ アフリカ・ホームタウン構想の発表につい

て：2025年8月、機構が交流を目的に日本国内

の4自治体をアフリカ各国の「ホームタウン」

として認定した旨の発表を行ったところ、日

本国内での誤解と混乱を招き、4つの自治体に

過大な負担が生じる結果となり、9月下旬に発

表を撤回することとなった。本件はこれまで

＜評定と根拠＞ 

評定：C 

根拠：評価指標の目標水準は着実に達成する見込

み。2024年度に主務大臣評価において、フィリピン

向け円借款事業の調達手続きに関する秘密情報の

漏洩事案に関し、業務運営の改善が必要とされたこ

とについて、2025年 6月に出された検証委員会の助

言を踏まえ、再発防止策を講じ、業績改善の取組を

実施している。また、TICAD9に合わせ発表したアフ

リカ・ホームタウン構想に係る日本国内での誤解と

混乱については、機構の業務運営上の外部リスクに

適切に対応するという 所期の目標水準を満たして

いないと考えたため。 

評定 D 

＜評定に至った理由＞ 

フィリピン円借款事業「首都圏鉄道3号線改修事業」に関する秘密情報漏洩事案の

発生及び「アフリカ・ホームタウン構想」による機構事業全体の信頼性への影響も踏

まえ、主務省として、機構が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずる必要がある

と認め、単に「目標の水準を満たしていない」とする「C」評定の程度を越えて、「抜

本的な業務の見直しが必要」とされる「D」評定とする。 

 

（定量的実績） 

【指標14-1】は、目標値の100％以上を達成している。また、【指標14-2】は、目

標値の120％以上を達成しており、定量指標については着実に目標を達成している。 

 

（定性的実績） 

・2024年度に発覚したフィリピン共和国向け円借款「首都圏鉄道3号線改修事業」に

おける調達手続に係る秘密情報漏えい事案については、検証委員会の助言を踏まえ、

コンプライアンス・マニュアル及び調達関連の執務参考資料の整備、内部・外部通報

制度の改善に加え、機構のコンプライアンス及び不正事案対応機能の強化を目的とし

て2025年8月に法務・コンプライアンス部を設置するとともに、内部統制機能の強化

を目的として2026年1月に総務部総合調整課を設置した点は評価できる。 

・2025年度のTICAD9において発表されたアフリカ・ホームタウン構想は、「ホームタ

ウン」という名称に加え、「ホームタウン」をJICAが認定するという構想のあり方そ

のものが、国内で誤解と混乱を招き、これにより自治体に過大な負担が生じる結果と

なってしまった状況を踏まえ、撤回に至った。本件では、事前のリスク評価及び事業

に関する内部牽制が不十分であり、加えて関連地方自治体及び先方政府との事前調整

が適当に行われなかった。その結果、国民、地方自治体及び相手国からの信頼を著し

く損ない、機構事業全体の信頼性にも影響を及ぼした。 
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経験のない新たな形態の事案であったが、組

織としてのリスクマネジメントと事案対応能

力の強化を目的に、発生までの経緯、事案発

生後の対応、機構の組織運営・個別事業への

影響についての情報整理・分析、及び教訓と

今後の対応を整理し、組織全体としての振り

返りを行った。 

 

○ 機構全体におけるリスクの自己点検の実施と

リスク管理委員会での報告：中期目標期間を

通じて、機構内の全部署・拠点（国内拠点・

海外拠点）において、自部署の業務にかかわ

るリスクを特定し、業務への影響を評価する

とともに、当該評価の結果に応じてリスク低

減に向けた適切な対策を検討した。これに加

え、総務省が示す内部統制の方針を踏まえ、

リスクの自己点検のプロセスの有効性を一層

高めるために2024年度導入した各種改善（組

織にとって重要なリスクの洗い出し及び検

討、課長主導による全員参加の議論の導入

等）を2025年度も継続し、改善されたリスク

自己点検方式の組織内定着を進めた。また、

各年度においてリスク管理委員会において、

自己点検結果を報告し、リスク評価及び対応

等を確認した。また、内部統制上の重要事項

を取りまとめ、理事会において報告を行っ

た。 

 

○ 内部統制に関する研修の継続実施：4年間を通

じて、機構内で勤務する全職員等を対象に内

部統制をテーマとしたオンライン研修を継続

的に実施し、組織全体の統制意識の向上を図

った。また、情報セキュリティ、個人情報保

護、障害者差別解消推進、コンプライアンス

など、内部統制を構成する個々の事項に係る

研修の実施や組織内ポータルの整備及び周知

を行い、組織内への浸透を図った。また、内

部監査の国際的指針が5年に一度の実施を求め

ている内部監査の品質評価（外部評価）を行

い、評価の結果報告を兼ね、組織目標達成に

内部監査が果たす役割や意義等をマネジメン

・機構内で勤務する全職員等を対象に内部統制をテーマとしたオンライン研修を継

続的に実施し、組織全体の統制意識の向上や、情報セキュリティ、個人情報保護、障

害者差別解消推進、コンプライアンスなど、内部統制を構成する個々の事項に係る研

修の実施や組織内ポータルの整備及び周知を行い、組織内への浸透を図ったことは、

一定程度評価できる。 

・内部・外部通報制度については、外部通報の受理対象の拡大、内部通報規程の新設、

通報者保護の明確化等を通じて制度の実効性向上に取り組んだことは評価できる。 

 

（結論） 

以上により、定量指標については、【指標14-1】が目標値の100％以上を達成し、【指

標14-2】が目標値の120％以上を達成しているほか、中期計画において予定されてい

た内部統制、リスク管理、内部監査、内部・外部通報制度及び情報セキュリティ対策

に係る取組を実施していることは認められるものの、内部統制及びリスクマネジメン

トの観点から重大な課題が生じており、中期目標における所期の目標を下回るのみな

らず、機構が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずる必要があると認め、「抜本

的な業務の見直しが必要」とされる「D」評定とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

フィリピン円借款事業に係る調達手続に関する秘密情報漏洩事案については、検証

委員会の助言を踏まえた再発防止策を着実に実施し、情報管理、守秘義務、調達手続

の公平性・透明性に関する職員及び機構関係者のコンプライアンス意識の徹底を図ら

れたい。新設された法務・コンプライアンス部及び総務部等を中心として、組織横断

的な内部統制機能を実効的に機能させることが重要である。 

また、アフリカ・ホームタウン構想をめぐって、国民、地方自治体及び相手国との

信頼関係を損なう結果となったことを機構として重く受け止める必要がある。主務省

としては、本事案を単なる個別事業の失敗ではなく、事業形成及び事業実施に係るガ

バナンスやリスク管理体制上の課題として認識し、抜本的な改善を強く求める。これ

らを踏まえ、対外発信や新規事業の実施に当たっては、関係者との事前調整、リスク

分析、社会的影響の把握、発信内容の正確性確認を徹底されたい。特に、国内外の関

係者に影響を及ぼし得る取組については、組織全体としてリスクを早期に把握し、適

切に管理・対応する体制を強化する必要がある。また、事案対応においても、内部統

制が十分に発揮されるよう、リスク管理体制の改善に取り組む必要がある。 

さらに、情報セキュリティについては、委託先を含むサプライチェーン・リスクへ

の対応、契約条項の遵守状況確認、サイバーBCPの整備、生成AI利用に係るガバナン

ス強化を着実に進められたい。加えて、会計検査指摘事項への対応についても、関係

部署への周知及び事業実施上の条件変化の把握を徹底し、援助効果の確実な発現に努

められたい。 
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トセミナーで経営幹部に説明し、セミナー録

画は一般職員等も視聴できるよう、アーカイ

ブ公開した。 

 

○ 事業継続計画（BCP）に基づく訓練の実施と緊

急対応能力の強化：4年間を通じて、事業継続

管理規程に基づき、対策本部訓練、緊急事態

時の優先業務訓練、市ヶ谷ビル及び国内拠点

の災害対応態勢に関する点検を継続的に行っ

た。2022年度には訓練結果を踏まえて各部門

のBCPマニュアルの見直しを行い、優良事例と

課題の共有を通じて実効性向上に取り組ん

だ。2023年度には初の抜き打ち訓練を実施

し、突然の対応が求められる状況で得られた

教訓を組織内で共有することで、緊急時対応

力をさらに高めた。2024及び2025年度には引

き続き抜き打ち訓練を含む訓練体系を実施

し、職員が実践的に対応できる体制の強化を

図った。 

 

○ 業務実績評価の適切な実施：機構の中期計画

及び年度計画に基づき、中期目標期間を通じ

て業務実績等評価を適切に実施した。加え

て、本部部署・拠点（国内拠点・海外拠点）

を対象とするセミナー開催を通じ、各年度の

業務実績に係る主務大臣による評価結果及び

指摘事項等を機構内に広く共有し、同指摘事

項を踏まえた適切かつ確実な対応の促進を図

った。  

 

○ 有償資金協力勘定に関するリスク管理の推

進：有償資金協力勘定リスク委員会にて、定

期リスク管理報告（有償資金協力勘定の統合

的リスク管理報告を半期ごとに実施）及び有

償資金協力勘定の資産・負債管理（将来の収

支分析や収支改善策に係る議論を半期ごとに

実施）等の有償資金協力勘定に関するリスク

を議論のうえ、金利リスク及び為替リスクの

ヘッジ方針及び負債調達方針等の策定、並び

に投融資展開の方向性の検討を実施した。ま

た、複合的危機に伴う有償資金協力の役割の
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拡大や期待の高まり、並びに機構法改正等を

受けた新手法導入審査とリスク管理態勢の検

討、気候変動や国内外の金融市場環境の変化

等が有償資金協力勘定に及ぼす影響の分析等

を行い、有償資金協力勘定リスク管理委員会

にて審議、報告を行った。 

 

○ 内部監査基本計画に基づく監査の実施：内部

監査基本計画に基づき、内部監査に関する国

際的指針に則して、定例監査及び特定テーマ

監査を以下のとおり実施するとともに、監査

結果に基づく改善実施状況等のフォローアッ

プを実施した。 

 

○ 定例監査の実施：定例監査では、有償資金協

力勘定信用リスク監査、情報セキュリティ監

査、個人情報管理監査、法人文書管理監査、

国内拠点監査（2022～2025年度累計6拠点）、

在外拠点監査（2022～2025年度累計28拠点）

を実施した。 

 

○ 特定テーマ監査の実施 

2022年度：市場リスク管理（有償資金協力勘

定）、国内拠点事業推進態勢 

2023年度：労働法令遵守態勢、情報発信管理態

勢 

2024年度：地球規模課題対応国際科学技術協力

実施態勢、建設工事に係る安全確保対応態勢 

2025年度：青年海外協力隊事務局監査 

 

○ コンプライアンス・不正事案対応の強化 

 ・外部通報に関する対応の強化 

中期目標期間を通じて、外部通報窓口及び不正

情報相談窓口を運用し、通報者保護を確保しつ

つ、関係規程に基づいて通報内容に応じた適切

に対処した。2024年度には、機構のコンプライ

アンス（不正事案）対応強化の観点で、コンプ

ライアンス規程を改正し、外部通報の受理対象

（通報者・対象法令）を拡大した。 

・内部通報制度の整備・拡充 

2024年度に内部通報制度の見直しを行い、従来
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コンプライアンス規程で定められていた内部

通報制度をコンプライアンス規程から分離独

立させ、「内部通報規程」として新たに制定し

た。内部通報規程では、内部通報を理由とする

通報者への不利益な取扱いは懲戒等処分の対

象となることを明示したほか、契約先の役員等

も内部通報制度を利用できる対象者とし、利用

対象者の拡大を図った。公益通報者保護法の趣

旨に則り内部通報の受付・調査を行う業務従事

者の指名、研修を行い、対応力を強化した。 

 

○ 性的搾取・虐待及びセクシャルハラスメント

（SEAH）に関する取組の強化：SEAHについて、

中期目標期間を通じて機構の事業を実施する

中で被害を受けた者または被害を見聞きした

者が、情報を機構に伝達する窓口を運用する

とともに、得られた情報に基づき、適切に対

応した。 

 

○ サイバーセキュリティ対策実施細則等の改

正：「政府機関等のサイバーセキュリティ対策

のための統一基準群」の改定を受け、機構の

サイバーセキュリティ対策に関する規程等の

改正を行った（2022～2025年度）。また、情報

セキュリティ対策推進計画を毎年度見直しの

うえで実施し、所用の能力強化を行った

（2022～2025年度）。 

 

○ クラウドサービスの適正な利用：政府情報シ

ステムのためのセキュリティ評価制度

（ISMAP） への対応を強化し、同制度に準拠し

たクラウドサービスを利用するための制度及

び審査体制を構築することで適正な利用を推

進した（2024年度）。 

 

○ 生成AIガバナンスの強化：生成AIを機構内で

安全に利用するための執務要領を整備（2025

年度）。またAI統括責任者（CAIO：Chief AI 

Officer）を設置（2025年度）。今後、2026年

度に生成AIのガバナンス体制を整備する予

定。 
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○ 情報セキュリティ意識向上に向けた研修・訓

練の推進：「情報セキュリティ・個人情報保護

研修」や標的型攻撃メール訓練等の内容を改

良の上実施し、職員の情報セキュリティ意識

の向上及び事故防止への啓発に取り組んだ

（2022～2025年度）。現地職員向けには情報セ

キュリティに関する研修動画を作成した

（2025年度）。また、AI利活用時のリスク認識

等も含め（2025年度）、サイバー攻撃の脅威か

ら組織を守るために把握すべき事項や取るべ

き対策についての理解を深めるため、機構内

経営層向け・部門長/拠点長向けの情報セキュ

リティセミナーを開催した（2024年度、2025

年度）。 

 

○ 情報セキュリティに関するサプライチェー

ン・リスクへの対応：機構内の外部委託契約

にあたる契約種別において、上記統一基準群

に基づく情報セキュリティ対策及び「個人情

報保護に関する法律」に基づく個人情報保護

対策がなされるよう、契約関連書類を整備し

た（2024年度、2025年度。一部継続して整備

中）。 

 

○ 自己点検及び実地確認の実施：本部部署・拠

点（海外拠点及び国内拠点）で実施したリス

クの自己点検（海外拠点及び国内拠点への実

査結果を含む）から、リスク項目及び傾向を

洗い出し、機構全体が抱えるリスクの分析を

行った。また、自己点検結果と実際の状況に

乖離がないか実地確認を行い是正のためのア

ドバイス等を行った（2023年度、2024年度、

2025年度）。 

 

○ ゼロトラストを核とした次期情報システム基

盤・機構ネットワークの更改を推進：次期情

報システム基盤・機構ネットワークの要件定

義（2022～2023年度）と更改作業（2023～

2024年度）の実施、執務用端末の管理強化

（2024～2025年度）等を通じ、ゼロトラストの



254 

考え方に基づく対策やISMAP準拠のクラウドサ

ービスの導入・構築を実行することで、情報

漏洩・不正アクセス・サイバー攻撃への対策

を強化した。2026年度は引き続き、執務用端

末と国内拠点LANの更改等によりサイバーセキ

ュリティ対策を一層強化する。 

 

○ EU「一般データ保護規則」（GDPR）への対応：

EU域内拠点と本部を含む域外拠点の間でのデ

ータ移転に必要となる標準契約条項（SCC）に

ついて、2021年に欧州委員会が決定した新た

なSCC雛形に合わせ更新した（2022年度）。また

GDPRデータ侵害の疑い事案発生時マニュアル

を整備した（2025年度）。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針   

2024年に設置したフィリピン円借款事業「首都圏

鉄道3号線改修事業」に関する検証委員会の助言を

踏まえ、コンプライアンス・マニュアル及び調達に

係る執務参考資料の整備や内部・外部通報制度の改

善に加え、機構のコンプライアンス・不正事案対応

を強化するため、2025年8月に法務・コンプライアン

ス部を、内部統制機能を強化するために総務部総合

調整課を2026年1月にそれぞれ設置した。 加えて、

管理職と非管理職の面談（1on1）の定期実施を導入

し、コミュニケーション円滑化を通じ問題の早期発

見を可能とするとともに、引き続き全機構タウンホ

ールミーティングなど役員層からの発信により組

織内の意思疎通の強化を図り職員のコンプライア

ンス意識の一層の向上を図っていく。 

情報セキュリティに関し、2025年度に発生した基

幹システム運用保守再委託先のサーバーへの不正

アクセス事案を受け、2026年度以降、機構内の基幹

システムについて契約書における情報セキュリテ

ィ条項や個人情報保護条項の遵守状況チェック手

順書の整備等を実施する。また、サイバー攻撃等を

受けた場合でも重要業務を可能な限り継続できる

体制を整えるため、2025年度よりパイロット対象で

ある派遣システムにおいてBCPを検討開始し、2026

年度は他の重要度の高いシステムも含めてサイバ

ーBCPを整備する。業務推進にあたっては、効率化・
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生産性向上に資する全体最適化を実現するため、機

構内システムの全体最適化マスタープラン（将来の

システム構成・実施計画の作成等）を策定し（2026

年度）、全体最適化を通じ将来の業務効率化・生産性

向上を目指す。 

 

（3）会計検査指摘事項への対応   

令和5年度決算検査報告指摘事項「援助の効果が

十分に発現していない事業として意見表示のあっ

た ODA案件2件」に関し、カンボジア・メコン地域通

信基幹ネットワーク整備事業については、事業実施

機関等に対して、低調となっている光ケーブル等の

活用を検討するよう働きかけを行った結果、当該光

ケーブルの伝送容量向上のための費用が組み込ま

れた事業実施機関の予算計画がカンボジア王国政

府に承認された。加えて、今後、技術の進展等の早

い分野で事業の遅延等が生ずる場合、事業実施期間

中において当該事業が置かれている状況を確認し

て事業実施上の条件の見直しなどの対応を検討す

るよう機構内の関係部署に周知した。ネパール・西

部地域小水力発電所改善計画については、事業実施

機関等に対して、バジャン郡及びルクム西郡の両発

電所が有効活用できるよう、基幹送配電系統への同

期工事を着実に行うよう働きかけを行った結果、基

幹送配電系統への同期工事が完了した。また、今後、

無償資金協力で基幹送配電系統に接続されていな

い地域における小水力発電所の改修等を実施する

事業については、必要な対応を迅速に執ることがで

きるよう、事業に影響を与える周辺事情の変化等の

把握に努めることを機構内の関係部署に周知した。

これらをもって両案件は令和6年度決算検査報告に

おいて処置済み事項となった。  

 

令和6年度決算検査報告指摘事項「見返り資金に

よる更なる開発効果が速やかに発現されるなどす

るよう」意見表示のあった見返り資金に関しては、

ガイドラインを改訂するなどし、在外事務所等が相

手国政府の見返り資金の残高、使用状況等を適時適

切に確認して、長期にわたり使用されておらず、使

用される予定がない見返り資金を把握した場合は、

相手国政府に対して見返り資金の早期の使用に向
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けた働きかけを行うよう機構内の関係部署に周知

した。   

「援助の効果が十分に発現していない事業として

意見表示のあった ODA 案件 1 件」に関し、ベトナ

ム・オモン火力発電所及びメコンデルタ送変電網建

設事業並びにオモン火力発電所 2号機建設事業につ

いては、有償資金協力等によって火力発電所を建設

する事業において、燃料の供給等が別の事業からの

影響を受け、かつ、当該燃料の具体的な調達時期等

が不確実な場合、当該別事業の実施時期の見込みな

どの実現可能性を十分に検証し、事業の計画段階か

ら関係機関等との調整を十分に行うことを機構内

の関係部署に周知した。（2025年度） 

 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：7.(1) 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。 

中期計画：6.(1) 年度計画 

5. その他業務運営に関する重要事項 

 

  

  

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.15 組織力強化に向けた人事 

当該項目の重要度、困難度 【困難度：高】法人の部長相当職及び課長相当職については、各役職に占め

る女性の割合を令和 7年度末までに 18％とする成果目標を掲げている。JICA

の目標値は 27％と同計画の目標値と比して 1.5倍であり、第 4期よりさらに

差を大きく設定していることから、本項目は困難度を高とするのが妥当と考

える。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

【指標 15-1】女性管理職

比率* 

27% 

（2026年度末） 
 －  23.2％ 26.9％   29.1％   30.9％  - 

 

*本指標は年度ごとの目標値の設定及びそれに基づく評価は行わず、第 5 期中期目標期間全体を通した目標値の達成状況を測ることとしている。 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実績は 2.参照） 

 

＜その他の指標＞ 

なし。 

＜主要な業務実績＞ 

◎ 女性職員の活躍促進【①③】：女性管理職

割合は2020年度末20.5％、2021年度末

22.2％、2022年度末23.2％、2023年度末

26.9％、2024年度末29.1％と上昇し、2025

年度末には30.9％と前年度比1.8％増とな

った。男女間賃金格差も1.5％縮小し、意

思決定層での女性活躍が進んだ。育児介護

セミナーや座談会、ファミリーデーの実施

促進に加え、2024年度には女性向けメンタ

リング支援を試行し、管理職志向の醸成を

図った。 

 

◎ 職員の自律的な能力開発・キャリア開発の

推進【③】：社内研修のオンデマンド化・

英語化や職員発意の研修導入、博士・修士

取得研修派遣（2022～2025年度：合計57

人）、出向や専門研修の継続により、学び

の機会を拡大した。また、社内公募ポスト

数の増加を推進し、2025年度までに131ポ

ストまで拡大した。キャリアコンサルテー

＜評定と根拠＞ 

評定：A  

根拠：評価指標の目標水準を大幅に上回る成果

を上げていることに加え、業務実績のとおり、

質的な成果や成果の最大化に向けた取組におい

て目標水準を上回ると判断されることから、当

該中期目標期間における中期目標の所期の目標

を上回る成果が得られていると認められるた

め。 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標15-1】が、目標値の100％以上を達成している。 

 

（定性的実績） 

１．人事に関する施策の実施状況（指標15-1】女性管理職比率に関する施策の実施状

況） 

中期計画の取組を着実に実施したことに加え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・女性職員の活躍促進については、女性管理職比率を着実に上昇させ、目標値を上回

ったことは高く評価される。また、育児介護セミナー、座談会、ファミリーデー、女

性向けメンタリング支援等を通じて、女性職員が指導的役割を担い活躍できる環境整

備を進めたことは評価できる。 

・職員の自律的な能力開発・キャリア開発については、社内研修のオンデマンド化・

英語化、職員発意の研修導入、博士・修士取得研修派遣、社内公募ポストの拡大、キ

ャリアコンサルテーションの対象拡大等を通じて、職員が主体的に能力強化を行う機

会を拡充したことは評価できる。 

・Diversity, Equity and Inclusionの推進については、障害当事者の職場適応支援、

SOGIの多様性に係る理解促進、相談体制の整備等を通じて、多様な職員が活躍できる

組織文化の醸成に取り組んだことは評価できる。さらに、グローバル拠点戦略課の設

置を通じて、海外拠点における現地職員の人事制度の標準化、育成制度の整備、研修
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ションの対象拡大、「なんでも相談窓口」

の設置、自己研鑽支援制度の効率化により

利用者が増加し、10％ルールに関する分析

では活用者の成長実感の高さも示された。 

 

◎ Diversity, Equity and Inclusion の推

進【③】： 

 次世代育成・女性活躍推進については、策

定した行動計画（2022～2026年度）を基

に、2025年度は①6月と障害当事者の採用

後1か月以内に、障害当事者と人事部と相

談員の三者による面談を実施して職場適応

状況等を確認、②障害当事者の所属部署か

ら職場適応状況等について相談があった場

合、人事部とともに対応、③障害当事者の

採用面接への同席（採用面接を行う部署の

希望に応じてオブザーバー参加）等を新た

な活動として開始。 

 性的指向・性自認（SOGI）の多様性に係る

対応としては、2025年6月のプライド月間

にて短編映画「カランコエの花」上映と感

想共有会を本部（麹町・竹橋）にて計3回

実施するとともに、2025年度より国内拠点

にも任意で募集を行い、上映希望のあった

国内拠点7か所（帯広・二本松・東京・横

浜・駒ケ根・中国・筑波）においても上映

会を実施した。 

 

◎ グローバル拠点戦略課の設置と現地職員の

育成・制度整備【③】：2024年4月に同課を

設置し、海外拠点における現地職員（NS）

の人事制度の分析と最適化に着手した。貴

重な人的資源であるNSが一層活躍できる枠

組みの構築を目指し、全拠点共通で等級・

報酬・評価・育成制度を標準化した新人事

制度を構築した。全96海外拠点における新

制度への移行を段階的に行うこととし、

2026年度以降に第1バッチから移行する準

備を整えた。NSの人材育成・研修につい

て、新規採用者向けのオンボーディング研

修をオンライン研修として整備、また本邦

機会の拡充を進めたことは、海外拠点の組織力強化に資する取組として評価できる。 

・採用活動及びオンボーディング支援について、入構前学習、オリエンテーション、

メンター制度等を通じて新規採用者への支援を強化し、オンボーディング支援に対す

る否定的認識が大きく改善したことは評価できる。 

 

（結論） 

以上により、特に女性管理職比率の定量目標を前倒しで達成していることに加え、

中期計画において予定されていた取組を着実に実施している。女性職員の活躍促進、

自律的な能力開発・キャリア開発、DE&Iの推進、現地職員の育成・制度整備等におい

て、特筆すべき定性的な成果が認められることから、中期目標における所期の目標を

上回る成果が見込まれると認め、「A」評価とする。 

具体的には、女性管理職比率の着実な上昇に加え、職員が自律的に能力強化やキャリ

ア形成を行う環境を整備し、社内公募や研修、キャリア相談制度を拡充した。また、

現地職員の人事制度整備や研修機会の拡充、障害者支援やSOGIに係る取組等を通じ

て、多様な人材が能力を発揮できる組織基盤の強化に貢献したことは高く評価され

る。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

高度化・複雑化する開発課題に的確に対応するため、引き続き、職員一人ひとりが

専門性を高め、自律的にキャリアを形成できる環境整備を進めることが重要である。

社内公募、研修、キャリアコンサルテーション、自己研鑽支援等の取組を継続・発展

させ、人材育成の実効性を一層高められたい。 

また、現地職員を含む多様な人材の活用、DE&Iの推進、オンボーディング支援の強化

については、次期中期目標期間に向けた人事戦略や人材ポートフォリオ管理と連動さ

せ、組織全体として必要な人材を計画的に確保・育成・配置する体制の強化に努めら

れたい。 

 

＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

・日本の国際協力セクター全体のエコシステムを強化するため、JICA 職員と NGO 実

務者間の人事交流（出向・受け入れ）を大幅に拡充し、「人材の好循環（リボルビン

グ・ドア）」を中核的な人事戦略に位置づけるべき。 
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研修26件、広域研修15件、第三国研修9件

を実施（対象者数延べ236名）し、さらに

学位取得等の自己研鑽に係る費用の一部支

援制度を導入し、計30件を実施した。 

 

◎ 採用活動及びオンボーディング支援の強化

【③】：入構前学習、オリエンテーション、

メンター制度等によりオンボーディングを

強化し、支援体制に対する否定的認識は

2022年45.1％から2024年22.4％へと2年間

で20ポイント以上改善した。有期雇用制度

の改正や選考業務の集約により事務の効率

化も進めた。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針   

高度化・複雑化する諸課題に社会情勢を踏ま

えながら適切に対応するため、人材の流動性が

高まる中、職員が自身の関心・適性に応じて自

律的に能力強化を行える環境を整備することが

重要であり、社内公募ポスト数の大幅な増加や

10％ルールの利用推進等を図るとともに、キャ

リアコンサルテーションの対象拡大や「なんで

も相談窓口」の設置等を通じて、職員がキャリ

アを主体的に考える機会の拡充を進めた。引き

続きこれらの取り組みを継続的に実施するとと

もに、次期中期計画期間に向けて人事戦略の検

討を行い、人材育成・人材ポートフォリオ管理

の戦略性強化を図る。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

（別添）中期目標、中期計画、年度計画 

 中期目標 中期計画 年度計画 

 中期目標：7.(2) 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参照。 

中期計画：12.(2) 年度計画 

11. （2）組織力強化に向けた人事 

https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html


260 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.16 予算、収支計画及び資金計画（有償資金協力勘定を除く） 

当該項目の重要度、困難度 - 関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 中期計画：7 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。  

6. 予算、収支計画及び資金計

画（有償資金協力勘定を除く。） 

- ＜主要な業務実績＞ 

中期目標期間の最終年

度において報告する予

定であり、中期目標期間

（見込）評価では報告対

象外とする。 

- 

 

 

評定 - 

- 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.17 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、困難度 - 関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

    

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 中期計画：8 

中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 ・ 年 度 計 画 は 、 JICA ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）を参

照。  

7. 短期借入金の限度額 

 

- ＜主要な業務実績＞ 

一般勘定、有償資金協力

勘定ともに短期借入金

の実績はない。 

- 

 

 

評定 - 

- 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.18 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、困難度 - 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 9.   

中期目標・中期計画・年度計画は、 JICA ウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）

を参照。 

該当なし - - - 

 

 

評定 - 

- 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.19 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、困難度 - 

 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 10. 

中期目標・中期計画・年度計画は、 JICA ウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）

を参照。 

該当なし - 

 

- 

 

 

- 

 

 

評定 - 

- 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.20 剰余金の使途（有償資金協力勘定を除く。） 

当該項目の重要度、困難度 （必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評 価

指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 11. 

中期目標・中期計画・年度計画は、 JICA ウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）

を参照。 

10．剰余金の使途（有償資

金協力勘定を除く。） 

- 

 

＜主要な業務実績＞ 

・「独立行政法人通

則法」第 44条第 3項

により中期計画で定

める使途に充てるこ

とができる剰余 金

（目的積立金）はこ

れまで発生しておら

ず、本中期計画期間

最終年度においても

生じる予定はない。 

- 

 

 

評定 - 

- 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.21 施設及び設備に関する計画 

当該項目の重要度、困難度 - 

 

関連する政策評価・行政事業レビュー 令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 12. (1) 

中期目標・中期計画・年度計画は、 JICA ウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）

を参照。 

11.（1）施設及び設

備に関する計画 

- ＜主要な業務実績＞ 

・国内施設の老朽化対策と

して、横浜センターの大規

模改修工事、北海道センタ

ー（帯広）、JICA市ヶ谷ビル、

東京センター、横浜センタ

ー、中部センター、九州セン

ター、沖縄センターの外壁・

屋上等改修工事、北海道セ

ンター（札幌及び帯広）の空

調・衛生配管等更新工事等

に加え、東京センター、沖縄

センターの大規模改修工事

に向けた準備を施設整備費

補助金により実施した。  

・国内施設整備実施基盤を

強化するため、設計・監理業

務用の総合評価落札方式の

導入や国内建築工事向け低

入札価格調査手続きマニュ

アルの作成等を通じ、調達・

契約制度の整備を実施し

た。また、施設整備情報基盤

のうち設備・機器一覧表の

- 

 

評定 - 

本項目は、年度計画に基づいて行われており、法

人及び主務大臣による評定の対象外とする。 
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整備を進めるとともに、工

事実施にあたっての本部担

当部署と工事対象国内拠点

の連携を強化した。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.22 積立金の処分及び債権等の回収により取得した資産の取扱いに関する事項（機構法第 31 条第 1 項及び法附則第 4 条第 1 項） 

当該項目の重要度、困難度 - 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 12.（3） 

中期目標・中期計画・年度計画は、 JICA ウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）

を参照。 

11.（3）積立金の処分及び債権等の回

収により取得した資産の取扱いに関

する事項 

- ＜主要な業務実績＞ 

・第 4期中期目標期間の最終

事業年度の積立金（847 億円）

のうち 656億円について、前

中期目標 期間繰越積立金と

して、やむを得ない事由によ

り第4期中期目標期間中に完

了しなかった業務 の財源に

充当することが 2022 年 6 月

に主務大臣に承認された。う

ち、2021年度予算で契約した 

業務の経過勘定等の損益影

響額や 2022～2025 年度の支

出分等に 638億円を充当し、

2025年度末の残高は 18億円

となった。 

- 

 

評定 - 

本項目は、年度計画に基づいて行

われており、法人及び主務大臣に

よる評定の対象外とする。 

 

４．その他参考情報 

債権の回収については貸付契約書に基づく返済がなされており、適切に業務が行われていることが認められる。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.23 中期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度、困難度 - 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和 6年度外務省政策評価 

予算事業 ID：001098 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 12.（4） 

中期目標・中期計画・年度計画は、 JICA ウェブサイト

（https://www.jica.go.jp/about/disc/chuki_nendo/index.html）

を参照。 

- - ＜主要な業務実績＞ 

中期目標期間の最終年度に

おいて報告する予定であり、

中期目標期間（見込）評価で

は報告対象外とする。 

- 

 

評定 - 

- 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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